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平成２４年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ａ１  

 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

（１）森林・林業の再生に向けた森林管理技術・作業体系と林業経営システムの開発 

Ａ 地域に対応した多様な森林管理技術の開発 

指標(研究課題群) 多様な施業システムに対応した森林管理技術の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
 （中期計画）国産材の供給拡大と環境に調和した施業の推進に向けて、地域の特性に対応し皆
伐や更新と公益的機能の関係を踏まえつつ、多様な施業システムに対応した森林管理技術の開発
を行う。 
 国産材の持続的生産のため、森林管理技術を高度化・体系化する手法や指標の作成に取り
組み、低コスト再造林の条件を明らかにするシステムや省力・低コストかつ高品質のコンテ
ナ苗の生産技術を開発する。個体ベースの成長予測モデルを開発し、長伐期施業に向けた将
来木選定方法のガイドラインを作成するとともに、森林生態系の物質循環を健全に維持する
ための診断指標を開発する。また、地域資源を活用した多様な森林管理技術の開発に取り組
む。作成した手法や指標は、森林管理技術に関する学会や行政の委員会、産学官連携の取り組
みにおける提言や、教育・研修の教材として活用する。成果の活用により、地域の特性を生か
した森林管理が進み、森林資源劣化の緩和や資源の活用を通して地域林業の活性化に寄与す
る。 
 
２．年度計画中期計画目標値：（20）%  （前年までの達成度：20%） 
 スギ再造林の低コスト化のため、育林コストシミュレータとGISを利用した再造林適地判
定システムを組み合わせ、植林初期に適用する低コスト再造林支援システムを構築する。 

森林の物質循環を健全に維持するための診断指標の提案に向けて、森林の林床の状態が表
土移動に及ぼす影響を明らかにする。 
 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 
 国産材の持続的生産には再造林の低コスト化が必要である。昨年度は伐採－地拵え－植栽
を同時進行させる一貫作業システムが従来の人力作業と比べ作業量を 13%～17%に減らせる
ことを明らかにした。本年度はそのコスト評価を可能にする低コスト再造林支援システム
を、育林コストシミュレータと再造林適地判定システムにより構築した。適地判定システム
は GIS に取り入れることで九州全域での低コスト再造林適地の抽出とマップ化が可能で、コ
スト以外にも対象地の特徴が明確になるなど、再造林の意思決定支援においても有効活用で
きる。スギ再造林の低コスト化に向けた技術開発では、大苗栽培技術を開発し、作業工程の
調査からコンテナ苗が裸苗よりも植栽作業を約 1/2 に短縮できること、さらにコスト削減の
施業オプションとして、植栽後 5－6 年の間隔年実施で下刈りする方法や、コスト高な防護
柵に頼らないシカ食害軽減手法を提案して効果を検証し、無下刈りでも成長に優れたスギク
ローンを摘出した。コンテナ苗を含む低コスト再造林の成果は、林野庁・森林管理局が新た
に取り組む技術開発の課題設定に強く（9 課題中 6 課題）反映されている。 

森林の物質循環の健全性維持に関する診断指標提案に向けては、異なる森林タイプで表土
の移動や土壌侵食程度と林床被覆率の定量的関係を明らかにした。これを利用して、日本の
森林資源調査の土壌侵食多点データから林床被覆率と土壌侵食痕の出現状況の関係を全国規
模で解析した。その結果、ヒノキ林や常緑広葉樹林の林床被覆率は他の森林タイプに比べて
低く、また、傾斜角が大きい林分とともに林床被覆率の低い林分ほど土壌侵食痕の出現が増
加する傾向にあるなど、林床被覆度が土壌侵食の指標として有効であることが検証できた。
成果の一部はモントリオールプロセスの技術諮問委員会会合（第 13 回ロシアのスズダル及
び第 14 回東京）で公表され、国際的に高く評価された結果、林床被覆率の測定を含む土壌
侵食調査法が、モントリオールプロセスの方法書ライブラリーの第 1 号に公表されることと
なった。また、土壌侵食指標は農水省や県の実用技術開発の取り組みですでに活用されてい
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る。診断指標の提案とその活用は年度計画以上の成果である。 
この他、低コスト再造林研究を加速するため、種子精選による発芽率向上に取り組み、カ

ラマツで種子の精選技術を向上させ、直接播種によるコンテナ苗生産の実用化に目処をつけ
た。従来方式（水選）による発芽率向上 14％→27％に対して、開発したアルコール選別方
式では 14％→72％で、キャビティ（一苗培地）当たり 3 粒播種で苗が得られるので、直接
播種による高品質苗の効率的生産を期待できる。これらの研究成果は、森林総研の研究推進
本部会議・低コスト林業研究会で分野横断的に共有するとともに、学会・シンポジウムや産学官
森林技術連携フォーラム、林野庁との研究調整会議や国有林野事業技術開発委員会、ほか各種発
表会や委員会での提言や行政、森林組合研修教材として活用した。 
 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（28）%、累積達成度（48）% 

中期計画の「多様な施業システムに対応した森林管理技術の開発」に対し、昨年度は一貫
作業システムによる省力の程度を明らかにした。当年度は低コスト再造林支援システムを構
築しコスト評価を進めた。コンテナ育苗、森林の物質循環の健全性指標の各課題で年次計画
以上の成果を上げた。低コスト再造林の成果は、森林管理局の技術開発の立案に役立てられ
た。森林の物質循環の成果は、有効性が高く評価されてモントリオールプロセス方法書ライ
ブラリー第 1 号に公表される。人工林管理技術についても、長伐期施業に向けた将来木選定
方法の指針作成で個体の成長予測モデルの精度検証と精緻化が進み、仮想林分でのシミュレ
ーション段階に達した。地域資源を活用した多様な森林管理技術の開発課題では、九州の造
林地におけるシカ食害率と植生調査や苗木の成長測定から、標高や植被の違いで被害率が時
期的に異なることを見いだし、低コスト再造林の植栽技術確立に貢献する成果が得られた。 
 

自己評価結果（ ｓ ） （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上） （120 未満-90%）（90 未満-60%） （60 未満-30%）（30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

 それぞれの外部（自己）評価結果は、A11［未（s）］、A12［未（a）］、A1P01［s］、

A1P02［a］、A1P02［a］である。資金額の重みづけによるウエイト数値を用いて達成度を計

算すると、（140ｘ0.287）+（100ｘ0.207）+（140ｘ0.311）+（100ｘ0.101）+（100ｘ0.094）＝

「124％」となり、自己評価は「S」となった。再造林の低コスト化のための作業システムの評

価、コンテナ苗の課題の解明、森林の物質循環健全性維持の診断指標の提案課題では、十分な

成果を得ており、当初の計画以上を達成したと判断する。 
 

外部評価委員評価 （〇）ｓ、（ ）ａ、（ ）ｂ、（ ）ｃ、（ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （140）／（1）＝ 140 

  当該年度達成度 ：  140×20／100 ＝ 28 ％ 

総合評価（Ｓ） 委員数 （1）人 

結果の修正有：0 無：1 

重点課題における本課題のウエイト：0.587 

（ウエイト＝研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

 研究計画にあげた事項を着実に実行し、当初想定していたレベルを上回る成果を上げていること

から s と評価した。特に、低コスト造林システムの構築に関して有効な成果を上げていること、林

床被覆率に関して、国際的な森林の健全性指標として取り上げられるまでにデータの裏付けを高め

たことは高く評価される。 

７．今後の対応方針 

 地域林業の活性化に向けて、地域の特性に対応した低コスト再造林システムの構築を進め

る。 
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８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20％）） 

 国産材の持続的生産のため、低コスト再造林のシステム提案に向けて、多雪地域におけるコ

ンテナ苗と普通苗の植栽後の成長特性を解析し、得失を明らかにする。長伐期施業林へ誘導す

る際の将来木選定のガイドラインを、間伐手法別の成長予測とコスト評価をもとに作成する。 
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平成２４年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ａ２  

 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

（１） 森林・林業の再生に向けた森林管理技術・作業体系と林業経営システムの開発 

Ａ 地域に対応した多様な森林管理技術の開発 

指標(研究課題群) 森林の機能発揮のための森林資源情報の活用技術の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
 森林・林業再生のため、公益的機能の関係を踏まえた森林の管理技術の開発、およびそのため
に必要な森林資源情報の把握に重点的に取り組むことが求められている。そこで、森林の有する
多面的機能の持続的発揮を確保するため、広葉樹林化の誘導技術、帯状伐採の評価手法、および
里山維持システムの開発を行う。また、適切な森林管理に資する森林資源の計測、評価手法の開
発および森林管理技術の研究開発を行う。 

これらの成果は広葉樹林化や、帯状伐採、里山維持システムの技術的指針となるほか、適切な
森林管理に資する森林資源の計測・評価手法、都市近郊林の管理手法、林分の更新に関する技術
的な問題解決に貢献する。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（20）%  （前年までの達成度：20%） 
 効率的な人工林経営のため、低密度航空機 LiDAR 観測による人工林の樹高・蓄積など生育状
況の指標を把握する手法を開発する。また、天然更新判定方法を適正に行うための事例として、
苗場山のブナ天然更新試験地のデータを解析し、更新成功率と稚樹密度の関係を解明する。 
 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 

森林の多面的機能を持続的に発揮させるには、森林資源情報の中から有効なものを選び活用す
る技術が重要である。効率的な人工林経営を実施するうえで、主間伐などによる収益をあらかじ
め把握するのに必要な林分材積などのデータを、正確かつ効率的に推定することが必要であるこ
とから、低密度航空機 LiDAR データによるスギ、ヒノキ人工林の平均樹高、林分材積の推定手
法を開発した。データから算出される指標値の対数重回帰式から平均樹高、林分材積を精度よく
推定できた。また、年度計画の研究内容に加え、数 100ha 以上の広域で、データを取得した全域
を対象にする場合には、地上での毎木調査に比べ低密度 LiDAR による調査コストが低いことも
示された。これは、森林経営計画作成を支援する有益な成果である。 

天然更新施業を実施する際に、目的とする樹種の天然更新の可能性を事前に予測することがで
きれば、施業の失敗を避けるのにきわめて有効である。しかし、現在までに提案されている判定
基準は、科学的なデータに基づきその妥当性が検証されていない。そのため、更新成否が判定で
きるまで長期にわたり、更新初期状況と更新成功率との関係を解析することが可能である苗場山
ブナ天然更新試験地の 30 年間のデータを解析し、天然更新完了基準を検討した。残存母樹の伐
採から 4 年後の 1982 年と 2008 年の植生調査および樹木の更新調査の結果から、高木性の樹木
が更新（2008 年に高木性樹種の被度 50％以上）する確率は、1982 年当時の稚樹密度・稚樹
高・植生高でよく説明され、ブナに限定すると稚樹の密度と高さのみでよく説明された。高木性
樹種の更新の成功率は、稚樹の密度が 20 万本/ha 以上、かつ植生が除去された場合に 8 割を超
えると推定された。これは、天然更新施業の推進に有益な成果であり、林野庁が作成した「天然
更新完了基準書作成の手引き」に掲載され、各県の天然更新完了基準書作成に活用された。 
 その他、森林の有する多面的機能の評価に関する研究として、欧米で初めてとなる森林浴の森
林医学実験を、フィンランド森林研究所との共同研究として行った。ヘルシンキの都市公園、都
市近郊林、中心都市部において、被験者による実験を行った結果、収縮期血圧等が都市部に比べ
て減少しており、日本と同様リラックス効果があることが分かった。日本で開発した評価手法と
森林の機能としての森林浴の効果を国際的に発信する大きな成果である。 

 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（28）%、累積達成度（48）% 
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独立行政法人森林総合研究所 
 

 中期計画「皆伐や更新と公益的機能の関係を踏まえつつ、森林の機能発揮のための森林資源情
報の活用技術の開発を行う」に対して、昨年度は、広葉樹林誘導技術として、林冠の制御等によ
る天然更新促進技術や、菌根菌感染苗等を利用した更新技術を開発し、また、人工林蓄積推定の
ための標準地調査法において、標準地の面積や形状の違いによる推定精度を評価する手法を開発
した。当年度は、低密度航空機 LiDAR 観測により人工林の樹高・蓄積を把握する手法を開発
し、苗場山のブナ天然更新試験地のデータを解析し、更新成功率と稚樹密度の関係を解明した。
低密度航空機 LiDAR については、計画された研究内容に加え、全域の地上調査に比べコストが
低いことが示され、天然更新については成果が行政で活用されたことから、当年度の達成度は予
定以上と判断した。 

 

自己評価結果  （ S ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

 本研究課題群は、1 研究項目、2 プロジェクト課題で構成されている。 
 それぞれの外部（自己）評価結果は、A21［未（s）］、A1P02［a］、A1P03［a］であった

ので、資金額の重みづけによるウエイト数値を用いて達成度を計算すると、（140ｘ0.642）+
（100ｘ0.243）+（100ｘ0.115）＝「126」となり、自己評価は「S」となった。 

中期計画「皆伐や更新と公益的機能の関係を踏まえつつ、森林の機能発揮のための森林資源

情報の活用技術の開発を行う」に対して、年度計画に掲げた低密度航空機 LiDAR 観測による

人工林の樹高・蓄積を把握する手法を開発し、苗場山のブナ天然更新試験地のデータ解析によ

る更新成功率と稚樹密度の関係を解明した。さらに、低密度 LiDAR については地上調査によ

る蓄積測定に比べ低コストであることを示し、年度計画の予定以上の成果を得た。また、天然

更新については成果が林野庁の「天然更新完了基準書作成の手引き」に掲載され、各県の天然

更新完了基準書作成に貢献したことから大変高い成果が得られたと判断している。 
 

外部評価委員評価 （○）ｓ、 （ ）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （140）／（ 1 ）＝140  

   当該年度達成度 ：  140×20 ／100  ＝ 28  ％ 

総合評価（ Ｓ  ） 委員数 （ 1  ）人 

結果の修正 有：0 無：1 

重点課題における本課題のウエイト：0.412 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

 天然更新施業や森林資源管理など、林業現場で利用可能な優れた成果が得られており、予定以上

に研究が進捗していると評価する。 

 

７．今後の対応方針 

 森林管理情報の把握技術については本年度の成果をふまえ、林業現場での利用に向け、外部

資金プロに応募し、林分材積や立木本数密度など基本的な情報を、低コストで精度良く取得す

る技術の開発に取り組む。 

 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20％）） 

 森林の有する多面的機能の持続的発揮を確保するため、帯状伐採による森林機能の変化を解

析・評価する。また、地域主体での資源利用を通して里山林を維持管理するためのシステムを

開発し、里山管理の現場で使用するためのマニュアル、技術資料を作成する。 
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独立行政法人森林総合研究所

評価単位 （A１） （A２）

A
全重点

課題に対
する割合

多様な施業シス
テムに対応した
森林管理技術
の開発

森林の機能発
揮のための森林
資源情報の活
用技術の開発

予算［千円］ 156,976 ( 7 ％) 92,194 64,782

（受託ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
研究費の割

合）
(56 %) (60 %) (50 %)

勢力投入量
（人当量）［人］

74.1 ( 18 ％) 41.1 33.0

委託研究
機関数

6 ( 6 ％) 5 1

研究論文数 74 ( 15 ％) 40 34

口頭発表数 125 ( 11 ％) 71 54

公刊図書数 21 ( 19 ％) 14 7

その他発表数 122 ( 16 ％) 65 57

特許出願数 0 ( 0 ％) 0 0

所で採択
された主要
研究成果数

3 ( 10 ％) 2 1

重点課題A研究課題群　予算・勢力投入量及び成果
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開催日　平成２５年　３月４日

項 目 指 摘 事 項 対 応 方 針

重点課題

　獣害対策など困難な研究課題についても
被害発生の実態把握が進められており、低
コスト再造林システムの実用化にむけ研究
が大きく進展したこと、わが国の森林研究
の国際発信において大きな成果をあげたこ
となど、予定を上まわる成果が得られてい
る。

　地域林業の活性化に向けて、地域の特性
に対応した低コスト再造林システムの構築
を進める。わが国の森林研究の国際発信に
おいて大きな成果をあげた成果を含め、研
究成果の国際学術誌での公表を進める。

　研究計画にあげた事項を着実に実行し、
当初想定していたレベルを上回る成果を上
げている。特に、低コスト造林システムの
構築に関して有効な成果を上げているこ
と、林床被覆率に関して、国際的な森林の
健全性指標として取り上げられるまでに
データの裏付けを高めたことは高く評価さ
れる。

　地域林業の活性化に向けて、地域の特性
に対応した低コスト再造林システムの構築
を進める。

　天然更新施業や森林資源管理など、林業
現場で利用可能な優れた成果が得られてお
り、予定以上に研究が進捗している。

　森林管理情報の把握技術については本年
度の成果をふまえ、林業現場での利用に向
け、外部資金プロに応募し、林分材積や立
木本数密度など基本的な情報を、低コスト
で精度良く取得する技術の開発に取り組
む。

　研究計画にあげた事項を着実に実行し、
当初想定していたレベルを上回る成果を上
げている。特に、低コスト造林システムの
構築に関して有効な成果を上げているこ
と、林床被覆率に関して、国際的な森林の
健全性指標に取り上げられるまでにデータ
の裏付けを高めたことは高く評価される。
コンテナ苗の育苗コスト削減に関して、伐
採からの一貫作業システムでの通年植栽の
需要が大きいと想定されるスギやヒノキに
ついても研究が進展することを期待した
い。また、研究成果の国際学術誌での公表
を進めて欲しい。

　直接播種によるスギ、ヒノキコンテナ苗
の育苗コスト削減に向けて、種子発芽率を
向上させる手法を検討する。研究成果の国
際学術誌での公表を進める。

　年度研究計画に即して植生状況とシカ被
害発生の実態把握や天然林施業地への多様
な樹種の定着技術に関する知見など、研究
目的の達成に必要な基盤データの収集が着
実に行われている。実用可能な技術を開発
するには、多様な基盤データと実証試験が
必要であり、5年間の研究期間で達成するに
は難易度の高い研究課題ではあるが、新た
な展開に繋がる成果が得られることを期待
したい。

　シカ食害への対処や天然林施業の改善
等、地域に対応した資源管理技術開発のた
めのデータ収集と成果公表を着実に進め
る。

平成２４年度重点課題評価会議　指摘事項と対応方針

（A）　地域に対応した多様な森林管理技術の開発

研究課題群

研究項目
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　天然更新施業試験地を再調査し、競合植
生の評価も加えた成林の可否の判断基準を
提示したことは、長期森林研究の重要性を
示す意味でも重要な成果が得られていると
評価する。研究のさらなる進展を期待した
い。コスト意識を持って行われたLiDARによ
る資源量調査手法の開発については、林業
現場での活用が期待できる発展性のある成
果が得られている。しかし人力による資源
調査では、量的なデータだけではなく、経
済的価値に関わる質的データの取得も可能
であり、単純なコスト比較は適当でないと
考える。森林浴効果に関する国際共同研究
で成果をあげたことは、わが国の森林研究
の国際発信に貢献するものと評価する。研
究成果の国際学術誌での公表をさらに進め
ていただきたい。

　今後も異なる森林タイプの長期試験地で
の観測による検証データを蓄積して、地域
的な変化も考慮した更新成功の判断基準の
提示につなげていきたい。指摘のとおり資
源調査に関しては、例えば立木の品質など
地上からの調査によらねばならない項目が
存在するので、航空計測により把握が可能
で低コストに把握できる可能性がある林分
情報を整理・抽出した上で、把握可能な項
目についてはさらなる精度向上と低コスト
化を目ざし外部資金プロジェクトへ応募を
行う。研究成果については、国際学術誌で
の公表を進めたい。
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開催日　平成２５年　３月４日

項 目 指 摘 事 項 対 応 状 況
　現状のコンテナ苗育苗技術の問題点とコ
ンテナ苗造林の利点を明らかにするととも
に、限定的な立地条件においてではあるが
一貫作業システムによる更新経費の大幅な
削減が可能なことを明らかにしたことは、
大きな成果と評価する。土地の生産性や施
業地の団地化、路網整備などと組み合わせ
て低コスト林業の可能地域の抽出に繋げて
頂きたい。

　コンテナ苗の育苗技術開発を加速するた
め、研究資金を重点配分するとともに、育
苗企業との共同研究を開始した。低コスト
再造林適地の抽出法については、地位、地
利、周辺植生の情報をベースにした手法を
開発し、九州地方に適用した。

　森林資源量は森林の取扱いを決めるため
の基本的なデータであり、その調査法の効
率化や精度の向上は重要な課題である。わ
が国の地形や林分単位の状況に適合した調
査法の改善を期待したい。

　林分内で地位差（単木材積の差）がある
場合について検討した。その結果、同面積
の方形標準地であっても、短辺が極端に短
くならない限りにおいて、標準地の形状が
斜面傾斜方向に長いほど誤差が小さくなる
ことがわかった。

　物質移動の診断指標の一般化がどこまで
可能かについても検討頂きたい。

　全国のモニタリングデータを利用して、
土壌侵食に対する指標として物質移動を制
御する最重要因子である林床被覆率を利用
することの有効性を検証した。

 シカの食害の防除コストの縮減と確実な成
林を可能とする施業方法の開発を期待した
い。人工林の収穫までの生育段階でさまざ
まな獣害を受け、造林木の経済的価値を損
なう危険性があることを踏まえたアウト
リーチが必要と思う。天然林施業に関して
は、旧薪炭林の活用に向けた成果を期待し
たい。

　スギ大苗を利用したシカ食害緩和の研究
を進めるとともに、ヒノキも対象とする低
コスト再造林の交付金プロ（H25-27）を開
始し、その中でシカ食害防除策のオプショ
ン提示に取り組むこととした。
　交付金プロ「里山維持」（H21-25）にお
いて、里山林の薪利用と健全性の回復の両
立を目的とし、市民ボランティアの参加で
里山林の伐採と更新を行う仕組みを開発し
つつある。

 再造林放棄の風潮を是正するためには、育
林コストの削減が必要であり、伐出・地拵
え・コンテナ苗植栽の同時進行などの技術
開発とともに、それらの普及可能性の
チェックが重要だと思われる。

　九州、東北地方で実証的試験を継続する
とともに、近畿・中国、関東でも実証試験
を立案した。引き続き、全国に普及するた
めの条件解明に取り組んでいく。

 低コスト造林技術や人工林の管理技術の開
発は重要な課題であり、中期計画の達成に
向けて研究を加速してもらいたい。

 低コスト再造林について、上述の通り取り
組んだ。人工林の管理技術についても、リ
モートセンシング技術を活用して森林材積
を低コスト把握する手法開発のための研究
プロジェクトを立案した。

 課題間の連携・調整において、研究推進本
部会議の機能発揮に期待したい。

　低コスト林業研究会を開催（6回＋現地見
学会）し、再造林コストの地域比較や欧米
との木材生産体制の比較など情報を収集し
た。集約結果は研究推進本部会議で共有
し、また、成果にもとづいた総説を普及紙
と図書で公表した。

　25年度予算要求において、国有林野事業
で行う森林整備等の事業発注の中で新たな
技術・手法を試行し実証するための予算を
要求しているところ。事業ベースで実証的
な取組に対する連携・協力をお願いした
い。

　近畿・中国、関東森林管理局と連携し
て、低コスト再造林の交付金プロ（H25-
27）をたて、成果が事業レベルで適用可能
かどうかを科学的に評価し、汎用性のある
ものに体系化する実証研究を開始した。

平成２４年度重点課題評価会議　平成２３年度指摘事項と対応状況

（A）　地域に対応した多様な森林管理技術の開発

重点課題
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平成２４年度評価シ－ト(指標)の集計表

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置

中項目 １ 研究開発の推進

小項目（１）森林・林業の再生に向けた森林管理技術・作業体系と林業経営システムの開発

Ａ 地域に対応した多様な森林管理技術の開発

第１-１-(１)-Ａ

評価結果
具 体 的 指 標

達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

多様な施業システムに対応した森林管理技術の開発 ｓ 140 0.587Ａ１

ｓ 140 0.412Ａ２ 森林の機能発揮のための森林資源情報の活用技術の開発

（ 指標数：２ ）

達成度の計算： 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計：｛（ ）

（140×0.587）＋（140×0.412） ≒ 140 (%)

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【 達成度：140 】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【 達成度：100 】
ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【 達成度： 80 】 評価結果
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【 達成度： 40 】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【 達成度： 0 】

Ｓ
【分科会評価区分】

ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上） 分科会
ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満） 評価区分
ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）

Ｓｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満）

独立行政法人森林総合研究所
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平成２４年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｂ１  

 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

（１） 森林・林業の再生に向けた森林管理技術・作業体系と林業経営システムの開発 

Ｂ 国産材の安定供給のための新たな素材生産技術及び林業経営システムの開発 

指標(研究課題群) 路網整備と機械化等による素材生産技術の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
路網整備と機械化等による素材生産技術の開発に向けて、地形や降雨量などの自然条件の違い

を考慮した機械化作業システムと路網作設・配置手法を開発するとともに、作業コスト予測に基
づいて各種条件に応じた低コスト作業シナリオの評価を行うことのできる、森林所有者・林業事
業体等のための意思決定支援手法を開発する。これらの成果は、フォレスター、プランナー、林
業事業体に対する研修での利用や現場技術者向けの技術マニュアル及び支援プログラムとして配
布・利用する。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（20）%  （前年までの達成度： 20%） 

効率的な路網開設のため、高精度 DEM（数値標高モデル）を活用して、林業専用道を地形に
追従させ土工量を削減するための路線選定条件を解明する。 

スギ人工林における架線系作業システムのもとで、成長と作業コストから施業を選択するため
の手法を開発する。 
 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 

新たな規格である林業専用道の安全で効率的な路網作設・配置手法の開発が求められており、
その一環として、高精度 DEM（数値標高モデル）を活用し、林業専用道を地形に追従させ土工
量を削減するための路線選定プログラムを試作した。これは、格子間隔 2m の DEM をバイリニ
ア補間法によって 10cm まで離散化を行い、離散化された地形に対して、曲線半径、計画高、盛
土勾配、切土勾配を与え、路面およびのり面を再現して土工量を計算するもので、土工量をでき
るだけ削減する路線選定ツールとして用いることができる。このプログラムを用いて、尾根、谷
地形における起点、終点の平面位置と計画高を一定とする条件下で土工量の計算を行った結果、
土工量を抑えるためには適切な曲線半径を選ぶ必要があること、尾根や谷では計画高の上下によ
って土工量の最小化と均衡がはかれること、計画高を一定とすれば土工量が最小になるような交
角点（I.P）の平面位置の取り方があることを明らかにした。今後、試作したプログラムを基に
路線選定等を行う設計支援プログラムの開発を行う。 

スギ人工林における架線系作業システムのもとで、立木の成長と作業コストから施業を選択
するための支援ツールとして、立地環境条件から林分の成長量を予測すると同時に間伐の伐出
コストを見積もることのできる統合モデルの開発を行った。林分成長モデルについては、立木
の光合成量を推定する因子として気象・地形要素に加えて新たに樹冠投影面積を導入して、よ
り個体差を表現可能なモデルに改良した。この林分成長モデルに、昨年度開発した伐出見積も
りシステムを統合させ、様々な施業体系のもとで間伐材積と伐出コストを見積もるシステムを
構築した。今年度はスイングヤーダによる間伐を想定し既存のパラメータを用いて、スギ人工
林の地位と間伐方法（間伐率）を変えて収穫量と伐出コストを試算するとともに、香美森林組
合に導入された新型タワーヤーダによる間伐作業の功程調査を行い、架線系作業システムにお
ける伐出コスト評価に必要なパラメータを充実させた。この施業シミュレーションシステムに
より、収穫量と伐出コストを比較しながら間伐・主伐のシナリオを設計することが可能となっ
たが、今後、各地の施業林分で調査事例を増やすことにより、精度の検証と向上に努めてい
く。 

そのほか、北海道の緩・中傾斜地におけるハーベスタ・フォワーダ伐出作業のガイドライン
を得るため、北海道支所実験林におけるフォワーダ林内走行実験および伐出現場における林地
へのインパクト調査を行った結果、地表部の根の損傷数は 3～4 回の走行で頭打ちとなったが、
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損傷程度は回数とともに増大した。また走行路端から損傷木幹までの距離が接近するほど被害本
数率が高く、損傷も大きくなることが明らかになった。ホイール式林業専用機により樹幹が損傷
を受ける割合は 4%で、従来型のチェーンソー・トラクタシステム（15～40%）よりも大幅に小
さかった。さらに小型専用機を使った CTL 作業現場では走行回数が 4 回以上になると轍（わだ
ち）が深くなり、泥濘化が促進される結果も得られた。これらのことから、同一路走行は 3 往復
以下が望ましく、伐採列幅をなるべく広くとること、さらに可能であれば林業専用機を用いる方
法がもっとも残存木損傷の減少に寄与することを示した。これらの成果は、緩・中傾斜地におけ
るハーベスタ・フォワーダ伐出作業ガイドライン策定の基礎資料として利活用される。 
 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（20）%、累積達成度（40）% 

 中期計画「路網整備と機械化等による素材生産技術の開発」課題、特に、森林・林業再生プラ
ンで示された林業専用道や森林作業道について、路線選定プログラムのプロトタイプを開発し、
土工量を指標とした路線選定が可能となった。また、「森林所有者・事業体等のための意思決定
支援手法の開発」については、架線系の実作業による功程調査により、伐出コスト予測と林分成
長モデルの精度向上を図った。以上より、素材生産技術の開発の今年度の目標は達成した。 
 

自己評価結果  （ ａ ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

 本研究課題群は、1 研究項目と 2 プロジェクト課題で構成されている。それぞれの外部（自

己）評価結果は、B11〔ａ〕、B1P01〔ａ〕、B1P02〔ａ〕であったので、ウエイト数値を用い

て達成度を計算すると、（100×0.209）＋（100×0.268）＋（100×0.523）＝100 となり、自己

評価は「概ね達成（ａ）」となった。 
 

外部評価委員評価 （ ）ｓ、 （２）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （100＋100）／（ 2 ）＝ 100 

   当該年度達成度 ：  100 ×20／100  ＝ 20 ％ 

総合評価（ ａ ） 委員数 （ 2 ）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.575 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

林業専用道の路線選定プログラムのプロトタイプ開発は，土工量に着目して自動化された路線

設計の実用化を図る上で期待できる成果である。森林所有者・事業体等のための意思決定支援手

法の開発は，前年度に引き続き着実に進展しており今後の成果が期待できる。「施業シミュレー

ションシステムの開発」は、研究課題群 B2 の「森林資源供給予想システム及び生産シナリオ評

価手法」との目的の違いに留意した研究の進展を期待したい。 

７．今後の対応方針 

林業専用道の路線選定プログラムについては、試作したプロトタイプのプログラムを基に現場
への適用・検証を通して普及可能な林業専用道設計支援プログラムの開発を目指していく。施業
シミュレーションシステムについては、今後、精度の検証と向上をはかるとともに、研究課題
群 B2 との連携を通して、森林経営計画策定への普及を目指していく。 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20％）） 

路網整備と機械化等による素材生産の低コスト化や安全性の向上に向けて、地形等の条件に応じ

た先進的機械作業システム適用の評価手法を開発する。また、伐出作業時の防護服着用による労働

災害防止効果の試算をもとに、防護服導入による経営上の効果を明らかにする。 
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平成２４年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｂ２  

 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

 （１） 森林・林業の再生に向けた森林管理技術・作業体系と林業経営システムの開発 

  Ｂ 国産材の安定供給のための新たな素材生産技術及び林業経営システムの開発 

指標(研究課題群) 国産材の効率的な供給のための林業経営・流通システムの開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
人工林を中心に充実しつつある我が国の森林資源を十分に活用できるよう、持続的な森林経営

の確立と国産材の安定供給体制の構築により、森林・林業を早急に再生することが求められてい
る。 

そのため、国産材の効率的な供給のための林業経営・流通システムの開発に向けて、森林資源
供給予測システムと林業生産シナリオ評価手法を開発する。また、経営の集約化や川上・川下連
携のための効率的な流通システムを開発するとともに、林業所得拡大に向けた森林経営における
経済分析手法を開発する。 

開発した資源推定・供給予測ソフトウェアは、森林組合や市町村林務担当者（施業プランナー
やフォレスターを含む）が利用する。また林業シナリオ評価手法は、森林所有者の経営判断や行
政担当者の政策立案に活用する。開発した林業経営経済分析手法を用いて社会的に望ましい森林
利用計画の選択肢を提示できるようになり、国や地方自治体の政策立案、森林組合や森林所有者
等の林業計画策定に利用できる。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（ 20 ）%  （前年までの達成度： 20%） 

木材の供給側と需要側との協定に基づき生産現場から需要者まで直納取り引きしている事例を
対象に、原木安定供給のために必要な条件を解明する。 
 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 
 わが国の木材自給率を高めるために、需要者に国産材（原木）を安定的に供給することが求め
られている。今日、合板工場による国産材の利用拡大がみられ、製材工場の大型化や大型工場の
新たな設置が進んでいるが、現在、これらの大口需要者への原木安定供給は体制確立の途上にあ
るといえる。そのため、木材の供給側と需要側との協定に基づき生産現場から需要者まで直納取
り引きしている先進的な事例を対象に、大口需要者に国産材の安定的に供給を試みている実態を
調査した。中部～東日本を対象に 5 事例を調査した結果、各事例に共通して、需給調整に不可欠
な需要側と供給側の協議（情報交換）の場を設けていることに加え、とりわけ１）直納が前提で
おおむね 3 ヶ月ごとの協定価格と現金での決済が原木の安定した出荷に繋がっていること、２）
合板用丸太（B 材）に加え、製材用（A 材）、ラミナ用（A、B 材）、パルプ用丸太（C 材）へ
と取扱う丸太の種類を拡大していること、３）取扱量の拡大が価格形成力強化の上で不可欠とし
ていることが明らかになった。このような流通主体を形成していくことが、国産材の原木安定
供給のために必要な条件であると考えられる。なお、この成果は原木の需給調整のための施策立
案に向けて林野庁へ情報提供をおこなった。 
 そのほかに、国産材の効率的な供給のための森林資源供給予測システムの開発に向けて、昨年
度までに開発した地位指数モデル（地形因子を用いた地位指数別樹高成長モデル）とデジタルオ
ルソ空中写真を用いた本数密度推定手法をさらに拡張して、小班別に直径階別の立木本数と幹材
積を出力する新たな林分収穫予測システムを構築した。ここで、樹高曲線（単木の直径－樹高関
係）や直径分布のパラメータは固定試験地のデータから新たに調整し、本数密度－平均直径関係
はシステム収穫表 LYCS から導出した。これを用いて、福島県東白川郡の民有スギ人工林を対象
に、デジタルオルソ空中写真を用いて地位指数、本数密度をマッピングし、森林簿に記載された
林齢を入力値として、小班単位で直径階別の立木本数・幹材積、幹材積合計を推定した。森林簿
に記載されている幹材積は収穫表に以拠することから、多くは林齢と３段階の地位だけで規定さ
れているが、開発した新たなシステムは、地形因子から推定された無段階の地位指数や、デジタ
ルオルソによる推定密度を利用しているため、同じ林齢でも幹材積合計には大きな変動があると
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いう実態をより正確に表現しているものとなった。 
なお、次年度は群馬県渋川広域森林組合の事業地を対象に、同様の方法で収穫予測システムを

構築し、その適合度を検証する予定である。 
 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（20 ）%、累積達成度（ 40 ）% 
 中期計画の達成目標である「経営の集約化や川上・川下連携のための効率的な流通システムを
開発するとともに、林業所得拡大に向けた森林経営における経済分析手法を開発する」に対し
て、当年度は予定通り、木材の供給側と需要側との協定に基づき生産現場から需要者まで直納取
り引きしている事例を対象に、原木安定供給のために必要な条件を解明した。また「国産材の効
率的な供給のための林業経営・流通システムの開発」については、東白川郡を対象に、昨年度ま
でに開発した手法に改良を加え、小班ごとの地位指数と本数密度、林齢を入力値として直径階別
の本数や幹材積を出力する収穫予測システムを構築した。 

なお現地での研究を進める過程で、森林経営計画の作成について、森林組合からの要請もあり
計画作成に深く関わり、研究成果の一部が森林組合の事業計画に反映された。 

自己評価結果  （ a ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

 年度計画の「原木安定供給のために必要な条件の解明」に向けて、木材の供給側と需要側と

の協定に基づき生産現場から需要者まで直納取り引きしている先進的な事例を調査し、国産材

の安定供給に必要な条件を明らかにした。また、森林資源供給予測システムについては、昨年

度開発したモデルを改良し、小班ごとの直径階別の本数や幹材積を出力する収穫予測システム

を構築したため、概ね達成とした。 
本研究課題群は、１研究項目と１プロジェクト課題で構成されている。それぞれの自己評価

は、Ｂ２Ｐ０１は[ａ]、Ｂ２１は[ａ]であったので、達成度を計算すると、[100]となり、自己

評価は[ａ]となる。 

外部評価委員評価 （ ）ｓ、 （２）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （100＋100）／（ 2 ）＝100 

   当該年度達成度 ： 100× 20／100  ＝ 20 ％ 

総合評価（ ａ ） 委員数 （ 2 ）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.423 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

 国産材原木の安定供給の条件が事例研究で明らかにされており，特に取扱量と価格形成力の関

係を確認したことは，政策立案に有益である。林分レベルでの収穫予測システムにより調査簿の

幹材積の問題を明らかにしたことは，森林経営計画等の計画精度を向上させる上で期待できる実

用的成果である。「森林資源供給予想システム及び生産シナリオ評価手法」と B1 の「施業シミ

ュレーションシステムの開発」の目的の違いに留意した研究の進展を期待したい。 

７．今後の対応方針 

 国内外の原木流通の先進的な事例を地域の特徴とともに精査し原木安定供給に必要な条件の

さらなる解明をはかるとともに、開発した森林簿に代わる収穫予測システムの現場への適用と

検証および B1 課題群の研究課題との連携を通して、森林経営計画策定のツールとなる森林資

源供給予想システム及び生産シナリオ評価手法の開発を目指していく。 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 60％）） 

 地域の伐採計画策定のため、群馬県下の一地域を対象とし、地域林業を形成する生産要素に基づ

いた木材生産量の予測手法を開発する。原木需給のコーディネート機能が発達している欧州の原木

流通との比較解析から、わが国の国産材安定供給に向けた原木流通の課題を抽出する。 
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独立行政法人森林総合研究所

評価単位 (B１） （B２）

B
全重点

課題に対
する割合

路網整備と機械化
等による素材生産
技術の開発

国産材の効率的な
供給のための林業
経営・流通システム
の開発

予算［千円］ 76,693 ( 3 ％) 44,206 32,487

（受託ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
研究費の割

合）
(23 %) (5 %) (47 %)

勢力投入量
（人当量）［人］

31.0 ( 7 ％) 18.0 13.0

委託研究
機関数

5 ( 5 ％) 3 2

研究論文数 19 ( 4 ％) 9 10

口頭発表数 50 ( 4 ％) 28 22

公刊図書数 9 ( 8 ％) 0 9

その他発表数 60 ( 8 ％) 28 32

特許出願数 0 ( 0 ％) 0 0

所で採択
された主要
研究成果数

2 ( 6 ％) 2 0

重点課題B研究課題群　予算・勢力投入量及び成果
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開催日　平成２５年　２月２５日

項 目 指 摘 事 項 対 応 状 況

　研究計画の達成可能性に関して、福島県の調
査対象地の事情による不確実性が若干認められ
ることから評価をｂとした。

　昨年度開発した林分収穫予測システムを拡張
し小班単位径級別本数、幹材積の推定を行っ
た。今年度より福島県と並行して群馬県での調
査を実施した。

　重点課題Ａの森林施業と新たな素材生産技術
や林業経営システムとの関係など、重点課題間
でのさらなる総括的な分析の展開を期待する。

　施業シミュレーションシステム、林分収穫予
測システムの開発にあたって重点課題Ａと連携
し、システムの向上、統合化に努めた。

　路網整備と機械化作業システムの調査分析を
総合化した素材生産技術の開発への展開を期待
する。

　北海道のハーベスタ・フォワーダ伐出作業シ
ステムにおいて、機械による林地の踏み固めを
考慮した路網システムを提案するなど、総合的
な研究の展開に努めた。

　森林資源予測システムと林業生産シナリオ評
価手法の開発に関して、着実な成果を上げてい
る。今後の我が国の林業経営を担うべき経営主
体や林業経営システムのあり方に関する分析の
深化を期待する。

　新たな林業生産力の発展を担うものとして、
国産原木の安定供給に向けた原木流通システム
の事例を調べ、原木安定供給のために必要な条
件を明かにした。

　研究の達成度及び達成可能性、成果に関し
て、着実な進捗が認められる。さらに低コスト
作業システムの経営組織による導入可能性等Ｂ
２１との境界領域に関する分析の進展を期待す
る。

　研究項目・課題群間が連携して、実態に即し
た林分収穫予測と林業事業体の経営要素にもと
づいて、林業シナリオ（伐採計画）に沿った経
営シミュレーションをおこなうシステムの開発
を進めている。

　基礎的研究は重要であり研究成果が期待でき
る。再生プラン実現のために森林経営計画作成
などの現場に入り生きた研究になることを期待
する。

　現場のニーズを勘案した森林経営計画策定の
ための支援ツールの開発に取り組んでいる。

　研究の達成度及び達成可能性、成果に関し
て、着実な進捗が認められる。さらに重点課題
のキーワードとなっている「林業経営システム
の開発」との関係で、本研究項目でどのような
「林業・木材産業振興方策の提示」ができる
か、林業経営主体と支援組織、行政組織の機能
や施策に対応した統計分析と現地実態調査、
「林業経済分析」の研究手法の総合化を期待す
る。

　林業経営主体、森林組合、木材市場および行
政組織の役割とあり方の総合的な解明に向け
て、当年度は国産原木の安定供給に向けた原木
流通システムの事例を調べ、原木安定供給のた
めに必要な条件を明かにした。今後さらに、研
究手法の総合化を目指していく。

平成２４年度重点課題評価会議　平成２３年度指摘事項と対応状況

（B）　国産材の安定供給のための新たな素材生産技術及び林業経営システムの開発

重点課題

研究課題群

研究項目
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開催日　平成２５年　２月２５日

項 目 指 摘 事 項 対 応 方 針

重点課題

　研究課題群B1の「施業シミュレーション
システムの開発」と研究課題群B2の「森林
資源供給予想システム及び生産シナリオ評
価手法」との目的の違いに留意した研究の
進展を期待したい。

　「施業シミュレーションシステム」は林
分、「森林資源供給予想システム及び生産
シナリオ評価手法」は流域を対象としてお
り、相互の目的や関連に留意し、連携して
研究を進めていく。

　林業専用道の路線選定プログラムのプロ
トタイプ開発は，土工量に着目して自動化
された路線設計の実用化を図る上で期待で
きる成果である。

　林業専用道の路線選定プログラムについ
ては、現場への適用・検証を通して普及を
目指していく。

　国産材原木の安定供給の条件が事例研究
で明らかにされており，特に取扱量と価格
形成力の関係を確認したことは，政策立案
に有益である。

　国内外の原木流通システムの事例を精査
し、国産材原木安定供給に必要な条件のさ
らなる解明をはかる。

　林分レベルでの収穫予測システムにより
調査簿の幹材積の問題を明らかにしたこと
は，森林経営計画等の計画精度を向上させ
る上で期待できる実用的成果である。

　国産材安定供給のための林業経営システ
ムの開発に向けて、これまでに開発した収
穫予測システムに加え、林業シナリオ（伐
採計画）の実行可能性を評価する支援シス
テムの開発を目指していく。

　作業システムや労働安全対策の検討に当
たり、B1とB2の更なる連携によるハード
面・ソフト面の両面からの検討の深化を期
待したい。

　これまでも、林業工学と林業経営の研究
者が共同で検討してきたが、さらに連携を
深めてハード・ソフト面の両面から検討を
深化させたい。

　林業専用道のための路線選定プログラム
は、実用性が高く汎用的で幅広い活用が期
待できるので，実用化に向けて一層の研究
推進を期待したい。

　試作したプロトタイプのプログラムを基
に現場への適用・検証を通して、普及に向
けた林業専用道設計支援プログラムの開発
を目指していく。

　大口需要者に安定的に供給を試みている5
つの先進事例の全国的な位置づけを明確に
されたい。

　今年度は中部～東日本を対象に事例調査
をおこなったが、今後全国的、国際的な視
野で地域の位置づけを明確にしていきた
い。

平成２４年度重点課題評価会議　指摘事項と対応方針

（B）　国産材の安定供給のための新たな素材生産技術及び林業経営システムの開発

研究課題群

研究項目

20



平成２４年度評価シ－ト(指標)の集計表

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置

中項目 １ 研究開発の推進

小項目（１）森林・林業の再生に向けた森林管理技術・作業体系と林業経営システムの開発

Ｂ 国産材の安定供給のための新たな素材生産技術及び林業経営システムの開発

第１-１-(１)-Ｂ

評価結果
具 体 的 指 標

達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

路網整備と機械化等による素材生産技術の開発 a 100 0.575Ｂ１

a 100 0.423Ｂ２ 国産材の効率的な供給のための林業経営・流通システムの開発

（ 指標数：２ ）

達成度の計算： 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計：｛（ ）

（100×0.575）＋（100×0.423） ≒ 100 (%)

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【 達成度：140 】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【 達成度：100 】
ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【 達成度： 80 】 評価結果
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【 達成度： 40 】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【 達成度： 0 】

ａ
【分科会評価区分】

ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上） 分科会
ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満） 評価区分
ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）
ｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満） ａ

独立行政法人森林総合研究所
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平成２４年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｃ１  

 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

（２)林業の再生に対応した木材及び木質資源の利用促進技術の開発 

Ｃ 木材の需要拡大に向けた利用促進に係る技術の開発 

指標(研究課題群) 木材利用促進のための加工システムの高度化 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 

原材料及び製品の品質・性能の評価技術や、原材料・用途に合った効率的な加工システムの構

築、品質・樹種・産地等表示を進めるための技術開発等を行う。 

これにより、国産材加工・利用の効率化や製品品質向上のための加工システムを高度化し、公

共建築や住宅向け材料、土木用材等への国産材の利用拡大に役立てる。 

 
２．年度計画中期計画目標値：（20）%  （前年までの達成度：20%） 
 大径材利用促進のため、スギ製材品の曲げ強度についての寸法効果を明らかにする。効率的な
加工システムの構築のため、乾燥過程における応力の状態を非破壊的に評価する手法を開発す
る。産地判別のため、酸素安定同位体比等を用いた新しい技術を開発する。木材への放射性物質
の移動実態を把握する。 
 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 
 スギ等国産材の大径化が進む中で、断面寸法が大きな平角等の構造用製材としての利用促進が
重要となっている。しかし、製材の寸法が大きくなると強度が低下する現象（寸法効果）が知ら
れており、安全で経済的な構造利用のためには具体的な強度データに基づく寸法効果の調整係数
を得る必要がある。そこで、スギ心持ち平角について、実大試験の荷重点間距離が異なる（材せ
いの 4 倍、6 倍、8 倍）曲げ試験を実施し、曲げ強度の寸法調整係数の値（0.20～0.37）を得た。
これにより、大断面製材を使った安全な構造設計ができることになり、公共建築物等への製材利
用の促進が期待される。 
 木材加工の高度化、特に乾燥の効率化と品質向上は国産材利用促進のための重要な技術開発目
標である。その実現のためには、乾燥過程で発生する乾燥応力や含水率の状態を把握することが
重要である。そこで、高精度で材の表面ひずみを測定できるπ型変位計を開発し、広く現場に普
及している高温乾燥の工程管理に応用できることを明らかにした。また、近赤外分光法を用い
て、非破壊的に乾燥応力の発生状態を評価する方法や、密度補正によって含水率計の精度を向上
させる方法も開発した。これらにより、スギ材等国産材の乾燥効率化と品質向上をさらに進める
ことが可能となった。 
 産地の判別及び表示は合法木材利用の推進のために重要であり、有効な産地判別方法の開発が
求められている。そこで、まず、年輪の酸素・炭素安定同位体比を使った判別法を検討した。こ
の中で、日本産木材は、同一産地の樹木個体間で年輪の酸素同位体比の個体差が非常に小さいた
め、外国産木材に比べて酸素同位体比による産地判別法の有効性が高いことを明らかにした。次
いで、同位体分析に要するセルロース抽出の作業短縮のため、薄片から直接検出する方法を開発
し、分析効率を 10～100 倍に改善した。また、酸素安定同位体比のデータベースを構築した。こ
れらの成果により、酸素安定同位体比を使った判別技術が民間で活用されつつある。 
 福島第 1 原発事故に伴って拡散した放射性物質が木材中へと移動する動態を解明することは、
風評被害を防ぐためにも重要である。そこで、福島県内のスギ、ヒノキ、アカマツ、コナラにつ
いて樹皮及び材中の放射性セシウムを測定し、時間経過による材中濃度の大きな変化は認められ
ないことを明らかにした。この成果は、林野庁からプレスリリースされた。 
 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（20）%、累積達成度（40）% 
 中期計画「木材利用促進のための加工システムの高度化」に対して、当年度は達成目標である
原材料及び製品の品質・性能の評価技術の構築のために、スギ製材品の曲げ強度についての寸
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法効果を明らかにした。また、原材料・用途に合った効率的な加工システムの構築のために乾
燥応力の状態を非破壊的に評価する手法を開発した。さらに、産地等表示を進めるための技術
開発のために酸素同位体比による産地判別法を開発した。 
 これらにより、中期計画の達成目標に貢献する成果が得られたため、年度計画は達成された。 
 

自己評価結果（ ａ ） （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上） （120 未満-90%）（90 未満-60%） （60 未満-30%）（30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

 本研究課題群は、1 研究項目と 1 プロジェクト課題で構成されている。 
 それぞれの外部（自己）評価結果は、C11［ａ］、C1P05［ａ］であったので、資金額の重み

づけによるウエイト数値を用いて達成度を計算すると「ａ」となり、自己評価は「概ね達成

（ａ）」となった。 
 中期計画に対する当課題群における当年度成果を概観すると、加工システムの高度化に必要

な平角の強度性能の評価とその寸法調整係数の把握、木材乾燥の効率化と品質向上のための応

力の非破壊評価法の開発、年輪幅と酸素安定同位体比を用いた産地識別法の開発など、中期計

画達成に十分な成果を得ている。このため、年度計画を達成したものと考える。 
 

外部評価委員評価 （ ）ｓ、（２）ａ、（ ）ｂ、（ ）ｃ、（ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ：（100＋100）／（2）＝100  

 当該年度達成度 ：   100×20／100 ＝ 20 ％ 

総合評価（ａ）
 委員数 （2）人 

結果の修正有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.382 

（ウエイト＝研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

 使用される材寸法の増大化が予想される中での強度の寸法効果を明確にした点、酸素安定同位

体による産地判別の可能性を示した点、原発事故で拡散した放射性物質の木材中残存量の実体を

明らかにした点などいずれも評価出来る。 

 酸素同位体比を用いる産地判別法のセルロース抽出法の改良や乾燥課程における応力の状態を

非破壊的に評価する方法の開発など着実に研究が進んでいる印象を受けた。 

 昨年度地震や原発絡みの即時性のある対応を求めたが、本年度は木材中のセシウム濃度に関す

る基礎的データを拝見することができた。森林総研ならではのデータの蓄積と解析を期待した

い。 

 昨年度で 1～4 のプロジェクトが終了しているが、論文化されていなかったものは公表された

のであろうか？ 

７．今後の対応方針 

 放射性物質の調査は継続して解析を進め、木材乾燥等加工技術や評価手法の開発に向けては

さらに実用化に必要なデータ蓄積を行う。終了したプロジェクト課題については、その成果を

学会や講習会、マニュアル等を通じた成果の公表を行ったところであるが、さらに可能なもの

については論文化に努めたい。 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20％）） 

 大径材利用促進のため、平角等の乾燥技術を開発し、効率的な製材生産システムを設計す

る。効率的な加工システムの構築のため、仕上がり含水率を非破壊的に予測する手法を開発す

る。原材料の品質評価技術の高度化のため、木材組織への成分蓄積を解析する手法を開発す

る。木材への放射性物質の移動実態を把握する。 
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平成２４年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｃ２  

 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

（２) 林業の再生に対応した木材及び木質資源の利用促進技術の開発 

Ｃ 木材の需要拡大に向けた利用促進に係る技術の開発 

指標(研究課題群) 住宅・公共建築物等の木造・木質化に向けた高信頼・高快適化技術の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
 住宅・公共建築物等への木材利用を促進し、国産材自給率の向上に資するため、住宅・公共建
築物等の木造・木質化に向けた高信頼・高快適化技術の開発を行う。 
 国産材を原料とした新たな木質材料の開発と高効率的な製造技術の開発および新規木質材料に
対する迅速な日本農林規格化を進めるためのデータ蓄積、木質材料の高耐久化技術、防耐火技
術、耐候性、寸法安定性向上技術、メンテナンス技術等の高度化や高信頼性木質構造の強度設
計、新たな木質構造要素の開発などにより長期にわたって信頼性が高く、快適性を有する木造建
築を目指し、国産材の需要拡大の推進に資する。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（20）%  （前年までの達成度：20%） 
 住宅・公共建築物等の木造・木質化に向けた長期にわたる高信頼・高快適化を図るために、実
大試験に基づいて厚物合板を活用した高強度壁・床パネル・接合部を開発するとともに、木材や
木質材料および使用環境下におけるアルデヒド類放散特性を解明し、室内濃度の安全性評価を行
う。さらに、エクステリア木材保護塗装における長期メンテナンス設計の確立に必要な再塗装の
効果、前処理の影響を明らかにする。 
 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 
 木造公共建築物では大きな室内空間を必要とするため、一般住宅よりも高強度・高剛性の壁・
床・接合部が要求される。このため、厚物合板を活用した高強度・高剛性の壁・床パネル・接合
部を開発し、実大実験等により性能の検証を行った。壁パネルについては、張間（短辺）方向が
ラーメン構造、桁行（長辺）方向が耐力壁構造の中規模木造のモデルプランを想定し、桁行方向
に用いる壁倍率 20 相当（通常の筋かい壁では最大でも 2 程度）の耐力壁を開発し、強度性能を
検証した。床パネルについては、桁行 7,280mm、張間 3,640mm の大きさで、軸組（梁および胴
差し及び合板の目地を受ける小梁）に、24mm、28mm 厚の全層スギの合板あるいは 28mm 厚の
カラマツ‐スギ複合の合板を釘着し、水平加力実験によって最大耐力を求め、床倍率として 13
から 23 という高強度・高剛性床であることを実証した。接合部については、厚物合板がガセッ
ト接合等への利用が想定されるため、ドリフトピンで接合した当該接合部のせん断実験を行い、
構造設計に必要なデータを収集した。これらの成果は木材業界団体に提供されており、今後木造
公共建築物や中規模木造の事務所や商店への利用が期待される。 

アルデヒド類の放散特性解明と安全性評価については、木材中のアセトアルデヒドが代謝成分
の一つであること、集成材からのアセトアルデヒド放散は接着剤にエタノールを添加した場合に
のみ認められること、市販の各種木質材料から放散するアセトアルデヒドはチャンバー投入後 2
週間で大幅に減少すること、内装用合板を試験室内に設置すると試験室内のアセトアルデヒド気
中濃度は指針値を下回り、木材を内装材と使用しても安全であることなどを明らかにした。ま
た、小形チャンバー法でのアセトアルデヒド測定値と室内濃度の関係を明らかにした。これらの
成果の一部を、においかおり環境学会で発表するとともに、森林総合研究所のプレスリリース
や、季刊森林総研で公開した。接着剤の影響についての成果は、日本接着剤工業会および合成樹
脂工業協会に報告し、接着剤メーカーや木材工業界の発生源対策に活用された。 

エクステリア用木質材料の耐候性向上・メンテナンス技術の高度化については、木材保護塗装
の性能に及ぼす再塗装の効果と前処理の影響を明らかにして長期メンテナンス設計を確立するた
めに、2 年間の屋外暴露試験に供した塗装スギ試片を再塗装し、再び屋外暴露試験に供して性能
の変化を分析した。再塗装にあたっては、前処理として旧塗装面を研磨してから塗装した場合
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と、前処理無しで再塗装した場合を比較した。その結果、再塗装後は初回塗装と比較して暴露期
間中の変色が小さく、撥水性が高くなるなど性能が向上すること、さらに旧塗装面の研磨後に再
塗装すれば、塗膜割れなど欠陥発生も抑制され性能維持期間が延びることが分かった。成果の一
部は、長期メンテナンス設計の確立に必要な新知見として、塗装木質建材の AQ 認証の基準作成
委員会（日本住宅・木材センター）や、日本建築学会・建築工事標準仕様書（JASS18）の改正
委員会（木材保護塗料研究委員会）に受け渡され、基準や仕様書の作成に活用された。 

その他、「国産材を原料とした木質材料の高効率的な製造方法の開発」については、国産材を
用いて要求性能を満たすコンクリート型枠用合板を製造するための断面設計を行い、スギと外国
産材の複合合板では厚さ 12mm、スギのみの合板では厚さ 15mm で従来の南洋材合板に匹敵する
性能が得られことが曲げ試験により確認された。成果は日本合板工業組合連合会のマニュアル
「使用用途に対応するコンクリート型枠用合板」に反映され、(社)日本建設業連合会、(社)日本
建設大工工事業協会での試用が予定されている。 

「防耐火性能付与技術の高度化」については、以前に耐火構造認定を取得した耐火集成材が
「FR ウッド」として商標化され、これを柱・梁に使用する第 1 号物件「音ノ葉グリーンカフ
ェ」（設計：鹿島建設、施工：住友林業、木造軸組み 3 階建ての飲食店舗）が国土交通省の「木
造建築技術先導事業」に採用され、今春文京区に竣工予定である。 
 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（20）%、累積達成度（40 ）% 

 中期計画「住宅・公共建築物等の木造・木質化に向けた高信頼・高快適化技術の開発」に対して、

当年度は、大室内空間の実現のために、厚物合板を活用した高強度・高剛性の壁・床・接合部の開

発と性能検証をおこなうとともに、アルデヒド類の安全性評価のための放散特性を解明した。また、

エクステリア用木質材料の耐候性向上・メンテナンス技術の高度化のために木材保護塗装の再塗
装の効果、前処理の影響を解明した。これらにより、中期計画の達成目標に貢献する成果が得ら
れたため、年度計画は達成された。 
  

自己評価結果  （ ａ ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

 本研究課題群は、2 研究項目、3 プロジェクト課題で構成されている。それぞれの外部（自

己）評価結果は、C21［a］、C22［a］、C2P03［s］、C2P04［a］、C2P05［a］であったの

で、資金額の重みづけによるウエイト数値を用いて達成度を計算すると「a」となり、自己評

価は「a」となった。年度計画に対する当課題群における成果を概観しても、高強度・高剛性

の壁・床・接合部の開発と実大実験による検証、木材・木質材料のアルデヒド類放散特性の解

明と安全性評価、及びエクステリア木材保護塗装における長期メンテナンス設計技術の確立な

ど、有意義な成果が得られており十分に計画を達したと考える。 
 

外部評価委員評価 （１）ｓ、 （１）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （140 ＋100 ）／（2  ）＝120  

   当該年度達成度 ：  120×20 ／100  ＝24 ％ 

総合評価（ S ） 委員数 （ 2 ）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.617 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 
 アルデヒド類の放散が接着剤中のアルコールの存在に左右されることを明確にした点は、木材の
利用を制限しようとする考え方に反論する根拠となるもので、大きな成果である。また、公共建築
物の木造化に備えた高強度壁や床の開発も順調に進んでいると評価する。ただし、材料開発におい
ては最終的な構造体でどのように使用されるかの決定を構造設計者にゆだねてしまわずに、具体的
な使用メソッドを提示する意気込みが欲しい。 

 木材や木質材料および使用環境化におけるアルデヒド類（アセトアルデヒド）の放散についての
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解明は、大きな成果と言えよう。室内の化学物質の濃度規制強化の時に、木材学会はなぜアセトア

ルデヒドについて黙っているのだろうと違和感を覚えた。このように発生メカニズムが解明されて

いなかったためだったのだろうか？研究成果が論文化されるだけでなく、国の基準（JAS）や建築学

会の仕様書などに反映されるのは、森林総研ならではである。CLT に関してはもっと表に出てきて

よいのではないか？ 

７．今後の対応方針 

 材料開発については、設計者等最終的な需要者の意向をさらに考慮しながら研究推進を行

う。クロスラミネーティッドティンバー（CLT）開発に関する研究については、次年度以降、

順次成果を公表・活用していく。 

 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20％）） 

 住宅・公共建築物等の木造・木質化に向けた高信頼・高快適化を図るために、クロスラミネ

ーティッドティンバー（CLT）の開発と JAS 化のためのデータ整備を行う。製材・木材小試験

体・ラミナを統合した強度データベースを完成させる。さらに、木材の寸法安定化のための超

臨界流体を用いたアセチル化処理技術を確立する。被験者の対象年齢等属性を広げた自律神経

系や中枢神経系活動などの生理応答データに基づいて、木材の快適性評価技術を高度化する。 
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独立行政法人森林総合研究所

評価単位 （C１） （C２）

C
全重点

課題に対
する割合

木材利用促進
のための加工シ
ステムの高度化

住宅・公共建築
物等の木造・木
質化に向けた高
信頼・高快適化
技術の開発

予算［千円］ 142,619 ( 6 ％) 54,510 88,109

（受託ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
研究費の割

合）
(46 %) (54 %) (41 %)

勢力投入量
（人当量）［人］

45.4 ( 11 ％) 16.6 28.8

委託研究
機関数

2 ( 2 ％) 1 1

研究論文数 63 ( 12 ％) 23 40

口頭発表数 152 ( 13 ％) 48 104

公刊図書数 28 ( 25 ％) 5 23

その他発表数 129 ( 17 ％) 24 105

特許出願数 2 ( 7 ％) 1 1

所で採択
された主要
研究成果数

4 ( 13 ％) 1 3

重点課題C研究課題群　予算・勢力投入量及び成果
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開催日　平成２５年　２月　２２日

項 目 指 摘 事 項 対 応 状 況

　重点課題の初年度としての研究の達成度は十
分満たしていると思われるが、今回の地震津波
や原発事故に対応する課題（特に放射能関係で
木材は誤解を受けているように思われる。）に
対して　即時性のある対応が必要ではないか。
また、その情報発信も必要である。

　結果のプレスリリース等を行った。

　急激に進行しているCLT関係の課題に 、森
林総研としてどう対応しているかが見えにくい
ので、わかりやすく表現していただきたい。

　委託プロに応募する予定である。

（C）　木材の需要拡大に向けた利用促進に係る技術の開発

平成２４年度重点課題評価会議　平成２３年度指摘事項と対応状況

重点課題
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開催日　平成２５年　２月２２日

項 目 指 摘 事 項 対 応 方 針

　大学や企業などではできない　“森林総研”
ならではのテーマ展開やその結果の社会還
元（規格や基準など）に期待したい。

　アルデヒド類に関して得られたデータ
は、今後、基規準作成のための基礎データ
として用いられる予定である。

 急激に開発されているCLTに関しては、
もっと表に出して研究し、森林総研から発
信していただくのがよいと思う。

　CLTに関しては、JAS原案作成が予定より
幾分遅れているが、本年度中にはJAS化に結
びつけたい。25年度より開始される農林水
産技術会議の委託プロジェクトに応募し、
研究遂行を加速化する予定である。

昨年度地震や原発絡みの即時性のある対
応を求めたが、本年度は木材中のセシウム
濃度に関する基礎的データを拝見すること
ができた。森林総研ならではのデータの蓄
積と解析を期待したい。

　放射性物質の調査は継続して解析を進
め、木材乾燥等加工技術や評価手法の開発
に向けてはさらに実用化に必要なデータ蓄
積を行う。

　昨年度で1～4のプロジェクトが終了して
いるが、論文化されていなかったものは公
表されたのであろうか？

　終了したプロジェクト課題については、
その成果を学会や講習会、マニュアル等を
通じた成果の公表を行ったところである
が、さらに可能なものについては論文化に
努めたい。

　材料開発においては最終的な構造体でど
のように使用されるかの決定を構造設計者
にゆだねてしまわずに、具体的な使用メ
ソッドを提示する意気込みが欲しい。CLTに
関してはもっと表に出てきてよいのではな
いか？

　材料開発については、設計者等最終的な
需要者の意向をさらに考慮しながら研究推
進を行う。クロスラミネーティッドティン
バー（CLT）開発に関する研究については、
次年度以降、順次成果を公表・活用してい
く。

　曲げ強度の寸法調整係数の求め方に関し
てはやはり疑問である。また、そもそも3種
の条件設定で傾きを求めてよいのかも疑問
である。

　平均値を含む各基本統計量や信頼水準を
設定した統計的下限値などを用いて検討を
進める。また、3種の条件設定で得られた結
果については、これまでの知見と比較しな
がら、寸法調整係数の条件設定の妥当性や
適用範囲を明らかにしていく。

　コンクリート型枠用合板は、もう少し長
期的な使い方の提案があってもよいように
思う。

　コンクリート型枠用合板については、使
い捨てではなく、ボード原料としては解体
材より珍重されていることも実態であり、
ご指摘の検討も含めて政策面及び需要側の
意向をも考慮して研究推進を行う。

　生理応答に基づく居住空間の評価に関し
ては、予備実験レベルであろう。今後の研
究に期待したい。

　民間企業との共同研究を始めて最初の実
験ということもあり、ご指摘のように”予備
実験レベル”に留まっている部分がある。今
後は、得られた結果を踏まえて、より洗練
された実験計画を立てられるよう努めて参
りたい。

（C）　木材の需要拡大に向けた利用促進に係る技術の開発

平成２４年度重点課題評価会議　指摘事項と対応方針

重点課題

研究課題群

研究項目
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平成２４年度評価シ－ト(指標)の集計表

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置

中項目 １ 研究開発の推進

小項目（２）林業の再生に対応した木材及び木質資源の利用促進技術の開発

Ｃ 木材の需要拡大に向けた利用促進に係る技術の開発

第１-１-(２)-Ｃ

評価結果
具 体 的 指 標

達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

100 0.382Ｃ１ 木材利用促進のための加工システムの高度化 a

120 0.617Ｃ２ 住宅・公共建築物等の木造・木質化に向けた高信頼・高快適化技術 ｓ
の開発

（ 指標数：２ ）

達成度の計算： 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計：｛（ ）

（100×0.382）＋（120×0.617） ≒ 112 (%)

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【 達成度：140 】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【 達成度：100 】
ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【 達成度： 80 】 評価結果
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【 達成度： 40 】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【 達成度： 0 】

ａ
【分科会評価区分】

ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上） 分科会
ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満） 評価区分
ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）
ｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満） ａ

独立行政法人森林総合研究所
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平成２４年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｄ１  

 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

 （２) 林業の再生に対応した木材及び木質資源の利用促進技術の開発 

  Ｄ 新規需要の獲得に向けた木質バイオマスの総合利用技術の開発 

指標(研究課題群) 木質バイオマスの安定供給と地域利用システムの構築 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
 未利用木質バイオマスを活用し、低炭素型社会の構築や地域の活性化に寄与するため、木質バ
イオマス資源作物の生産促進技術の開発、林地残材等の木質バイオマスの収集・運搬の効率化を
図る機械の開発や収集システムの構築、および木質バイオマスの地域利用システムを開発すると
共に地域資源を循環的に利用する環境共生型社会を構築する。 

成果の利活用として、新たな資源作物の作出、木質バイオマスの地域利用システムの開発を通
して、地域全体として経済性がある利用システムや環境共生社会の構築に資する。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（20）%  （前年までの達成度： 20 %） 

山村地域における林地残材の収集方法ごとの収益を把握する。 
収穫強度の違いによる土壌の栄養状態、上木の成長等に与える影響を明らかにする。 
 

３．年度計画の進捗状況と主な成果 
山村地域における小規模バイオマス利用を実現するため、自伐林家が行う林地残材の収集運搬

方法や運搬目的地の違いによる収益の比較を行った。運搬目的地である土場の設置方法を 2 通り
（1 箇所に集める集約型、中間土場を設ける分散型）、運搬方法を 4 通り（積込方法と積載量
別）に分けて収益を解析した結果、集約型土場の場合は積載容量が大きいほど収益が増加し、積
載容量が小さいほど距離による収益差が大きく、軽トラックでは収益が見込めないことが明らか
となった。一方、分散型土場にした場合、積載容量が大きいほど収益性も高いが、収益幅が大き
くなり赤字のリスクも大きくなる（4t トラック平均 2,500 円/時間）。一方、軽トラックでは収
益幅が小さく黒字収支となった（軽トラック平均 1,000 円/時間）。以上のことから、積載容量の
大きな車両で運搬することでより多くの収益が得られるが、中間土場を配した分散的な運搬を行
うことで、移動距離が少なくなり、積載容量の小さな車両でも収益を改善できることが明らかと
なり、地域内に薪ボイラーを導入するシステムが生業として成立する可能性を示した。 

バイオマス収穫による森林土壌や林床植生、残存木への影響を明らかにするため、スギ人工林
において枝条等をすべて収穫する全木区（100％区）と枝条を残す短幹区（0％区）を設定し、
H22 年秋に収穫作業を行い、H23、24 年の成長期間について調査した。その結果、収穫前後の林
床状態は、下層植生及び枝条等の堆積有機物による林床被覆度に変化はなかった。また、収穫後
の林床被覆度は両区とも常に 90％以上であり、バイオマスの強度収穫が表層土壌の侵食や流亡
に及ぼす影響は認められなかった。上木の成長について、被圧個体の影響を除外するために、直
径で上位 20 本のスギ個体のみを解析の対象とし、断面積成長量を両区で比較した。20 個体の成
長量の平均値に統計的に有意な差は認められなかった。枝条分解にともなう土壌への流入と吸収
根系域外への流亡量を評価するため、各処理区の斜面位置の異なる 3 ヶ所の A0 層直下及び
50cm 深にイオン交換樹脂バッグを設置し、交換性塩基の収支を調べた。土壌への流入量は、処
理後半年間は 100％区で多い傾向がみられたが、それ以外の期間は両区に違いはみられなかっ
た。ただし 0％区では、残存枝条が褐変し分解が進んだ期間にカリウム流入量が有意に高くなっ
た。一方流亡量は 100％区の方がいずれの期間も多く、強度収穫によって交換性塩基の流亡量が
増加した。各成長期間の流入量に対する流亡量の比は収穫後増加し 100％区で高かった。このよ
うに、バイオマスの強度収穫の影響を短期的に見ると枝条収穫時の生態系外への持ち出し養分量
が 2 倍になるのに加え、その後の分解にともなう養分流亡量が増加することが明らかになった。
ただし、計測期間は短期的であり試験地も限定されていることから、本成果と同じ手法を用いた
長期・継続的な計測と環境の異なる地域での試験地設定が必要であり、これらの成果の構築によ
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りバイオマス利用と林地保続性の共存を図る指針が得られる。 
 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（20）%、累積達成度（40）% 
 中期計画「木質バイオマスの地域利用システムを開発すると共に地域資源を循環的に利用する
環境共生型社会を構築する」については、自伐林家を対象とした林地残材の収集方法と土場の設
置方法の違いが収益に及ぼす影響を明らかにした。また、バイオマス強度収穫試験地における土
壌養分の動態や上木の成長を明らかにし、当初の目標を達成した。これらの成果は、木質バイ
オマスの地域での利活用に大きく貢献できるものであり、研究報告会やシンポジウムでの発
表、B スタイルプロジェクト HP での情報発信を行っている。 

 

自己評価結果  （ ａ ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

 本研究課題群は、2 つの研究プロジェクトと 1 研究項目で構成されている。それぞれの自己

評価結果は、D1P03〔ａ〕、D1P05〔ａ〕、D11〔ａ〕であったので、資金額の重みづけによる

ウエイト数値を用いて計算すると「100」となり、自己評価は「概ね達成」となった。 
 

外部評価委員評価 （ ）ｓ、 （２）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （100 ＋ 100 ）／（2）＝ 100  

   当該年度達成度 ：  100×20／100  ＝ 20 ％ 

総合評価（ a ） 委員数 （２）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.087 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

・バイオマス強度収穫の課題では興味深い結果が得られているが、結果をどこまで一般化するこ

とが可能か明示して頂きたい。林地残材の収集運搬方法に関する課題は、現実的に非常に重要な

問題であるが、対象となる山林によって結果が異なるのかどうかを明らかにして頂きたい。 

・昨年度に大型収集システムの機械開発を達成し、今年度は小型収穫システムを対象としている

が、両者の役割分担を明確にして全体像を描いて頂きたい。地域利用システムについては、持続

的利用が見通せないと地域への効果がもたらし難いので再資源化を含めた検討の意義は大きい。 

 

７．今後の対応方針 

・バイオマス強度収穫の成果は、短期間で限定された条件下のものであり一般化するのは拙速

であるが、継続した調査を実施して一般化を目指したい。小型収集システムは、地域の条件を

明確にし、解析システムが他地域でも適用できるように改善を図りたい。 

・本年度の成果は小型収集システムとして示したが、大型収集システムについても継続して研

究を行う予定であり、中期計画の中ではこれらを合わせた成果として整理していきたい。ま

た、地域利用システムも全国各地での適用可能性を考慮して研究を進めているところである。 

 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20％）） 

 木質バイオマスの熱利用機器（薪ボイラー）を山村地域へ普及させた場合の CO2 削減効果

を明らかにする。 

ヤナギ超短伐期栽培技術にかかるコストとリスクを整理し、植栽コストを試算する。 

 

 

35



独立行政法人森林総合研究所 
 

平成２４年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｄ２  

 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

 （２) 林業の再生に対応した木材及び木質資源の利用促進技術の開発 

  Ｄ 新規需要の獲得に向けた木質バイオマスの総合利用技術の開発 

指標(研究課題群) 木質バイオマスの変換・総合利用技術の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
木質バイオマスを総合的に利用するため、高付加価値化と低コスト・大量生産に適し、かつ環

境への負荷が低い技術を開発する。それによって、林地残材、間伐材、端材など未利用の木質バ
イオマスを活用することが可能になる。さらに、木質材料の新需要を掘り起こし、新規産業の創
出に繋がりうる。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（ 20 ）%  （前年までの達成度： 24 %） 

バイオエタノール製造実証プラントのデータを基に、スギからのエタノール製造のマスバラン

ス、エネルギー収支及びランニングコストを試算する。また、木製単層トレイの量産化・多様化

技術を開発する。林地残材を原料とした混練型WPC（木質プラスチック複合材）の製造につい

て、耐候性向上技術を開発する。さらに、竹の精油抽出水の抗菌活性等の機能を解明する。放射

性物質を含む落葉・枝葉の減容化技術を開発する。 

 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 

アルカリ蒸解・酵素糖化法によるスギ材からのバイオエタノール製造技術の実証プラント規模
での検証を行うため、秋田県北秋田市に建設した実証プラント（1.5t-チップ/日）で製造運転を
行った。エタノール製造工程において、糖化工程、発酵工程共に 97%を達成したことにより、
スギ切削チップ 1 トンからバイオエタノール 216L を製造することができた。原料投入量 250t/日
の製造規模でのエタノール製造エネルギー収支を試算すると、全工程でのエネルギー消費量は
蒸気量 824.56T/日、電気量 122.14MWh/日であった。一方、黒液のボイラー燃焼時に発生する
エネルギーは蒸気量 1,102.2T/日、電気量 189.75MWh/日であった。従って、全工程における余
剰エネルギーは蒸気量 277.64T/日（発生量の 25.2%）、電気量 67.61MWh/日（発生量の
35.6%）となった。原料使用規模を 250t/日、年間 330 日運転、エタノール収率 0.22kL/t とした
場合のエタノール製造コストを試算すると、変動費 1,771,543 千円/年、固定費 3,010,050 千円/
年、合計 4,781,593 千円となった。年間のエタノール生産量は 18,150kL であることから、エタ
ノール製造のランニングコストは 98 円/L、固定費を含めた全体の製造コストは 260 円/L と試
算された。ランニングコストの 60.5%は原料購入費（13,000 円/t）であることから、林地残材
の収集運搬コストの低減等の原料費の削減が重要な課題であることが示された。また、黒液の
余剰エネルギー分（黒液の 25％に相当）を、リグニンからの高付加価値マテリアル製品の製造
に用いるバイオエタノール製造ビジネスモデルを提示した。 

木製単層トレイの大量生産技術を開発するため、成型プレス装置等の製造設備の開発、及び
3,000～5,000 枚/日の製造能力を持つ自動化製造ラインの設計を行い、スギ材から最大で 4,800 枚
/日規模の量産化に成功した。木製トレイの多様化については、密閉型プレスの開発とプレス方
法等の工夫により、30mm 深さの深絞りトレイの製造や表面に凹凸を付けた製品を開発した。木
製単層トレイは、製造時に発生する CO2 量がポリスチレンペーパーに比べて 31％削減できるこ
とから、本研究成果は環境負荷低減と林地残材の利用促進に貢献するものである。 

林地残材を原料とした混練型 WPC（木質プラスチック複合材）の製造に関して、WPC の欠点
とされる変色やチョーキング等に対する表面耐候性を向上させるため、実大試験片を用いた屋外
暴露試験による紫外線吸収剤（UVA）や光安定化剤（LS）等の耐候性向上効果を評価した。そ
の結果、数種の添加剤から最適な組み合わせを選定することで、耐候性向上処理技術を開発し
た。本成果は、WPC の製品 JIS 制定委員会（事務局(社)日本建材・建築設備産業協会）におい
て、製品の JIS 化、ISO 化のための資料として活用されている。また、民間企業において本成果
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を活かした高耐候性 WPC の製品化が行なわれている。 
竹資源の高付加価値利用技術を開発するため、竹精油が有する機能について検討した。竹棹及

び竹枝葉から減圧マイクロ波加熱水蒸気蒸留法によって採取される抽出水は、大腸菌等に対する
強い抗菌活性やインフルエンザウイルスに対する強い抗ウイルス活性を示した。特に、抗ウイル
ス活性はウイルス感染価を 1/10,000 以下に低下させ、市販の消毒剤と同等かそれ以上の活性であ
った。減圧マイクロ波加熱水蒸気蒸留法は省エネ抽出法であり、抽出水の製造コストは 500 円
/kg 程度であった。竹抽出水は水溶液の状態で得られ、その製造コストも安価であることから、
活性の高い消毒剤等の原料としての実用化が期待される。 

放射性物質を含む落葉・枝葉の安定な保管に資するため、スギ等の落葉・枝葉を対象に粉砕
やペレット化による減容化試験を行なった。チップ化で最大 1/8 に、ペレット成型で最大 1/25
に減容化できた。また、スギ枝葉に木部を混合することで、ペレット成型時の生産速度の低減
を抑えるだけでなく、ペレット中の放射性セシウムの希釈も可能であった。さらに、200kg/h の
生産規模で連続的に粉砕・乾燥・混合・成型が可能な減容化設備を設置し、その稼働試験から
実証規模での減用化を検証した。得られた研究成果は、除染作業等で発生する枝葉を保管する
ための減容化に活用される。 
 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（20）%、累積達成度（44）% 

 中期計画に示されている木質バイオマス利用の低コスト化・大量生産について、実証規模
でのスギ材からのエタノール製造を行い、マスバランス、エネルギー収支、ランニングコスト
の試算を行ない、ビジネスモデルを提示した。また、高付加価値化ならびに大量生産について
は、木製単層トレイの量産化、混練型 WPC の耐候性向上技術など、林地残材等の未利用木質バ
イオマスの活用に繋がる技術開発を進めた。以上より、中期計画の 2 年目として計画は順調に
進捗している。 
 

自己評価結果  （ a ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

本研究課題群は、5 プロジェクト課題と 1 研究項目で構成されている。各々の自己評価結果

は、D2P04［a］、D2P05［a］、D2P06［a］、D2P07［a］、D2P08［a］、D2 研究項目［a］であっ

たので、資金額の重みづけによるウエイト数値を用いて達成度を計算すると「100」となり、自

己評価は「概ね達成（ａ）」となった。 
木質バイオエタノール製造の技術実証では、全工程のエネルギー収支やコスト試算を示すこと

ができた。また、木製単層トレイの量産化や混練型 WPC の耐候性向上技術を開発できた。これ

らの成果が得られたことから、年度計画は概ね達成したと自己評価した。 

外部評価委員評価 （ ）ｓ、 （２）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （100 ＋ 100）／（2）＝ 100 

   当該年度達成度 ：    100 × 20／100 ＝ 100 ％ 

総合評価（ a ） 委員数 （２）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.910 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

・バイオエタノールのプロジェクトでは、得られた情報の集約と今後の改善すべき点までも纏めて

残して頂きたい。また、ナノファイバーの木材セルロースからの製造技術の確立を期待している。 

・バイオマス利用の実用化に向けた直近の課題と可能性が示されている。エタノール製造に関して

は収集、変換工程でのコスト削減の可能性と限界を示し、収支不足を補う目標値の提示が望まれ

る。 

７．今後の対応方針 

・バイオエタノール製造事業では、得られた成果とそれに基づくビジネスモデルの提示を纏め
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独立行政法人森林総合研究所 
 

た成果報告書を公表する。セルロースナノファイバーについては、酵素分解と超音波処理を同

時併用する製造法の確立を目指して研究を進めているところである。 

・林地残材の収集運搬費の低減とリグニンの高付加価値マテリアル利用開発の研究を進展させ

る中で、エタノール製造コストの収支不足を補う具体的目標値を提示したい。 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20 ％）） 
木質バイオマスに物理処理と酵素処理を併用することにより、ファイバー長 800nm 以上の

セルロースナノファイバーを高収率で製造するナノ化技術を開発する。セルロースとケイ素
化合物を組み合わせて、新規な高性能複合フィルム素材を開発する。機能性リグニン製品の
開発に向けて、誘導体化工程に掛かる薬剤コストを半減する技術を開発する。 
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独立行政法人森林総合研究所

評価単位 （D１） （D２）

D
全重点

課題に対
する割合

木質バイオマスの
安定供給と地域利
用システムの構築

木質バイオマスの
変換・総合利用技
術の開発

予算［千円］ 230,425 ( 10 ％) 20,061 210,364

（受託ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
研究費の割

合）
(84 %) (23 %) (90 %)

勢力投入量
（人当量）［人］

30.9 ( 7 ％) 7.4 23.5

委託研究
機関数

10 ( 10 ％) 2 8

研究論文数 46 ( 9 ％) 5 41

口頭発表数 87 ( 7 ％) 16 71

公刊図書数 10 ( 9 ％) 0 10

その他発表数 38 ( 5 ％) 7 31

特許出願数 21 ( 78 ％) 16 5

所で採択
された主要
研究成果数

3 ( 10 ％) 1 2

重点課題D研究課題群　予算・勢力投入量及び成果
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（Ｄ）　新規需要の拡大に向けた木質バイオマスの総合利用技術の開発

開催日　平成２５年　２月１９日

項 目 指 摘 事 項 対 応 状 況

　多様な課題が取り上げられており、個々
の課題は非常に活発に進められていること
が確認されたが、それぞれに、専門分野内
での研究にとどまっているように感じられ
た。今後の希望としては、専門分野を越え
たチーム編成、あるいは境界領域の課題を
設定することで、新たな研究の芽を生み出
す努力をされることも必要ではないかと感
じられた。

　所内にバイオマス利用研究会を設置して
境界領域を含めた課題設定を検討した。そ
の結果、原料の安定供給システムとエネル
ギー利用の採算性を評価する課題を組み合
わせた「木質バイオマス事業の評価システ
ムの開発（所内プロジェクト）」を課題化
した。また、「リグニン材料技術の開発
（農林水産省委託プロジェクト）」の中
に、原料の安定供給システムの開発や経済
性評価の課題を設定した。

　資源生産と利用技術の開発両面から総合
的に取り組んでおり，成果を通じて社会
ニーズに対して応えている。
　生産技術においては，資源生産と収集運
搬それぞれについて多面的な取組みがなさ
れている。
　利用技術においては，将来の応用研究に
つながる基礎研究から，短期的な応用技術
の開発に至るまで多面的な取組みがなされ
ている。
　両者の取組を俯瞰する総合化と現状の取
組の位置づけが整理されることが望まれ
る。

　所内にバイオマス利用研究会を設置して
境界領域を含めた課題設定を検討した。そ
の結果、原料の安定供給システムとエネル
ギー利用の採算性を評価する課題を組み合
わせた「木質バイオマス事業の評価システ
ムの開発（所内プロジェクト）」を課題化
した。また、「リグニン材料技術の開発
（農水省委託プロジェクト）」において、
民間企業４社を含むコンソーシアムを形成
して実用化を目指している。

　バイオマス資源を有効利用した地域の活
性化の構想の中に位置づけられる研究であ
ると理解したが、そのためにはどれだけの
バイオマス資源が継続的に供給されること
が必要であり、そのコストはどれだけ以下
であることが必要といったターゲットが示
され、それに対して現状はどのような段階
であるのかを示して頂きたかった。

　岐阜県高山市を対象として、原料の収集
拠点までの供給コストの上限を設定した場
合の収集可能面積を推定するツールを開発
した。今後、需要者側の利用量調査を踏ま
えたバイオマスプラント間の競合問題を検
討するためのシステムを構築する。

　研究期間が今年度までの課題には，最終
目標となる機械の商品化にまで至っている
ものもあり，到達度が高い。
　バイオマス利用モデルの構築に関して
は，システムを個別に積み上げるだけでな
く，補助金制度も取り込んだ全体像を描く
ことが望まれる。

次年度より、電力固定価格買取制度を視野
に入れた既存の発電事業体の経済性評価を
行う所内プロジェクトを開始する。

　全体として、非常に興味深い課題が進め
られていると感じられた。特にバイオマス
エタノールのプロジェクトは世界をリード
する課題であり、何らかの形で実現につな
げて頂きたい。ハイパーペレットは、木質
が新たな分野の燃料として利用できる可能
性をもっているのではと思われる。リグニ
ンのコンクリート減水剤としての利用は、
大いに期待される。

　木質バイオエタノール製造の実証事業で
は、マテリアルバランス、エネルギー収
支、ランニングコストの試算を行い、製造
システムの構築を行うとともに、実用化の
ためのビジネスモデルを提示した。木質ペ
レットについては、石炭混焼を目指したト
レファクションペレットの製造実証を行う
プロジェクト化を検討した。リグニンのコ
ンクリート混和剤としての利用は、民間企
業と連携し、実用化を目指した共同開発を
実施中である。

平成２４年度重点課題評価会議　平成２３年度指摘事項と対応状況

重点課題

研究課題群
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　ハイパー木質ペレットの有効性を経済効
果も含めてとりまとめることが望まれる。
　木質バイオエタノール生産に関わる変換
技術の成果は今後の実用化の期待が高い。
一方，製造規模に適合したトータルのシス
テム設計が望まれる。実用段階では，規模
を縮小してもプロセスを動かせるかの検証
が必要となろう。

　アルカリ蒸解・酵素糖化法によるバイオ
エタノール製造について原料投入量25t/日
及び250t/日、年間330日運転の規模でのエ
ネルギー収支や製造コスト試算を行い、そ
れに基づいたリグニンのマテリアル利用を
含む実用化へのビジネスモデルを提示し
た。

　環境未来都市に指定された下川町をモデ
ルとした、エネルギー作物としてのヤナギ
の栽培と利用研究は非常に興味深い。しか
し、ヤナギの資源としての持続性、可能性
を一般的に調べるのではなく、例えばどの
ような地勢的条件、人口、産業構造の中で
あれば、ヤナギ利用の可能性があるのかと
いった総合的な視点からも検討して頂きた
い。このことは、亀岡市での竹の利用につ
いても同様である。

　下川町で実施したヤナギ植栽試験の成果
を基に、北海道内でヤナギバイオマス利用
に取り組む地域（上川北部、釧路根室計画
区等）の地域森林計画にヤナギの標準伐期
齢（5年）が新設されることになった（平成
24年12月）。

　北海道でのヤナギ，京都でのタケのエネ
ルギー利用はそれぞれの地域に適した資源
作物を選定し，育成する取組みをモデル化
するものであり，重要で実践的といえる。
　北海道の取組では，GISを活用してマクロ
な資源化の可能性を示している。一方，先
行事例として下川町の取組みに参画してお
り，高く評価できる。反面，マクロな取組
みと実践的な取組みを関連づけて，成功事
例に基づいて追随する場合の適性が判断で
きるようなとりまとめが望まれる。

　下川町でのヤナギ栽培試験の成果をアグ
リビジネス創出フェア（札幌）や北海道支
所成果発表会で発表した。その成果を基
に、北海道の地域森林計画にヤナギの標準
伐期齢（5年）が新設された。

　バイオマス資源の有効活用技術の開発に
向けて、多様な研究が進められており、概
ね順調に進捗しているように見受けられ
た。ナノファイバーの開発は、最終的にど
のようなターゲットを考えるかによって今
後の進め方が異なってくるように思われる
ので、その点を明確にして頂きたい。ペク
チンメチルエステラーゼの研究は、非常に
興味深いが、今後、どのような方向に進め
られるのかが、今一つ明確ではなかったよ
うに感じられた。

　セルロースナノファイバーは、機能性
フィルムや食品添加素材をターゲットとし
ている。これまでに超音波破砕と酵素処理
を併用することで、平均700nm長のファイ
バー製造に成功している。ペクチンメチル
エステラーゼについては、遺伝子組換えに
使用する全長cDNAのクローニングが終了
し、組換え体作成のツールを作成している
ところである。

　応用技術につながる基礎研究から，実用
段階の研究課題まで多様であるが，いずれ
も現状の課題を克服しようとする意欲的な
ものと考えられ，高く評価できる。
　研究計画の範囲の中での達成度や達成可
能性は明示されているが，6つの課題の総合
利用技術として見た場合の位置づけと課題
それぞれの重要性を，また，社会ニーズに
応える最終到達点に対する達成度を明示し
ていただくことが望まれる。

　各々の実行課題の個表あるいは評価票
に、開発ターゲットを明記した。

研究項目
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（Ｄ）　新規需要の拡大に向けた木質バイオマスの総合利用技術の開発

開催日　平成２５年　２月１９日

項 目 指 摘 事 項 対 応 方 針

　集中的な研究開発が求められているバイ
オマスの利用技術に関して、多様な研究が
活発に進められている。今後も全体的に一
層の研究の進捗をはかることはいうまでも
ないが、国際的な競争に打ち勝つためにも
特定の課題に絞った集中的な資金の投入な
どによる研究の促進を考えることが必要で
はないか。また、担当者が掲げた目標に対
する達成度と大体の工程表を示して頂くこ
とについてもご検討願いたい。

　プロジェクト課題については、資金や人
的資源を集中して投入するように検討す
る。また、重点課題評価会議で当該年度の
研究の達成度を説明する時には、全期間の
研究目標を達成するための凡その工程表を
示しながら、説明するように心がける。

　所内研究会での取組みに期待するところ
が大きいが、プロジェクト全体の推進のた
めにも。時間を入れた長期的な研究課題の
目標設定が望まれる。スケジュールに入れ
にくい開発テーマも多いが、目標を総合的
に整理して方向性を示す必要があろう。

　今年度設置した所内のバイオマス利用研
究会で引き続き、バイオマス利活用のため
の境界領域を含めた課題設定を検討してい
く。また、重点課題評価会議で当該年度の
研究の達成度を説明する時には、全期間の
研究目標を達成するための凡その工程表を
示しながら、説明するように心がける。

　バイオマス強度収穫の課題では興味深い
結果が得られているが、結果をどこまで一
般化することが可能か明示して頂きたかっ
た。林地残材の収集運搬方法に関する課題
は、現実的に重要な問題であると考えられ
るが、対象となる山林によって結果が異な
るのかどうかを明らかにして頂きたい。

　バイオマス強度収穫の成果は、短期間で
限定された条件下のものであり一般化する
のは拙速であるが、継続した調査を実施し
て一般化を目指したい。小型収集システム
は、地域の条件を明確にし、解析システム
が他地域でも適用できるように改善を図り
たい。

　平成23年度で大型収集システムの機械開
発を達成し、小型収穫システムに課題が
移ってきているが、両者の役割分担を明確
にしながら全体像を描いて頂きたい。地域
利用システムとしては長期的で持続的な利
用が見通せないと地域に効果はもたらし難
いので再資源化を含めた検討の意義は大き
い。

　本年度の成果は小型収集システムとして
示したが、大型収集システムについても継
続して研究を行う予定であり、中期計画の
中ではこれらを合わせた成果として整理し
ていきたい。また、地域利用システムも全
国各地での適用可能性を考慮して研究を進
めているところである。

　バイオエタノールのプロジェクトが終了
したことは残念であるが、得られた情報の
集約と今後の改善すべき点までも纏めて残
して頂きたい。その他の課題でも非常に興
味深い結果が得られており、基礎的にも、
応用的にも今後の発展が期待される。特
に、ナノファイバーの木材セルロースから
の製造技術の確立を期待している。

　バイオエタノール製造実証事業では、5年
間の事業全体の成果及びそれに基づくビジ
ネスモデルの提示を纏めた成果報告書が委
託元の林野庁が公表されることになってい
る。原料収集運搬費の低減、既存施設の利
用及び高付加価値リグニン製品の開発が今
後の重要な課題と考える。セルロースナノ
ファイバーについては、酵素分解と超音波
処理を同時併用する製造法の確立を目指し
て研究を進めているところである。

平成２４年度重点課題評価会議　指摘事項と対応方針

重点課題

研究課題群
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　実証段階にある技術も多く、バイオマス
利用の直近の課題と可能性が示されてい
た。エタノール製造に関してコスト分析か
ら収集、転換それぞれのプロセスの削減の
可能性と限界を示し、収支不足を補う目標
値の提示が望まれる。

　林地残材の収集運搬費の低減とリグニン
の高付加価値マテリアル利用開発の研究を
進展させる中で、エタノール製造コストの
収支不足を補う具体的目標値を提示した
い。

　下川町において地域のバイオマス資源と
してヤナギの栽培の可能性を探る本課題
は、バイオマス資源による地域の活性化に
つながる興味深い課題であると感じられ
る。今後は地域の行政、NGO、一般有志を
含めた実現への枠組み作りが必要になると
思われる。達成の可能性については、期待
と込めて「ｓ」とした。

　本課題で開発したヤナギ栽培のシステム
を市町村レベルで実行可能になるよう、ま
た地域行政・NGOが求める小規模分散型の
エネルギー利用に応えるため、費用対効果
を明確にしながら研究の推進を図りたい。

　北海道での取組みは実践段階に入ってい
るようであり、精度の更なる向上が望まれ
る。より信頼性を高めるためにも短期間で
結論を出すのではなく、D1を含めて長期的
な取組みが必要と考える。

　ヤナギ栽培のシステムの構築に向け各個
別技術の精度向上を目指し、様々な栽培
ケースに対応できるようコスト幅の提示を
念頭に、研究の進展を図りたい。

　それぞれに興味深い多様な課題が進めら
れており、順調に成果が得られていると感
じられた。その中でも、不溶セルロースを
含むセルロース溶解物の延伸により、高強
度のフィルムを得ているが、実用的にも有
望な技術ではないかと感じられた。

　高性能全セルロース複合化フィルムの開
発及びその実用化に向けた研究開発を進め
ていく。

　基礎研究を中心に新たな可能性が提案さ
れており、期待される取組みが多い。今回
の報告では、テーマを絞ってまとまりのあ
る説明があったが、取組みが多岐にわたっ
ていることから単発的なテーマの集合とな
らないように全体像の提示が望まれる。

　D21研究項目は研究課題群D2に含まれ、他
のプロジェクト課題に対してより基礎的な
研究シーズを発展させる課題構成となって
おり、D211からD214までの4つの実行課題が
含まれているが、これらが木質バイオマス
の変換、利用技術開発のすべてを網羅して
いる訳ではない。よって、全体像の提示を
研究項目D21レベル、または項目D21を含め

た研究課題群D2レベルのどちらで行うのが
適切かを検討し、次回の評価会議において
提示を行いたい。

研究項目
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平成２４年度評価シ－ト(指標)の集計表

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置

中項目 １ 研究開発の推進

小項目（２）林業の再生に対応した木材及び木質資源の利用促進技術の開発

Ｄ 新規需要の獲得に向けた木質バイオマスの総合利用技術の開発

第１-１-(２)-Ｄ

評価結果
具 体 的 指 標

達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

木質バイオマスの安定供給と地域利用システムの構築 a 100 0.087Ｄ１

木質バイオマスの変換・総合利用技術の開発 a 100 0.910Ｄ２

（ 指標数：２ ）

達成度の計算： 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計：｛（ ）

（100×0.087）＋（100×0.910） ≒ 100 (%)

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【 達成度：140 】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【 達成度：100 】
ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【 達成度： 80 】 評価結果
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【 達成度： 40 】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【 達成度： 0 】

a
【分科会評価区分】

ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上） 分科会
ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満） 評価区分
ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）
ｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満） a
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平成２４年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｅ 1  
 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

 （３）地球温暖化の防止、水源の涵養、国土の保全、生物多様性の保全等の森林の機能発揮に向

けた研究 

  Ｅ 森林への温暖化影響評価の高度化と適応及び緩和技術の開発 

指標(研究課題群) 炭素動態観測手法の精緻化と温暖化適応及び緩和技術の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
 温暖化影響下にある森林の炭素動態に関する広域観測ネットワークを構築してその観測精度の
向上を図るとともに、炭素固定機能および植生分布を含めた森林生態系への影響評価を行い、木
材利用を含めた森林セクター全体（森林・林業・木材利用）による包括的な温暖化緩和策とその
効果を実証的に評価・予測して、温暖化緩和技術への貢献を果たし、森林セクターにおける適応
策に繋がる技術開発を推進する。これらの成果をもとに、気候変動に伴う森林動態の観測や温暖
化影響予測等の技術イノベーションを図り、森林セクター全体の調和的な将来予測に基づいた国
際的な温暖化防止への取り組みに貢献し、国家的な温暖化対策の立案に寄与する。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（ 20 ）%  （前年までの達成度： 20%） 

森林植生および地域的な炭素貯留量・吸収量の変動要因・評価技術の開発に向けて、森林モニ
タリングによる枯死木、リター、土壌の炭素蓄積量の変化とその地域特性の実態を把握する。ま
た、温暖化・高CO2化に伴う北方系落葉広葉樹林の生産性の変動を推定する。 
 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 

森林炭素貯留量・吸収量の変動要因・評価技術の開発の一環として、京都議定書報告のための
森林炭素モニタリングにおいて、これまで十分なデータが揃っていなかった森林の枯死木、リタ
ー(堆積有機物)、土壌(0-30cm 深)の炭素について、全国調査を行い炭素蓄積量およびその変化量
の把握を行うとともに、地域特性の実態を検討した。 

平成 23 年度から第 2 期に入った森林土壌炭素蓄積量調査について、平成 23 年度の枯死木、リ
ター、土壌の炭素蓄積量の合計（平均）は 7.84kg/m2 と第 1 期(H18～22)の平均値(7.88 kg/m2)と
ほぼ等しかった。これは、短期間における土壌の炭素量変化は小さいという従来の予測を、全国
的統一的なデータを用い初めて実証したものである。また、この成果は、現在、京都議定書報告
に利用しているセンチュリーモデルによる推定値が、議定書が求めるコンサバティブな値である
ことを実証するものである。ただし、リターについては前回調査に比べて全体に値が低い傾向が
認められ、今後詳細に検討する必要がある。 

また、第 1 期（18～22 年度）の調査結果を都道府県別に集計して地域別に比較した結果、地
域別に枯死木、リター、土壌の炭素蓄積量に違いが認められ、例えば枯死木やリターでは高緯度
あるいは高標高の地方では蓄積量が高い傾向にあり、土壌も北高南低の傾向が認められるが、火
山が分布する県では蓄積量が高く、人間活動の歴史の長い近畿地方の蓄積量が小さかった。すな
わち、枯死木、リター、土壌の炭素蓄積量には気候の影響が大きいが、土壌に関しては火山灰の
混入や過去の森林利用も大きく関係していると推察した。これによって森林の土壌等の炭素蓄積
量の実態とその変化を、全国レベルで実証的に解明できた。 

本研究においては全期間（平成 15～24 年）を通して、京都議定書報告のための森林の二酸化
炭素の吸収排出量の算定・報告のための一連の手法やシステム開発を行い、その成果の多くが現
在の京都議定書報告に利用されており、上記の成果もその一端を担っている。 
 
温暖化・高 CO2 化に伴う北方系落葉広葉樹林の生産量の変動を推定するため、北方系落葉広

葉樹林を形成する 5 樹種（エゾキヌヤナギ、シラカンバ、ミズナラ、イタヤカエデ、ケヤマハン
ノキ）を選定し、高 CO2 濃度環境下で光合成特性及び代謝産物の定量化をおこなった。その結
果、全樹種で個葉の光合成速度の低下（ダウンレギュレーション(DR)）が認められた。その原
因の解析から、光合成による同化産物の蓄積が間接的に光合成速度を低下させたと考え、これら
のプロセスを組み込んだ群落光合成総生産量(GPP)推定モデルを構築した。このモデルを用い、
370ppm および 720ppm の環境条件を想定し GPP を推定したところ、全樹種で 720ppm 環境下の
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GPP が、370ppm 環境下の GPP に比べて 5～17%増加することがわかった。同様に 370ppm に対
する 720ppm の GPP を、森林群落の垂直方向で推定すると、陽樹冠で GPP の増加量が少なく、
陰樹冠で大きくなった。これは林冠中・下部で光資源が低下し、光合成代謝産物の蓄積が少ない
ため、DR が生じ難いことが原因であると考えられた。また、高 CO2 条件で温暖化（最大で 4 度
上昇）した時の光合成生産量を推定したところ、通常の CO2 条件で温暖化した場合に比べ、6～
18％高く高い余剰生産量を維持できるという推定値が得られた。このように、温暖化・高 CO2
化に伴う北方系落葉広葉樹林の生産量の変動とそのメカニズムを明らかにした。さらに、この結
果をふまえて、将来の高 CO2 環境条件では、遷移後期樹種、窒素固定菌と共生するハンノキ属
樹種を選択するとともに、森林の階層構造を多層化すれば、バイオマス生産量を増大させられる
ことを明らかにした。 
 これらの成果に加えて、森林生態系の炭素蓄積量を評価するため、熱帯域の 4 つの試験地（パ
ソ、セマンコック、ブキットスハルト、メクロン）での 5 つの炭素プールの割合を比較検討し、
森林タイプの違いで増減があること、火災攪乱によって地上部炭素プールは少なくなるが、枯死
木の炭素プール割合が増えることもあることを明らかにした。これは、炭素蓄積量評価において
注目する炭素プールに優先順位を付ける必要があることを意味する。また、温暖化が日本の自然
植生に与える影響を定量的に評価するため、予測分布モデルを用いて日本に広く分布し馴染み深
い林産食用資源植物 19 種を用いて温暖化が分布に及ぼす影響を評価し、指標性が高く影響検出
モニタリングに適している種はトチノキ、ヤマブドウなど 6 種であることを明らかにするととも
に、これらをモニタリング調査対象種にできることを示した。 
 これらの研究成果や過去の成果の蓄積をふまえ、COP17 ダーバン会合（2011 年 12 月）で合意
された京都議定書報告の算定ルールの変更に対応し、IPCC が進めている GPG（Good Practice 
Guidance）の改訂作業において、代表執筆者として本課題を担当する 3 名が参加するとともに、
レビューアとして同 6 名が参加し、科学的な見地から貢献している。また、気候変動枠組条約
COP18（2012 年 11～12 月、ドーハ）、および補助会合 SBSTA（2012 年 5 月、ボン）に日本代
表団として 2 名が参加し、国内森林吸収源および木材製品中の炭素の算定報告手法について、科
学者の立場から交渉を支援した。特に、木材製品中の炭素を算定対象にすることについては、こ
れまでの成果をふまえて、算定対象とすべきという意見とその適切な算定手法を強く提案し続け
てきたが、CO17 でこれが合意されたことは大きな貢献であり、さらに国内の木材利用振興施策
にも反映されている。現在は、木材製品中の炭素に関わる我が国の算定手法が、IPCC 改訂版
GPG で認められるように執筆作業を進めているところである。 
 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（20）%、累積達成度（40）% 
 炭素動態観測手法の精緻化と温暖化緩和・適応技術の開発においては、当年度の年度計画に対
応して、森林土壌炭素のモニタリングにより、枯死木、リター、土壌の炭素蓄積量の変化と地域
的な特徴を明らかにするとともに、気温上昇、高CO2環境条件における北方系落葉広葉樹の光合
成特性等を明らかにし、群落光合成総生産量(GPP)推定モデルを用いて生産性の変動を推定し、
IPCCや国際交渉にも貢献した。このことから、今年度の目標を達成し、当該年度達成度を20%と
し、累積達成度は40%とした。 
 

自己評価結果  （ a ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 
 当年度の目標に対応し、森林モニタリングにより、枯死木、リター、土壌の炭素蓄積量の変化
と地域的な特徴を明らかにするとともに、気温上昇、高CO2環境条件における北方系落葉広葉樹
の光合成特性等を明らかにし、群落光合成総生産量(GPP)推定モデルを用いて生産性の変動を推
定した。このように目標通りの成果が達成されたことから「ａ」評定とした。 

 

外部評価委員評価 （  ）ｓ、 （２）ａ、  （  ）ｂ、  （  ）ｃ、  （  ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （ 100 ＋ 100 ）／（ 2  ）＝ 100 

   当該年度達成度 ：   100 ×  20  ／ 100  ＝  20％ 

総合評価（ a ）
 委員数 （ ２ ）人 

結果の修正 有：  無：  

重点課題における本課題のウエイト：0.386 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

48



独立行政法人森林総合研究所 

６．外部評価委員の意見 
 大規模モニタリングによって重要な炭素プールであるわが国の森林土壌炭素蓄積量の地域性と時間
変動を解明し、また、本邦落葉広葉樹の光合成能や生産量が気候変動を想定した高CO2や高温環境下
にどのように応答するかを明らかにしたほか、熱帯域の森林における炭素プールが森林タイプや攪
乱によってどのように変動するかなど、当初の目標を概ね達成しておりａ評価と判定した。 
 個々の課題およびそのタイトルと、全体目標の整合性に配慮・工夫が必要である。 

 

７．今後の対応方針 
 研究推進が適切であるとの評価をいただいた。中期計画に謳われている目標を達成するた
め、進行中の課題を適切に推進していくとともに、期間中に終了または新たに開始される研究
プロジェクト等に対して整合性に配慮しつつ必要な連携を行うなど、今後とも課題群全体の目
標を達成に努めて参りたい。 
 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20 ％）） 
 東南アジアの各試験地において得られたデータを用いて、環境傾度（温度や撹乱履歴など）の
違いによる炭素動態の特性を解明する。さらに森林動態および炭素蓄積に関するデータを公開す
る。森林群落レベルでのオゾン吸収量推定値とフラックス測定による CO2 吸収量との関係から
森林群落レベルのオゾン影響を解明する。 
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平成２４年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｅ２  
 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

 （３）地球温暖化の防止、水源の涵養、国土の保全、生物多様性の保全等の森林の機能発揮に向

けた研究 

  Ｅ 森林への温暖化影響評価の高度化と適応及び緩和技術の開発 

指標(研究課題群) 森林減少・森林劣化の評価手法と対策技術の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
 開発途上国の森林減少・森林劣化の評価手法と対策技術の開発に向けて、評価手法として広域
の森林炭素蓄積量動態の推定手法の開発と森林バイオマス推定の高度化を行う。また、REDD プ
ラスの推進を目的とする森林炭素モニタリング手法の開発とその解説書の作成および日本版方法
論の提案を行う。一方、対策技術では、違法伐採対策としての熱帯商業樹種の識別技術の開発、
住民による森林資源の持続的利用と管理・保全を進めるために生態系サービスの定量的評価手法
の開発および政策設計上検討すべき事項を明らかにする。また、森林回復に活かすため造林樹種
の生態的特性と適正植栽環境を解明する。 
 これらの成果を通して、森林減少・劣化の防止と違法伐採の抑止、地域住民による森林管理の
推進に寄与する。また、REDD プラスのための MRV システムの構築、国際議論とわが国の国際
交渉に貢献する。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（ 20 ）%  （前年までの達成度：  20%） 
 森林バイオマスの高精度推定に向けて衛星 LiDAR を用いた森林の 3 次元構造の把握手法を開
発するとともに、高分解能衛星から得られる林冠の面的構造と組み合わせ推定の高度化を図る。
また、REDD プラスの排出削減量・吸収量の算定・報告に関わる日本版ガイドラインを作成す
る。 
 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 

REDD プラスでは途上国の森林炭素量変化のモニタリングが必須であり、リモートセンシング
により熱帯林の資源量とその変化を高精度で評価することが求められている。気候変動枠組条約
では、森林炭素モニタリングは、リモートセンシングと地上調査の組合せによることが合意され
ている。しかしながら、広域での地上調査は手間やコストがかさむため、REDD プラスのための
モニタリングシステムの導入の課題となっていた。そこで、広域での地上調査に代わるものとし
て、レーザー技術による高さ方向の構造把握が可能な衛星 LiDAR である Icesat 衛星（米国
NASA）GLAS データから森林の 3 次元構造を把握する手法を開発し、高分解能衛星から得られ
る林冠の面的構造と組み合わせることにより、森林を対象にしたバイオマスおよび炭素蓄積量の
時系列的変化を、国レベルの広域において低コストで把握する技術を開発した。 

まず、マレーシア・サバ州の合計 28 カ所の観測地について、森林 3 次元構造と地上部バイオ
マスの実測を行い、各観測点でのレーザー光の各階層からの反射強度・波形と森林の 3 次元構造
および地上部バイオマスとの関係の解析から、衛星 LiDAR の観測波形におけるピークの反射強
度を解析することにより森林の 3 次元構造を評価する技術を開発した。 

次に、上記対象地について、高分解能衛星画像をオブジェクト指向型分類により分類し、森林
の 3 次元構造に関する情報と樹冠抽出により群落単位での森林劣化によるバイオマスのクラス分
けを行うことで、これまでリモートセンシングでは把握できなかった劣化した森林をも含む森林
バイオマス推定を行った。さらに、対象地について 2003 年から 2009 年の時系列での衛星
LiDAR データを整備し、森林バイオマス推定を時系列で比較することにより、広域のバイオマ
スの時系列変化を面的に把握する技術を開発し、それを実証した。 

本研究による知見は、すでに国際宇宙ステーション植生ライダー（i-LOVE）の開発や、環境
省「生物多様性に配慮した REDD プラス・プロジェクトに向けた MRV 指針等のコンセプト
(案)」検討会に提供された。さらに、得られた成果技術は REDD プラスのための森林モニタリン
グ技術に適用されるばかりではなく、国レベルの森林資源把握がまだ行われていない途上国を含
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め、世界の森林モニタリング技術に貢献できるものである。 
日本政府は京都議定書第 2 約束期間には参加しないものの、自主的に温暖化対策活動を進め、

海外においては二国間オフセット・クレジット制度（JCM/BOCM）による対策を進めることを
表明している。日本政府は JCM/BOCM の活動の一つとして REDD プラスを加える予定である
が、他分野の排出削減活動と異なり REDD プラスでの排出削減・吸収量の算定手法がまだ確立
されていないことが課題となっている。このことから、JCM/BOCM での利用を想定し、REDD
プラスによって得られる GHG 排出削減量・吸収量の算定に関する共通の指針（ガイドライン）
を開発した。 

このようなガイドラインの開発においては、JCM/BOCM のコンセプトを反映し、運用性と信
頼性を高いレベルで両立することを目指すとともに、開発プロセスの透明性が求められる。その
ため、まず、AR-CDM や VCS など既存制度を精査するとともに、経済産業省及び環境省で進め
られている実現可能性調査（FS）事業の成果から論点と対処方法を整理し、その試案を作成し
た。次に、FS 事業者や専門家を招集してワークショップを開き（2012 年 9 月 5 日、12 月 25
日）、その試案の内容と実効性について議論を行い、その結果を反映してガイドラインを完成し
た。 

このガイドラインは、プロジェクトと方法論への要請事項を具体的に示しており、
JCM/BOCM のプロジェクトとして求められる要件や推奨事項を示している。例えば、炭素量推
定の基礎となる森林区分図の求められる精度を、森林／非森林の区分については 80%以上、森
林内の林相区分については 70%以上とした。また、活動結果を評価する参照レベルの開発方法
を、得られる排出・吸収量の時系列データ数に応じて、(1)平均値、(2)単回帰モデル、(3)高度の
モデルから選択するといった段階別の方法を示した。 

これを、二国間オフセット・クレジット制度のための REDD プラス実施ガイドラインとして
公開し、COP18（2012 年 11～12 月、ドーハ）でのサイドイベント（2012 年 11 月 28 日、国家森
林モニタリングシステムの可能性－REDD プラスのための国家森林モニタリングシステムと
MRV システムの構築－）や、国内外の多くの専門家が参加する REDD プラスに関する国際セミ
ナー（2013.2.7～8、気候変動と途上国の森林を考える 2 日間～グリーン・エコノミーの時代にお
ける熱帯林保全～）を主催し、当ガイドラインについて発表した。今後、本ガイドラインが
JCM/BOCM に採用されるよう、政府に強く働きかける予定である 

 
これらの年次計画に沿った成果に加えて、リモートセンシングと固定試験地調査等による炭素

蓄積量推定手法やアロメトリー式、季節の異なる衛星画像の調整手法など、本課題で得られた
REDD プラスのための森林モニタリング技術に関する成果を幅広く盛り込み、国連気候変動枠組
条約（UNFCCC）で求められる REDD プラスの算定報告に関わる方法論について、政策決定者
や計画実施者を読者と想定した分かりやすい調査技術解説書（日英版）を「REDD-plus 
Cookbook」と銘打ち、予定を前倒しして刊行した。これを森林総研主催の COP18 でのサイドイ
ベントや REDD プラスに関する国際セミナーにおいて発表し、REDD プラスに関する情報をウ
ェブサイトにて公開するとともに、メールマガジンを通じて広く発信した。すでに世界的にダウ
ンロードされ広く利用されている。加えて、REDD プラスの DVD 教材の改訂を行い、日英を含
め 8 カ国語版を作成した。 

 
研究成果や過去の成果の蓄積をふまえて、気候変動枠組条約 COP18（2012 年 11～12 月、ドー

ハ）、および補助会合 SBSTA（2012 年 5 月、ボン）に日本代表団として 2 名が参加し、REDD
プラスの制度構築について、科学者の立場から交渉を支援した。特に、COP18 では、国家森林
モニタリングシステムと MRV（観測・報告・検証）システムの要件が交渉議題となったため、
本課題の成果を反映する良い機会として意見を交渉団にインプットした。その他、REDD プラス
に関わる共同研究の成果報告や能力開発のため、マレーシア（2013 年 2 月 4 日）、パラグアイ
（2013 年 2 月 26～27 日）においてワークショップを開催した。 

 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（24）%、累積達成度（44）% 

年度目標に対応して、森林の3次元構造をリモートセンシングにより定量的に評価する技術を
開発したことで、劣化した森林をも含む森林のバイオマス推定の高度化を実現し、REDDプラス
のための日本版ガイドラインを作成したことにより、年度計画は達成された。それに加えて、
REDDプラスのための調査技術解説書（REDD-plus Cookbook；日英版）を前倒しで刊行した。以
上の計画以上の成果が得られたので、当該年度達成度を24%とし、中期計画の累積達成状況は
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44%となる。 

自己評価結果  （ ｓ ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

年度計画である森林の 3 次元構造の定量的把握手法を開発し、劣化した森林を含む森林のバ

イオマス推定の高度化を実現した。その成果は、衛星 LiDAR の開発等に提供されている。ま

た、二国間オフセット・クレジット制度へ REDD プラスを組み入れる際の方法論を整備し、日

本版ガイドラインを作成した。以上の年度計画達成に加え、REDD 活動に携わる関係者向けの

技術解説書（REDD-plus Cookbook；日英版）を前倒しで作成、刊行したことは計画以上の成果

である。さらに、研究成果をふまえて、IPCC での執筆活動や COP18 等での交渉支援、国際セ

ミナー、ワークショップ等を行うなど、その活用や社会への還元に努めた。このように目標以

上の成果が得られたことから、「ｓ」評価とした。 

外部評価委員評価 （1）ｓ、 （1）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （140＋100）／（ 2 ）＝ 120 

   当該年度達成度 ：  120×  20 ／ 100  ＝24％ 

総合評価（ s ）
 委員数 （ 2）人 

結果の修正 有： 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.614 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

 衛星 LiDAR データ用いて劣化程度の異なる熱帯林の 3 次元構造ならびに、そのバイオマス量と
その時間変化を面的に推定可能であることを実証的に明らかにしたのに加え、REDD プラスによ
る GHG 排出削減・吸収量を算定ためのガイドラインを開発した。以上の成果に加えて、REDD
関係者を対象とした技術解説書（REDD-plus cookbook）を作成・刊行している。このように本
課題群は順調に実施されており、また関連分野への社会的・学術的貢献も想定どおり大きいと評
価される。 
 REDD-plus cookbook は計画前倒しで良くできた。また、REDD プラス実施ガイドラインへの道
筋も良くできている。 

７．今後の対応方針 
衛星LiDARのレーザー光の波形情報については、森林劣化状況の判定など、どのような使い

方・有用性があるのか引き続き波形の意味合いをリモートセンシングの継続課題の中で検討す
る。ガイドライン（案）については、先ずは、パブリックコメントの収集分析や施行に基づく修
正を着実に進め2014年2月に完成させることを目指す。将来的にはグローバルスタンダード化を
視野に入れるが、そのために温室効果ガス排出量の計測・検証・報告に係わる世界標準化機構
（ISO）の保証仕組み等の分析も並行して進める。 
 科学的視点からの成果の取りまとめについては、プロジェクト課題の成果を中心に課題群の
個々の成果を一つの技術や知見として体系化できるよう意識しながら、また課題責任者ともそう
した視点の共有を図りながら、課題群の管理・運営に務める。 
８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20 ％）） 

ブラジル中央アマゾンにおいて、1,000プロット以上の森林インベントリ調査に基づいて、森
林炭素蓄積量の広域評価手法を開発する。森林減少・劣化の高精度推定に向けて、航空機デー
タと衛星画像を組み合わせた林相区分によるバイオマス推定手法を開発し、その再現性と精度
を検証する。 
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／
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Ｓ
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検
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Ｓ
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５
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収

支
の

時
間

推
移

2
3

～
2
6

森
　

茂
太

科
研

費
3
,1

5
3

0
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Ｓ
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７
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ソ
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独立行政法人森林総合研究所

評価単位 （E１） （E２）

E
全重点

課題に対
する割合

炭素動態観測手法
の精緻化と温暖化
適応及び緩和技術
の開発

森林減少・森林劣
化の評価手法と対
策技術の開発

予算［千円］ 480,173 ( 22 ％) 185,277 294,896

（受託ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
研究費の割

合）
(99 %) (98 %) (100 %)

勢力投入量
（人当量）［人］

42.7 ( 10 ％) 29.8 12.9

委託研究
機関数

11 ( 11 ％) 6 5

研究論文数 64 ( 13 ％) 49 15

口頭発表数 150 ( 13 ％) 80 70

公刊図書数 10 ( 9 ％) 6 4

その他発表数 81 ( 10 ％) 27 54

特許出願数 0 ( 0 ％) 0 0

所で採択
された主要
研究成果数

4 ( 13 ％) 2 2

重点課題E研究課題群　予算・勢力投入量及び成果
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（Ｅ）　森林への温暖化影響評価の高度化と適応及び緩和技術の開発

開催日　平成２５年　２月２６日

項 目 指 摘 事 項 対 応 状 況

重点課題

　今後、各課題群、課題の成果の連携・統
合を行うことによって、温暖化影響予測な
らびに温暖化対策を行うための強力なツー
ル開発に繋がることが期待され、連携・統
合に向けた資源の配置・配分など組織的な
取り組みが強く望まれる。

　推進会議において各課題の連携を意識を促すと
ともに、新プロジェクトの立案・応募の予定につ
いて情報交換した。また、プロジェクトで開催す
るシンポジウムやセミナーに、関係課題の担当者
が参加し、情報共有に努めた。

平成２４年度重点課題評価会議　平成２３年度指摘事項と対応状況
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（Ｅ）　森林への温暖化影響評価の高度化と適応及び緩和技術の開発

開催日　平成２５年　２月２６日

項 目 指 摘 事 項 対 応 方 針

重点課題

　重点課題の構成が、最初にプロジェクト
ありきのボトムアップ的なものになってい
ないか。温暖化問題として、何をすべきか
というリクス分析から、どういうプロジェ
クトを起こすかという、トップダウン的な
対応への変更が必要ではないか。

　重点課題として、精緻・広域モニタリン
グとそれにもとづくモデリングと予測、そ
してREDDプラスに関わる問題解決が重要と
考えて方向性を示し、それを担当者が共有
してプロジェクトの獲得を進めている。し
かし、これまでにおいては必ずしもそうで
は無かった面も確かにある。今後は、推進
会議等で方向性を確認・共有しつつ、それ
をふまえてプロジェクト課題形成を進めた
い。

研究課題群

　現状では問題ないが、研究課題群として
の達成目標に対して、課題群を構成するプ
ロジェクト等の内容が不十分となるような
場合はどのように対応するのか。

　当該課題群の研究項目あるいは関連分野
の研究成果を踏まえて、不足部分を充当す
るよう適切な課題を立案していく。

　BVOCの成果を、緩和等の全体計画とどう
結びつけるのかが課題である。

　BVOC 研究のような今後の地球温暖化対
策につながる可能性ある研究についても、
関係者の議論のもと、取り組めるよう柔軟
な体制で研究を推進していくように心がけ
ていきたい。

　各テーマ間の関係性、例えば樹種特性や
生理と、エコシステムサービスや修復技術
との関係性について、説明が必要ではない
か。

　各テーマは当初目標を達成しているもの
の、各テーマ間の関係性の説明が必要との
評価をふまえて、それに関係する分析等の
活動を実施したい。

平成２４年度重点課題評価会議　指摘事項と対応方針

研究項目
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平成２４年度評価シ－ト(指標)の集計表

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置

中項目 １ 研究開発の推進

小項目 （３）地球温暖化の防止、水源の涵養、国土の保全、生物多様性の保全等の森林の機能発

揮に向けた研究

Ｅ 森林への温暖化影響評価の高度化と適応及び緩和技術の開発

第１-１-(３)-Ｅ

評価結果
具 体 的 指 標

達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

炭素動態観測手法の精緻化と温暖化適応及び緩和技術の開発 a 100 0.386Ｅ１

森林減少・森林劣化の評価手法と対策技術の開発 ｓ 120 0.614Ｅ２

（ 指標数：２ ）

達成度の計算： 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計：｛（ ）

（100×0.386）＋（120×0.614） ≒ 112 (%)

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【 達成度：140 】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【 達成度：100 】
ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【 達成度： 80 】 評価結果
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【 達成度： 40 】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【 達成度： 0 】

ａ
【分科会評価区分】

ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上） 分科会
ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満） 評価区分
ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）
ｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満） ａ

独立行政法人森林総合研究所
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平成２４年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｆ１  
 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

（３） 地球温暖化の防止、水源の涵養、国土の保全、生物多様性の保全等の森林の機能発揮に 

向けた研究 

Ｆ 気候変動に対応した水資源保全と山地災害防止技術の開発 

指標(研究課題群) 環境変動・施業等が水資源・水質に与える影響評価技術の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
 わが国の気候に強い影響を与えるアジアモンスーン地域において、森林の水循環に関わる諸機
能を解析し、水循環過程を解明するとともに、森林動態をモデル化する。大都市周辺の森林にお
いて、窒素の流入・流出量を解析し、人間活動にともなう窒素負荷量の増加が森林の水質形成機
構に及ぼす影響を明らかにする。環境に配慮した森林利用の促進のために、土砂流出を抑制した
低負荷型作業路開設技術を開発するとともに、水流出特性に及ぼす間伐の効果を明らかにする。
気候変動にともなう森林域の水資源賦存量分布、森林流域の水収支と流況、融雪流出特性の変動
を明らかにする。原発事故の周辺の森林における放射能汚染の実態を把握するとともに、森林内
の放射線量やその拡散を低減する技術を開発する。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（ 20）%  （前年までの達成度：28%） 
 森林施業が水資源に与える影響の評価技術を開発するため、間伐が水流出に及ぼす影響を明ら
かにする。積雪を含めた水資源賦存量の評価のため、広域の降雪量データセットを構築する。森
林域における放射性物質の循環・動態を明らかにするとともに、放射性物質の除染対策と林内作
業の安全性確保に関する技術を開発する。 
 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 
 森林からの水流出特性に対する間伐の影響を明らかにするため、積雪地域の長坂試験地（秋田
県）と非積雪地域の常陸太田試験地（茨城県）の 2 箇所の調査を取りまとめた。その結果、積雪
地域では間伐によって樹冠が開け、樹冠を通過する降水量が増加した。間伐の効果は無降雪期よ
り降雪期において顕著であり、積雪深の変化に影響を及ぼし、融雪期に流出量が増加した。一
方、非積雪地域では間伐後 3 年間を通して樹冠遮断量が低下するとともに、間伐半年後から蒸発
散量の低下と流出量の増加が観測された。この傾向は間伐 2 年後以降より明瞭になった。以上よ
り、間伐は流域からの水流出に及ぼし、その影響は積雪地域と被積雪地域では異なることを定量
的に明らかにした。特に積雪地域における間伐影響の調査はわが国で初めての観測であり、積雪
地域の水源林の管理に役立つ重要なデータが得られた。また、間伐作業のための作業路開設時に
発生しやすい土砂流出による水質悪化について、その抑制対策や作業路設計方法を手引書として
まとめ、広く林業関係者に配布するとともに、現場担当者向けの講習会を石川県と岐阜県で開催
した。 
 東大等が開発した将来の気候モデル(MIROC-H)の出力値を用いて、気温による雨雪判別、雨量
計捕捉率の補正、融雪水量の推定等を行って、全国にわたる広域の降雪量データセットを構築
し、気候変動に伴う将来の水資源賦存量分布の変化を予測解析した。その結果、気温上昇に伴い
多雪地域の面積が減少すること、2100 年における多雪地域は北海道の日本海側、北陸及び東北
地方の高標高地域に限られ全国的に降雪水量が減少すること、また、瀬戸内の少雨地域では温暖
化によって降水量がわずかに変化した場合でも渇水の頻度が高まる可能性があることなどが予想
された。 
 水資源評価に関連するその他の成果として、林内降雪量の測定精度の改善を目指し、山形県の
スギ林と落葉広葉樹林において林内降雪量を観測した。全期間（2011 年 12 月 13 日～2012 年 2
月 28 日）の林外降水量に対する林内の降水量の割合は、スギ林（76.4%）が落葉広葉樹林
（85.0%）より小さく、そのばらつきもスギ林で大きいこと、林外降水量に対する林内の降水量
の割合の変動が大きい場所が、スギ林では林縁周辺であり、落葉広葉樹林では樹木周辺であるこ
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とを明らかにした。また、転倒マス型流量計の過小評価を補正する手法を開発し、茨城県スギ林
およびカンボジア落葉広葉樹林に適応し、これまでの測定値においては樹冠遮断率をスギ林で約
10％、落葉広葉樹林で 10%以上過大に推定していたことを明らかにした。これらの結果は、観
測方法の具体的な改善につながり、今後より精度の高い水文観測が期待できる。 
 福島第一原子力発電所事故による森林の放射能汚染では、落葉等の除去による除染作業が行わ
れているが、作業時に発生する粉塵の吸引による内部被曝が心配される。これまで林内作業時の
粉塵測定事例がなかったことから、各種林内作業における粉塵量を計測した。その結果、粉塵発
生量は作業の種類や作業時の天候等によって変化するものの、除染作業で定められている粉塵量
の基準を下回り、マスクに付着した放射性物質の汚染度も危険域の目安以下と、除染作業に伴う
内部被曝の危険性は低いことを確認した。 
 さらに、福島県では森林に蓄積している放射性セシウムが渓流水を通じて流出することが危惧
されたことから、6 カ所の森林流域で渓流水中の放射性セシウム濃度を毎日連続して測定した。
その結果、放射性物質はほとんどが不検出であり、増水時の懸濁物として流出するものの、その
量は微量であることを明らかにした。結果は森林総研から 3 回プレスリリースし（6 月 12 日、9
月 22 日、12 月 20 日）、住民の不安解消に努めた。またこの測定方法は環境省でも採用され、
福島の山村住民が飲用する沢水の安全確認に利用された（環境省水・大気環境局 12 月 20 日）。 
 その他放射能汚染に関しては、昨年度調査した福島県の森林において放射性セシウムの分布状
況を再調査し、樹木や落葉から土壌に放射性セシウムが移行していることを示した。スギ花粉に
よる放射性物質の再拡散や吸引による被ばくへの心配に対して、福島県内のスギ雄花調査実施
し、今季の花粉による影響は 0.0000715μSv/h と低いことを示した。これらの成果は農林水産省
からプレスリリースされ（平成 25 年 2 月 8 日）、除染対策や国民の不安解消に役立った。さら
に奥日光地域に生息するイワナなど淡水魚の放射能汚染を解明するため中央水産研究所等と共同
で緊急調査を行った。 
 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（28）%、累積達成度（56）% 

  

 林地の清浄な水資源確保については、昨年の都市から流入する窒素の水質影響に続き、今年度
は作業路の開設に伴う河川への土砂流出を抑える手法の開発に取り組み、低負荷型作業路開設手
法の手引書を作成し普及を図った。同時に、間伐が水流出特性へ及ぼす影響も積雪地域と非積雪
地域の双方で解明できた。さらに、気候変動に伴う将来の水資源賦存量の分布の変化を積雪地域
と瀬戸内の少雨地域で予想した。中期計画に対して、今年度は目標以上の成果を得たので、当該
年度の達成度を 28％とした。 

 

自己評価結果  （ ｓ ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

 当年度の目標である間伐が水流出に及ぼす影響の解明、特にこれまで観測例のなかった積雪

地域における間伐影響を明らかにできたこと、また積雪を含めた水資源賦存量の評価や広域の

降雪量データセットの構築に加えて、温暖化に伴う積雪や融雪の将来予測を示したことなど、

年度当初の目標を上回る成果が得られた。また、間伐時の新設作業路で発生しやすい土砂流出

を抑制する対策を手引書にまとめ配布したことは、中期計画の達成に寄与するとともに、現場

の技術者から好評を博した。森林の放射能汚染に関わる調査・研究では、年度計画に沿った福

島の森林における放射性セシウムの蓄積変化モニタリングや除染に伴う被曝量の評価に加え、

森林から渓流水や花粉を通じた放射性セシウムの再拡散は小さいことを確認し、調査結果を速

やかに公表し、国民の不安の払拭に努めた。また、本年度の後半には、森林を水源とする渓流

や湖沼に生息する魚類の緊急調査にも対応するなど、社会の要請に対して機動的に取り組ん

だ。以上のように、当初の想定を超える研究成果が得られたことと、その成果が有効に利活用

されたと判断し、自己評価をｓとした。 
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外部評価委員評価 （２）ｓ、 （ ）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （140＋140）／（2）＝ 140 

   当該年度達成度 ：  140×20 ／ 100 ＝28 ％ 

総合評価（ ｓ ） 委員数 （２）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.749 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

 森林の水資源涵養に関わる間伐の影響について、これまで研究成果が無かった積雪地帯での結果

を得たこと、全国の降雪量データを組み込んだ水資源賦存量を評価したこと、樹幹遮断量の測定手

法を改善したこと、また福島第一原発事故にともなう放射性セシウムの渓流への流出は微量である

こと等を計測結果により定量化し必要に応じてプレリリースしている。これらの情報は、国民の森

林に対する認識を深めるとともに、放射能に関する不安払拭に大きく貢献していると判断される。

（土屋委員） 

 積雪地域・非積雪地域で間伐の影響を評価する研究において実験流域における労力を要する地味

な観測が実施され、着実にその成果が見られた。温暖化シナリオのなかで降雪量の広域で長期的な

時空間変動の推定や治山堰堤群が豪雨の斜面安定へ果たす機能評価などの研究が始まっており今後

の成果が期待できる。転倒マス雨量計の豪雨時の過大計測の可能性が指摘され、この分野での従来

の研究成果の見直しや今後の観測手法への積極的な提言となる可能性のある重要な成果が得られ

た。また、新燃岳火山灰由来のリン酸イオンが降雨・渓流水で観測されるなど、新しい基礎的知見

がもたらされており、森林における物質循環や森林生態系へのインパクト研究への発展さえも期待

できる。これらの水文・水質のプロセス研究の成果に加えて、福島県における森林の放射能調査の

成果は極めて貴重な成果をもたらしていると評価できる。2011 年から 2012 年というわずかの期間

の推移において放射性セシウムの分布場所が枝・葉・落葉層や土壌層へと移行していること、その

プロセスの裏付けや、微量だが渓流において ss に吸着されて放射性セシウムが流動していく様子な

どが明らかにされた。内水面魚類の汚染源・汚染経路についての調査や、林内作業で発生する粉塵

吸引による内部被曝にいたる調査までもが実施され成果を得ている。（芝野委員） 

 

７．今後の対応方針 

 水文・水質の研究については、今後も引き続き、林床面蒸発等の水文過程の観測精度向上な

どにつながる測定法の改善・開発を行い、林況や気候等の変化に伴う水文過程の変動予測のさ

らなる精度向上を進めてまいりたい。また放射性セシウムの動態に関する基礎研究を継続する

予定である。これらの成果を基に、今後とも、競争的資金の獲得をめざしてまいりたい。 

 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20 ％）） 

 森林の水循環過程を解明するために、クローズドチャンバー法による林床面蒸発の測定手法

を開発するとともに、林冠の降雨遮断特性を多様な森林群落で比較することにより、蒸発量の

変動要因を明らかにする。森林流域における降雨水質および渓流水質の長期観測に基づき、森

林流域の水質の変動特性を明らかにする。森林における放射能汚染の調査・研究を継続して、

森林生態系の放射性セシウム動態を明らかにする。 
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平成２４年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｆ２  
 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

  （３） 地球温暖化の防止、水源の涵養、国土の保全、生物多様性の保全等の森林の機能発揮に 

向けた研究 

Ｆ 気候変動に対応した水資源保全と山地災害防止技術の開発 

指標(研究課題群) 多様な手法による森林の山地災害防止機能強化技術の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
 樹木根系の斜面安定効果を数値化する技術を開発し、間伐をはじめとする森林整備に伴う表層
崩壊発生リスクの評価を可能とすることにより、多面的機能発揮のための適切な森林整備の実現
に貢献する。山地斜面のモニタリング技術の開発・高度化により、前兆現象の評価や植生機能衰
退域の評価から山地災害の未然防止を可能とするとともに、生態系の機能を取り入れた荒廃地復
旧技術の開発を行う。防災林機能を持続的に発揮するための維持管理手法により、機能の低下し
た海岸林の広葉樹林化が可能となる。風況予測技術の精度を向上することで、森林管理計画の策
定に役立つ強風害リスク評価技術を提供する。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（ 20）%  （前年までの達成度：28 %） 
 樹木水平根の斜面補強機能を定量的に評価するため、樹木の根を含む土試料のせん断強度特性
を明らかにする。崩壊、地すべりの発生予測精度向上のため、大井川流域の崩壊発生斜面につい
て時系列地理データの解析から崩壊地の変動傾向を評価する手法を開発する。津波で被災した海
岸林のその後の衰弱および枯死の原因を明らかにするとともに、対策技術を開発する。 
 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 
 表層崩壊防止機能をもつと考えられている樹木水平根の斜面補強機能を定量的に評価するた
め、スギ根系を含む供試体（長さ 1.0m、幅 1.0m、高さ 0.5m）と、同じ大きさの土だけの供試体
で大型の直接せん断試験を実施した。その結果、土だけの供試体を使った試験では、多数の亀裂
が入り 15kN で破壊されたのに対して、スギ根系を含む供試体の試験では、供試体全体の亀裂も
少なく、破壊強度も 28kN とかなり大きくなった。このことから、根系は供試体全体の破壊を抑
止しており、この働きが表層崩壊防止効果に寄与することが示唆された。さらに、樹木根が斜面
の強度を補強する効果を定量化することを目標に平面歪み型の土質せん断試験を実施した。直径
が 5mm 程度のヒノキ根を 9 本含んだ供試体（長さ 140mm、幅 140mm、高さ 66mm）と、同じ大
きさの土だけの供試体を有効垂直応力 150kPa の応力場でせん断したところ、ヒノキ根を含む供
試体で発揮された偏差応力（せん断抵抗力に相等）は、土だけの供試体におけるそれの約 1.3 倍
の値が計測され、斜面を補強していることを示す結果が得られた。以上のように、樹木根の斜面
補強機能を物理的な試験によって定量的に評価することができた。 
 崩壊や地すべりの発生予測精度向上のため、大井川中流域の深層崩壊発生斜面の変化過程を過
去 60 年間の空中写真と衛星画像を用いて解析した。その結果、いずれの斜面でも先行崩壊が認
められ、崩壊発生前に膨らみだし斜面の脚部で小規模な先行崩壊が発生するタイプ（押し出し
型）と、先行崩壊の斜面上側に向かって崩壊地が急速に拡大していくタイプ（拡大型）が認めら
れた。これらのことから、崩壊地の斜面上方で顕著な地盤変動が認められる場合は、これらの先
行崩壊を深層崩壊の前兆現象として利用可能であることがわかった。 
 東日本大震災で津波が入った海岸林におけるクロマツ・アカマツの衰弱・枯死過程を調査し、
アカマツは海水の浸水に弱いこと、クロマツは著しい樹体損傷や被圧によるストレスがなければ
津波被害後も生残する場合が多いこと、立地条件により継続的な塩害がみられる土地でクロマツ
の枯死が生じる場合があることを明らかにした。また、海岸林を遡上する津波氾濫流の数値シミ
ュレーションモデルの信頼性を高めるため、日本の海岸林の主要樹種であるクロマツと広葉樹 3
種類（ケヤキ、サクラ、ヤブツバキ）を対象にして大型水路実験を行い、単木の抗力係数を算出
した。これらの知見は、東北地方の海岸林の再生にあたって、樹種選定や適地判定に具体的な指
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針を与える。 
 その他の成果として、2011 年 1 月に噴火した九州の新燃岳噴火により被害を受けた森林の緊
急調査として、被害程度の異なる 5 箇所の森林に調査プロットを設置した。各プロットで堆積層
の浸透性や土砂移動の特徴の変化、土壌の化学性・物理性の特徴と経時変化、降灰による樹木の
二次被害の発生の有無や被害の回復状況などを明らかにした。このような初期被害状況の綿密な
記録は、今後の水土保全機能を考慮した管理手法向上や森林の回復状況を評価のために有効な活
用が期待できる。 
 さらに、火山による荒廃地の緑化復旧に長年取り組んできた三宅島（2000 年噴火）は依然火
山ガスが噴出し、土壌は強酸性で表面がクラスト（固化）状態で緑化困難地が多いが、枯死した
樹木のリター（腐朽した有機物）が堆積する場所では土壌が改善しており、緑化可能性が高いこ
と、菌根菌（AM 菌）を感染させた苗は活着も成長も良好であることを明らかにした。この成果
は、東京都の緑化対策事業に利用され、試行が続いている。 
 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（28）%、累積達成度（56）% 
 樹木根系の斜面安定効果の数値化については、昨年度開発した試験器を用いて、実験的な手法
で樹木の根を含む土壌試料のせん断強度特性を定量化できた。また、山地斜面のモニタリング技
術については、昨年度のレーザープロファイラーによる個別斜面の測定から、より汎用性のある
空中写真と衛星画像を用いた解析により、深層崩壊の前兆現象となりうる崩壊地の斜面変動傾向
を判定する手法を開発し、崩壊予知に端緒を付ける成果が得られた。さらに、海岸林では、今後
復興される海岸防災林の樹種選定において、クロマツ・アカマツの衰弱・枯死過程調査や立地条
件との関係から樹種選定の考え方、広葉樹のもつ津波への防災効果等を明らかにした。このよう
に、中期計画に対しては終了時の達成目標に向かって着実に成果を出している。さらに生態系の
機能を取り入れた荒廃地復旧技術として、火山灰荒廃地の緑化について一定の成果を得ることが
できた。 
 
 

自己評価結果  （ s ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

 極端気象などで多発する斜面崩壊に関しては、樹木根系の表層崩壊防止効果の実験的な解析

しただけでなく、航空写真等を用いて深層崩壊の前兆となる斜面の変動傾向を類型化するな

ど、広く適用可能な技術を提示できた。得られた成果は公開講演会などで一般向けに講演する

とともに、環境研究シンポジウムやつくばサイエンスアカデミーなどにおいて専門家からも評

価された。また海岸林の復興や九州新燃岳噴火等では各種災害に対して機動的に対応し、荒廃

地の緑化技術について現場に普及しうる知見を得た。これらのことから、年度当初の計画を上

回る成果を達成できたので、自己評価を s とした。 
 

外部評価委員評価 （２）ｓ、 （ ）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （140＋140）／（ 2  ）＝ 140 

   当該年度達成度 ：    140 × 20   ／ 100＝ 28 ％ 

総合評価（ s ） 委員数 （ 2 ）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.249 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

 樹木根系の斜面安定効果について新たに開発した試験器により樹木根を含んだ土壌のせん断強度

特性が把握できるようになったこと，深層崩壊の前兆現象をレーザープロファイラーのみならず空

中写真と衛星画像とを用い評価する手法を開発したこと，海岸林の耐津波性について立地条件を考

慮した樹種選定と広葉樹の防災効果を明らかにしたこと，火山灰荒廃地の荒廃地復旧には生態系の
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機能を取り入れた緑化技術を進化させたこと等，社会的要求が高い研究成果が得られており，その

評価は高いと判断される。（土屋委員） 

 深層崩壊の予兆現象を捉える研究が着々と進行していると評価され、研究の切り口やフィールド

を変えながらの成果が得られつつある。東日本大震災で被災した東北地方太平洋岸海岸林（クロマ

ツ・アカマツ）の残存木・新規植栽木調査が実施され、防潮林としての被害軽減効果の検証や海岸

林の復興技術が様々に検討されており、貴重な成果を挙げている。国民が注目する海岸林造成の方

向性について一定の結論を与えうる成果が得られようとしている。三宅島における火山ガスの土壌

物理性および化学性への影響調査が継続され植生回復が望める箇所の発見とその来歴との関連性が

明らかにされたことは注目に値する。新燃岳の林地被害と土砂災害の緊急調査において成果が得ら

れつつあり、成果が期待できる。（芝野委員） 

 

７．今後の対応方針 

 土砂災害については一定の成果が公表できたので、次年度は雪氷害、強風害などの気象災害

について重点的に取り組み、最新の手法を活用した新たな山地災害の予測・被害軽減技術の提

案をめざしてまいりたい。また、東日本大震災関連の研究についても、外部資金を活用しなが

ら、必要に応じて本課題の中でフォローアップし、今後も、長期的な視点に立った戦略的な基

礎研究と、社会からのニーズに応えた迅速な技術開発の両立を意識した研究を進めてまいりた

い。 

 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20 ％）） 

 津波軽減効果の高い海岸防災林造成技術を開発するため、樹木を並べた状態を対象とした水

理実験を行ない、流水に対する林帯の抗力係数と単木の抗力係数との関係を明らかにする。雪

崩の発生条件の解明のため、積雪変質モデルを用いて発生区の積雪を推定し、雪崩の滑り面の

雪質やその形成過程を明らかにする。積雪地域の地すべり災害の予測精度を向上するため、伏

野地すべり地の土塊が積雪荷重や地震動によって圧縮沈下する過程を観測によって明らかにす

る。 
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独立行政法人森林総合研究所

評価単位 （F１） （F２）

F
全重点

課題に対
する割合

環境変動・施業等
が水資源・水質に
与える影響評価技
術の開発

多様な手法による
森林の山地災害防
止機能強化技術の
開発

予算［千円］ 285,826 ( 13 ％) 214,506 71,320

（受託ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
研究費の割

合）
(82 %) (92 %) (51 %)

勢力投入量
（人当量）［人］

46.4 ( 11 ％) 30.1 16.3

委託研究
機関数

20 ( 20 ％) 16 4

研究論文数 65 ( 13 ％) 20 45

口頭発表数 156 ( 13 ％) 99 57

公刊図書数 6 ( 5 ％) 2 4

その他発表数 99 ( 13 ％) 40 59

特許出願数 1 ( 4 ％) 1 0

所で採択
された主要
研究成果数

4 ( 13 ％) 3 1

重点課題F研究課題群　予算・勢力投入量及び成果
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（F）　気候変動に対応した水資源保全と山地災害防止技術の開発

開催日　平成２５年１月３１日

項 目 指 摘 事 項 対 応 状 況

重点課題

　森林施業や環境変動が水資源・水質にどのよ
うな影響を与えるか，また森林の山地災害防止
機能の強化をどのように進めるかの課題につい
て研究推進を行い，その成果を充分に蓄積して
いる。

　東京電力福島第一原子力発電所事故の影響評
価に係る研究の継続的な取り組みとともに、山
地災害や復旧に関連する論文もいくつかまとめ
て公表できた。

研究課題群

　通常の研究計画の内容を着実に実施して成果を
挙げただけでなく、災害に関連して迅速で広範な
調査を実施し、国民の求める切実な実態把握の願
いに応えて客観的で分かり易い成果が示されたこ
とは高い評価に値する。

　東京電力福島第一原子力発電所事故の影響評価に
係る研究は、林野庁事業や技術会議プロジェクト等
として引き続き実施し、国民の関心の高い成果は速
やかにプレスリリース等で公表してきた。また山地
災害に関連する論文もいくつかまとめて公表され
た。

平成２４年度重点課題評価会議　平成２３年度指摘事項と対応状況
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（F）　気候変動に対応した水資源保全と山地災害防止技術の開発

開催日　平成２５年　１月３１日

項 目 指 摘 事 項 対 応 方 針

　森林総研は国民が求める事を果敢に行ってい
る。たくさんの成果が出ている。（積雪の調査
など）単純で、人力の作業で行ったりしている
ものなどもあったが、内容と出てきた成果につ
いては興味深いものであった。

　今後とも、国民のニーズに応えられるよう、
地道に研究に取り組んで参りたい。

　先端的なものをやる使命がある中、よく取り
組んでおり、成果も出ている。さらに期待した
い。震災に伴う課題については当初、計画して
いない課題であり、少ないスタッフの中でよく
やっていると思う。

　震災関係も続けつつ、中期計画の達成に向け
て努力して参りたい。

研究課題群

　津波によって、海岸林の持っているとされる
機能が失われた。例えば飛砂の抑制といった機
能が現在失われていることの方が問題なのでは
ないか。（津波に対する抵抗を調べることより
も）海岸林が失われたことによる、飛砂影響範
囲の変化などを調査することの方が重要ではな
いのか。

　津波の被害地だけでなく、通常の海岸林の効
果の啓蒙や管理についても引き続き検討して参
りたい。

平成２４年度重点課題評価会議　指摘事項と対応方針

重点課題
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平成２４年度評価シ－ト(指標)の集計表

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置

中項目 １ 研究開発の推進

小項目 （３）地球温暖化の防止、水源の涵養、国土の保全、生物多様性の保全等の森林の機能発

揮に向けた研究

Ｆ 気候変動に対応した水資源保全と山地災害防止技術の開発

第１-１-(３)-Ｆ

評価結果
具 体 的 指 標

達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

環境変動・施業等が水資源・水質に与える影響評価技術の開発 s 140 0.749Ｆ１

多様な手法による森林の山地災害防止機能強化技術の開発 s 140 0.249Ｆ２

（ 指標数：２ ）

達成度の計算： 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計：｛（ ）

（140×0.749）＋（140×0.249） ≒ 140 (%)

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【 達成度：140 】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【 達成度：100 】
ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【 達成度： 80 】 評価結果
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【 達成度： 40 】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【 達成度： 0 】

ｓ
【分科会評価区分】

ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上） 分科会
ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満） 評価区分
ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）
ｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満） ｓ

独立行政法人森林総合研究所
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平成２４年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｇ１  
 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

  （３） 地球温暖化の防止、水源の涵養、国土の保全、生物多様性の保全等の森林の機能発揮に 

向けた研究 

Ｇ 森林の生物多様性の保全と評価・管理・利用技術の開発 

指標(研究課題群) シカ等生物による被害軽減・共存技術の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
 シカ等生物による被害軽減・共存技術の開発のため、持続的な森林管理の支障となるニホンジ
カやナラ・カシ類集団枯損など森林における病虫獣害を制御し、森林の健全性を保つ環境低負荷
型の被害軽減・共存技術の開発を行う。シカの個体数管理に重要な捕獲後の有効活用体制の構築
に資するため、捕獲から解体に至るまでの衛生的な処理技術を開発し、技術指針を示す。南アル
プス地域におけるニホンジカによる影響を緩和し、希少な野生植物を保全するために必要な情報
と技術を提供する。シカ個体数管理のための計画手法、捕獲システム、評価手法を開発する。駆
除により超低密度になった外来中型哺乳類の探索技術と捕獲効果検定手法を開発する。シイ・カ
シ類の集団立ち枯れ被害に対する緊急対応策を策定する。重要害虫ノクチリオキバチと共生菌が
東アジアに侵入した場合の被害を予測し、侵入した場合の対策を立てる。スギ花粉の飛散を抑止
させる技術を開発する。さらに多発する森林生物被害を防止するとともに、多面的機能を発揮し
得る健全な森林を維持するため、環境低負荷型の被害軽減技術と森林資源の持続可能な管理技術
を開発する。これらの成果を、国有林、民有林を管理する公的機関、自治体等において技術普及
を図る。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（ 20）%  （前年までの達成度：24%） 
 森林内でニホンジカの個体数を管理するため、携帯性に優れ設置の容易な捕獲装置を開発す
る。 
 また花粉症をもたらすスギ花粉を制御するため、薬剤を使わず菌類を利用してスギ花粉の飛散
を防止する技術を開発する。 
 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 
 個体数の増大によってわが国の森林林業に多大な損失を与えているニホンジカによる被害を軽
減するため、携帯性に優れ設置の容易な森林用ドロップネットを開発した。シカの個体数管理に
最も効果的なのは銃器による捕殺であるが、夜間出没が多く銃器が使えない、急傾斜地であるな
ど種々の制約のため銃器が使えない、シカ以外の生物を過誤捕獲する恐れがある、などの条件下
で安全な捕獲を行うことを目的としている。この装置は、生立木４本を支柱とし、3mm 径のワ
イヤーを用いて地上 3～3.5m に架線を張ったうえで、ポリエステル製の網（平面積約 7.5m×
5.0m、目合い 15～18cm）を釣り糸で架線に吊るしておき、釣り糸を解放することで網を落下さ
せるものである。網の周縁にロープを通して輪差を作っておき、網下の個体が網をかぶったまま
逃げようとすると輪差が絞られ、巾着様に網が閉じてシカ個体を捕獲するように設計されてい
る。ドロップネット下中央にヘイキューブ（サイコロ状に固めた干し草）を置き、餌の残量と同
時に、センサーカメラでシカ誘引状況をモニターした。誘引状況から、日没後約 3 時間をドロッ
プネット稼働時間とし、個体数削減に有効なメス群を捕獲対象とし、待機中に 3 頭以内のシカが
網下の餌を食べた場合に１回の捕獲機会と設定した。2012 年 12 月 26 日まで 6 日間 18 時間、10
罠・日の稼働中、4 回 9 頭の捕獲機会が得られ、3 回 6 頭を捕獲した。捕獲効率は 0.60 頭／罠・
日となり、従来型の罠（0.4 頭／罠・日）と比して高効率だった。目合いの大きい網への変更や
輪差の追加などの改良を加えることによって確実にドロップネットが作動するよう向上を図り、
給餌とモニタリングによって、おおむね設定待機時間内に捕獲機会を得ることができた。現状で
ドロップネット本体１基分（監視・作動装置を除く）は、資材費約 9 万円、資材重量約 20kg、
制作と設置の労力にそれぞれ４人･日程度を要したが、さらなるコスト削減が可能である。ま
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た、設置のための道具類も含めてライトバン１台、大人 3～4 人で運搬・設置は可能である。と
くに林道上では、ドロップネットをいちいち撤去しなくても、軽トラックやライトバンが通行可
能なことから、慣らし期間の確保や、複数のワナを設置して順に稼動することにより、労力を抑
えて捕獲効率を高めることができる。こうした特徴から、本装置はユーザーである森林所有者や
狩猟者にとって有効な捕獲法である。さらに誘引されたシカを確認してネットを落とすので、シ
カ以外の動物を過誤捕獲することがない。本装置については、長野県などで、行政担当者や森林
組合、猟友会に実演し、普及を図った。 
 スギ・ヒノキ花粉症によって 5 人に 1 人の国民が苦しんでおり、早急に花粉の飛散を抑止させ
る技術の開発が求められている。そのため、雄花を殺生する菌類（スギ黒点病菌）を接種して花
粉飛散防止ないしは抑制を図る方法を確立し、即効性のある環境負荷低減型の花粉飛散防止技術
を開発した。スギ黒点病菌（Sydowia japonica）は胞子体（子嚢胞子及び分生子）によって雄花
に感染するため、接種源としては胞子体が最適である。まず、本菌がどのようにして雄花内に侵
入し、雄花を枯死に至らしめるかを知るため、本菌を接種したスギ雄花の走査型電子顕微鏡によ
る表面観察や光学顕微鏡による切片の観察を行った。その結果、本菌は雄花の鱗片間隙を伝って
花粉嚢に侵入し、その後、花粉粒に菌糸体を貫入させて養分を摂取することで雄花が枯死し、開
花が抑制されるために花粉が飛散しないことを明らかにした。つぎに、人工的に胞子体を作製す
る培地として、ツァペックドクス培地の成分を 6.5％、酵母エキスを 2.5～3.0％にすることで分
生子濃度が最大（8,000 個／µl）になることを明らかにし、酵母状の分生子の大量増殖に成功し
た。さらに、散布後の菌の活性を維持させる処理法として、分生子懸濁液に「10％大豆油と大豆
レシチン」を混入させた乳剤を開発し、これによって乾燥処理の 40 日後においても高い活性を
保持し、感染力も高く維持させることが可能となった。こうして開発された「10％大豆油と大豆
レシチン」を添加した分生子懸濁液が、雄花を人為的に枯死させるための最適処理液であること
を突き止めた。次に、スギ雄花を人為的に枯死させるための処理液散布時期について検討した。
東北地域（福島県）、関東地域（茨城県）、中部地域（静岡県）、北陸地域（石川県）及び九州
地域（熊本県）で接種試験を実施した結果、スギ雄花をこの処理液で枯死させる最適な散布時期
は、花粉が成熟した小胞子期以降の 11～12 月であることを明らかにした。この時期に散布した
全ての地域で枯死度 4（枯死率：75～100％）となり、80％以上の雄花を枯死させることに成功
した。なお、本菌と大豆油を使った処理液に関しては、「スギ花粉飛散抑制剤及びスギ花粉飛散
抑制方法」として、特許審査中である。以上のように、S.japonica 菌を用いて人為的にスギ花粉
の飛散を防止する人工的処理方法を確立し、即効性のある環境負荷低減型の花粉飛散防止技術を
開発した。この成果を高度化することで、主要な花粉発生林分に花粉飛散防止剤を散布し、花粉
症患者を減少させる技術に応用できる。 
 この他、3 種の木材腐朽菌から生物的防除の候補となりうるウイルスをそれぞれ発見したこ
と、東北の冠雪害について、形状比や斜面位置など、被害が起きやすい要因を明らかにしたこと
などの成果をあげた。 
  
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（20）%、累積達成度（44）% 
 中期計画「シカ等による生物害に対する環境低負荷型の被害軽減・共存技術の開発」に対し
て、平成 23 年度はシカの捕獲から解体までの衛生的な技術指針を示すことで捕獲後の有効な活
用体制の構築を図った。また、希少種の脅威である外来動物マングースについて、センサーカメ
ラを利用した捕獲技術を開発したことから累積達成度 24%を得た。また本年度は、森林内のシ
カ個体数管理のため、資材費約 9 万円、資材重量約 20kg、4 人・日で制作設置が可能な、携帯性
に優れ設置の容易な捕獲装置を開発した。捕獲効率は従来の罠に比べて高いうえシカ以外の野性
動物への影響が小さい点で従来装置より優れている。また花粉症をもたらすスギ花粉を制御する
ため、雄花を枯死させるスギ黒点病菌を添加した処理液を新たに開発し、11～12 月に散布する
ことにより 80%以上のスギ雄花を枯死させることに成功した。これらの成果により、中期計画
のシカ等生物による被害軽減・共存技術の開発の今年度部分は目標を達成し累積達成度を 44%
とした。 

自己評価結果  （a）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 
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５．自己評価結果についての説明 

 年度計画に記された事項について具体的な成果をあげ、かつ技術普及に資する技術指針を明

示した事による。 

外部評価委員評価 （ ）ｓ、 （2）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （100＋100）／（2）＝ 100 

   当該年度達成度 ：  100  × 20   ／100  ＝ 20 ％ 

総合評価（ａ）
 委員数 （２ ）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.524 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

・開発されたドロップネットは有効な技術であることが示され，計画は達成されていると判断され

るが、他の捕獲技術との捕獲効率の比較や、人件費を含めたコスト計算が必要。 

・個々の捕獲技術をどのように組み合わせてシカの個体群管理を進めるか、全体像を示すべき。 

・スギ黒点病菌散布によるスギ雄花の枯死技術の開発は見事であり、予定以上の成果であると判断

されるが、1 回のスギ黒点病菌散布の効果の持続期間や他の樹木に対する影響など，実用化に向け

て更なる研究の進展が望まれる。  

７．今後の対応方針 

・試験地域における他のワナの効率は、予備的調査では従来罠に勝っているが、いっそうのデ

ータ収集を行いたい。また人件費を含めた全体的な費用を含め、今後一層の低コスト化を図り

たい。 

・個別技術とシカ個体群管理全体との関連については、状況に応じた個別技術の有効性等を明

確化して示すよう努めたい。 

・菌類によるスギ花粉飛散防止法については、持続期間、他生物への影響の評価なども含め、

実用化を図るための課題を 25 年度の農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業に応募中で

ある。 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20％）） 

 森林内のニホンジカ個体数を管理するため、一時的な給餌によりシカを誘引し効率よく捕獲

除去する手法を開発する。マツ材線虫病の発病機構に関わる病原および宿主の生体分子の挙動

等を明らかにする。 
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平成２４年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｇ２  
 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

（３） 地球温暖化の防止、水源の涵養、国土の保全、生物多様性の保全等の森林の機能発揮に 

向けた研究 

Ｇ 森林の生物多様性の保全と評価・管理・利用技術の開発 

指標(研究課題群) 生物多様性を保全するための森林管理・利用技術の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
 小笠原諸島における外来種駆除排除地における新たな外来種への適切な管理を行うために，順
応的管理方法を開発する。里山二次林の多様性管理技術の開発のために，主要樹種の萌芽特性を
明らかにし種多様性管理のための方法を提示する。生物多様性保全に配慮した持続可能な森林管
理手法を開発するために森林生物多様性変動シミュレーターで予測する。日本の冷温帯林におけ
る主要樹種のブナの堅果豊凶メカニズム解明のために，結実の豊凶作を決定する生理的機構を解
明する。林業地における広葉樹林分の配置指針作成のために、5 種生物群の空間分布と移動パタ
ーンを明らかにし、保全すべき広葉樹林の適正配置の指針を提示する。森林の健全性の維持と生
物多様性保全などの諸機能の高度発揮のために、里山地域や野生生物等の生物多様性を質的・機
能的側面から評価する新たな手法を開発する。これらの成果は，国有林、環境省、ＮＰＯ等へ成
果を普及や里山二次林の管理に携わる公的機関や NPO によって活用される。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（20）%  （前年までの達成度：28%） 
 里山二次林の多様性管理のため、主要樹種の生態データを解析し、萌芽特性、成長特性を樹種
ごとに類型化し公開する。 
 また森林生物の多様性を把握するため、森林生態系の生物多様性関連の情報に基づき日本の森
林の生物多様性について指標作成と評価を行う。 
 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 

 里山は日本の生物多様性保全において重要な意義を持っており、その保全と管理は COP10 で

設定された愛知目標の推進にも深く関係している。里山の重要な構成要素である、人間が森林を

利用することで形成される里山二次林について、成長特性、萌芽特性を樹種ごとに類型化し公開

し、また伐採周期による多様性変化のシミュレーションを行った。伐採後の萠芽によって形成さ

れる萌芽二次林の遷移様式は、天然林の遷移様式と同様で、伐採直後は耐陰性の低い高木性樹種

が優占し、その後徐々に耐陰性の高い高木性樹種が増えるパターンを示した。落葉樹林（コナラ

林等）では、林齢 50～80 年頃の時点でも耐陰性の低い高木性樹種の優占度が高く、極相林の組

成に移行する傾向はなかったが、常緑樹林（コジイ林等）では、林齢 50～80 年頃までにコジイ

が自然撹乱によって枯死し、遷移が速い傾向を示した。萠芽二次林の伐採直後に優占する種群の

中にも、種特性に差がみられ、物質分配特性の面から、萠芽直後は葉への分配が多く樹高成長が

相対的に速い群（サクラ属、ヤマグワ属等）と、葉よりも幹・枝への分配が多く樹高成長が遅い

群（コナラ属、クリ属、タラノキ属等）に分けられ、多様性の維持の要因の一つとなっていた。

一方萠芽能力特性からみると、株当たりの萠芽本数が多く伐採直後に優占する群（コナラ属、ク

リ属、シイ属、サクラ属等）と、萠芽本数が少ない群（カエデ属、クマシデ属）に分けられた。

これらの種特性データは、森林総合研究所「樹木データベース」で公開した。以上の成果をもと

に、伐採サイクルと樹木の多様性の関係を予測すると、伐採周期が短いと常緑広葉樹林ではコジ

イ林、落葉樹林ではコナラ・クリ林に収斂し、周期を長くすると多様な広葉樹からなる二次林と

して更新を繰り返すが、周期がさらに長くなって樹木が成長すると萠芽能力が大きく低下するた

め、その場合の更新は植栽などによらざるを得ないと推測された。これらの結果は樹木の多様性

を維持した里山二次林管理に活かすことができる。さらに本成果の一部は、林野庁の「天然更新
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完了基準書作成の手引き（解説編）」に引用されるなど里山二次林の森林管理に貢献した。 

 全国レベルで森林生物の多様性を把握することは、多様性の変化傾向を知り保全や管理に役立

てる上で重要である。本年度は既存文献や標本情報を元に、全国の生物分布データについてデー

タベース化を行うとともに、その解析を元に森林の生物多様性指標を作成した。全国レベルで

は、人間活動の低下等が原因で里山の面積は減少し、そこに生息する生物の多様性劣化が懸念さ

れている。若齢二次林は、開放地的な性質を有するため、生息地の減少が懸念されている草地性

の動植物の生息地として重要であることが前年度までの研究で明らかになっているが、里山生態

系の全国的な分布状況は明らかでなかった。昆虫や鳥類などの生物多様性情報に基づくと、10
年以下の若齢林分の種構成はより高齢な林分のそれと大きく異なることから、10 年以下の若齢

林面積を里山生態系の指標とし、行政データに基づきそれらの面積を把握した。さらに、気温や

土地利用変化など、今後の生物多様性の変化のドライバー（駆動因）となる要素を抽出するた

め、3 次メッシュ（約 1km 平方）における若齢林分布の推定手法を開発し地図化した。その結

果、2000 年時点では里山生態系は、都市部を除き、全国的にほぼ均一に散在すると評価され

た。一方、樹木の生物多様性について、その時間的変化を表す指標として、Hubbell が提唱した

基本生物多様度数（θ）の利用を検討し、国内の原生林（老齢林）38 箇所のデータを下に調

べ、その妥当性を評価した。その結果、基本生物多用度数はおもに平均気温とともに増加する傾

向のあることが明らかとなった。それと同時に、地史的な成立過程や人為的影響の歴史も反映す

る指標として有効であった。本指標に基づき国内の森林（原生林）を評価したところ、冷温帯内

のより温暖な地域には高い多様性を示す落葉樹林が分布することなどがわかった。従ってこうし

た地域は日本の森林生物の多様性保全上、大きな意味を持つことがわかった。 
 以上の他、豊凶現象で知られるブナについて、種子生産の主な炭素源が貯蔵炭水化物ではなく

当年の光合成生産物であることを初めて実験的に明らかにしたこと、野生生物の観測結果をweb
上に表し情報を視覚化して共有する技術を開発したこと、植物と訪花昆虫との相互作用の数が森

林面積とともに増加し、ネットワークの安定性も高まることを示したこと、などの成果をあげ

た。 
  

４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（20）%、累積達成度（48）% 

 中期計画に対して、昨年度は小笠原諸島における外来種対策のための順応的管理方法の開発、

外来種クマネズミ根絶による鳥類の復活の証明、林業地における広葉樹林分の配置指針作成及び

きのこ類のDNAバーコードによる分類システムの開発を達成し、達成度28%を得た。今年度は、

里山二次林の多様性管理のための主要樹種の生態データ解析と萌芽特性や成長特性の類型化と公

開に対しては，主要樹種の解析や特性の類型化を分析し、伐採サイクルと樹木の多様性の関係を

予測し，成果を公開した。また、森林の生物多様性を把握するための、森林生態系の生物多様性

関連情報に基づく日本の森林の生物多様性の指標作成と評価に対しては、里山生態系の指標を作

成し、2000年時点の里山生態系が全国に均一に分布すると評価した。また樹木の多様性指標を用

いて全国の老齢林（原生林）を評価した。これらの成果は、中期計画の「里山二次林の多様性管

理技術の開発のために，主要樹種の萌芽特性を明らかにし種多様性管理のための方法を提示す

る。」と「森林の健全性の維持と生物多様性保全などの諸機能の高度発揮のために、里山地域や

野生生物等の生物多様性を質的・機能的側面から評価する新たな手法を開発する。」を満たすも

のであり、昨年年度と併せて累積達成度48%とした。 

自己評価結果  （ a  ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

 年度計画に対する当課題群における成果を概観しても、里山二次林の多様性管理技術開発と

森林の生物多様性指標作成と評価に関して、新たな成果が得られ，かつ成果普及も行なわれて

いるため、十分に計画を達成したと考える。  
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外部評価委員評価 （ ）ｓ、 （２）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （100＋100）／（2 ）＝ 90 

   当該年度達成度 ：  100 × 20 ／100  ＝ 20  ％ 

総合評価（ a  ） 委員数 （２ ）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.476 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

・里山二次林について,構成樹種ごとに成長特性と萌芽特性を類型化して公開したことは評価できる

が、単純化しすぎ。事業等に利用するには精緻化と検証が必要。 

・原生林の樹木多様性にθを利用した点は興味深いが、回帰式からはずれた地点についての解釈、

保全する価値についてはより深い検討が必要。 

 

７．今後の対応方針 

・里山二次林のシミュレーションについては、予備的なものであるため、今後必要なパラメー

タの追加や精緻化を図っていきたい。 

・θと気温との関係や、回帰からの外れ値の解釈についてはご指摘の通り、より注意深い解析

を行っていきたい。 

 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20％）） 

 生物多様性保全に配慮した持続可能な森林管理手法を開発するために、管理による生物多様

性の変動を森林生物多様性変動シミュレーターで予測する。人工林が優占する景観における広

葉樹林分の配置指針作成のために、複数の生物群の空間分布と移動パターンを明らかにし、林

業地帯における広葉樹林の適正な保全指針を提示する。レブンアツモリソウをモデルとして固

有生態系の復元、絶滅危惧種の自生地復元に資する技術を開発する。 
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Ｓ
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５

小
プ

ロ
課

題
ニ

レ
類

立
枯

病
の

日
本

に
お

け
る

被
害

発
生

リ
ス

ク
評

価
2
3

～
2
5

升
屋

　
勇

人
科

研
費

2
,8

0
0

0
.0

1
8

a

Ｇ
１

１
Ｓ
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６
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７
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菌
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研
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と
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２
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介
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萎
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独立行政法人森林総合研究所

評価単位 （G１） （G２）

G
全重点

課題に対
する割合

シカ等生物による
被害軽減・共存技
術の開発

生物多様性を保全
するための森林管
理・利用技術の開
発

予算［千円］ 299,262 ( 14 ％) 156,751 142,511

（受託ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
研究費の割

合）
(88 %) (89 %) (86 %)

勢力投入量
（人当量）［人］

73.4 ( 18 ％) 41.0 32.4

委託研究
機関数

23 ( 23 ％) 13 10

研究論文数 116 ( 23 ％) 51 65

口頭発表数 272 ( 23 ％) 165 107

公刊図書数 14 ( 13 ％) 6 8

その他発表数 135 ( 17 ％) 72 63

特許出願数 0 ( 0 ％) 0 0

所で採択
された主要
研究成果数

3 ( 10 ％) 2 1

重点課題G研究課題群　予算・勢力投入量及び成果
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（Ｇ）　森林の生物多様性の保全と評価・管理・利用技術の開発

開催日　平成２５年　２月２７日

項 目 指 摘 事 項 対 応 状 況

　マングース根絶に向けて，有効な探索・制御技
術を見出しているが，その利用法が最適かどうか
についてさらに研究をおこなう必要がある。

　開発した探索・制御技術の最適な利用方法を見
いだすために，対象地域を分割し，分割区域ごと
に，探索ツール（ヘアトラップ，探索犬など）に
よる残存個体の発見と捕獲を行なうとともに、多
数のセンサーカメラを設置して，残存かゼロかの
確認を行なうなど、状況に応じた手法を用いて効
果を上げた。この方式で，分割区ごとに順次くり
返しと拡大を図り，対象地域全体からの根絶化が
効率的に実施できると考える．

　マレーシアのきのこ類DNAバーコードによる分
類システムの開発は核ゲノムの１領域だけを塩基
配列に依存していることから，将来DNAによる同
定に困難を生ずるかもしれない。複数の領域の塩
基配列が必要かどうかの検討が重要であろう。

　いくつかの属については、ITS領域のほかに、
EF1α、rpb2領域等、種レベルの変異を検出可能
とされる領域についても塩基配列を決定した。

　当該年度の研究の達成度については，それに満
足しつつも，もう少し突っ込んだ研究が出来たの
ではないかと考えられたので，評価をaとした。

　研究ニーズに応じ、より進化した研究が可能な
ように、科研費や交付金プロへの応募で対応し
た。

　G-2、G-21など、より個別具体的な目標設定を
行ったほうがよいと思われる計画もある。

　達成度評価を明確にできるように、研究項目の
年度計画を具体的な目標に修正した。

　竹林の稈の個体群動態だけでなく埋土種子の調
査結果は興味深いが、この研究を今後どのように
発展させるのかが来年度の計画を見てもよく分か
らなかった。

　竹の駆除技術開発を目的として外部資金（科
研・基盤Ｂ）に応募したが不採択であった。当課
題に協力して、大阪府と石川県が関連研究（府
単、県単）を実施しており、25年度も継続する。
実行課題最終年度には、3年間の成果をまとめて
竹林拡大を抑制するための指標を提示する予定で
ある。

　自動撮影装置によるヤマネ調査法は捕食者の影
響が危惧される。調査法のメリットだけでなく、
デメリットの評価が必要であるように思われた。
この研究を将来どのように発展させるのか、計画
を見てもよく分からなかった。

　捕食者対策として、24年度は、天蓋をシュロ縄
で固定した巣箱を用いたところ、哺乳類（テンな
ど）によるヤマネの捕食や巣箱の損壊は観察され
なかった。25年度は、ヘビ対策として入り口を複
数設けた巣箱を作成し試験する予定である。ま
た、本研究は引き続き複数県の希少動植物検討委
員会の委員とともに実施しており、得られたヤマ
ネの分布情報は各県のレッドリストの改訂や天然
記念物政策に活用される。

　チョウ類の環境選好性評価が従来法の結果と
違ったことは興味深いが、違いの原因が明らかに
されることによって、より適用範囲が広がるよう
に思われた。

　24年度は異なる調査地のデータを分析したとこ
ろ、23年度と同傾向の結果が得られたことから、
定量的分析法の信頼性は高いと考えられた。引き
続き、従来法との違いの原因を明らかにするた
め、複数の解析法を併用する等について検討を続
ける。

　次年度の目標のうち、③の「森林面積と生物間
相互作用、生態系機能の関係を明らかにする」は
もう少し具体的な目標に絞ったほうがよいと思
う。

　次年度計画を「森林面積が送粉昆虫と植物の相
互作用に及ぼす影響を明らかにする。」に修正し
て、対象とする相互作用を送粉系に絞り込み、よ
り具体的な目標とする対応方針に従って研究を進
行中である。

平成２４年度重点課題評価会議　平成２３年度指摘事項と対応状況

重点課題
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（Ｇ）　森林の生物多様性の保全と評価・管理・利用技術の開発

開催日　平成２５年　２月２７日

項 目 指 摘 事 項 対 応 方 針

重点課題

　年度ごとに達成された研究成果が，重点
課題でどのように評価されるのか，あるい
は形成される全体システムを評価すること
が必要になるであろう。ただし重点課題Ｇ
研究の目的の中に，研究のseedsを生み出す
ことがあるので，上記のような評価を行う
ことが妥当であるどうかは，今後検討すべ
きかもしれない。

　重点課題の年度計画はプロジェクトの成
果をもとにしており、また研究項目以下の
課題についてはシーズ創出の性質が強いた
め、成果どうしの関連が見えにくいことは
否めないが、いずれも5年間で中期計画の達
成に寄与するように組み立てられているこ
とをご理解願いたい。

　開発されたドロップネットは有効な技術
であることが示され，計画は達成されてい
ると判断されるが、他の捕獲技術との捕獲
効率の比較や、人件費を含めたコスト計算
が必要。

　試験地域における他のワナの効率は、予
備的調査では従来罠に勝っているが、いっ
そうのデータ収集を行いたい。また人件費
を含めた全体的な費用を含め、今後一層の
低コスト化を図りたい。

　個々の捕獲技術をどのように組み合わせ
てシカの個体群管理を進めるか、全体像を
示すべき。

　個別技術とシカ個体群管理全体との関連
については、状況に応じた個別技術の有効
性等を明確化して示すよう努めたい。

　スギ黒点病菌散布によるスギ雄花の枯死
技術の開発は見事であり，予定以上の成果
であると判断されるが、１回のスギ黒点病
菌散布の効果の持続期間や他の樹木に対す
る影響など，実用化に向けて更なる研究の
進展が望まれる。

　菌類によるスギ飛散防止法については、
持続期間、他生物への影響の評価なども含
め、実用化を図るための課題を25年度の農
林水産業・食品産業科学技術研究推進事業
に応募中である。

・里山二次林について,構成樹種ごとに成長
特性と萌芽特性を類型化して公開したこと
は評価できるが、単純化しすぎ。事業等に
利用するには精緻化と検証が必要。

・里山二次林のシミュレーションについて
は、予備的なものであるため、今後必要な
パラメータの追加や精緻化を図っていきた
い。

　原生林の樹木多様性にθを利用した点は興
味深いが、回帰式からはずれた地点につい
ての解釈、保全する価値についてはより深
い検討が必要。

　θと気温との関係や、回帰からの外れ値の
解釈についてはご指摘の通り、より注意深
い解析を行っていきたい。

研究項目

　いずれの項目も全体としては順調に進捗
しているが、ここの研究課題については
データの採り方の改善や、生物学的意義の
より深い検討、方法の改善が望まれるもの
もあり、それを指摘した。

　いただいたコメントご指摘について、課
題担当者に伝え、対応方針を示したい。

平成２４年度重点課題評価会議　指摘事項と対応方針

研究課題群
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平成２４年度評価シ－ト(指標)の集計表

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置

中項目 １ 研究開発の推進

小項目 （３）地球温暖化の防止、水源の涵養、国土の保全、生物多様性の保全等の森林の機能発

揮に向けた研究

Ｇ 森林の生物多様性の保全と評価・管理・利用技術の開発

第１-１-(３)-Ｇ

評価結果
具 体 的 指 標

達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

シカ等生物による被害軽減・共存技術の開発 a 100 0.524Ｇ１

生物多様性を保全するための森林管理・利用技術の開発 a 100 0.476Ｇ２

（ 指標数：２ ）

達成度の計算： 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計：｛（ ）

（100×0.524）＋（100×0.476） ≒ 100 (%)

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【 達成度：140 】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【 達成度：100 】
ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【 達成度： 80 】 評価結果
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【 達成度： 40 】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【 達成度： 0 】

ａ
【分科会評価区分】

ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上） 分科会
ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満） 評価区分
ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）
ｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満） ａ

独立行政法人森林総合研究所
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平成２４年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｈ１  
 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

  （４） 林木の新品種の開発と森林の生物機能の高度利用に向けた研究 

Ｈ 高速育種等による林木の新品種の開発 

指標(研究課題群) 林業再生と国土・環境保全に資する品種の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
 林木の優良種苗の早期確保に向けて、林業の再生と国土・環境保全に資する250品種の開発を
行う。  

 
２．年度計画   中期計画目標値：（20）%  （前年までの達成度： 20%） 

 検定の進捗状況を踏まえ、概ね45品種を目標としてマツノザイセンチュウ抵抗性品種等の新
品種を開発するとともに、エリートツリーの開発を推進するため、検定林データの収集、候補
木の選抜、人工交配等を進める。 

 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 
 新品種の開発においては、マツノザイセンチュウ抵抗性候補木の検定を進め、関東育種基本区
で5品種、関西育種基本区で17品種、計22品種のアカマツ・クロマツのマツノザイセンチュウ抵
抗性品種を開発するとともに、マツノザイセンチュウ抵抗性クロマツ品種のＦ１の検定を進め、
第2世代の抵抗性品種を九州育種基本区で5品種開発した。さらに、初期成長に重点をおいて検定
林データを解析・評価を進め、九州育種基本区で22品種の初期成長に優れたスギ品種を開発し
た。これらにより、目標とする45品種を上回る49品種を開発した。 
 また、エリートツリーの開発を推進するため、55箇所の検定林データを収集とともに、スギの
第2世代精英樹候補木を東北、関東、九州の各育種基本区において、それぞれ86、65、120個体、
ヒノキでは関西育種基本区において60個体、カラマツでは関東育種基本区において63個体、トド
マツでは北海道育種基本区において97個体を選抜し、146のエリートツリーを開発した。さら
に、第3世代精英樹の選抜母集団を育成するため、スギ第2世代精英樹候補木間の人工交配を東
北、関東、九州の各育種基本区において、25、22、38組み合わせの人工交配を実施するととも
に、前年度の交配種子を採取した。 
 雄性不稔スギ品種の開発においては、雄性不稔スギと精英樹等とを交配したＦ２において、精
英樹の実生家系の平均を上回る成長を示す雄性不稔スギ28個体を見出した。 
 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（20）%、累積達成度（40）% 

中期計画において目標としている品種開発数250品種について、当年度においては、目標であ
る45品種に対して、マツノザイセンチュウ抵抗性品種を27品種開発するとともに、初期成長に優
れたスギ品種22品種を開発し，合計49品種とした。また、エリートツリーの開発を推進するた
め、第2世代精英樹候補木をスギ、ヒノキ及びトドマツ合わせて491個体を選抜し、146のエリー
トツリーを開発した。さらに、第3世代の選抜母集団を育成するため、スギの第2世代候補木間
の人工交配 85組み合わせを実施した。雄性不稔スギについては、今後の品種開発の素材の育成
を行うことができた。 

このように、年度計画を達成しており、中期計画の目標達成に向けて、順調に進捗してい
る。 

自己評価結果  （ａ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 
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５．自己評価結果についての説明 
新品種の開発では、第2世代のマツノザイセンチュウ抵抗性クロマツを5品種開発したことに

加え、マツノザイセンチュウ抵抗性品種の増加が望まれている日本海側地域でクロマツ品種を10
品種開発するなど合計49品種を開発した。また、エリートツリーの開発を推進するため、第2世
代精英樹候補木をスギ、ヒノキ及びトドマツで合わせて491個体選抜し、146のエリートツリー
を開発した。さらに、第3世代の選抜母集団を育成するための人工交配85組み合わせを実施し
た。雄性不稔スギについては、今後の品種開発の素材の育成を行うことができたことから、計画
達成と評価した。 

外部評価委員評価 （ ）ｓ、 （２）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （100＋100）／（2）＝100 

   当該年度達成度 ：  100×20  ／ 100＝ 20％ 

総合評価（a） 委員数 （ 2 ）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト： 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

研究計画の達成度、研究成果の水準、中期計画の達成可能性の全ての点で予定通りのである。

中期計画終了時の目標達成と研究成果の利活用に向けて、来年度以降の研究のさらなる進展を

期待したい。 

７．今後の対応方針 

  今後とも、新品種開発の目標数の達成及び品種開発のためのデータ収集、選抜、交配等を着

実に実施する。 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20 ％）） 
検定の進捗状況を踏まえ、概ね５０品種を目標として幹重量の大きいカラマツ品種等の新品

種を開発するとともに、エリートツリーの開発を推進するため、検定林データの収集、候補木
の選抜、人工交配等を進める。 
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平成２４年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｈ２  
 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

  （４） 林木の新品種の開発と森林の生物機能の高度利用に向けた研究 

Ｈ 高速育種等による林木の新品種の開発 

指標(研究課題群) 林木育種の高速化及び多様なニーズに対応するための育種技術の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
長期間を要する林木育種の高速化を図るとともに、多様なニーズに対応するための育種技術

を開発する。  
 
２．年度計画   中期計画目標値：（ 20）%  （前年までの達成度： 20 %） 

林木育種の高速化を図るため、早期選抜に用いるDNAマーカー開発に必要なスギのDNA情報
及び表現型データの取得を進めるとともに、検定林におけるトレーサビリティを可能にするシス
テムの構築を進め、スギの材の剛性の遺伝性を明らかにする。また、林木育種の高速化に関する
先進国等の育種技術情報を体系化し活用する。 

温暖化適応策に資するスギ品種の開発に向け、全国規模の試験地を造成するため、苗木を育
成し、植栽に着手するとともに、植生炭素循環モデルへのパラメータ組み込みを目的とし、成長
データの収集、検定林データの解析とパラメータの推定を進める。また、テリハボク及びメリア
の品種開発に向け、台湾、太平洋共同体事務局（SPPC）、ケニアとの共同研究に基づく試料の
収集・分析、環境適応性についての検定を進める。 
 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 

林木育種の高速化を図るための早期選抜に用いるDNAマーカー開発においては、成長、材質
に関連が深い部位である頂端、針葉及び形成層を含む木部から計約33万のEST(Expressed 
Sequence Tag:発現配列タグ) 注１）を収集するとともに、成長、剛性等の表現型データの取得を進
めた。検定林におけるトレーサビリティーを可能にするシステムの構築では、第１世代精英樹の
DNA型データを整備するとともに、ICタグとPDA（携帯情報端末）を組み合わせた電子野帳入
力システムを開発し、これとDNA型データとを組み合わせることによって検定林におけるデー
タを確実に管理できるシステムを構築した。また、二次元バーコードを用いた試料管理ラベル発
行システムが、日本自動認識システム協会主催の自動認識システム大賞で入賞した。スギ材の剛
性の遺伝性については、剛性の指標であるヤング率の遺伝的支配が大きく、後代に相加的に遺伝
することを明らかにした。さらに、ヤング率と関係が深いミクロフィブリル傾角注２）計測の簡便
化をめざし、近赤外光注３）を用いて評価を試みたところ、実測値と推定値間で高い相関関係（ρ
＝0.86）があり、計測の簡便化の可能性が示唆された。林木育種の高速化に関する先進国等の
育種技術情報の体系化・活用については、次世代化が進んでいる米国東部における育種プロ
グラムの実情を把握し今後の育種計画に活用するとともに、機関誌へ掲載し外部への情報提
供を行った。 

温暖化適応策に資するスギ品種の開発に向けた全国規模の試験地の造成については、東北、
関東、関西、九州の各育種基本区から成長に優れたスギ精英樹計27クローンを選定し、そのさし
木苗の植栽に着手した。また、植生炭素循環モデルへのパラメータ組み込みを目的とし、関東育
種基本区の検定林の成長データによりパラメータの推定を行った結果、幹重量の大きいスギ品種
を用いた場合に炭素固定量が増加する結果を得た。耐風性の高いテリハボクの開発では、台湾及
び南西諸島産の90家系による検定林の調査を進め、成長について産地間及び家系間で有意差を認
めた。さらに、台湾、沖縄、小笠原の地域間では遺伝的な分化がみられること、南西域から北東
域にかけて遺伝的多様性に地理的傾向がみられ北東ほど遺伝的多様性が低くなることを明らかに
するとともに、トンガ及びバヌアツで種子及びDNA解析用の試料を収集した。ケニア森林研究
所と共同でケニアの郷土樹種メリアの乾燥耐性優良候補木の選抜及びそれらのDNA型分析を進
めるとともに、環境適応性を評価するための検定林及び採種園の造成に着手した。 
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注1） EST：遺伝子転写産物 (RNA) の一部に当たる短い配列で、転写産物の“目印”として使わ

れ、実際に働いている遺伝子の目印となる。 

注2） ミクロフィブリル傾角：針葉樹を構成する仮道管はカーボンファイバーパイプのように細

い繊維状のセルロースの結晶であるミクロフィブリル等が巻き付けられた構造になってお

り、ミクロフィブリルが仮道管の長さ方向と成す角度をいう。 

注3） 近赤外光：可視光の赤より波長が長い光で、その反射スペクトルを用いて分析する。 

 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（20）%、累積達成度（40）% 
 年度計画に従い、早期選抜に用いるDNAマーカー開発に必要なスギのEST情報及び成長、材質
等の表現型データの取得を進めるとともに、検定林におけるトレーサビリティーを可能にするシ
ステムを構築した。スギ材の剛性の指標であるヤング率の遺伝的支配が大きく、相加的に遺伝す
ることを明らかにした。また、海外から収集した育種技術情報の体系化と活用を進めた。 

温暖化適応策に資するスギ品種の開発に向け、全国規模でのスギ植栽試験のための苗木の育成
と植栽を進めるとともに、検定林データを用いて植生炭素循環モデルに組み込むためのパラメー
タの推定を行った。また、テリハボクの品種開発に向け、検定林等の調査・解析、試料の収集を
進め、メリアについては、ケニア森林研究所との共同研究に基づく試料の収集・分析、環境適応
性を評価するための検定林及び採種園の造成に着手した。 

このように年度計画を達成しており、中期計画の目標達成に向けて順調に進捗している。 
 

自己評価結果  （ａ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 
 早期選抜に用いるDNAマーカー開発に必要なDNA情報については、約33万のESTを収集でき
たことで、海外でゲノム育種研究が進んでいるマツ等とほぼ同水準まで進めることが出来た。ス
ギ材の剛性の遺伝性については、剛性の指標であるヤング率の遺伝的支配が大きく、後代に相加
的に遺伝することを明らかにした。検定林におけるトレーサビリティーシステムにおいて、二次
元バーコードを用いた試料管理ラベル発行システムが、日本自動認識システム協会主催の自動認
識システム大賞で入賞した（株式会社サトーとの共同受賞）。また、海外から収集した育種技術
情報の体系化と活用を進めた。一方、温暖化適応策に資するスギ品種の開発に向け、全国規模で
のスギ植栽試験のための苗木の育成と植栽を進めた。この研究は我が国で始めての大規模なもの
である。植生炭素循環モデルに育種の効果を組み込むことで、炭素固定量が増加する結果を得
た。また、太平洋の島嶼に生育する有用樹木についての研究が多くない中で、テリハボクの遺伝
的多様性が明らかになりつつあるなど試料の収集・分析、環境適応性についての検定を行った。 
 これらのことから、計画達成と評価した。 
 

外部評価委員評価 （ ）ｓ、 （２）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （100＋100）／（2）＝ 100 

   当該年度達成度 ：  100×20  ／100＝ 20 ％ 

総合評価（ a ） 委員数 （ 2 ）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.775 
（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

 早期選抜の基盤となる DNA 情報の収集、材質の遺伝様式の解明、試料管理システムの開発、温暖

化対策、海外連携の全てにおいて年度計画が達成され、中期計画の進捗状況も予定通りである。ま

た、得られた成果の学術的・社会的価値も高い。中期計画終了時の目標達成と研究成果の利活用

に向けて、来年度以降の研究のさらなる進展を期待したい。 

７．今後の対応方針 

 育種の高速化と多様なニーズに対応した技術開発について、今後とも着実に取り組んでい

く。 
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独立行政法人森林総合研究所 
 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20 ％）） 
林木育種の高速化を図るため、早期選抜に用いる DNA マーカー開発に必要なスギの DNA 情

報及び材質データの取得を進めるとともに、材の密度の遺伝性を解明する。さらに、材の剛性
に強く影響するミクロフィブリル傾角の効率的な測定手法の開発を行う。 
生育環境への適応性を解明するため、スギの広域での産地試験を進める。また、テリハボク

及びメリアの品種開発に向け、台湾、太平洋共同体事務局（SPC）、ケニアとの共同研究に基
づき試料の収集を行うとともに、DNA マーカーによってテリハボクの天然集団の遺伝変異を
解明する。さらに、テリハボクの検定林において枝の数や長さに関する家系間変異を解明す
る。 
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評価単位 （H１） （H２）

H
全重点

課題に対
する割合

林業再生と国土・
環境保全に資する
品種の開発

林木育種の高速化
及び多様なニーズ
に対応するための
育種技術の開発

予算［千円］ 247,002 ( 11 ％) 56,747 190,255

（受託ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
研究費の割

合）
(49 ％) (36 ％) (53 ％)

勢力投入量
（人当量）［人］

27.1 ( 7 ％) 10.9 16.2

委託研究
機関数

0 ( 0 ％) 0 0

研究論文数 17 ( 3 ％) 2 15

口頭発表数 64 ( 5 ％) 12 52

公刊図書数 2 ( 2 ％) 0 2

その他発表数 54 ( 7 ％) 39 15

特許出願数 0 ( 0 ％) 0 0

所で採択
された主要
研究成果数

2 ( 6 ％) 1 1

重点課題H研究課題群　予算・勢力投入量及び成果
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（Ｈ）　高速育種等による林木の新製品の開発
開催日　平成２５年　２月１５日

項 目 指 摘 事 項 対 応 状 況

　新品種の開発目標数概ね45品種に対し49品種を
開発したこと、特にマツノザイセンチュウ抵抗性
品種でより抵抗性の高い品種が求められている九
州育種基本区において抵抗性品種Ｆ１から第2世
代のクロマツ抵抗性品種を開発する等、人数が限
られているにもかかわらず、ニーズに対して適切
かつ予定通りに進めたことは評価に値する。今後
も5カ年250品種の目標達成に努力していただきた
い。

　新品種開発のためのデータ収集、選抜、交配等
を着実に進めている。

　スギのEST情報を30万以上取得する等、育種の
高速化に資する成果を着実に蓄積するとともに、
サンプルの管理システムを開発し、その分野での
賞を受けたこと、テリハボクの品種開発に向け、
遺伝変異を明らかにするなど、計画に沿って順調
に進展している。今後も、コスト意識をもって着
実に進めて欲しい。

　技術開発のためのデータ収集、材料の準備を進
めている。

平成２４年度重点課題評価会議　平成２３年度指摘事項と対応状況

重点課題
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（Ｈ）　高速育種等による林木の新製品の開発
開催日　平成２５年　２月１５日

項 目 指 摘 事 項 対 応 方 針

　本年度の目標を上回る数の新品種が開発され
ており、第2世代マツノザイセンチュウ抵抗性品
種や種苗配布域を考慮した品種開発計画が実
施されており、研究成果の質量ともに高い。ま
た、次年度以降の新品種開発を目指した準備も
進められており、中期計画中の開発目標が達成
できると予想される。

　今後とも、新品種開発の目標数の達成及
び品種開発のためのデータ収集、選抜、交
配等を着実に実施する。

　ゲノム解析が進んでいるマツと同レベル
の33万のスギESTを集積したこと、材質の遺
伝様式を明らかにしたことなど早期選抜の
効率化に繋がる研究成果がでている。二次
元バーコードを用いる資料管理システムの
実用化は林木育種以外の分野でも利用でき
る優れた成果である。海外との共同研究に
ついても順調に進められている。

　高速育種や多様なニーズにあった育種を
行うための技術開発を今後とも着実に実施
するための試験や成長調査等を行う。

　研究計画の達成度、研究成果の水準、中
期計画の達成可能性の全ての点で予定通り
のである。中期計画終了時の目標達成と研
究成果の利活用に向けて、来年度以降の研
究のさらなる進展を期待したい。

　今後とも、新品種開発の目標数の達成及
び品種開発のためのデータ収集、選抜、交
配等を着実に実施する。

　早期選抜の基盤となるDNA情報の収集、材
質の遺伝様式の解明、試料管理システムの
開発、温暖化対策、海外連携の全てにおい
て年度計画が達成され、中期計画の進捗状
況も予定通りである。また、得られた成果
の学術的・社会的価値も高い。中期計画終
了時の目標達成と研究成果の利活用に向け
て、来年度以降の研究のさらなる進展を期
待したい。

　育種の高速化と多様なニーズに対応した
技術開発について、今後とも着実に取り組
んでいく。

　Ｈ１については、年度計画を上回る数の
新品種が開発されている。また、エリート
ツリーの開発に向けた取り組みも予想通り
適切に実施されている。このため、年度計
画の達成度、中期計画における進捗状況と
もに予想通り達成されていると判断され
る。

　今後とも、新品種開発の目標数の達成及
び品種開発のためのデータ収集、選抜、交
配等を着実に実施する。

　Ｈ２については、早期選抜の基盤となる
DNA情報の収集、材質の遺伝様式の解明、
二次元バーコードを利用した試料管理シス
テムの開発、温暖化に対応する品種開発の
ための研究試料の整備、海外樹種の育種、
保全のための遺伝解析や採種林・検定林造
成などの海外連携において計画通り年度計
画が達成され、中期計画の進捗状況も予定
通りである。また、得られた成果の学術
的・社会的価値も高い。

　さまざまな技術開発を目指しており、今
後とも着実に実施していく。

平成２４年度重点課題評価会議　指摘事項と対応方針

重点課題

研究課題群

研究項目
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研究項目

　Ｈ３については、早期選抜の基盤となる
DNA情報の収集、材質の遺伝様式の解明、
二次元バーコードを利用した試料管理シス
テムの開発、温暖化に対応する品種開発の
ための研究試料の整備、海外樹種の育種、
保全のための遺伝解析や採種林・検定林造
成などの海外連携において計画通り年度計
画が達成され、中期計画の進捗状況も予定
通りである。また、得られた成果の学術
的・社会的価値も高い。

　さまざまな技術開発を目指しており、今
後とも着実に実施していく。
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平成２４年度評価シ－ト(指標)の集計表

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置

中項目 １ 研究開発の推進

小項目（４）林木の新品種の開発と森林の生物機能の高度利用に向けた研究

Ｈ 高速育種等による林木の新品種の開発

第１-１-(４)-Ｈ

評価結果
具 体 的 指 標

達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

林業再生と国土・環境保全に資する品種の開発 a 100 0.225Ｈ１

林木育種の高速化及び多様なニーズに対応するための育種技術の a 100 0.775Ｈ２
開発

（ 指標数：２ ）

達成度の計算： 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計：｛（ ）

（100×0.225）＋（100×0.775） ≒ 100 (%)

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【 達成度：140 】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【 達成度：100 】
ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【 達成度： 80 】 評価結果
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【 達成度： 40 】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【 達成度： 0 】

ａ
【分科会評価区分】

ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上） 分科会
ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満） 評価区分
ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）
ｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満） ａ

独立行政法人森林総合研究所
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平成２４年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｉ１  
 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

  （４） 林木の新品種の開発と森林の生物機能の高度利用に向けた研究 

Ｉ 森林遺伝資源を活用した生物機能の解明と利用技術の開発 

指標(研究課題群) 林木遺伝資源の収集、保存・評価技術の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
林木遺伝資源を効果的に収集・保存し管理する手法の高度化を図るとともに林木ジーンバンク

機能を充実し利用の促進に資する技術開発を行うため、さらに、主要広葉樹について遺伝マーカ
ーを用いた遺伝的多様性の評価手法を開発するため、遺伝資源の収集・保存手法の高度化、ジー
ンバンク機能の充実と利用推進に資する技術開発及び主要広葉樹の地理的な遺伝変異を明らかに
する。これらにより、生息域内外の林木遺伝資源の総合的な管理及び主要広葉樹の地域固有の遺
伝変異に配慮した効果的な遺伝資源の保存に貢献する。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（20）%  （前年までの達成度：20%） 
 有用広葉樹の遺伝資源の効果的な保存策の作成に活用するため、シラカンバ等について、遺伝
マーカーを用いて遺伝的多様性を評価する手法を開発し、地理的な遺伝変異を明らかにする。 
 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 

シラカンバ等の地理的な遺伝変異を解明するため、シラカンバについて、核の SSR マーカ
ーを開発し日本全国のシラカンバの天然分布域を網羅する 46 集団を対象に DNA 分析を行っ
た。北海道の集団は、本州の集団に比べ遺伝的多様性が高く、個体毎の遺伝的組成をベイズ法
により推定したところ、クラスター数を 2 とした時、概ね北海道、東北日本、関東・中部の集
団でそれぞれ異なるクラスターが優占する地理的な傾向が認められた。また、ダケカンバにつ
いて葉緑体 DNA 分析を行い、関東・中部地域が北海道地域や東北地域に比べ遺伝的多様性が
高いことを明らかにした。これらの成果は、シラカンバやダケカンバの種苗配布区域の設定や
遺伝資源の効果的な保存策の作成に活用できる。 

さらに、種子の長期貯蔵技術の改良のため、8 年間冷凍貯蔵したスギ種子を用いて、ジベレ
リンによる休眠打破効果の試験を行った。ジベレリンの投与量が増加すると共に種子の発芽率
は減少し、ジベレリンはスギ種子の休眠打破に効果がないだけでなく、発芽を抑制する効果が
あることが明らかになった。 
 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（20）%、累積達成度（40）% 

林木遺伝資源を効果的に収集・保存し管理する手法の高度化を図るとともに林木ジーン
バンク機能を充実し利用の促進に資する技術開発を行うため、アカマツ及びシラカンバの
地理的な遺伝変異の解明、絶滅危惧種のトガサワラの生息域外保存に必要な基礎情報の取
得、スギ種子の長期貯蔵技術の改良に必要な基礎情報の取得等を進めた。このように年度計
画の達成により、中期計画は順調に進捗した。 
 

自己評価結果  （ a ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

 本研究課題群は、１研究項目と１プロジェクト課題で構成されている。それぞれの外部（自

己）評価結果は、I11［a］、I12[a]、I1P［a］であったので、資金額の重みづけによるウエイト

数値を用いて達成度を計算すると「a」となり、自己評価は「概ね達成（ａ）」となった。 
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研究課題群全体では、本年度目標としたシラカンバの地理的変異を解明できたことに加え、

スギ種子の長期貯蔵技術の改良、アカマツ樹冠内での種子の充実率の違いの解明、カラマツ種

子の成熟時期の地域間差の解明、絶滅危惧種オガサワラグワの生息域外での苗木生産技術の開

発で一定の成果が得られたことから、研究課題群の目標は概ね達成したと判断する。 
 

外部評価委員評価 （ ）ｓ、 （２）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （100 ＋ 100 ）／（ 2 ）＝ 100 

   当該年度達成度 ：  100 × 20  ／100 ＝ 20％ 

総合評価（ a ） 委員数 （ 2 ）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.131 
（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

・広葉樹の遺伝的多様性の評価手法の開発では計画通りの成果が得られ、研究目標が達成された。

また、実行課題、小プロ課題においても年度計画通りの成果が得られており、中期計画における進

捗状況も予定通りである。 

・本年度の目標であるシラカンバ自然集団内の遺伝変異の解明については、地理的分布と遺伝変異

が密接に関連していることを明らかにしている。さらに、アカマツ樹冠内の種子の品質の差異、オ

ガサワラグワの苗木生産技術の開発などに関しても有益な知見を得ている。 

 

７．今後の対応方針 

中期計画終了時の目標を達成するため、次年度以降も年度計画に沿って遺伝資源の収集、保

存・評価技術の開発を着実に進める。得られた成果については、論文や普及誌等を通じて積極

的に公表する。 

 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値  20％）） 

林木のジーンバンク機能を充実させ利用を促進するため、スギを対象に、地理・環境・遺伝等

の情報により遺伝資源を評価し、母集団の持つ変異を少数の系統で代表できる情報量の多いコア

コレクション（代表的な品種・系統のセット）を作成する。 
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平成２４年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｉ２  
 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

  （４） 林木の新品種の開発と森林の生物機能の高度利用に向けた研究 

  Ｉ 森林遺伝資源を活用した生物機能の解明と利用技術の開発 

指標(研究課題群) 
ゲノム情報を活用した森林植物の遺伝的多様性の解明と保全・評価技術 

の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
 ゲノム情報を活用した森林植物の遺伝的多様性の解明と保全・評価技術の開発を行うため、樹
木種の種識別の基盤となる DNA バーコード情報収集、サクラ栽培品種の DNA 解析による新た
な分類体系と形態特性・病害特性の解明、国産ウルシの持続的管理・生産技術の開発、スギ有用
形質の効率的選抜のためのゲノムワイドな DNA マーカーシステム開発、優良形質を有する遺伝
資源としての高齢級針葉樹林の保護・管理手法を開発、地域の森林生態系を特徴付ける森林植物
について遺伝的多様性解明などを実行し、有用形質の判別・評価や種識別等に有効な DNA マー
カーの開発やそれらのマーカーを用いた遺伝的多様性の評価を行う。これらの知見から樹木の遺
伝的多様性の保全及び利用技術の開発等に貢献する。 

 
２．年度計画   中期計画目標値：（20）%  （前年までの達成度： 28 %） 
 サクラ保存林の各系統の形態的特徴、病害特性と遺伝子型の統合的情報整備とデータベースを
構築する。ウルシの生育と土壌型等立地条件との関係を類型化し、遺伝子型を利用して育種基盤
となる優良系統管理のデータベースを構築する。 
 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 

多摩森林科学園サクラ保存林などの計 1479 サンプルについて、多型性の高い 17 座の SSR マ
ーカーを用いて DNA 分析を行った結果、222 クローン、215 栽培品種にまとめられた。また、
系統関係を推定するために、多型性の高い 26 座の SSR マーカーを用いて解析した結果、一部の
栽培品種を除いて、多くの場合は外部形態に基づいた分類結果を反映するものであった。サクラ
保存林の各系統の形態的特徴および病害特性を明らかにし、分類体系の再編と合わせて、統合的
情報整備とデータベース化を行った(http://db1.ffpri-tmk.affrc.go.jp/sakura/home.php)。さらに、公
開シンポジウム「美しい日本の桜を未来に伝える－系統保全の現状と新展開」を主催し、成果の
普及に努めた。 

ウルシの植栽適地が褐色森林土（乾性）であること、ウルシ林の衰退に白紋羽病が関与してい
ることを明らかにした。また、成長量試験の統計的評価と DNA マーカーによる個体識別の結果
を統合し、DNA マーカーによる優良系統の選抜を可能にした。優良な漆はウルシオール量が多
く、ラッカーゼの活性が高いことを明らかにし、この酵素活性値が乾燥性の良い漆と悪い漆の判
別の指標になることを証明した。これらの情報を取りまとめて、国産ウルシの持続的管理・生産
技術マニュアルを作成した。「漆サミット 2012 in 浄法寺」を主催し、成果の普及にも努めた。 
 その他にも、スギの雄花着花量を制御する遺伝子の探索し、その遺伝的多型を明らかにした。
スギの DNA マーカーを多数開発して雄花着生量に関連する遺伝子座を明らかにし、関東精英樹
においてこれらの遺伝子座が持つ多様性を解明して、森林植物の遺伝的多様性の解明と保全・評
価技術の開発に資するデータを得ることができた。また、スギ天然林の遺伝子型データと気象な
どの環境データとのアソシエーション解析の結果、14 遺伝子座が検出され、これらの遺伝子座
はスギの地域環境への適応候補遺伝子座として有望であると考えられる。 
 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（28）%、累積達成度（56）% 

日本産樹木の DNA バーコードシステムの開発、サクラ保存林の個体・系統情報およびサクラ
の分類情報について DNA による分類体系再編のデータベース化の構築、スギ天然林の特別母樹
林の遺伝的及び生態的特徴調査によるスギ天然林の環境の違いによる繁殖システムの解明を行っ
た。また、国産ウルシの栽培適地や優良個体の選抜などの情報を取りまとめて持続的管理・生産
技術マニュアルを作成した。この他にも、多数の遺伝子情報によるスギの天然林と精英樹の遺伝
構造の違いの解明、スギの SNP の遺伝子型と形質とのアソシエーション解析から有用な形質に
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連鎖する SNP の検出、スギの SNP の遺伝子型と気象などの環境データとのアソシエーション解
析から有望な適応的遺伝子候補の検出、スギの雄花着生量に関連する遺伝子座の検出を行った。
このように年度計画以上の達成により、中期計画は予定以上に進捗した。 

自己評価結果  （ s ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

本研究課題は、1 研究項目と 3 プロジェクト課題で構成されている。それぞれの外部（自

己）評価結果は、I21［s］、I2P02［s］、I2P04［s］、I2P05［s］であったので、資金額の重みづ

けによるウエイト数値を用いて達成度を計算すると「140」となり、自己評価は「予定以上

（s）」となった。 
本課題群では、サクラ保存林の各系統の形態的特徴及び病害特性を明らかにし、分類体系の

再編と合わせて、統合的情報整備とデータベース化を行った。また、国産ウルシの持続的管

理・生産技術マニュアルを作成した。その他の成果として、スギの雄花着生量に関連する遺伝

子座の検出やスギの地域環境への適応候補遺伝子座の検出など、年度計画を想定以上に進める

ことができた。 
 

外部評価委員評価 （２）ｓ、 （ ）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （140＋140）／（2）＝ 140 

   当該年度達成度 ： 140×20 ／ 100 ＝ 28％ 

総合評価（ s ） 委員数 （ 2 ）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.402 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

・サクラの系統保存、ウルシ生産技術開発などにおいて予想以上の成果があり、成果の普及に対

する取り組みも予想以上に行われている。スギのゲノムワイド関連解析では環境適応や林業形質

に関連する変異が探索され、質・量ともに予想を上回る成果が得られ、研究成果の公表も活発に

行われている。 

・サクラの系統保全とデータベース化及び国産ウルシの持続的管理・生産技術の開発は、十分に

達成されている。それらに加えて、スギの雄花着生量に関与する遺伝子や環境適応候補遺伝子座

を解析しており、それぞれ重要な知見を得ている。 

 

７．今後の対応方針 

今後も引き続きゲノム情報を活用した森林植物の遺伝的多様性の解明と保全・評価技術の開

発を行うため、スギ有用形質の効率的選抜のためのゲノムワイドな DNA マーカーシステム開発

などの研究を遂行し、活発に研究成果の公表を行う。 

 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20 ％）） 

スギ有用形質の効率的選抜に有効な DNA マーカーを開発するため、ゲノムワイドアソシエーシ

ョン解析を行い、形質や地域環境に関連した遺伝子を同定する。スギ精英樹の遺伝子型データと形

質データから、将来の優良個体選抜のためのゲノミックセレクションのモデルを開発する。 
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平成２４年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｉ３  
 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

  （４） 林木の新品種の開発と森林の生物機能の高度利用に向けた研究 

  Ｉ 森林遺伝資源を活用した生物機能の解明と利用技術の開発 

指標(研究課題群) 樹木及びきのこ等微生物の生物機能の解明と利用技術の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 

 樹木及び有用微生物のゲノム情報の充実を図り、ゲノム情報を活用した樹木及びきのこ等微生

物の生物機能の解明と利用技術の開発を行う。とりわけ、遺伝子組換えによる樹木の花粉発生制

御技術等の開発、高バイオマス生産性と高ストレス耐性を付与した組換え樹木の開発、樹木の成

長・花成制御や環境応答などに関連する遺伝子の解明と、それら遺伝子を用いた組換え樹木の開

発と評価を行い、花粉症対策や遺伝子組換え樹木の商業化等に貢献する、複合形質を付与するな

ど実用性のあるスーパー樹木の開発に役立てる。また、マツタケの栽培化技術の開発に貢献す

る、マツタケ近縁種の生態特性の解明、マツタケ感染苗の林地定着技術の開発等のきのこ等微生

物の生物機能を利用する技術の開発や、きのこ形成に及ぼす光制御機構の解明や、LED 照明を

用いた消費者ニーズに対応した効率的なきのこの栽培法の開発を行い、きのこの生産技術の高度

化、産業の活性化に役立てる。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（20）%  （前年までの達成度：28%） 

 スギ等樹木のゲノム情報の充実を図るため、収集したスギ完全長 cDNA 等の塩基配列情報を

公開する。正常スギと雄性不稔スギの花粉発達過程における遺伝子発現の差異を解析する。遺伝

子組換えによる樹木の花粉発生制御技術を開発するため、必要なベクターの構築と評価を行う。

マツタケ感染苗の林地定着技術を開発するため、アカマツ等再生個体を用いた人工シロ作製技術

を開発する。きのこ産業の活性化に役立つシイタケの褐変化の原因を特定する。 
 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 

樹木では、昨年までに収集したスギ cDNA の塩基配列情報を整理・再編し、スギ完全長 cDNA
約 23000 種を含む情報として当所の森林生物遺伝子データベース（ForestGEN）で公開した。ア
クセス件数は年間約 14,000 件に上り、有効利用されている。正常スギと雄性不稔スギの花粉発
達過程における遺伝子発現の差異を明らかにするため、正常スギと遺伝子型の異なる 3 種類の雄
性不稔スギ（ms-1、ms-2、ms-3）の花粉発達過程の解剖学的解析と遺伝子発現の網羅的な比較解
析を行い、小胞子期に発現量が 2 倍以上異なる遺伝子のうち、それぞれの雄性不稔個体で特異的
な遺伝子、2 種間で共通な遺伝子、3 種間で共通な遺伝子を選抜し、不稔化に関連する遺伝子を
明らかにした。これら遺伝子は遺伝子組換えによるスギの不稔化に利用できる。遺伝子組換えに
よる樹木の花粉発生制御技術を開発するため、2 種類のスギ花成制御遺伝子（CjSOC1, CjAGL6）
を過剰発現ないしは発現抑制した組換えスギの作出を進めた。また、減数分裂に関与する
CjDmc1 遺伝子の発現調節にユビキチン遺伝子のプロモーターを用い組換えスギの作出を進め
た。そのうち、花成制御遺伝子を過剰発現させても、組換えスギは 6 ヶ月間で早期開花性を示す
ことはなかった。 

きのこでは、マツタケ感染苗の林地定着技術を開発するため、アカマツ等組織培養体を用いて
マツタケのシロ形成技術の開発を進めたところ、アカマツと同様に、熱帯広葉樹であるセドロ
（Cedrela odorata）でもシロ形成に成功した。セドロのセドロ-マツタケ菌糸でできたシロは、ア
カマツ-マツタケ菌糸のシロと同様の菌糸塊で、菌との共生が成立したセドロは良好に成長し
た。これは、マツタケが広葉樹を宿主にできることを初めて明らかにしたものであり、新たなマ
ツタケ栽培化技術の可能性を拓いたと言える。子実体の劣化として問題になるシイタケ褐変化の
要因について細菌が原因であることを特定し、その細菌が Burkholderia 属より Pseudomonas 属に
近縁の新種であることを明らかにし、シイタケの栽培技術の高度化に役立つ知見を得た。 
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その他にも、次世代シーケンサーを利用した雄性不稔関連遺伝子の探索と遺伝マーカーの開発
では、スギの連鎖地図の高密度化やアソシエーション解析に役立つ多数のマーカーを開発した。
また、微生物の生物機能の利用技術の開発に繋がる、ダイオキシンの微生物分解経路の発見とそ
の分解酵素遺伝子の単離に成功した。さらに、プルシアンブルーを用いた栽培きのこへの放射性
セシウム移行低減技術も開発した。プレスリリース「無花粉スギの原因遺伝子の位置を連鎖地図
上に特定－DNA による無花粉スギ識別の道が拓ける－」1 件の他、研究解説「シイタケの全ゲ
ノム情報を解読し、公開します！－シイタケのゲノム時代の幕開け－」、「広葉樹をマツタケの
宿主にすることに成功」2 件を当研究所のウェブサイトから公開し、成果の普及に努めた。 
 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（28）%、累積達成度（56）% 

樹木及び有用微生物のゲノム情報の充実を図り、ゲノム情報を活用した樹木及びきのこ等微生
物の生物機能の解明と利用技術の開発のため、環境ストレス耐性等を備えたスーパー樹木の開発
に役立つ約 23000 種のスギゲノムの遺伝子の塩基配列情報のデータベース化と公開、シイタケの
ゲノム情報の公開、スギ雄性不稔関連遺伝子の解明、スギ雄性不稔遺伝子に連鎖する DNA マー
カーの開発、遺伝子組換えによる樹木の花粉発生制御技術を開発するために必要なベクターの構
築と評価、ユーカリが保有する新たなアルミニウム無害化物質の構造の決定、マツタケの菌根で
特異的に発現する遺伝子の特定、ダイオキシンの微生物分解経路の発見とその分解酵素遺伝子の
単離、きのこ栽培に有用な LED 照明法の開発、広葉樹セドロを用いたマツタケの人工シロ作製
技術の開発、きのこ栽培技術の高度化に役立つシイタケの褐変化原因の特定の他、原発事故によ
る放射能汚染への緊急調査等に対応し、行政の施策等で役立つ重要な科学的根拠の収集や、スギ
の雄花や花粉、きのこ原木等の放射性セシウムの放射能濃度の分布や推定式の開発、きのこへの
放射性セシウムの移行低減技術の開発等を進め、中期計画は想定以上に進捗している。 

 

自己評価結果  （ ｓ ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

本課題群は、１研究項目と6プロジェクトで構成されている。それぞれの外部（自己）評価結

果は、I31[s]、I3P02[s]、I3P03[s]、I3P04[a]、I3P05[a]、I3P09[a]、I3P10[ s]であったので、資金の

重み付けによるウエイト数値を用いて達成度を計算すると「125」となり、自己評価は「予定以

上(s)」となった。 
  プロジェクト課題(I3P10)は、年度途中で開始したきのこ生産における放射能汚染の低減化に

係わる緊急対応として取り組んでいる。本年度目標とした、収集したスギ完全長 cDNA 等の塩

基配列情報の公開、正常スギと雄性不稔スギの花粉発達過程における遺伝子発現の差異の解析、

遺伝子組換えによる樹木の花粉発生制御技術を開発するための必要なベクターの構築と評価、ア

カマツ等再生個体を用いた人工シロ作製技術を開発、シイタケの褐変化の原因の特定を達成し

た。その他にも、次世代シーケンサーを利用したスギの雄性不稔関連遺伝子の探索と遺伝マーカ

ーの開発、ダイオキシンの微生物分解の経路の発見とその分解酵素遺伝子の単離に成功し、年度

途中で開始した緊急対応課題も目標を達成した他、プレスリリース1件と研究解説2件を公表した

ので、課題群全体では当初の予定以上の成果となったため、達成度は「予定以上(s)」と判断し

た。 
 

外部評価委員評価 （２）ｓ、 （ ）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （140＋140）／（ 2 ）＝ 140 

   当該年度達成度 ：  140 × 20  ／100 ＝ 28％ 

総合評価（ s ） 委員数 （ 2 ）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.364 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 
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６．外部評価委員の意見 

・スギ雄性不稔遺伝子の探索と機能分類、セドロを宿主とするマツタケのシロ形成に成功、プルシ

アンブルーを用いたシイタケへのセシウム吸収抑制など、樹木やキノコの機能開発とその利用に関

して当初計画を大幅に上回る成果が得られている。 

・スギのデータベースの公開、不稔関連遺伝子の解明、遺伝子組換え用ベクターの構築、マツタケ

人工シロの作製、シイタケ褐変化の原因解明とも一定の成果を得ている。その他、スギ連鎖地図の

高度化やダイオキシン分解関与遺伝子の単離などの成果も挙げている。 

  

７．今後の対応方針 

樹木及び有用微生物のゲノム情報の充実と、ゲノム情報を活用した樹木及びきのこ等微生物

の生物機能の解明と利用技術の開発のため、中期計画で掲げる目標を着実に達成する。得られ

た成果は、論文、普及誌やマニュアル等の形で積極的に公表する。 

 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20％）） 

樹木及び有用微生物のゲノム情報の充実を図るため、マツタケゲノムのデータベースの基盤整

備を進める。スーパー樹木の開発に向けて、高バイオマス生産性や高ストレス耐性を付与した組

換えポプラを作製し、それらの評価系を開発する。LED 照明を利用したきのこ生産の高度利用

技術の普及に必要な技術マニュアルの作成、微生物機能を用いたリグニンからの有用物質変換に

関わる酵素遺伝子を単離する。 
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平成２４年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｉ４  
 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

（４） 林木の新品種の開発と森林の生物機能の高度利用に向けた研究 

Ｉ 森林遺伝資源を活用した生物機能の解明と利用技術の開発 

指標(研究課題群) バイオテクノロジーの育種への利用技術の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 

 バイオテクノロジーの育種への利用技術の開発に資するために、遺伝子情報の蓄積及びそれら

遺伝子の発現解析や遺伝子組換えを用いた不稔化技術の開発を進め、機能性樹木の機能性の解

明、選抜と改良及び効率的増殖手法のためのバイオ利用技術の開発を行う。 
有用形質発現の分子メカニズムを解析し、林木の分子育種の進展を期す。雄性不稔誘導遺伝子

や雌性不稔誘導遺伝子の構築を行い、それらを導入した不稔樹木作出のための技術開発を行う。

さらに遺伝子組換え樹木の生物多様性影響評価のための知見を収集する。機能性樹木等の機能性

の解明と優良機能性樹木の開発のためのバイオ利用技術を開発する。 
林木の有用形質に関連する遺伝子情報が充実し、育種期間短縮のための技術開発に利活用され

る。雄性不稔や雌性不稔形質の付与技術が開発され、無花粉無種子スギの創出へのバイオ利用技

術が促進する。新たな機能性樹木創出へのバイオ利用技術を進展させる。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（ 20）%  （前年までの達成度： 20%） 

バイオテクノロジーの育種への利用技術を開発するため、雄性不稔候補遺伝子を導入し
た組換えスギの作出を進め、組換えスギの花粉形成能の評価を行う。また、組織培
養による薬用機能性樹木ワダツミノキの増殖条件を解明する。  

 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 

昨年度開発したスギの雄性不稔化に必要な遺伝子プロモーターを用い、RNA 分解酵素（バル

ナーゼ）遺伝子を連結した雄性不稔化ベクターを構築した。このベクターを利用して、アグロバ

クテリウム法により不定胚形成細胞に導入し、組換えスギを作出した。この組換えスギに着花さ

せ、花粉形成能を評価したところ、花粉が全く形成されていないことを確認した。この成果は、

遺伝子組換え技術によるスギの不稔化に成功した最初のものであり、スギ花粉症対策に繋がる技

術として学術界からも高く評価されている。また、プレスリリースによる成果の公表を行った。 
絶滅危惧種で機能性薬用樹木のワダツミノキの組織培養による増殖手法として、茎頂を発根さ

せて植物体を再生し、継代培養中のシュート切片から 1 ヶ月後に 1 本当たり平均 1.6 本の新たな

シュート芽を誘導した。これを発根させ、さらに活性炭含有の培地で生育増殖させることができ

た。1 本のシュート片から半年で約 50 本の植物体が得られ、組織培養による詳細な増殖条件を

解明した。 
  その他にも、ワダツミノキの主要薬用成分のカンプトテシンの分析を進めた。培地を適宜変え

た継代培養における段階の異なる 3 種の培養体の葉及び茎についてカンプトテシン含有率を定量

したところ、葉では含有率が著しく異なる結果が得られ、環境要因の影響が大きいこと、茎では

葉よりも高いカンプトテシン含有率を示し、培養条件による差は見られなかった。得られた知見

は、カンプトテシン高含有品種を選抜し、有効成分高含有個体のクローン化を進めする上で役立

つ。 
  

４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（20）%、累積達成度（40）% 
 バイオテクノロジーの育種への利用技術を開発するため、スギの雄性不稔化に必要な遺伝子プ
ロモーターの開発、遺伝子組換えによるスギの不稔化に成功するとともに、組織培養に
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よる薬用機能性樹木ワダツミノキの再生条件や増殖条件を解明し、機能成分を高含有
する個体の選抜を進めた。このように、中期計画は順調に進捗している。 

自己評価結果  （ a ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

雄性不稔候補遺伝子を導入した組換えスギの作出に成功し、組織培養による機能性樹木の増殖条

件を解明し、機能成分を高含有する個体の選抜を進めたため、年度計画は概ね達成と評価した。 

 

外部評価委員評価 （ ）ｓ、 （２）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （100 ＋ 100）／（ 2 ）＝ 100 

   当該年度達成度 ：  100 × 20 ／ 100 ＝ 2 0％ 

総合評価（ a ） 委員数 （ 2 ）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.103 
（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

・遺伝子組換えによるスギの雄性不稔個体の作出に成功し、バイオテクノロジーの育種への利用

において大きな進歩があった。また、稀少樹種ワダツミノキの培養系での薬理成分の含有量を定

量・確認するなど年度計画を十分に達成した。 

・遺伝子組換えによる雄性不稔遺伝子のスギへの導入に成功し、絶滅危惧種であるワダツミノキ

の組織培養による増殖条件を解明している。さらに、ワダツミノキの主要薬用成分カンプトテシ

ン含有率が植物の部位や環境要因により異なることを見出している。 

 

７．今後の対応方針 

バイオテクノロジーの育種への利用技術の開発に関する研究を着実に推進させ、得られた研

究成果は、学術誌、普及誌や学会発表等を通じて積極的に公表を進める。 

 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20％）） 
 バイオテクノロジーの育種への利用技術を開発するため、雄性不稔遺伝子を導入した組換
えスギの成長特性等形質の評価を行う。組織培養により再生させた薬用機能性樹木ワダ
ツミノキの順化手法を解明し、機能成分を高含有する個体の選抜に向けて、クローン間で
の成分生産量を比較する。 
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１

Ｓ
０

８
小

プ
ロ

課
題

個
体

群
生

態
学

と
繁

殖
生

態
学

の
融

合
に

よ
る

植
物

の
生

活
史

研
究

の
包

括
的

展
開

2
3

～
2
5

北
村

　
系

子
科

研
費

（
分

担
）

7
3
5

0
.0

0
6

a

Ｉ２
１

Ｓ
０

９
小

プ
ロ

課
題

小
笠

原
諸

島
の

自
然

再
生

に
お

け
る

保
全

遺
伝

学
的

問
題

に
配

慮
し

た
植

栽
手

法
の

研
究

2
3

～
2
5

鈴
木

 節
子

科
研

費
（
分

担
）

1
,2

0
9

0
.0

1
0

a

Ｉ２
１

Ｓ
１

０
小

プ
ロ

課
題

ゲ
ノ

ム
育

種
推

進
の

た
め

の
ス

ギ
m

ic
ro

R
N

A
情

報
の

収
集

2
3

～
2
4

伊
原

　
徳

子
交

付
金

プ
ロ

2
,3

7
8

0
.0

2
1

a
a

Ｉ２
１

Ｓ
１

１
小

プ
ロ

課
題

人
工

林
に

残
さ

れ
た

保
残

帯
の

面
積

と
配

置
が

ハ
ナ

バ
チ

の
送

粉
機

能
に

与
え

る
効

果
の

解
明

2
4

～
2
7

永
光

　
輝

義
科

研
費

3
,5

4
9

0
.0

3
1

a

Ｉ２
１

Ｓ
１

２
小

プ
ロ

課
題

全
国

を
網

羅
す

る
サ

ク
ラ

栽
培

品
種

の
遺

伝
的

識
別

・
系

統
解

析
に

よ
る

遺
伝

資
源

管
理

体
制

の
構

築
2
4

～
2
6

吉
丸

　
博

志
科

研
費

5
,7

3
2

0
.0

5
0

a

Ｉ２
１

Ｓ
１

３
小

プ
ロ

課
題

東
南

ア
ジ

ア
熱

帯
林

の
遺

伝
的

保
全

の
た

め
の

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

の
作

成
2
4

～
2
6

津
村

　
義

彦
科

研
費

5
,0

0
0

0
.0

4
3

s

Ｉ２
１

Ｓ
１

４
小

プ
ロ

課
題

ゲ
ノ

ム
情

報
を

利
用

し
た

交
雑

種
分

化
メ

カ
ニ

ズ
ム

の
解

明
2
4

～
2
6

菊
地

　
賢

科
研

費
1
,8

0
9

0
.0

1
6

a

Ｉ２
１

Ｓ
１

５
小

プ
ロ

課
題

種
内

・
局

内
レ

ペ
ル

の
集

団
ゲ

ノ
ミ

ク
ス

に
よ

る
樹

木
の

適
応

進
化

・
程

分
化

プ
ロ

セ
ス

の
解

明
2
4

～
2
6

津
村

　
義

彦
科

研
費

(分
担

）
4
0
0

0
.0

0
3

a

Ｉ３
研

究
課

題
群

樹
木

及
び

き
の

こ
等

微
生

物
の

生
物

機
能

の
解

明
と

利
用

技
術

の
開

発
馬

場
崎

　
勝

彦
1
0
4
,6

6
5

(1
.0

0
0
)

0
.3

6
4

s
s

Ｉ３
Ｐ

０
２

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

課
題

遺
伝

子
組

換
え

に
よ

る
花

粉
発

生
制

御
技

術
等

の
開

発
事

業
2
0

～
2
4

篠
原

　
健

司
政

府
等

受
託

2
3
,2

9
7

0
.2

2
3

s
s

Ｉ３
Ｐ

０
３

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

課
題

キ
ノ

コ
の

光
応

答
メ

カ
ニ

ズ
ム

の
解

明
及

び
高

度
利

用
技

術
の

開
発

2
1

～
2
5

宮
崎

　
安

将
技

会
プ

ロ
1
4
,7

0
8

0
.1

4
1

s
a

Ｉ３
Ｐ

０
４

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

課
題

高
バ

イ
オ

マ
ス

生
産

性
と

高
ス

ト
レ

ス
耐

性
を

付
与

し
た

組
換

え
樹

木
の

開
発

2
3

～
2
5

丸
山

　
毅

交
付

金
プ

ロ
1
2
,7

4
7

0
.1

2
2

a
a

Ｉ３
Ｐ

０
５

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

課
題

シ
イ

タ
ケ

の
高

温
発

生
品

種
を

効
率

的
に

作
出

す
る

た
め

の
技

術
開

発
2
3

～
2
5

宮
崎

　
和

弘
技

会
実

用
技

術
開

発
1
8
,0

5
3

0
.1

7
2

a
a

Ｉ３
Ｐ

０
９

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

課
題

マ
ツ

タ
ケ

の
人

工
栽

培
の

た
め

の
シ

ロ
形

成
技

術
の

開
発

2
4

～
2
6

根
田

　
仁

交
付

金
プ

ロ
9
,5

3
2

0
.0

9
1

a
a

Ｉ３
Ｐ

１
０

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

課
題

プ
ル

シ
ア

ン
ブ

ル
ー

を
用

い
た

栽
培

き
の

こ
へ

の
放

射
性

セ
シ

ウ
ム

移
行

低
減

技
術

の
確

立
2
4

～
2
4

根
田

　
仁

技
会

実
用

開
発

事
業

6
,0

8
2

0
.0

5
8

s
a

s
a

Ｉ３
１

研
究

項
目

樹
木

及
び

有
用

微
生

物
の

生
物

機
能

の
解

明
と

利
用

技
術

の
開

発
丸

山
　

毅
2
0
,2

4
6

0
.1

9
3

s
s

Ｉ３
１

１
実

行
課

題
ゲ

ノ
ム

情
報

に
基

づ
く
樹

木
の

生
理

機
能

の
解

明
と

利
用

技
術

の
開

発
2
3

～
2
5

吉
田

　
和

正
一

般
研

究
費

2
,8

2
4

0
.0

2
7

a

Ｉ３
１

２
実

行
課

題
ゲ

ノ
ム

情
報

等
を

活
用

し
た

き
の

こ
・
微

生
物

の
機

能
解

明
と

利
用

技
術

の
開

発
2
3

～
2
5

根
田

　
仁

一
般

研
究

費
2
,6

9
3

0
.0

2
6

a

Ｉ３
１

Ｓ
０

３
小

プ
ロ

課
題

ダ
イ

オ
キ

シ
ン

「
２

３
７

８
－

Ｔ
Ｃ

Ｄ
Ｄ

」
を

標
的

と
す

る
持

続
的

広
域

的
環

境
修

復
技

術
の

創
出

2
1

～
2
4

中
村

　
雅

哉
科

研
費

（
分

担
）

2
,1

1
5

0
.0

2
0

s
s

Ｉ３
１

Ｓ
０

４
小

プ
ロ

課
題

光
シ

グ
ナ

ル
伝

達
を

基
盤

と
し

た
子

実
体

形
成

機
構

の
解

明
2
2

～
2
4

宮
崎

　
安

将
科

研
費

8
0
0

0
.0

0
8

a
a

Ｉ３
１

Ｓ
０

５
小

プ
ロ

課
題

次
世

代
シ

ー
ケ

ン
サ

ー
を

利
用

し
た

雄
性

不
稔

関
連

遺
伝

子
の

探
索

と
遺

伝
マ

ー
カ

ー
の

開
発

2
3

～
2
4

上
野

　
真

義
交

付
金

プ
ロ

1
,5

1
4

0
.0

1
4

a
s

Ｉ３
１

Ｓ
０

６
小

プ
ロ

課
題

ト
ラ

ン
ス

ポ
ゾ

ン
分

子
進

化
に

基
づ

く
マ

ツ
タ

ケ
類

の
起

源
と

種
分

化
の

解
明

2
3

～
2
5

村
田

　
仁

助
成

金
3
6
3

0
.0

0
3

a

Ｉ３
１

Ｓ
０

７
小

プ
ロ

課
題

水
欠

乏
に

よ
り

大
量

に
作

ら
れ

る
ポ

プ
ラ

の
Ｌ

Ｅ
Ａ

タ
ン

パ
ク

質
の

機
能

解
明

と
機

能
改

変
2
3

～
2
5

西
口

　
満

科
研

費
1
,9

2
4

0
.0

1
8

a

Ｉ３
１

Ｓ
０

８
小

プ
ロ

課
題

ア
ク

チ
ノ

リ
ザ

ル
樹

木
ジ

ア
リ

ー
ル

ヘ
プ

タ
ノ

イ
ド

の
生

合
成

と
フ

ラ
ン

キ
ア

と
の

共
生

機
構

の
解

明
2
3

～
2
5

山
中

　
高

史
科

研
費

（
分

担
）

3
7
5

0
.0

0
4

a

Ｉ３
１

Ｓ
０

９
小

プ
ロ

課
題

リ
グ

ニ
ン

変
換

バ
イ

オ
リ

ア
ク

タ
ー

構
築

の
た

め
の

白
色

腐
朽

菌
の

菌
糸

鞘
の

機
能

解
明

2
4

～
2
5

高
野

　
麻

理
子

科
研

費
1
,8

4
9

0
.0

1
8

a

Ｉ３
１

Ｓ
１

０
小

プ
ロ

課
題

放
射

性
セ

シ
ウ

ム
の

樹
木

吸
収

に
及

ぼ
す

菌
根

菌
の

影
響

の
解

明
2
4

～
2
5

山
中

　
高

史
科

研
費

1
,9

7
5

0
.0

1
9

a

Ｉ３
１

Ｓ
１

１
小

プ
ロ

課
題

加
水

分
解

性
タ

ン
ニ

ン
に

よ
る

樹
木

の
新

し
い

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

耐
性

機
構

の
解

明
2
4

～
2
5

田
原

　
恒

交
付

金
プ

ロ
1
,8

5
1

0
.0

1
8

a
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外
部

評
価

自
己

評
価

外
部

評
価

自
己

評
価

当
年

度
完

了
・
事

後

平
成

２
4
年

度
 研

究
課

題
群

予
算

及
び

評
価

結
果

一
覧

課
題

記
号

番
号

・
区

分
課

題
名

研
究

期
間

責
任

者
予

算
区

分
項

目
・
Ｐ

課
題

の
年

度
配

賦
額

（
千

円
）

研
究

課
題

群
の

総
額

（
千

円
）

ウ
ェ

イ
ト

(A
)

（
研

究
項

目
（
Ｐ

課
題

）
／

研
究

課
題

群
）

ウ
ェ

イ
ト

(B
)

（
研

究
課

題
群

／
重

点
課

題
）

Ｉ３
１

Ｓ
１

２
小

プ
ロ

課
題

主
要

な
サ

ク
ラ

栽
培

品
種

及
び

八
重

の
桜

の
安

定
供

給
に

必
要

な
ク

ロ
ー

ン
化

技
術

の
開

発
2
4

～
2
6

勝
木

　
俊

雄
交

付
金

プ
ロ

1
,4

0
0

0
.0

1
3

a

Ｉ３
１

Ｓ
１

３
小

プ
ロ

課
題

ホ
ン

シ
メ

ジ
の

栽
培

適
性

試
験

2
3

～
2
4

馬
替

　
由

美
共

同
研

究
5
6
3

0
.0

0
5

a
a

I４
研

究
課

題
群

バ
イ

オ
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
の

育
種

へ
の

利
用

技
術

の
開

発
石

井
　

克
明

2
9
,4

9
2

(1
.0

0
0
)

0
.1

0
3

a
a

I４
１

研
究

項
目

バ
イ

オ
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
の

育
種

へ
の

利
用

技
術

の
開

発
谷

口
　

亨
2
9
,4

9
2

1
.0

0
0

a
a

I４
１

１
実

行
課

題
分

子
育

種
に

よ
る

有
用

形
質

の
付

与
技

術
の

開
発

2
3

～
2
7

谷
口

　
亨

運
営

費
交

付
金

1
3
,5

7
2

0
.4

6
0

a

I４
１

２
実

行
課

題
機

能
性

樹
木

等
の

創
出

の
た

め
の

バ
イ

オ
利

用
技

術
の

開
発

2
3

～
2
7

石
井

　
克

明
運

営
費

交
付

金
1
,5

6
0

0
.0

5
3

a

Ｉ４
１

Ｓ
０

１
小

プ
ロ

課
題

ス
ギ

雄
性

不
捻

化
の

基
盤

：
雌

性
生

殖
器

官
発

現
遺

伝
子

の
プ

ロ
フ

ァ
イ

リ
ン

グ
と

遺
伝

子
機

能
解

析
2
2

～
2
4

谷
口

　
亨

科
研

費
1
,1

0
0

0
.0

3
7

a
a

Ｉ４
１

Ｓ
０

２
小

プ
ロ

課
題

無
花

粉
ス

ギ
の

胚
性

万
能

細
胞

の
誘

導
に

よ
る

マ
イ

ク
ロ

プ
ロ

パ
ケ

ー
シ

ョ
ン

手
法

の
開

発
2
2

～
2
4

石
井

　
克

明
科

研
費

2
,6

0
0

0
.0

8
8

a
a

Ｉ４
１

Ｓ
０

３
小

プ
ロ

課
題

花
成

長
ホ

ル
モ

ン
根

系
生

産
シ

ス
テ

ム
の

利
用

に
よ

る
樹

木
の

早
期

開
花

技
術

の
開

発
2
3

～
2
5

小
長

谷
  

賢
一

科
研

費
9
0
0

0
.0

3
1

a

Ｉ４
１

Ｓ
０

４
小

プ
ロ

課
題

ス
ギ

雄
花

特
異

的
遺

伝
子

は
な

ぜ
カ

ル
ス

で
発

現
し

な
い

の
か

ー
遺

伝
子

組
換

え
技

術
へ

の
応

用
2
3

～
2
5

栗
田

　
学

科
研

費
1
,3

0
0

0
.0

4
4

a

Ｉ４
１

Ｓ
０

５
小

プ
ロ

課
題

エ
リ

シ
タ

ー
受

容
体

遺
伝

子
を

タ
ー

ゲ
ッ

ト
に

し
た

マ
ツ

ノ
ザ

イ
セ

ン
チ

ュ
ウ

抵
抗

性
遺

伝
子

の
単

離
2
3

～
2
4

平
尾

　
知

士
科

研
費

1
,9

7
6

0
.0

6
7

a
a

Ｉ４
１

Ｓ
０

６
小

プ
ロ

課
題

セ
シ

ウ
ム

の
樹

木
に

よ
る

吸
収

機
能

の
解

明
2
3

～
2
4

石
井

　
克

明
交

付
金

プ
ロ

1
,6

8
4

0
.0

5
7

a
a

Ｉ４
１

Ｓ
０

７
小

プ
ロ

課
題

ミ
ク

ロ
フ

ィ
ブ

リ
ル

傾
角

を
制

御
す

る
細

胞
内

分
子

機
構

の
解

明
2
3

～
2
4

高
田

　
直

樹
科

研
費

1
,2

0
0

0
.0

4
1

a
a

Ｉ４
１

Ｓ
０

８
小

プ
ロ

課
題

気
孔

形
成

転
写

因
子

と
樹

木
の

炭
素

固
定

作
用

の
関

係
の

解
明

2
3

～
2
4

石
井

　
克

明
Ｊ
Ｓ

Ｔ
ー

Ａ
Ｌ

Ｃ
Ａ

2
,4

0
0

0
.0

8
1

a
a

Ｉ４
１

Ｓ
０

９
小

プ
ロ

課
題

キ
シ

ロ
グ

ル
カ

ナ
ー

ゼ
の

発
現

制
御

に
よ

る
ポ

プ
ラ

の
木

材
特

性
改

変
2
3

～
2
5

谷
口

　
亨

育
種

交
付

金
プ

ロ
1
,2

0
0

0
.0

4
1

a
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独立行政法人森林総合研究所

評価単位 （I１） （I２） （I３） （I４）

I
全重点

課題に対
する割合

林木遺伝資源の収
集、保存・評価技術
の開発

ゲノム情報を活用
した森林植物の遺
伝的多様性の解明
と保全・評価技術
の開発

樹木及びきのこ等
微生物の生物機能
の解明と利用技術
の開発

バイオテクノロジー
の育種への利用技
術の開発

予算［千円］ 287,404 ( 13 ％) 37,783 115,464 104,665 29,492

（受託ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
研究費の割合）

(64 ％) (54 ％) (70 ％) (69 ％) (39 ％)

勢力投入量
（人当量）［人］

43.3 ( 10 ％) 4.5 13.0 20.7 5.1

委託研究
機関数

25 ( 25 ％) 0 7 18 0

研究論文数 44 ( 9 ％) 3 17 17 7

口頭発表数 125 ( 11 ％) 25 48 32 20

公刊図書数 11 ( 10 ％) 1 1 5 4

その他発表数 60 ( 8 ％) 6 28 18 8

特許出願数 3 ( 11 ％) 0 0 3 0

所で採択
された主要
研究成果数

6 ( 19 ％) 1 2 2 1

重点課題 I 研究課題群　予算・勢力投入量及び成果
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（Ｉ）森林遺伝資源を活用した生物機能の解明と利用技術の開発　

開催日　平成２５年　２月１５日

項 目 指 摘 事 項 対 応 状 況

　研究課題群Ｉ２とＩ３については、計画を大幅
に上回る優れた成果が得られおり、Ｉ１とＩ４に
ついても計画通りの優れた成果が得られている。
重点課題全体として予想以上の成果が得られたと
判断した。また、これにより、今後も予想以上の
成果が達成できると思われる。得られた成果は、
学術的にも社会的にもきわめて優れており、論
文、著書、口頭発表等様々な方法で活発に公表さ
れている。

　各研究課題群とも、本年度の目標を十分達成し
ていると判断する。特に、研究課題群Ｉ２とＩ３
については予定以上の達成度であり、研究課題群
Ｉ２～Ｉ４については発表業績が多数ある。これ
らの研究成果は、林業分野への貢献度のみなら
ず、学術的な価値も極めて高いと判断する。ま
た、研究計画の達成の可能性も予定以上のものが
期待できると考える。

　平成２３年度、東京電力福島第一原子力発電所
の事故対応の成果として上げた、放射性セシウム
汚染に対応したヒラタケの栽培法について、「キ
ノコ栽培法の開発について、ヒラタケ以外でも取
り組むことはないのか。」

　放射性セシウム汚染に対応したヒラタケの栽培
法について、「群馬県の地元関係者は原木をほか
の県に取りに行ったり、何か新しい情報はないか
と苦労しているが、これは原木シイタケの原木栽
培にも応用できるか。」

平成２４年度重点課題評価会議　平成２３年度指摘事項と対応状況

　年度計画を予想以上に達成したことにより、中
期計画も想定以上に進捗している。また、得られ
た研究成果は、学術誌、普及誌や学会発表等を通
じて積極的に公表を進めた。

　平成２４年度緊急対応実用技術開発に応募し、
プロジェクト課題（I3P10）「プルシアンブルー
を用いた栽培きのこへの放射性セシウム移行低減
技術の確立」を立て、シイタケ、マイタケ等主要
な栽培きのこで、開発した技術の検証を行った。

重点課題
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（Ｉ）森林遺伝資源を活用した生物機能の解明と利用技術の開発　

開催日　平成２５年　２月１５日

項 目 指 摘 事 項 対 応 方 針

・課題群I2、I3,については、計画を大幅に
上回る優れた成果が得られおり、I1、I4に
ついても計画通り優れた成果が得られてい
る。重点課題全体として予想以上の成果が
得られたと判断した。また、予想を上回る
ペースで研究計画達成が可能性と思われ
る。得られた成果の学術的、社会的価値は
大変高く、論文、著書、口頭発表等様々な
方法で活発に公表されている。

・各研究課題群とも、本年度の目標を十分
に達成していると判断する。重点課題全体
では予定以上の達成度であり、本年度の研
究成果は林業分野への貢献のみならず、学
術的な価値も極めて高い。特に、研究課題
群 I２及びＩ３については．原著論文をを
各々20報以上公表し、合わせてIF=4以上の
国際誌に7報とその質も極めて高い。また、
研究計画の達成の可能性も予定以上のもの
が期待できる。

(I1)・広葉樹の遺伝的多様性の評価手法の
開発では計画通りの成果が得られ、研究目
標が達成された。また、実行課題、小プロ
課題においても年度計画通りの成果が得ら
れており、中期計画における進捗状況も予
定通りである。
・本年度の目標であるシラカンバ自然集団
内の遺伝変異の解明については、地理的分
布と遺伝変異が密接に関連していることを
明らかにしている。さらに、アカマツ樹冠
内の種子の品質の差異、オガサワラグワの
苗木生産技術の開発などに関しても有益な
知見を得ている。

中期計画終了時の目標を達成するため、次
年度以降も年度計画に沿って遺伝資源の収
集、保存・評価技術の開発を着実に進め
る。得られた成果については、論文や普及
誌等を通じて積極的に公表する。

（Ｉ２）・サクラの系統保存、ウルシ生産
技術開発などにおいて予想以上の成果があ
り、成果の普及に対する取り組みも予想以
上に行われている。スギのゲノムワイド関
連解析では環境適応や林業形質に関連する
変異が探索され、質・量ともに予想を上回
る成果が得られ、研究成果の公表も活発に
行われている。　　　　　　　　　　・サ
クラの系統保全とデータベース化及び国産
ウルシの持続的管理・生産技術の開発は、
十分に達成されている。それらに加えて、
スギの雄花着生量に関与する遺伝子や環境
適応候補遺伝子座を解析しており、それぞ
れ重要な知見を得ている。

今後も引き続きゲノム情報を活用した森林
植物の遺伝的多様性の解明と保全・評価技
術の開発を行うため、スギ有用形質の効率
的選抜のためのゲノムワイドなDNAマーカー
システム開発などの研究を遂行し、活発に
研究成果 の公表を行う。

平成２４年度重点課題評価会議　指摘事項と対応方針

重点課題

森林遺伝資源を活用した生物機能の解明と
利用技術の開発のため、森林生物のゲノム
情報の収集を進め、林木遺伝資源の収集、
保存・評価技術の開発、ゲノム情報を活用
した森林植物の遺伝的多様性の解明と保
全・評価技術の開発、樹木及びきのこ等微
生物の生物機能の解明と利用技術の開発、
バイオテクノロジーの育種への利用技術の
開発に関する研究を着実に推進させる。得
られた研究成果は、学術誌、普及誌や学会
発表等を通じて積極的に公表を進める。

研究課題群
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（Ｉ３）・スギ雄性不稔遺伝子の探索と機
能分類、セドロを宿主とするマツタケのシ
ロ形成に成功、プルシアンブルーを用いた
シイタケへのセシウム吸収抑制など、樹木
やキノコの機能開発とその利用に関すして
当初計画を大幅に上回る成果が得られてい
る。　　　　　　　　　・スギのデータ
ベースの公開、不稔関連遺伝子の解明、遺
伝子組換え用ベクターの構築、マツタケ人
工シロの作製、シイタケ褐変化の原因解明
とも一定の成果を得ている。その他、スギ
連鎖地図の高度化やダイオキシン分解関与
遺伝子の単離などの成果も挙げている。

樹木及び有用微生物のゲノム情報の充実
と、ゲノム情報を活用した樹木及びきのこ
等微生物の生物機能の解明と利用技術の開
発のため、中期計画で掲げる目標を着実に
達成する。得られた成果は、論文、普及誌
やマニュアル等の形で積極的に公表する。

（Ｉ４）・遺伝子組換えによるスギの雄性
不稔個体の作出に成功し、バイオテクノロ
ジーの育種への利用において大きな進歩が
あった。また、稀少樹種ワダツミノキの培
養系での薬理成分の含有量を定量・確認す
るなど年度計画を十分に達成した。
・遺伝子組換えによる雄性不稔遺伝子のス
ギへの導入に成功し、絶滅危惧種であるワ
ダツミノキの組織培養による増殖条件を解
明している。さらに、ワダツミノキの主要
薬用成分カンプトテシン含有率が植物の部
位や環境要因により異なることを見出して
いる。

バイオテクノロジーの育種への利用技術の
開発に関する研究を着実に推進させ、得ら
れた研究成果は、学術誌、普及誌や学会発
表等を通じて積極的に公表を進める。

（Ｉ１１）・完了課題は計画通り実施さ
れ、目標が達成された。また、得られた成
果の学術的、社会的価値も高い。継続課題
についても予想通りの成果が得られてお
り、次年度の研究計画達成に向けた取組も
十分おこなわれており、中期計画が予定通
りのペースで進められている。成果の公表
も十分におこなわれているが、さらに、次
年度以降も論文などで公表できる十分な蓄
積がある。
・年度計画は十分に達成しており、研究成
果の質も高いと判断する。研究計画の達成
可能性も十分期待できる。現時点で発表論
文は少ないが、今後多数の論文が成果とし
て公表されることを期待する。

課題終了時の目標を達成するため、来年度
も年度計画に従い、遺伝資源の収集、保
存・評価技術の開発を着実に進める。今ま
で蓄積してきた研究成果を論文や普及誌等
を通じて積極的に公表する。

（Ｉ２１）・スギやサクラなどの主要樹木
だけでなく、森林植物の多くの種で遺伝的
多様性の保全や遺伝子機能の開発にゲノム
情報を活用した取組が行われている。年度
計画の達成度、中期計画の進捗状況ともに
予想を上回り、質の高い成果が多く公表さ
れている。
・研究の達成度は予定以上で、研究計画の
達成可能性も極めて高いと判断する。研究
成果は学術論文に20報以上公表されてお
り、学術的にも質的にも極めて高い。

今後も引き続きゲノム情報を活用した森林
植物の遺伝的多様性の解明と保全・評価技
術の開発を行うため、森林植物の遺伝的多
様性の保全・評価技術の開発などの研究を
遂行し、活発に研究成果の公表を行う。

研究課題群

研究項目
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（Ｉ３１）・研究項目を構成する実行課題
において当初計画を上回る成果が得られて
いることに加え、小プロ課題の多くで予想
以上の成果が得られており、研究項目全体
としての年次計画の達成度、中期計画にお
ける進捗状況ともに予想以上と思われる。
成果は活発に公表されており、かつ、次年
度以降も活発に発表できる十分な蓄積があ
る。
・研究の達成度は予定以上と判断する。研
究計画の達成可能性も高い。発表業績も多
く、研究成果の学術的価値は極めて高いと
判断する。

引き続き、次年度の目標を着実に達成する
よう努める。また、評価委員の指摘を踏ま
え、活発に研究成果の公表を行う。

（Ｉ４１）・年度計画通りに研究が進展し
ている。遺伝子組換えによってスギの雄性
不稔個体が作出できたことの意義は大変大
きい。ワダツミノキについても有効成分の
定量法の確立など次年度以降の研究推進の
ための準備が順調に進み、研究計画が予定
通り達成できる見込みは高い。得られた成
果は今後論文発表等での活発な公表が期待
できる。
・当初の目標を十分に達成しており、研究
計画も達成可能であると判断する。研究成
果は学術的にも高く評価できる。特に、遺
伝子組換え技術によるスギの不稔化は学術
的に優れた業績である。

バイオテクノロジーの育種への利用技術の
開発に関する研究を着実に推進させ、得ら
れた研究成果は、学術誌、普及誌や学会発
表等を通じて積極的に公表を進める。

研究項目
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平成２４年度評価シ－ト(指標)の集計表

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置

中項目 １ 研究開発の推進

小項目（４）林木の新品種の開発と森林の生物機能の高度利用に向けた研究

Ｉ 森林遺伝資源を活用した生物機能の解明と利用技術の開発

第１-１-(４)-Ｉ

評価結果
具 体 的 指 標

達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

a 100 0.131Ｉ１ 林木遺伝資源の収集、保存・評価技術の開発

s 140 0.402Ｉ２ ゲノム情報を活用した森林植物の遺伝的多様性の解明と保全・評
価技術の開発

Ｉ s 140 0.364３ 樹木及びきのこ等微生物の生物機能の解明と利用技術の開発

Ｉ a 100 0.103４ バイオテクノロジーの育種への利用技術の開発

（ 指標数：４ ）

達成度の計算： 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計：｛（ ）

（100×0.131）＋（140×0.402）＋ (140×0.364)＋(100×0.103) ≒ 131 (%)

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【 達成度：140 】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【 達成度：100 】
ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【 達成度： 80 】 評価結果
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【 達成度： 40 】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【 達成度： 0 】

ｓ
【分科会評価区分】

ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上） 分科会
ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満） 評価区分
ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）
ｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満） ｓ

独立行政法人森林総合研究所
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平成２４年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

（中項目）１ 研究開発の推進

（小項目）（５）研究基盤となる情報の収集・整備・活用の推進

各地の収穫試験地や固定試験地における森林の成長や動態のモニタリング、森林理水

指 標 試験施設等における水文及び水質や積雪等のモニタリングを継続する。また、木本植物

標本の収集や森林に生息する各種菌類の探索・収集を継続する。各種標本・データを適

切に保管し、新たに得られた情報をデータベースに加え公開する。

年度計画：

各地の収穫試験地や固定試験地における森林の成長や動態のモニタリング、森林理水試験施設

等における水文及び水質や積雪等のモニタリングを継続する。

また、木本植物標本の収集や森林に生息する各種菌類の探索・収集を継続する。各種標本・デ

ータを適切に保管し、新たに得られた情報をデータベースに加え公開する。

実施結果：

収穫試験地等におけるモニタリング事業等を 7 件行った。それらの内訳は以下のとおりである。

なお、森林に生息する各種菌類の探索・収集の実施結果は１－１－（６）に記載する。

① 森林水文モニタリング

北海道札幌市定山渓、山形県最上郡真室川町釜淵、群馬県利根郡みなかみ町宝川、岡山県岡山

市竜ノ口山、宮崎県宮崎市去川の各森林理水試験地で、降水量と流出量のモニタリングを継続し

て行った。各試験地における季節変化および年々変動を踏まえた分析を行ったほか、森林理水試

験地データベースに対する 4 件の利用申請があり、データを提供した。

② 多雪地帯積雪観測

月毎の気象観測データを気象月表として森林総合研究所十日町試験地のホームページに公表す

るとともに、冬期間は毎朝、降雪深、積雪深、積雪水量、並びに積雪に関係する気象要素を観測

し、結果をホームページに公表した。積雪期間中は、約 10 日毎に計 5 回の積雪断面観測を実施し、

その結果を整理してホームページに公表した。外部からの要請には、未公表データについても可

能なものについては応えた。屋根雪情報を適宜ホームページに掲載して雪おろし作業等、市民生

活に供した。

③ 森林の成長・動態に関する長期モニタリング

黒沢尻ブナ総合試験地天然林区内の母樹保残伐採区 3 箇所において、毎木調査を行った。秋田

県北秋田市阿仁の秋田佐渡スギ林試験地において毎木調査およびスギ幼樹の更新調査、成長・動

態に関するデータを収集した。高知県南西部に位置する佐田山広葉樹林動態観測試験地において

試験地全域の毎木調査をおこなった。各試験地で長期モニタリングのための保守を行った。

④ 降雨渓流水質モニタリング

定山渓（石狩森林管理署）、姫神（盛岡森林管理署）、釜淵（山形森林管理署）、桂（茨城森林管

理署）、白川（木曽森林管理署）、鷹取（四万十森林管理署）、鹿北（熊本森林管理署）の 7 試験地

で、林外雨・渓流水の試料を定期的に採取し、水質分析（pH・EC・各種溶存成分）を行った。一

部の試験地の渓流でこれまでと水質がやや異なっていたが、ほとんどの試験地の降雨と渓流の水

質はこれまでの観測の変動範囲に収まっていた。
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⑤ 収穫試験地における森林成長データの収集

北海道地域 3 試験地（生田原カラマツ、丸瀬布カラマツ、鶉トドマツ）、東北地域 1 試験地（大

明神スギ）、関東・中部地域 2 試験地（鰻沢 1 号ヒノキ、鰻沢 3 号ヒノキ）、近畿・中国地域 1 試

験地（茗荷淵山ヒノキ）、四国地域１試験地（浅木原スギ）、九州地域 1 試験地（久間ヒノキ）の

合計 9 試験地で立木の定期調査を実施した。得られたデータは技術会議プロジェクト「森林及び

林業分野における温暖化緩和技術の開発」において、炭素循環モデルの検証用データとして用い

たほか、森林学会誌、Journal of Forest Planning、森林計画学会誌等において、成果を公表した。

⑥ 木材標本の生産と配布およびデータベース化

愛媛森林管理署管内において、木材標本(170 点)・さく葉標本・DNA 解析用葉標本を採集した。

山形森林管理署最上支署管内において、木材標本(128 点)・さく葉標本・DNA 解析用葉標本を同

様に採集した。採集した木本植物についての標本データを「日本産木材」、「木材標本庫」、「日本

産木材識別」の 3 種類のデータベースで公開するとともに、採集した標本を関係研究機関に配布

した。また、収蔵コナラ属標本の比重を測定し、成長による変異を解析して論文として公表した。

⑦ 植物さく葉標本の統合的データベース化

本所のさく葉標本庫の約 14,000 件の標本データについて、データベース化をおこなった。さら

に、新規に標本庫に納める標本については、簡便に登録・データ入力が可能なシステムを構築し

た。データベース化された情報をホームページを通じて平成 25 年 3 月に公開した。ホームページ

の構成は、森林総研の 2 標本庫(本所木材標本庫、多摩森林科学園さく葉標本庫)とあわせ、3 標

本庫のデータを横断的に検索できる仕様とした。

評 価 結 果 ｓ ａ ｂ ｃ ｄ ウェイト １

評価結果の理由：

森林の成長・動態調査、水文・積雪・水質観測、標本のデータベースについて、データ収集と

更新並びに公開等を年度計画通り着実に進めたこと、

などから「ａ」と評定した。
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平成２４年度評価シ－ト(指標)の集計表

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）１ 研究開発の推進

（小項目）（５）研究基盤となる情報の収集・整備・活用の推進

第１-１-（５）

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
区分 ① ②

各地の収穫試験地や固定試験地における森林の成長や動態のモニタリ

ング、森林理水試験施設等における水文や積雪等のモニタリングを継続

する。 ａ 100 1

森林に生息する各種菌類の探索・収集等を行い、得られた情報を公表

する。各種標本の適切な保管を行うとともに、新たに得られた木材標本

を木材データベースに加え公開する。

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③：１ ）

達成度の計算：
｛（指標の達成度①）×（同ウェイト②）｝の合計

＝
100

＝ 100 (%)
ウェイトの合計③ １

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】
ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】 評価結果
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上） 分科会
ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満） 評価区分
ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）
ｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満） ａ
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平成２４年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

（中項目）１ 研究開発の推進

（小項目 （６）林木等の遺伝資源の収集、保存及び配布並びに種苗等の生産及び配布）

ア 林木遺伝資源の収集、保存及び配布

① 貴重な林木遺伝資源及び育種素材の確保のため、スギ等の育種素材として利用価値

の高いもの、シバタカエデ等の絶滅危惧種・天然記念物等で枯損の危機に瀕している

指 標 もの、その他森林を構成する多様な樹種について、概ね1,200点を探索・収集する。

また、生息域内外における林木遺伝資源の適切かつ効率的な保存に努め、増殖・保存

した遺伝資源については、その特性の評価を行うとともに、配布に活用する。

年度計画：
、 、貴重な林木遺伝資源及び育種素材の確保のため スギ等の育種素材として利用価値の高いもの

シバタカエデ等の絶滅危惧種・天然記念物等で枯損の危機に瀕しているもの、その他森林を構成
する多様な樹種について、概ね 点を探索・収集する。また、生息域内外における林木遺伝1,200
資源の適切かつ効率的な保存に努め、増殖・保存した遺伝資源については、その特性の評価を行
うとともに、配布に活用する。

実施結果：
育種素材として利用価値の高いスギ、ヒノキ、カラマツ、アカエゾマツ等 点、絶滅危惧1,070

種・天然記念物等で枯損の危機に瀕しているシバタカエデ、ヤエガワカンバ、ハナガガシ、ヤク
185 38タネゴヨウ等 点、その他森林を構成する樹種であるコシアブラ、ヤマモモ、ヤブツバキ等

点、計 点を探索・収集した。1,293

○ 林木遺伝資源探索・収集の推移

区分 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

育種素材として利

用価値の高いもの ９３５ ９３９ １,０６９ １,０７５ １，０７０

絶滅に瀕している

種等 ２７６ ２３６ ２１１ １８５ １８５

その他森林を構成

する多様な樹種 ４４ ５２ ６２ ３６ ３８

１,２５５ １,２２７ １,３４２ １,２９６ １，２９３計

さし木、つぎ木又は播種により増殖し、養苗してきた成体（苗木） 点を保存園等に植栽し486
保存した。また、探索・収集した種子、花粉、 点を適切に温度管理できる貯蔵施設に集DNA704
中保存した。
遺伝資源保存園等に保存している、スギ、カラマツ、ヤクタネゴヨウ、タイワンオガタマノキ

等の多様な樹種を対象として、成体 点、種子 点、花粉 点、計 点について特4,162 1,804 165 6,131
性調査を実施し成長形質、さし木発根率、種子発芽率等の特性を評価した。
林木遺伝資源の配布については、配布希望に対して利用目的を確認した上で、 件 点の配21 117

布を実施した。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：
林木遺伝資源の探索・収集の目標数概ね 点に対して 点を収集したこと1,200 1,293
これまでに収集した林木遺伝資源を含め増殖・保存の作業を順調に進めたことなどから「ａ」

と評定した。
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平成２４年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

（中項目）１ 研究開発の推進

（小項目 （６）林木等の遺伝資源の収集、保存及び配布並びに種苗等の生産及び配布）

イ きのこ類等の遺伝資源の収集、保存及び配布

② きのこ類等の遺伝資源について、概ね100点を探索・収集し、増殖・保存及び配
指 標

布を行う。

年度計画：

きのこ類等の遺伝資源について、概ね 点を探索・収集し、増殖・保存及び配布を行う。100

実施結果：

野生きのこ、食用きのこ、昆虫病原菌、樹木病原菌、木材腐朽菌及び菌根菌の森林微生物遺伝

資源(菌株）を収集し、森林総合研究所森林微生物研究領域菌株保存室に保存すると共に利用に供

した。収集・保存した菌株は、合計 点である。このうち樹木病原菌、木材腐朽菌 菌株につ100 32
いては遺伝子の一部を読んだり、病原性のテストを行うなどの特性評価試験を行った。なお、平

成 年度に収集した菌株については、森林総合研究所ホームページ上にある微生物遺伝資源デー23
タベースに公開した。またこれまでに収集した菌株については、 年度に収集した菌株と同様に23
データベース上で公開し、配布業務を実施しているが、平成 年度の配布希望はなかった。24

○ きのこ類・森林微生物等の遺伝資源の収集・保存数等の推移

区分 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

収 集 数 １０４ １０２ １００ １０２ １００

委託保存数 １０４ － － － －

当所保存数 － １０２ ２０２ ３０４ ４０４

特性評価株数 １６ ２０ ０ ０ ３２

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

きのこ類等の遺伝資源の収集・保存及び特性評価を着実に行ったこと、

などから「ａ」と評定した。
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平成２４年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

（中項目）１ 研究開発の推進

（小項目 （６）林木等の遺伝資源の収集、保存及び配布並びに種苗等の生産及び配布）

ウ 種苗等の生産及び配布

③ 新品種等の種苗について、都道府県等の要望する期間内に全件数の90％以上を配布
指 標

することを目標に、計画的な生産と適期配布に努める。

要請に応じて木材等の標本の生産及び配布を行う。

年度計画：
新品種等の種苗について、都道府県等の要望する期間内に全件数の ％以上を配布することを90

目標に、計画的な生産と適期配布に努める。このほか、要請に応じて木材等の標本の生産及び配
布を行う。

実施結果：
31 541 11,718種苗の生産及び配布については、計画的な種苗の生産を行い、 道府県から 系統、

本の苗木や穂木の配布要望があり、配布時期、内容とも全て充足率 ％と、要望どおりに配布100
した。

平成24年度配布数○

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度区分

32 35 30 3１ 31配布都道府県数

461 662 544 564 541系統数

8,218 11,312 9,433 10,925 11,718配布本数

2,954 23外部からの要請に対応し、材鑑、さく葉、マツノザイセンチュウ等の標本を 点（平成
年度： 点）配布した。主な配布先は、大学、公立博物館、公立試験場、民間企業等である。2,839

○ 標本作成・標本配布数の推移

区分 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

標本作成数（個体） ５１５ ５０２ ３８８ ３１５ ２９８

標本配布数(点) ４,０８７ ４,３２４ ２,８８６ ２,８３９ ２,９５４

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：
計画的な種苗の生産を行い、道府県等の要望どおりに配布したこと、
樹木の標本採集調査結果をデータベースで公開し、外部からの要請に対応し、標本の配布を行

ったこと、
などから「ａ」と評定した。
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平成２４年度評価シ－ト(指標)の集計表

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）１ 研究開発の推進

（小項目 （６）林木等の遺伝資源の収集、保存及び配布並びに種苗等の生産及び配布）

第１-１-(６)

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

① 貴重な林木遺伝資源及び育種素材の確保のため、スギ等の育種素材
として利用価値の高いもの、シバタカエデ等の絶滅危惧種・天然記念
物等で枯損の危機に瀕しているもの、その他森林を構成する多様な樹 ａ 100 １
種について、概ね1,200点を探索・収集する。また、生息域内外におけ
る林木遺伝資源の適切かつ効率的な保存に努め、増殖・保存した遺伝
資源については、その特性の評価を行うとともに、配布に活用する。

ａ 100 １② きのこ類等の遺伝資源について、概ね100点を探索・収集し、増殖・
保存及び配布を行う。

③ 新品種等の種苗について、都道府県等の要望する期間内に全件数の9
ａ 100 １0％以上を配布することを目標に、計画的な生産と適期配布に努める。

要請に応じて木材等の標本の生産及び配布を行う。

（ 指標数：３ 、ウェイトの合計③：３ ）

＝ ( )達成度の計算： ＝
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 300

100 %
3ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）

ａｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満）
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平成２４年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （１） 水源林造成事業）

ア 事業の重点化の実施

効果的な事業推進の観点から、新規契約については、2以上の都府県にわたる流域

指 標 等の重要な流域やダム等の上流など特に水源涵養機能の強化を図る重要性が高い流域
かん

内の箇所に限定する。

１．中期計画終了時の達成目標

効果的な事業推進の観点から、新規契約については、 以上の都府県にわたる流域等の重要な2
流域やダム等の上流など特に水源涵養機能の強化を図る重要性が高い流域内の箇所に限定する。

かん

２．年度計画 中期計画目標値： 20 ）% （前年までの達成度： 20%）（

効果的な事業推進の観点から、新規契約については、 以上の都府県にわたる流域等の重要な2
流域やダム等の上流など特に水源涵養機能の強化を図る重要性が高い流域内の箇所に限定する。

かん

３．年度計画の進捗状況

以上の都府県にわたる流域等の重要な流域やダム等の上流など特に水源涵養機能の強化を図2
かん

る必要のある流域内の箇所に限定することを平成 年度の規程改正において明確化し、新規契約24
を行った。

具体的な手続きとして、分収造林契約の要望者に対して、水源涵養機能の強化を図る重要性が
かん

高い流域内に限定していることについて説明を行うとともに、契約予定地を図面等で確認し、図

面等で確認できない水道施設等については自治体への聞き取りを行い、要件に該当することを確

認したうえで新規契約を締結した。

この結果、平成 年度には、水源涵養機能の強化を図る重要性が高い流域内に限定し の24 254ha
かん

新規契約を行った。

【平成２４年度 新規契約】（整備局別内訳）

平成２４年度 新規契約件数及び面積

２以上の都府県にわた ダム等の上流など

る流域等の重要な流域

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )整備局 件数 件 面積 ｈａ 件数 件 面積 ｈａ 件数 件 面積 ｈａ

①=③+⑤ ②=④+⑥ ③ ④ ⑤ ⑥

東北北海道 ０ ０ ０ ０ ０ ０

関 東 ２ ６ ２ ６ ０ ０

中 部 ０ ０ ０ ０ ０ ０

近畿北陸 ６ ９６ ３ ２３ ３ ７３

中国四国 １１ １３１ ６ ４６ ５ ８５

九 州 ２ ２１ １ ６ １ １５

計 ２１ ２５４ １２ ８１ ９ １７３

注）｢２以上の都府県にわたる流域等の重要な流域｣、｢ダム等の上流など｣両方に該当する場合は、｢２以上の都

府県にわたる流域等の重要な流域｣に計上し、重複はない。

４．中期計画の達成状況：当該年度達成度（ 20 ）%、累積達成度（ 40 ）%

中期計画の目標は 「新規契約については、 以上の都府県にわたる流域等の重要な流域やダム、 2
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」 、等の上流など特に水源涵養機能の強化を図る重要性が高い流域内の箇所に限定する ことであり
かん

平成 年度においてはすべての新規契約箇所を重要流域等に限定して契約締結したことから、中24
期計画の目標に即して進捗している。

（ ）自己評価結果 ａ

ｓ：予定以上 ａ：概ね達成 ｂ：やや不十分 ｃ：不十分 ｄ：未達成評価基準

（ 以上） （ 未満 ） ( 未満 ） ( 未満 ） ( 未満）達成区分 120% 120% -90% 90% -60% 60% -30% 30%
140 100 80 40 0達 成 度

５．自己評価結果についての説明

平成 年度の新規契約は、 以上の都府県にわたる流域等の重要な流域やダム等の上流など特24 2
に水源涵養機能の強化を図る重要性が高い流域内の箇所に限定して締結した。

かん

以上のとおり、事業の重点化の実施について、目標の内容を達成したと判断し、｢ ｣評定としａ

た。

（中期計画目標値（全体計画に対する次年度達成目標 ）６．次年度計画 20%）
効果的な事業推進の観点から、新規契約については、 以上の都府県にわたる流域等の重要な2

流域やダム等の上流など特に水源涵養機能の強化を図る重要性が高い流域内の箇所に限定する。
かん
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平成２４年度評価シ－ト(指標)の集計表

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （１）水源林造成事業）

ア 事業の重点化の実施

第１-２-(１)-ア

評価結果

具 体 的 指 標
達成 達成度 ｳｪｲﾄ

① ②区分

効果的な事業推進の観点から、新規契約については、2以上の都府県

にわたる流域等の重要な流域やダム等の上流など特に水源涵養機能の ａ 100 １
かん

強化を図る重要性が高い流域内の箇所に限定する。

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③：１ ）

達成度の計算： ＝ ＝ (%)
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 100

100
1ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】

ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】 評価結果

ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】

ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ

【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）

評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）

ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）

ａｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満）
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平成２４年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （１） 水源林造成事業）

イ 事業の実施手法の高度化のための措置

ａ 公益的機能の高度発揮

、水源涵養機能等の森林の有する公益的機能を持続的かつ高度に発揮させる観点から
かん

新規契約については、広葉樹等の現地植生を活かした長伐期で、かつ主伐時の伐採面

指 標 積を縮小、分散化する施業方法に限定した契約とする。

また、既契約分については、現況等を踏まえつつ、長伐期施業、複数の樹冠層へ誘

導する複層林施業等に施業方法を見直す。

１．中期計画終了時の達成目標

水源涵養機能等の森林の有する公益的機能を持続的かつ高度に発揮させる観点から、新規契約
かん

については、広葉樹等の現地植生を活かした長伐期で、かつ主伐時の伐採面積を縮小、分散化す

る施業方法に限定した契約とする。

また、既契約分については、現況等を踏まえつつ、長伐期施業、複数の樹冠層へ誘導する複層

林施業等に施業方法を見直す。

２．年度計画 中期計画目標値： 20 ）% （前年までの達成度： 20%）（

水源涵養機能等の森林の有する公益的機能を持続的かつ高度に発揮させる観点から、新規契約
かん

については、広葉樹等の現地植生を活かした長伐期で、かつ主伐時の伐採面積を縮小、分散化す

る施業方法に限定した契約とする。

また、既契約分については、現況等を踏まえつつ、長伐期施業、複数の樹冠層へ誘導する複層

林施業等に施業方法を見直す。

３．年度計画の進捗状況

（１）平成 年度の新規契約は、 件すべてについて、広葉樹等の現地植生を活かした長伐期24 21
で、かつ主伐時の伐採面積を縮小、分散化する施業方法に限定した契約を締結した。

（ ） 、 、２ 既契約分については 本来契約内容に基づいて主伐等の事業を履行していくものであるが

より公益的機能の高度発揮を図る観点から、契約相手方の理解を得つつ、契約地の現況等を

踏まえた長伐期化、複層林化を推進することが必要である。そのために契約期間の延長等の

契約の変更手続が必要であることを契約相手方に丁寧に説明し、同意が得られた箇所につい

て契約書類が整備できたものから変更契約を締結した。

その結果、今中期計画期末（平成 年度末）までに主伐期を迎える 件のうち、契約27 1,128
相手方の意向を確認しつつ、平成 年度には 件、 の契約の変更を行った。併せ24 209 6,789ha
て、平成 年度以降主伐期を迎える契約地についても平成 年度に 件、 の契28 24 401 16,345ha
約変更を行い、平成 年度全体では 件、 について契約の変更を行った （下表24 610 23,134ha 。

)【 】平成２４年度における長伐期及び複層林化に伴う契約の変更実績
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【平成２４年度における長伐期及び複層林化に伴う契約の変更実績】

整備局 長 伐 期 複 層 林 計

件数（件） 面積（ｈａ） 件数（件） 面積（ｈａ） 件数（件） 面積（ｈａ）

東北北海道 62 3,994 1 172 63 4,166

関 東 94 3,423 4 386 98 3,809

中 部 91 3,463 2 96 93 3,559

近畿北陸 85 3,673 7 524 92 4,197

中国四国 182 3,914 13 747 195 4,661

九 州 67 2,701 2 41 69 2,742

計 581 21,168 29 1,966 610 23,134

４ 中期計画の達成状況：当該年度達成度（ 20 ）%、累積達成度（ 40 ）%．

中期計画の目標は 「①新規契約については、広葉樹等の現地植生を活かした長伐期で、かつ主、

、 、 、伐時の伐採面積を縮小 分散化する施業方法に限定した契約とすること ②既契約分については

現況等を踏まえつつ、長伐期施業、複数の樹幹層へ誘導する複層林施業等に施業方法を見直すこ

と」であり、①については、すべての新規契約において長伐期施業等に限定して契約を締結した

こと、②については、契約相手方の理解を得られたものから順次契約見直しを行ったことから、

中期計画の目標に即して進捗している。

（注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する）自己評価結果 （ a ）

ｓ：予定以上 ａ：概ね達成 ｂ：やや不十分 ｃ：不十分 ｄ：未達成評価基準

（ 以上） （ 未満 ） ( 未満 ） ( 未満 ） ( 未満）達成区分 120% 120% -90% 90% -60% 60% -30% 30%

140 100 80 40 0達 成 度

５．自己評価結果についての説明

平成 年度のすべての新規契約は、広葉樹等の現地植生を活かした長伐期で、かつ主伐時の伐24
採面積を縮小、分散化する施業方法に限定した分収造林契約の締結を行った。

既契約分について、長伐期、複層林化を推進するとともに、施業方法の見直しに取り組み、順

次、契約相手方の理解を得られた箇所について契約変更手続きを進め、書類の整備ができたもの

から変更契約を締結した。

以上のとおり、公益的機能の高度発揮に向けて、目標の内容を達成したと判断し、｢ ｣評定としａ

た。

（中期計画目標値（全体計画に対する次年度達成目標 ）６．次年度計画 20%）
水源涵養機能等の森林の有する公益的機能を持続的かつ高度に発揮させる観点から、新規契約

かん

については、広葉樹等の現地植生を活かした長伐期で、かつ主伐時の伐採面積を縮小、分散化す

る施業方法に限定した契約とする。

また、既契約分については、現況等を踏まえつつ、長伐期施業、複数の樹冠層へ誘導する複層

林施業等に施業方法を見直す。
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平成２４年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （１） 水源林造成事業）

イ 事業の実施手法の高度化のための措置

ｂ 期中評価の反映

期中評価結果を確実かつ早期に事業実施に反映させるため、評価を踏まえ作成したチ
指 標

ェックシートを活用し事業を実施する。

１．中期計画終了時の達成目標

期中評価結果を確実かつ早期に事業実施に反映させるため、評価を踏まえ作成したチェックシ

ートを活用し事業を実施する。

２．年度計画 中期計画目標値： 20 ）% （前年までの達成度： 20%）（

期中評価結果を確実かつ早期に事業実施に反映させるため、評価を踏まえ作成したチェックシ

ートを活用し事業を実施する。

３．年度計画の進捗状況

水源林造成事業の実施に当たっては、期中評価の指摘事項等を確実かつ早期に事業に反映させ

るため、指摘事項を踏まえた対応方針、対応策について、作業種ごとにチェックシート化し、活

用した。特に、寒風害や干害などの気象災害を軽減させるため適切に保護樹帯等を配置する対応

策を講じることなど、適切な事業の実施に努め、事業コストの縮減等を図ることとし、本部及び

整備局開催の会議を通じて職員や造林者への周知徹底に努めた。

具体的には、平成 年度において事業を実施する箇所について、これまでの期中の評価の指摘24
事項を反映させたチェックシートに基づき、造林者が提出した実施計画書の内容が指摘事項に対

応しているかを審査することにより、期中の評価結果を事業に反映させた。

具体的なチェックシートの活用事例として、例えば保育間伐については、全国約 千件の事業1
1 5 ha 1対象箇所について、個々に審査した結果、対象面積約 万 千 から、広葉樹林化した区域約

千 百 、生育の遅れから間伐時期に達していない区域約 百 、樹種の違い等により間伐が計3 ha 1 ha
画されていないため今後 年以内に間伐の必要性がない区域約 千 百 などを除外した上で、5 1 3 ha

、 。事業実施済み区域等を除いた約 千 について事業を実施することとし コスト削減に活用した6 ha

４ 中期計画の達成状況：当該年度達成度（ 20 ）%、累積達成度（ 40 ）%．

中期計画の目標は 「期中評価を踏まえ作成したチェックシートを活用し事業を実施すること」、

であり、平成 年度においては、チェックシートを活用して事業を実施したことから、中期計画24
の目標に即して進捗している。

（注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する）自己評価結果 （ a ）

ｓ：予定以上 ａ：概ね達成 ｂ：やや不十分 ｃ：不十分 ｄ：未達成評価基準

（ 以上） （ 未満 ） ( 未満 ） ( 未満 ） ( 未満）達成区分 120% 120% -90% 90% -60% 60% -30% 30%
140 100 80 40 0達 成 度

５．自己評価結果についての説明

期中評価の指摘事項等を確実に事業に反映させること等により、適切な事業の実施及び事業実

施コストの縮減に努めた。

以上のとおり、期中評価の結果を適切に事業実施等に反映したことから、目標の内容を達成し
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たと判断し、｢ ｣評定とした。ａ

（中期計画目標値（全体計画に対する次年度達成目標 ）６．次年度計画 20%）
期中評価結果を確実かつ早期に事業実施に反映させるため、評価を踏まえ作成したチェックシ

ートを活用し事業を実施する。
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平成２４年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （１） 水源林造成事業）

イ 事業の実施手法の高度化のための措置

ｃ 搬出間伐と木材利用の推進

二酸化炭素の固定・貯蔵の促進等地球温暖化防止や循環型社会の形成等に資する観点

から、搬出間伐を推進する。

また、保安林の指定施業要件や契約相手方の同意など、列状間伐の実施に係る条件整

指 標 備を推進し、条件が整った箇所については、原則として、列状間伐を実施する。

現場の地形や土質等の条件を踏まえて、急傾斜地における丸太組工法の法留め工を含

め、工法等を柔軟に選択しつつ、丈夫で簡易な路網の適切な整備を推進する。

なお、その施工に当たっては間伐材の活用に努める。

１．中期計画終了時の達成目標

① 二酸化炭素の固定・貯蔵の促進等地球温暖化防止や循環型社会の形成等に資する観点から、

搬出間伐を推進する。

また、保安林の指定施業要件や契約相手方の同意など、列状間伐の実施に係る条件整備を推

進し、条件が整った箇所については、原則として、列状間伐を実施する。

② 現場の地形や土質等の条件を踏まえて、急傾斜地における丸太組工法の法留め工を含め、工

法等を柔軟に選択しつつ、丈夫で簡易な路網の適切な整備を推進する。

なお、その施工に当たっては間伐材の活用に努める。

２．年度計画 中期計画目標値： 20 ）% （前年までの達成度： 20%）（

① 二酸化炭素の固定・貯蔵の促進等地球温暖化防止や循環型社会の形成等に資する観点から、

搬出間伐を推進する。

また、保安林の指定施業要件や契約相手方の同意など、列状間伐の実施に係る条件整備を推

進し、条件が整った箇所については、原則として、列状間伐を実施する。

② 現場の地形や土質等の条件を踏まえて、急傾斜地における丸太組工法の法留め工を含め、工

法等を柔軟に選択しつつ、丈夫で簡易な路網の適切な整備を推進する。
なお、その施工に当たっては間伐材の活用に努める。

３．年度計画の進捗状況
間伐の実施に当たっては、林野庁が進める森林・林業の再生の実現に向けた取組を踏まえて、

搬出間伐の実施については、市町村毎に単年度の実施面積当たりの平均素材搬出材積 ㎥ を10 /ha
確保するとの内部規程に基づき、 を実施した。6,692ha
また、搬出間伐 のうち、保安林の指定施業要件の間伐率の変更や契約相手方の同意等6,692ha

の条件が整った箇所 については列状間伐を実施した。272ha
路網の整備に当たっては、丈夫で簡易な路網を推進するため、現場の地形や土質等の条件を踏

、 、 、まえて 急傾斜地における丸太組工法のほか 局所的な急傾斜地や谷渡りの箇所などにおいては
ふとんかご工、石積工を施工するなど、適切な路網の整備に努めた。

なお、丸太組工法の施工に当たっては間伐材の活用に努め、その結果、丸太組工法に使用した

（ ） （ ） 、 、間伐材等 末口がおおむね ～ 程度の小径木 の木材量 丸太量 は 約 千㎥となり12 18cm 29
約 万 千 ・ を固定・貯蔵したものと想定される。1 7 t CO2
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【平成２４年度 搬出間伐面積の実績】（整備局別内訳）

整 備 局 搬出間伐面積(ha)

東北北海道 1,793

関 東 246

中 部 1,110

近畿北陸 662

中国四国 942

九 州 1,940

計 6,692

） 計が一致しないのは、四捨五入による。注

注） 搬出間伐面積のうち、272ｈａを列状間伐で実施。

【平成２４年度 作業道の整備路線数】（整備局別内訳）

急傾斜地・排水処理等でその他工法うち急傾斜地等で丸

整備局 全 体 を施工した路線数太組工法を施工した

ふとんかご工 石積工路線（法留工を含む）

東北北海道 138 45 0 0

関 東 45 21 5 1

中 部 43 27 4 3

近畿北陸 59 38 6 4

中国四国 155 129 13 17

九 州 135 66 9 3

計 575 326 37 28

注） 急傾斜地に開設した作業道の路線数と丸太組工法を施した路線数は、同数である。

【平成２４年度木材利用による二酸化炭素の固定量】

区 分 数 量 積 算 根 拠

乾燥重量(t) 9,105 28,996(使用量)×0.314＝9,105(t)

炭素重量(t) 4,553 9,105(乾燥重量)×0.5＝4,553(t)

ＣＯ ＣＯ ＣＯ22換算重量(t) 16,694 2換算重量(t) 4,553×44÷12＝16,694t･

注） 全乾容積密度（スギ0.314ｇ/㎝3）は、｢収穫試験地における主要造林木の全乾容積密度及び気乾密度

の樹幹内変動（2004年、藤原・山下・平川、森林総合研究所 」による。）

４ 中期計画の達成状況：当該年度達成度（ 20 ）%、累積達成度（ 40 ）%．

中期計画の目標は 「①搬出間伐を推進すること、②列状間伐の実施に係る条件整備を推進し、、

条件が整った箇所については、原則として列状間伐をすること、③工法等を柔軟に選択しつつ、

丈夫で簡易な路網の適切な整備を推進すること、④丈夫で簡易な路網の施工に当たっては間伐材

の活用に努めること」であり、①については、内部規程に基づき搬出間伐を実施したこと、②に

ついては、条件が整った箇所すべてについて列状間伐を実施したこと、③については、現場の状

況に応じ丸太組工法やふとんかご工などの工法を柔軟に選択し適切に整備したこと、④について

は、丸太組工法として約 千㎥の間伐材等を活用したことから、中期計画の目標に即して進捗し29
ている。

（注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する）自己評価結果 （ a ）

ｓ：予定以上 ａ：概ね達成 ｂ：やや不十分 ｃ：不十分 ｄ：未達成評価基準

（ 以上） （ 未満 ） ( 未満 ） ( 未満 ） ( 未満）達成区分 120% 120% -90% 90% -60% 60% -30% 30%
140 100 80 40 0達 成 度

５．自己評価結果についての説明

間伐については、内部規程に基づき実施し、条件が整った箇所については、列状間伐を実施し
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た。

路網の整備については、現場の状況に応じ丸太組工法やふとんかご工などの工法を柔軟に選択

し適切に整備し、その施工に当たっては積極的に間伐材を活用した。

以上のとおり、搬出間伐と木材利用の推進について、目標の内容を達成したと判断し、｢ａ｣評

定とした。

（中期計画目標値（全体計画に対する次年度達成目標 ）６．次年度計画 20%）
① 二酸化炭素の固定・貯蔵の促進等地球温暖化防止や循環型社会の形成等に資する観点から、

搬出間伐を推進する。

また、保安林の指定施業要件や契約相手方の同意など、列状間伐の実施に係る条件整備を推

進し、条件が整った箇所については、原則として、列状間伐を実施する。

② 現場の地形や土質等の条件を踏まえて、急傾斜地における丸太組工法の法留め工を含め、工

法等を柔軟に選択しつつ、丈夫で簡易な路網の適切な整備を推進する。
なお、その施工に当たっては間伐材の活用に努める。

133



平成２４年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （１） 水源林造成事業）

イ 事業の実施手法の高度化のための措置

ｄ 森林整備技術の高度化

森林施業のコスト削減、列状間伐、複層林施業及び丈夫で簡易な路網整備等の技術に

ついて、職員及び造林者等を対象とした整備局毎の各検討会を年1回以上開催する。

指 標 事業に対する研究者等の指導・助言や事業地のフィールド活用などにより、研究開発

と連携した取組を推進する。

森林農地整備センターの有する技術や施業を通じて地域の森林整備に貢献するため、

水源林造成事業の契約地の周辺森林と一体的な路網整備や間伐等の推進に努める。

１．中期計画終了時の達成目標

、 、 、① 森林施業のコスト削減 列状間伐 複層林施業及び丈夫で簡易な路網整備等の技術について

職員及び造林者等を対象とした整備局毎の検討会を通じて高度化を推進する。

② 事業に対する研究者等の指導・助言や事業地のフィールド活用などにより、研究開発と連携

した取組を推進する。

③ 森林農地整備センターの有する技術や施業を通じて地域の森林整備に貢献するため、水源林

造成事業の契約地の周辺森林と一体的な路網整備や間伐等の推進に努める。

２．年度計画 中期計画目標値： 20 ）% （前年までの達成度： 20%）（

、 、 、① 森林施業のコスト削減 列状間伐 複層林施業及び丈夫で簡易な路網整備等の技術について

職員及び造林者等を対象とした整備局毎の各検討会を年 回以上開催する。1
② 事業に対する研究者等の指導・助言や事業地のフィールド活用などにより、研究開発と連携

した取組を推進する。

③ 森林農地整備センターの有する技術や施業を通じて地域の森林整備に貢献するため、水源林

造成事業の契約地の周辺森林と一体的な路網整備や間伐等の推進に努める。

３．年度計画の進捗状況

（１）検討会の開催

森林整備技術の高度化を推進するため、①森林施業のコスト削減、②列状間伐、③複層林施

業、④丈夫で簡易な路網整備等の技術についての検討会を整備局毎にそれぞれ１回開催した。

①森林施業のコスト削減についての検討会

育林コストの削減に資するコンテナ苗及びエリートツリーの導入に向けた検討や、造林コ

ストの削減を目指したシカ防護柵の改善方法等について、研究部門や県から講師を招き助言

を得つつ意見交換を行った。

②列状間伐についての検討会

作業システムを考慮した列の設定方法の検討や、他機関の実施した列状間伐について意見

交換を行った。

③複層林施業についての検討会

複層林誘導伐を実施した箇所において、伐区設定や作業道路線、販売方法などについて検

討を行った。

④丈夫で簡易な路網整備等の技術についての検討会

効果的な排水処理方法や、軟弱土壌の現場における路床の強度確保のための施工方法など

について、検討を行った。
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さらに、路網整備技術の着実な普及を図るため、現場において造林者等に技術指導できる

職員の養成を目的とした検討会を整備センター本部で開催し、技術レベルの一層の向上に努

めた。

なお、整備局主催の各検討会は、整備センター職員や造林者のほか、国有林、県、市町村の

職員など地域の林業関係者の参加を得て実施し、地域における森林整備技術の普及に努めた。

（２）研究開発との連携

東北北海道整備局においては、平成 年度にコンテナ苗を植栽した箇所について、森林総研22
本所、東北支所及び東北育種場から生育状況などへの指導、助言を得ながら合同で調査を行っ

た。

関東整備局においては、林木育種センターと連携して、初期成長が優れたヒノキ精英樹の挿

し木約 本を対照の系統とともに群馬県内の分収造林地に植栽し、下刈軽減への寄与を評価700
するため生育状況などの調査を実施した。

中国四国整備局においては、岡山県内の分収造林地で、関西支所及び関西育種場と合同で、

効率的な搬出間伐や効果的なシカ害防除について現地検討会を開催し、情報交換を行った。

また、各整備局が開催した検討会では、森林総研、林木育種センターから講師を招き、業務

に活用できる研究成果の講義や意見交換を行い、知見の共有に努めた。

さらに、整備センター本部においては、研究及び林木育種に係る成果の活用や研究開発等を

効果的に進めるための連携を推進することを目的として、森林総合研究所内の研究、林木育種

運営に関する情報交換会を 回開催し、森林生態系の放射性セシウムの動態、森林の放射性物3
質に関わる労働安全の考え方や、土木分野における木材の利用拡大の取組など、水源林造成事

業に活用できる知見を共有した。

（３）周辺森林との一体的な路網整備や間伐等の推進

平成 年度は、各地の整備局、水源林整備事務所において、県、市町村、森林管理署、森林24
組合等と連携して、 件、約 千 （うち整備センター造林地約 千 ）の森林整備推進協9 38 ha 6 ha
定を締結した。

また、今後の協定に向けて検討会を実施するとともに、これまで締結した協定箇所について

は、周辺森林と一体的かつ効率的な路網整備や間伐等の実施に向け、地域と連携した森林整備

の推進に努めた。

４ 中期計画の達成状況：当該年度達成度（ 20 ）%、累積達成度（ 40 ）%．

中期計画の目標は 「①森林施業のコスト削減、列状間伐、複層林施業及び丈夫で簡易な路網整、

備等の技術について、職員及び造林者等を対象とした整備局毎の検討会を通じて高度化を推進す

ること、②事業に対する研究者等の指導・助言や事業地のフィールド活用などにより、研究開発

と連携した取組を推進すること、③水源林造成事業の契約地の周辺森林と一体的な路網整備や間

伐等の推進に努めること」であり、①については、 つの検討会の項目をすべての整備局におい4
て開催したこと、②については、ヒノキの精英樹やスギのコンテナ苗植栽など、研究者の指導・

助言を得つつフィールドを活用して研究開発と連携した取組を行ったこと、③については、全国

で民民連携 件、民国連携 件の森林整備に係る協定を締結し、周辺森林と一体的な路網整備や2 7
間伐等を推進したことから、中期計画の目標に即して進捗している。

a （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する）自己評価結果 （ ）

ｓ：予定以上 ａ：概ね達成 ｂ：やや不十分 ｃ：不十分 ｄ：未達成評価基準

（ 以上） （ 未満 ） ( 未満 ） ( 未満 ） ( 未満）達成区分 120% 120% -90% 90% -60% 60% -30% 30%
140 100 80 40 0達 成 度

５．自己評価結果についての説明

各整備局において、計画のとおり、森林施業のコスト削減、列状間伐、複層林施業及び丈夫で

簡易な路網整備等の技術について、職員及び造林者等を対象とした検討会を開催しており、それ
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らの技術等を習得し、造林技術の高度化に向けた取組を図ることができた。

また、分収造林地をフィールドとして活用し、ヒノキ精英樹の挿し木及びスギのコンテナ苗の

植栽や生育状況調査などについて研究部門から助言を得つつ実施した。

さらに、整備センター造林地周辺の国有林や民有林と森林整備協定等を締結し、相互連携によ

り一体的な森林整備や路網整備などを推進した。

以上のとおり、森林整備技術の高度化について、目標の内容を達成したと判断し、｢ａ｣評定と

した。

（中期計画目標値（全体計画に対する次年度達成目標 ）６．次年度計画 20% ）
、 、 、① 森林施業のコスト削減 列状間伐 複層林施業及び丈夫で簡易な路網整備等の技術について

職員及び造林者等を対象とした整備局毎の各検討会を年１回以上開催する。

② 事業に対する研究者等の指導・助言や事業地のフィールド活用などにより、研究開発と連携

した取組を推進する。

③ 森林農地整備センターの有する技術や施業を通じて地域の森林整備に貢献するため、水源林

造成事業の契約地の周辺森林と一体的な路網整備や間伐等の推進に努める。
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平成２４年度評価シ－ト(指標)の集計表

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （１）水源林造成事業）

イ 事業の実施手法の高度化のための措置

第１-２-(１)-イ

評価結果

具 体 的 指 標
達成 達成度 ｳｪｲﾄ

① ②区分

水源涵養機能等の森林の有する公益的機能を持続的かつ高度に発揮さ
かん

せる観点から、新規契約については、広葉樹等の現地植生を活かした長

伐期で、かつ主伐時の伐採面積を縮小、分散化する施業方法に限定した ａ 100 １

契約とする。

また、既契約分については、現況等を踏まえつつ、長伐期施業、複数

の樹冠層へ誘導する複層林施業等に施業方法を見直す。

期中評価結果を確実かつ早期に事業実施に反映させるため、評価を踏 ａ 100 １

まえ作成したチェックシートを活用し事業を実施する。

二酸化炭素の固定・貯蔵の促進等地球温暖化防止や循環型社会の形成

等に資する観点から、搬出間伐を推進する。

また、保安林の指定施業要件や契約相手方の同意など、列状間伐の実

施に係る条件整備を推進し、条件が整った箇所については、原則とし

て、 列状間伐を実施する。 ａ 100 １

現場の地形や土質等の条件を踏まえて、急傾斜地における丸太組工法

の法留め工を含め、工法等を柔軟に選択しつつ、丈夫で簡易な路網の適

切な整備を推進する。

なお、その施工に当たっては間伐材の活用に努める。

森林施業のコスト削減、列状間伐、複層林施業及び丈夫で簡易な路網

整備等の技術について、職員及び造林者等を対象とした整備局毎の各検

討会を年1回以上開催する。

事業に対する研究者等の指導・助言や事業地のフィールド活用などに ａ 100 １

より、研究開発と連携した取組を推進する。

森林農地整備センターの有する技術や施業を通じて地域の森林整備に

貢献するため、水源林造成事業の契約地の周辺森林と一体的な路網整備

や間伐等の推進に努める。

（ 指標数：4 、ウェイトの合計③：4 ）

達成度の計算： ＝ ＝ (%)
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 400

100
4ウェイトの合計③

【評価の達成区分】
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ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】
ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】 評価結果
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）

ａｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満）

独立行政法人森林総合研究所

138



平成２４年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （１） 水源林造成事業）

ウ 事業内容等の広報推進

森林整備技術の普及・啓発に向け、各種の研究発表会等において2件以上発表する。

また、水源林造成事業に対する国民各層の理解の醸成のため、対外発表内容や事業効

果、効果事例、地域に貢献する活動等をウェブサイト（ホームページ 、広報誌等によ）

指 標 り広報するとともに、平成23年度分収造林契約実績のウェブサイトへの掲載等事業実施

の透明性を高めるため情報公開を推進する。

さらに、事業効果の情報提供を推進する観点から、引き続きモデル水源林におけるデ

ータの蓄積を実施する。

１．中期計画終了時の達成目標

森林整備技術の普及・啓発に向け、各種の研究発表会等における対外発表活動を奨励し推進す

る。

また、水源林造成事業に対する国民各層の理解の醸成のため、対外発表内容や事業効果、効果

事例、地域に貢献する活動等をウェブサイト、広報誌等により広報するとともに、分収造林契約

実績の公表等事業実施の透明性を高めるため情報公開を推進する。

さらに、事業効果の情報提供を推進する観点から、引き続きモデル水源林におけるデータの蓄

積を実施する。

２．年度計画 中期計画目標値： 20 ）% （前年までの達成度： 20%）（

森林整備技術の普及・啓発に向け、各種の研究発表会等において 件以上発表する。2
また、水源林造成事業に対する国民各層の理解の醸成のため、対外発表内容や事業効果、効果

、 ）、 、事例 地域に貢献する活動等をウェブサイト(ホームページ 広報誌等により広報するとともに

平成 年度分収造林契約実績のウェブサイトへの掲載等事業実施の透明性を高めるため情報公開23
を推進する。

さらに、事業効果の情報提供を推進する観点から、引き続きモデル水源林におけるデータの蓄

積を実施する。

３．年度計画の進捗状況

（１）平成 年度の研究発表は、民有林及び国有林等の林業関係者が幅広く参加する技術発表会24
等において、水源林整備事務所等で取り組んだ研究等の成果について 件発表し、積極的に6
森林整備技術に係る普及活動を行った。

【 】平成24年度 研究発表内容

№ 時 期 場 所 主 催 発 表 者 発 表 内 容

1 24年10月 東京都 林道研究会 森林業務部職員 林道事業と環境保全対策

下刈施業の工夫によるシカの食害
2 24年10月 熊本市 九州森林管理局 宮崎水源林整備事務所職員

軽減への取組み

札幌水源林整備事務所職員
積丹町と歩む新たな森づくり

3 24年11月 東京都 林野庁 （積丹町、石狩森林管理署との
～北海道初の共同施業団地～

共同発表）

作業道開設に伴う軟弱地盤におけ
4 24年11月 大阪市 近畿中国森林管理局 広島水源林整備事務所職員

る丸太組と路体の研究
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複層林誘導伐に関する一考察につ
5 25年 1月 高知市 四国森林管理局 高知水源林整備事務所職員

いて

東日本大震災被害沿岸部へのカ
東北北海道整備局職員

6 25年 2月 秋田市 東北森林管理局 キ養殖筏用丸太の供給と養殖漁
盛岡水源林整備事務所職員

業の復興支援について

これらの発表内容については、ホームページ等に掲載して公開し、普及・啓発に努めた。

また、平成 年度は、職員の作業道整備の技術の高度化はもとより、地域の林業関係者へ24
の作業道整備技術の普及・向上を目的として、丈夫で簡易な作業道整備の考え方や計画及び

施工について解説した技術普及用 を制作した。この を各水源林整備事務所に配布DVD DVD
するとともに、業務検討会等で林業関係者への指導に活用するなど普及・啓発に努めた。

なお、この は、作業道作設技術の普及等に資するため、希望者には複製のうえ配布DVD
することとしており、造林者や施工業者などの希望者のほか、教材、教員用研修資料として

希望があった農業高校へ を提供した。DVD

（２）平成 年度の主な広報活動等は、次のとおりである。24
【 】平成24年度 主な広報活動等

№ 時 期 広報の方法等 広 報 内 容

北海道南富良野町のかなやま湖上流部で実施している、農地とそ
1 24年 8月 季刊 森林総研 第18号

の水源となる森林を一体的に整備している事業を紹介した。

シンポジウム「信州：森林と地域 「地域と歩む水源の森林づくり」と題し、一般市民を対象に、水源
2 24年11月

の共存を目指して」 （長野市） 林の役割や、施業の集約化など地域と連携した取組を紹介した。

第10回環境研究シンポジウム 水の安定供給や土砂の流出、山地の崩壊防止など水源林の公
3 24年11月

（東京都） 益的機能を紹介するポスターを掲示し、事業内容を広報した。

丈夫で簡易な作業道整備に向けた整備センターの取組及び技術普
4 24年11月 季刊 森林総研 第19号

及用ＤＶＤの制作について紹介し、事業の広報に努めた。

長野市において開催したシンポジウムの基調講演及び各報告の概
5 25年 2月 森林技術 2013年2月号

要を掲載し、地域の森林・林業の再生やその重要性を紹介した。

センターが林道事業から蓄積してきた、路網整備における景観への
6 25年 2月 季刊 森林総研 第20号

配慮した工法など、環境保全対策の取組を紹介した。

長野市において開催したシンポジウムの基調講演及び各報告の概
7 25年 3月 山林 2013年3月号

要を掲載し、地域の森林・林業の再生やその重要性を紹介した。

パンフレットの配布 水源林造成事業に係るパンフレットを市町村・林業関係団体等に配
8 通 年

ホームページによる広報 布するとともに、ホームページに掲載し、事業の普及・啓発に努めた。

特に、水源林整備事業を紹介する一般向けのパンフレットについては、最近の取組や事業

の効果等を分かりやすく説明するとともに、より見やすいものに改訂した。

また、事業実施の透明性を高めるため平成 年度の分収造林契約実績をホームページに掲23
載し公開するとともに、新たに整備局別の分収造林契約面積を掲載した。

（３）モデル水源林におけるデータの蓄積については、国民に対する事業効果の情報提供を推進

する観点から、平成 年度に設定したモデル水源林において、引き続き水文データの収集、16
蓄積を行った。

なお、水文調査は、今中期計画期間中に中間的なとりまとめを行うこととして、これまで

の調査結果について、森林総研本所及び大学の研究者から指導・助言を得るとともに、今後

の調査の進め方やとりまとめの方法について打合せを行った。

４ 中期計画の達成状況：当該年度達成度（ 20 ）%、累積達成度（ 40 ）%．

中期計画の目標は 「①各種の研究発表会等における対外発表活動を奨励し推進すること、②対、

外発表内容や事業効果、効果事例、地域に貢献する活動等をウェブサイト、広報誌等により広報

するとともに、分収造林契約実績の公表等情報公開を推進すること、③モデル水源林におけるデ

ータの蓄積を実施すること」であり、①については年度計画の目標である 件以上に対して、全2
体で 件発表しており、②については、ホームページ、パンフレット等により積極的な広報活動6
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、 、 。を行ったこと ③についても継続して実施したことから 中期計画の目標に即して進捗している

（注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する）自己評価結果 （ a ）

ｓ：予定以上 ａ：概ね達成 ｂ：やや不十分 ｃ：不十分 ｄ：未達成評価基準

（ 以上） （ 未満 ） ( 未満 ） ( 未満 ） ( 未満）達成区分 120% 120% -90% 90% -60% 60% -30% 30%
140 100 80 40 0達 成 度

５．自己評価結果についての説明

平成 年度においては、造林事業の普及・啓発を図るため、整備局及び水源林整備事務所にお24
6ける研究等の成果について 公的主体である森林管理局等が主催する研究発表会において全体で、

件発表するとともに、その内容を林業関係者のみならず広く一般の方々に広報するため、ホーム

ページに掲載しその普及・啓発に努めた。また、作業道の技術普及用 の制作・活用によりDVD
森林整備技術の普及・啓発を推進した。

また、事業効果及び効果事例等については、ホームページ、広報誌等により積極的な広報活動

に努めるとともに、パンフレットを見やすいものに改訂し、事業の普及に努めた。特に、事業実

施の透明性を高めるため、平成 年度の分収造林契約実績を各整備局ごとに整理してホームペー23
ジに公開した。

さらに、国民に対する事業効果の情報提供を推進する観点から、引き続きモデル水源林におい

て水文データの収集、蓄積を行った。

以上のとおり、事業内容等の広報推進について、目標の内容を達成したと判断し、｢ａ｣評定と

した。

（中期計画目標値（全体計画に対する次年度達成目標 ）６．次年度計画 20%）
森林整備技術の普及・啓発に向け、各種の研究発表会等において 件以上発表する。 また、2

水源林造成事業に対する国民各層の理解の醸成のため、対外発表内容や事業効果、効果事例、地

24域に貢献する活動等をウェブサイト ホームページ 広報誌等により広報するとともに 平成（ ）、 、

年度分収造林契約実績のウェブサイトへの掲載等事業実施の透明性を高めるため情報公開を推進

する。

さらに、事業効果の情報提供を推進する観点から、引き続きモデル水源林におけるデータの蓄

積を実施する。
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平成２４年度評価シ－ト(指標)の集計表

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （１）水源林造成事業）

ウ 事業内容等の広報推進

第１-２-(１)-ウ

評価結果

具 体 的 指 標
達成 達成度 ｳｪｲﾄ

① ②区分

森林整備技術の普及・啓発に向け、各種の研究発表会等において2件以

上発表する。

また、水源林造成事業に対する国民各層の理解の醸成のため、対外発

表内容や事業効果、効果事例、地域に貢献する活動等をウェブサイト(ホ

ームページ 、広報誌等により広報するとともに、平成23年度分収造林契 ａ 100 １）

約実績のウェブサイトへの掲載等事業実施の透明性を高めるため情報公

開を推進する。

さらに、事業効果の情報提供を推進する観点から、引き続きモデル水

源林におけるデータの蓄積を実施する。

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③：１ ）

達成度の計算： ＝ ＝ (%)
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 100

100
1ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】
ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】 評価結果
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）

ａｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満）
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平成２４年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する
ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進
（小項目 （１） 水源林造成事業）

エ 事業実施コストの構造改善

水源林造成事業については 「独立行政法人森林総合研究所森林農地整備センターコ、
スト構造改善プログラム」に基づき、施業方法の見直し等により更なる徹底した造林コ

指 標 ストの縮減に取り組み、平成24年度においては平成19年度と比較して15％程度の総合的
なコスト構造改善を推進する。
また、森林整備事業全体の動向を踏まえつつ作業工程を見直すなど公益的機能発揮の

確保に必要な森林施業のコストの削減に向けた取組を徹底する。

１．中期計画終了時の達成目標
水源林造成事業については 「独立行政法人森林総合研究所森林農地整備センターコスト構造改、

善プログラム」に基づき、施業方法の見直し等により更なる徹底した造林コストの縮減に取り組
、 。み 平成 年度において平成 年度と比較して ％程度の総合的なコスト構造改善を達成する24 19 15
また、森林整備事業全体の動向を踏まえつつ作業工程を見直すなど公益的機能発揮の確保に必

要な森林施業のコストの削減に向けた取組を徹底する。

２．年度計画 中期計画目標値： 20 ）% （前年までの達成度： 20%）（
水源林造成事業については 「独立行政法人森林総合研究所森林農地整備センターコスト構造改、

善プログラム」に基づき、施業方法の見直し等により更なる徹底した造林コストの縮減に取り組
み、平成 年度においては平成 年度と比較して ％程度の総合的なコスト構造改善を推進す24 19 15
る。
また、森林整備事業全体の動向を踏まえつつ作業工程を見直すなど公益的機能発揮の確保に必

要な森林施業のコストの削減に向けた取組を徹底する。

３．年度計画の進捗状況
、「 」 、平成 年度は 森林総合研究所森林農地整備センターコスト構造改善プログラム に基づき24

丸太組工法（作業道）の導入に伴うコストの削減、長伐期化の推進に伴う将来の造成コストの改
善等について着実に取り組んだ。
その結果、平成 年度は、平成 年度比で ％（改善額 百万円、年度計画 ％程度24 19 15.5 2,469 15

に対して達成率 ％）の総合コスト改善を達成した。103

事 業 費 ： 15,070百万円

コスト改善額 ： 2,469百万円 工事コスト構造の改善による効果 864百万円

ライフサイクルコスト構造の改善による効果 1,605百万円

2,469百万円
縮減率： ×１００ ＝ 15.5％

15,070百万円＋864百万円

（※） 伐期を長伐期化することで、単年度当たりの森林造成コストが減少する分を計上している。

また、森林施業コストの削減に向けて見直した間伐工程に基づき適切に事業を実施するととも
50 24に 路網の積極的な整備等による集約化を図るため 森林整備協定を締結 全国 件 うち平成、 、 （ 、

年度締結 件）し、契約地周辺の森林との連携による一体的な森林整備を推進するなど森林施業9
コストの削減の取組を実施した。

４ 中期計画の達成状況：当該年度達成度（ 20 ）%、累積達成度（ 40 ）%．
中期計画の目標は 「｢独立行政法人森林総合研究所森林農地整備センターコスト構造改善プロ、

グラム｣に基づき、徹底した造林コストの縮減に取り組み、平成 年度において平成 年度と比24 19
15 24較して ％程度の総合的なコスト構造改善を達成すること」であり、この数値目標に対し平成
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年度のコスト改善は ％となった。15.5
また、森林施業のコストの削減に向けて、見直した間伐工程に基づく事業実施、森林整備協定

の締結により、路網の積極的な整備等による集約化などの取組から、中期計画の目標に即して進
捗している。

（注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する）自己評価結果 （ a ）

ｓ：予定以上 ａ：概ね達成 ｂ：やや不十分 ｃ：不十分 ｄ：未達成評価基準

（ 以上） （ 未満 ） ( 未満 ） ( 未満 ） ( 未満）達成区分 120% 120% -90% 90% -60% 60% -30% 30%
140 100 80 40 0達 成 度

５．自己評価結果についての説明
平成 年度においては、｢森林総合研究所森林農地整備センターコスト構造改善プログラム｣に24

基づく取組の結果、目標を上回る総合コスト構造改善を達成した。
また、森林施業コストの削減に向けて見直した間伐工程に基づき適切に事業を実施するととも

に、森林整備協定の締結による地域における連携により、路網の積極的な整備等による集約化を
図り事業を推進した。
以上のとおり、事業実施コストの構造改善について、目標の内容を達成したと判断し、｢ ｣評a

定とした。

（中期計画目標値（全体計画に対する次年度達成目標 ）６．次年度計画 20%）
森林整備事業全体の動向を踏まえつつ作業工程を見直すなど公益的機能発揮の確保に必要な森

林施業のコストの削減に向けた取組を徹底する。
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平成２４年度評価シ－ト(指標)の集計表

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （１）水源林造成事業）

エ 事業実施コストの構造改革

第２-１-(１)-エ

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ

① ②区分

水源林造成事業については 「独立行政法人森林総合研究所森林農地整、

備センターコスト構造改善プログラム」に基づき、施業方法の見直し等

により更なる徹底した造林コストの縮減に取り組み、平成24年度におい

ては平成19年度と比較して15％程度の総合的なコスト構造改善を推進す ａ 100 １

る。

また、森林整備事業全体の動向を踏まえつつ作業工程を見直すなど公

益的機能発揮の確保に必要な森林施業のコストの削減に向けた取組を徹

底する。

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③： ）１

達成度の計算： ＝ ＝ (%)
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 100

100
1ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】
ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】 評価結果
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）

ａｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満）
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平成２４年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （２）特定中山間保全整備事業及び農用地総合整備事業）

ア 計画的で的確な事業の実施

ａ 事業の計画的な実施

、 、 、特定中山間保全整備事業については 平成25年度中の事業完了に向け 2区域のうち

1区域を完了するとともに、1区域の進捗を図る。

農用地総合整備事業については、1区域を完了し、事業を完了する。
指 標

事業を計画的に実施する観点から、区域ごとに、関係地方公共団体等に対し、事業実

施状況の説明等を1回以上実施する。

１．中期計画終了時の達成目標

特定中山間保全整備事業については、やむを得ない理由がない限り平成 年度中に、事業実施25
中の 区域を完了する。2

24 1農用地総合整備事業については やむを得ない理由がない限り平成 年度中に 事業実施中の、 、

区域を完了する。

事業を計画的に実施する観点から、関係地方公共団体等との連携を図るため、適時適切な事業

実施状況の説明等を実施する。

２．年度計画 中期計画目標値： 33 ）% （前年までの達成度： 33%）（

特定中山間保全整備事業については、平成 年度中の事業完了に向け、 区域のうち、 区域25 2 1
を完了するとともに、 区域の進捗を図る。1
農用地総合整備事業については、 区域を完了し、事業を完了する。1
事業を計画的に実施する観点から、区域ごとに、関係地方公共団体等に対し、事業実施状況の

説明等を1回以上実施する。

３．年度計画の進捗状況

平成 年度は、中期目標期間中に完了させる 区域のうち特定中山間保全整備事業南富良野区24 3
域では農用地整備が気候的に工事可能期間が 月から 月に限られるなかで、作物の作付期間が5 10
重複するため、受益者と作付のローテーションについて施工年度及び工事期間を調整し、遅延が

生じないよう実施して、事業計画の総事業費以内及び工期内で完了させた。

その結果、農用地の勾配修正や鳥獣害防止柵の設置により作付作物が安定的に生産できるよう

になり、増産した馬鈴薯を町内に新設されたポテトチップス工場に出荷（約 ｔ／年）する2,100
など、区域内での６次産業化の推進に成果を上げている。

さらに、これまで病害虫の防除を行う際には、天水や渓流を水源とした用水をトラックで運搬

していたが、整備により井戸水をパイプラインでほ場の近くに配水できるようになったため、広

大な農用地（ ）における防除作業の軽減が図られている （ある農家では防除時間が約 割877ha 4。

に短縮）

農用地総合整備事業美濃東部区域では農業用道路が 区間の広範囲に及び、また多くの大型構8
造物（トンネル 本、橋梁 箇所）を新設する計画であった。そのため、多様な工種を効率的に5 12
施工できるよう、地元関係者や業者間で工事工程等の調整を綿密に行って、事業計画の総事業費

以内及び工期内で完了させた。

事業により、高齢化等により荒廃しつつあった棚田を機械化営農が可能となるよう整備すると

ともに、石積み棚田（坂折（さかおり）棚田： 日本の棚田百選」に選定）を残すなど景観に配慮「

した。整備後、棚田オーナー制度など市民と農業者が一体となった棚田の保全を通じて（ 当H18
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初は 名ほどが は約 名に増加 、都市・農村交流が活発化し、地域の活性化に貢献して20 H24 200 ）

いる。

また、農用地整備によって新たに の茶園に乗用型茶園管理機の導入が可能となり、農業用11ha
道路の整備による域内の茶加工施設へのアクセスが改善されたため（白川町では 箇所から 箇1 5
所に拡大 、白川茶の生産効率、品質の向上及びブランド化に貢献した。さらに農業用道路は、地）

域の生活道路として利用され生活環境の改善や利便性の向上に寄与している。

そして、残る特定中山間保全整備事業邑智西部区域については適切な事業推進を図った。

【3区域（ ）の進捗状況】南富良野、邑智西部、美濃東部

全体工事量 H24年度末累計 進捗率 （参考）
区域／工種

① ② ②/① H23末進捗率

南富良野 農用地整備 599ha 599ha 100％ 77％

農用地整備 142ha 142ha 100％ 100％
邑智西部

農林業用道路 9km 7km 79％ 63％

農用地整備 161ha 161ha 100％ 100％
美濃東部

農業用道路 23km 23km 100％ 97％

農用地整備 902ha 902ha 100％ 84％
計

農林業用道路 32km 30km 94％ 88％

また、関係地方公共団体等に対して、前年度事業実施結果、当該年度事業実施計画及び事業実

施状況の説明等を南富良野区域 回、邑智西部区域 回、美濃東部区域 回実施し、各地域とも2 4 3
事業の実施状況についての理解と協力を得て、計画的に事業を実施した。

４．中期計画の達成状況：当該年度達成度（ 33 ）%、累積達成度（ 66 ）%

中期計画の目標達成に向け 区域のうち 区域を完了（農用地総合整備事業は平成 年度で事3 2 24
業完了）させ、継続中の 区域の事業進捗を図るとともに、関係地方公共団体等事業関係者への1
状況説明等を 区域で 回行い事業を計画的に実施しており、中期計画の目標に即して進捗して3 9
いる。

（注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する）自己評価結果 （ａ）

ｓ：予定以上 ａ：概ね達成 ｂ：やや不十分 ｃ：不十分 ｄ：未達成評価基準

（ 以上） （ 未満 ） ( 未満 ） ( 未満 ） ( 未満）達成区分 120% 120% -90% 90% -60% 60% -30% 30%
140 100 80 40 0達 成 度

５．自己評価結果についての説明

中期計画の目標達成に向け 区域について適切な事業管理を行い、 区域を完了（農用地総合3 2
整備事業は平成 年度で事業完了）させ、継続中の 区域の事業進捗を図るとともに、事業関係24 1
者への状況説明を年度計画の目標回数以上行い事業を着実に実施しており、計画を達成している

と判断し 「ａ」評定とした。、

なお、農用地総合整備事業は昭和 年度に創設されて以降、全国 区域で実施し、平成 年63 20 24
度で事業が完了した。その間、農用地約 ha、農業用道路約 kmを整備し、農業生産性の向3,370 310
上、農産物の集出荷の効率化、都市と農村交流の拡大など、地域の農業振興や活性化に貢献して

いる。

６．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度達成目標 ）34%）
特定中山間保全整備事業については、 区域を完了し、事業を完了する。1
事業を計画的に実施する観点から、継続区域において、関係地方公共団体等に対し、事業実施

状況の説明等を 回以上実施する。1
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平成２４年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （２）特定中山間保全整備事業及び農用地総合整備事業）

ア 計画的で的確な事業の実施

ｂ 期中評価の反映

期中評価結果を計画に確実に反映させるため、事業関係者の意向把握に努めつつ、評
指 標

価結果を反映した事業の推進に努める。

１．中期計画終了時の達成目標

期中評価結果を計画に確実に反映させるため、事業関係者の意向把握に努めつつ、必要な事業

計画の見直しを行う。

２．年度計画 中期計画目標値： 50 ）% （前年までの達成度： 50%）（

期中評価結果を計画に確実に反映させるため、事業関係者の意向把握に努めつつ、評価結果を

反映した事業の推進に努める。

３．年度計画の進捗状況

前中期目標期間中に期中評価を実施した美濃東部区域において、期中評価の実施方針として示

「 、 、された コスト縮減や環境との調和への配慮に努めるとともに 事業効果の早期発現を図るため

平成 年度の事業完了に向けて、事業実施計画に基づき事業を着実に推進する」を踏まえ、道路24
線形の見直し等によるコスト縮減や、低騒音・低振動型機械の採用による猛禽類の生息環境の保

全等を行うとともに事業関係者の意向把握に努め、計画的かつ的確に事業を実施し、平成 年度24
に完了させた。

４．中期計画の達成状況：当該年度達成度（ 50 ）%、累積達成度（ 100 ）%

前中期目標期間中に期中評価を実施した美濃東部区域において、評価結果を踏まえ事業を着実

に実施し、完了させた。

（注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する）自己評価結果 （ ａ ）

ｓ：予定以上 ａ：概ね達成 ｂ：やや不十分 ｃ：不十分 ｄ：未達成評価基準

（ 以上） （ 未満 ） ( 未満 ） ( 未満 ） ( 未満）達成区分 120% 120% -90% 90% -60% 60% -30% 30%
140 100 80 40 0達 成 度

５．自己評価結果についての説明

期中評価を実施した美濃東部区域において、評価結果を踏まえコスト縮減や環境配慮に努めつ

、 、 、 、つ 計画的かつ的確に事業を実施し 事業を完了させたことから 計画を達成していると判断し

「ａ」評定とした。

６．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度達成目標 － ））

なし（事業の完了により、次年度計画を設けていない ）。
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平成２４年度評価シ－ト(指標)の集計表

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （２）特定中山間保全整備事業及び農用地総合整備事業）

ア 計画的で的確な事業の実施

第１-２-(２)-ア

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

、 、特定中山間保全整備事業については 平成25年度中の事業完了に向け

2区域のうち、1区域を完了するとともに、1区域の進捗を図る。 １ａ 100

農用地総合整備事業については、1区域を完了し、事業を完了する。

事業を計画的に実施する観点から、区域ごとに、関係地方公共団体等

に対し、事業実施状況の説明等を1回以上実施する。

期中評価結果を計画に確実に反映させるため、事業関係者の意向把握 a 100 １
に努めつつ、評価結果を反映した事業の推進に努める。

（ 指標数：２ 、ウェイトの合計③：２ ）

達成度の計算： ＝ ＝ 100(%)
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 200（ ）

ウェイトの合計③ 2

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

a
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）
ｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満） a
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平成２４年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （２）特定中山間保全整備事業及び農用地総合整備事業）

イ 事業の実施手法の高度化のための措置

ａ 環境の保全及び地域資源の活用に配慮した事業の実施

必要に応じ有識者等の助言を受ける機会を設け、環境調査や地域の環境特性に対応し

た保全対策を実施する。

二酸化炭素の固定・貯蔵の促進等地球温暖化防止に資する観点から、木材利用に努め
指 標

る。

資源の有効利用の観点から、建設副産物等の再生材の利用を行うなどの取組を実施す

る。

１．中期計画終了時の達成目標

必要に応じ有識者等の助言を受ける機会を設け、環境調査や地域の環境特性に対応した保全対

策を実施する。

二酸化炭素の固定・貯蔵の促進等地球温暖化防止に資する観点から、木材利用に努める。

資源の有効利用の観点から、建設副産物等の再生材の利用を行うなどの取組を実施する。

２．年度計画 中期計画目標値： 33 ）% （前年までの達成度： 33%）（

必要に応じ有識者等の助言を受ける機会を設け、環境調査や地域の環境特性に対応した保全対

策を実施する。

二酸化炭素の固定・貯蔵の促進等地球温暖化防止に資する観点から、木材利用に努める。

資源の有効利用の観点から、建設副産物等の再生材の利用を行うなどの取組を実施する。

３．年度計画の進捗状況

区域全てにおいて区域ごとの環境情報協議会で有識者等の助言を受けて、環境調査（希少種3
の生息状況の確認等 、地域の環境特性に対応した環境保全対策（低騒音・低振動型機械の導入に）

よる猛禽類の生息環境の保全等、及び過年度に移植した植物のモニタリング等）を実施した。

、 、 （ 、木材利用については 鳥獣害防止柵及び階段工等に木材を使用しており この使用量 271m3
対前年比 増）により ｔ･ を固定・貯蔵したものと考えられる。また、木材利用につ18% 155.8 CO2
いて研究サイドとの連携として情報交換を行った。

再生材については、農業用道路において路盤用再生砕石（ 、再生アスファルト混合物5,234m3）
（ ）を利用した。1,519m3

【平成24年度木材利用による二酸化炭素の固定量】

区 分 数 量 積 算 根 拠

乾燥重量(t) 85 271(使用量)×0.314＝85.094(t)

炭素重量(t) 42.5 85(乾燥重量)×0.5＝42.5(t)

ＣＯ２換算重量(t) 155.8 ＣＯ2換算重量(t) 42.5×44÷12=155.8t･ＣＯ2

注）全乾容積密度（スギ0.314ｇ/㎝3）は、｢収穫試験地における主要造林木の全乾容積密度及び気乾密度の

樹幹内変動（2004年、藤原・山下・平川、森林総合研究所 」による。）

４．中期計画の達成状況：当該年度達成度（ 33 ）%、累積達成度（ 66 ）%

有識者等の助言を受けて環境調査や保全対策を実施するとともに、木材利用や再生材利用に努

めており、中期計画の目標に即して進捗している。
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（注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する）自己評価結果 （ ａ ）

ｓ：予定以上 ａ：概ね達成 ｂ：やや不十分 ｃ：不十分 ｄ：未達成評価基準

（ 以上） （ 未満 ） ( 未満 ） ( 未満 ） ( 未満）達成区分 120% 120% -90% 90% -60% 60% -30% 30%
140 100 80 40 0達 成 度

５．自己評価結果についての説明

有識者の助言を受けて環境調査や保全対策を実施するとともに、木材利用や再生材利用に努め

、 、 、たほか 木材利用について研究サイドとの連携を行ったことから 計画を達成していると判断し

「ａ」評定とした。

６．次年度計画 （中期計画目標値（全体計画に対する次年度達成目標 ）34%）

必要に応じ有識者等の助言を受ける機会を設け、環境調査や地域の環境特性に対応した保全対

策を実施する。

二酸化炭素の固定・貯蔵の促進等地球温暖化防止に資する観点から、木材利用に努める。

資源の有効利用の観点から、建設副産物等の再生材の利用を行うなどの取組を実施する。
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平成２４年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （２）特定中山間保全整備事業及び農用地総合整備事業）

イ 事業の実施手法の高度化のための措置

ｂ 新技術・新工法の採用

事業の高度化を一層推進する手段として、農林水産省新技術導入推進農業農村整備事

業（以下「新技術導入事業」という ）等に登録されている新技術・新工法の導入に努。

指 標 める。

施設に対する愛着心の醸成と良好な維持管理に資する観点から地元説明会を実施する

とともに、農家・地域住民等参加型直営施工工事の推進に努める。

１．中期計画終了時の達成目標

事業の高度化を一層推進する手段として、農林水産省新技術導入推進農業農村整備事業（以下

「新技術導入事業」という ）等に登録されている新技術・新工法の導入に努める。。

、施設に対する愛着心の醸成と良好な維持管理に資する観点から地元説明会を実施するとともに

農家・地域住民等参加型直営施工工事の推進に努める。

２．年度計画 中期計画目標値： 33 ）% （前年までの達成度： 33%）（

事業の高度化を一層推進する手段として、農林水産省新技術導入推進農業農村整備事業（以下

「新技術導入事業」という ）等に登録されている新技術・新工法の導入に努める。。

、施設に対する愛着心の醸成と良好な維持管理に資する観点から地元説明会を実施するとともに

農家・地域住民等参加型直営施工工事の推進に努める。

３．年度計画の進捗状況

、効率的な施工とコスト縮減を図るため新技術導入事業に登録されている新技術・新工法のうち

メタルロード工法 、及びプレキャストガードレール基礎工法 の施工を行った。131m 27m
、 、 、また 農家・地域住民等参加型直営施工工事については 区域において地元説明会を実施し3

農家・地域住民等参加型直営施工工事の普及に努めた。

４．中期計画の達成状況：当該年度達成度（ 33 ）%、累積達成度（ 66 ）%

事業実施に当たり新技術・新工法を採用するとともに、農家・地域住民等参加型直営施工工事

の普及に努めており、中期計画に即して進捗している。

（注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する）自己評価結果 （ a ）

ｓ：予定以上 ａ：概ね達成 ｂ：やや不十分 ｃ：不十分 ｄ：未達成評価基準

（ 以上） （ 未満 ） ( 未満 ） ( 未満 ） ( 未満）達成区分 120% 120% -90% 90% -60% 60% -30% 30%
140 100 80 40 0達 成 度

５．自己評価結果についての説明

事業実施に当たり新技術・新工法を採用し、効率的な施工とコスト縮減を図るとともに、農家

・地域住民等参加型直営施工工事の普及に努めていることから、計画を達成していると判断し、

「ａ」評定とした。
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６．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度達成目標 ）34%）
事業の高度化を一層推進する手段として、農林水産省新技術導入推進農業農村整備事業（以下

「新技術導入事業」という ）等に登録されている新技術・新工法の導入に努める。。

、施設に対する愛着心の醸成と良好な維持管理に資する観点から地元説明会を実施するとともに

農家・地域住民等参加型直営施工工事の推進に努める。
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平成２４年度評価シ－ト(指標)の集計表

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （２）特定中山間保全整備事業及び農用地総合整備事業）

イ 事業の実施手法の高度化のための措置

第１-２-(２)-イ

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

必要に応じ有識者等の助言を受ける機会を設け、環境調査や地域の環

境特性に対応した保全対策を実施する。

a 100 １二酸化炭素の固定・貯蔵の促進等地球温暖化防止に資する観点から、

木材利用に努める。

資源の有効利用の観点から、建設副産物等の再生材の利用を行うなど

の取組を実施する。

事業の高度化を一層推進する手段として、農林水産省新技術導入推進

農業農村整備事業（以下「新技術導入事業」という ）等に登録されてい。

a 100 １る新技術・新工法の導入に努める。

施設に対する愛着心の醸成と良好な維持管理に資する観点から地元説

明会を実施するとともに、農家・地域住民等参加型直営施工工事の推進

に努める。

（ 指標数：２ 、ウェイトの合計③：２ ）

達成度の計算： ＝ ＝ 100 (%)
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 200（ ）

ウェイトの合計③ 2

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）
ｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満） ａ
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平成２４年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する
ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目）（２）特定中山間保全整備事業及び農用地総合整備事業

ウ 事業実施コストの構造改善

特定中山間保全整備事業及び農用地総合整備事業については、「独立行政法人森林総

指 標
合研究所森林農地整備センターコスト構造改善プログラム」に基づき、計画・設計・施

工・調達の最適化等によるコストの縮減に取り組み、平成24年度においては平成19年度

と比較して15％の総合的なコスト構造改善を推進する。

１．中期計画終了時の達成目標

特定中山間保全整備事業及び農用地総合整備事業については、「独立行政法人森林総合研究所森

林農地整備センターコスト構造改善プログラム」に基づき、計画・設計・施工・調達の最適化等

によるコストの縮減に取り組み、平成 24年度において平成 19年度と比較して 15％の総合的なコ
スト構造改善を達成する。

２．年度計画 中期計画目標値：（ 33 ）% （前年までの達成度： 33%）

特定中山間保全整備事業及び農用地総合整備事業については、「独立行政法人森林総合研究所森

林農地整備センターコスト構造改善プログラム」に基づき、計画・設計・施工・調達の最適化等

によるコストの縮減に取り組み、平成 24年度においては平成 19年度と比較して 15％の総合的な
コスト構造改善を推進する。

３．年度計画の進捗状況

本年度は、計画・設計・施工の最適化（設計基準の特例値を採用して道路の縦断勾配の見直し

等）、民間技術の活用（メタルロード工法の導入等）等に取り組み、平成 19 年度比で 15.1 ％の総
合的なコスト改善を達成（達成割合：101％）した。

全体工事費： 3,033百万円
コスト改善額： 539百万円

539百万円
改 善 率： × 100 ＝ 15.1％

3,033百万円 ＋ 539百万円

４．中期計画の達成状況：当該年度達成度（ 33 ）%、累積達成度（ 66）%
本年度は、平成 19 年度と比較して 15 ％の総合的なコスト構造改善を推進するとの年度計画の

数値目標を達成した。

自己評価結果 （ ａ ） （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する）

評価基準 ｓ：予定以上 ａ：概ね達成 ｂ：やや不十分 ｃ：不十分 ｄ：未達成

達成区分 （120%以上） （120%未満-90%） (90%未満-60%） (60%未満-30%） (30%未満）
達 成 度 140 100 80 40 0

５．自己評価結果についての説明

「独立行政法人森林総合研究所森林農地整備センターコスト構造改善プログラム」に基づき、

コスト改善に取り組み、年度計画の数値目標を達成したことから、「ａ」評定とした。
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６．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度達成目標 ）34%）
特定中山間保全整備事業の実施に当たり、計画・設計・施工・調達の最適化等によるコストの

縮減に取り組む。
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平成２４年度評価シ－ト(指標)の集計表

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （２）特定中山間保全整備事業及び農用地総合整備事業）

ウ 事業実施コストの構造改善

第１-２-(２)-ウ

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

特定中山間保全整備事業及び農用地総合整備事業については 「独立行、

政法人森林総合研究所森林農地整備センターコスト構造改善プログラム a 100 １」

に基づき、計画・設計・施工・調達の最適化等によるコストの縮減に取

り組み、平成24年度においては平成19年度と比較して15％の総合的なコ

スト構造改善を推進する。

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③：１ ）

達成度の計算： ＝ ＝ 100 (%)
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 100（ ）

ウェイトの合計③ 1

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）
ｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満） ａ
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平成２４年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （３） 廃止・完了後の事業に係る債権債務管理､その他の債権債務及び緑資源幹線）

林道の保全管理業務の実施

ア 債権債務管理業務の実施

平成19年度末までに独立行政法人緑資源機構（以下「機構」という ）が行った林道。

の開設又は改良事業の賦課金及び負担金に係る債権債務、特定中山間保全整備事業等の指 標
負担金等に係る債権債務及びNTT-A資金に係る債権債務について、徴収及び償還等の業

務を確実に行う。

１．中期計画終了時の達成目標

平成 年度末までに機構が行った林道の開設又は改良事業の賦課金及び負担金に係る債権債19
務、特定中山間保全整備事業等の負担金等に係る債権債務及び 資金に係る債権債務についNTT-A
て、徴収及び償還等の業務を確実に行う。

２．年度計画 中期計画目標値： 20 ）% （前年までの達成度： 20%）（

平成 年度末までに独立行政法人緑資源機構（以下「機構」という ）が行った林道の開設又19 。

は改良事業の賦課金及び負担金に係る債権債務、特定中山間保全整備事業等の負担金等に係る債

権債務及び 資金に係る債権債務について、徴収及び償還等の業務を確実に行う。NTT-A

整備セ（資金会計課、農用地業務室）３．年度計画の進捗状況：

（１）機構が行った林道の開設又は改良事業の受益者賦課金及び関係道県負担金の徴収は、元利

（ ） 、 。均等半年賦支払 年 回 により徴収しており 平成 年度の徴収概要は次のとおりである2 24
①納入期限 前期 月 日、後期 月 日9 20 3 20
②負担金・賦課金額 百万円（年額）5,689
③徴収対象区間数 区間104
④負担金徴収道県数 道・県17
⑤賦課金徴収受益者数 名15,190
この徴収を確実に行い、借入金償還を適切に実行するための取組として、常日頃より関係道

県等と連絡を密にするとともに、賦課金及び負担金の納入請求の際には納入請求書を持参し、

徴収に対する理解と協力要請を行った。その結果、賦課金及び負担金に係る債権債務について

、 、 。は 計画どおり全額を徴収することができ 償還業務についても確実に実施することができた

（２）特定中山間保全整備事業等の関係道府県の負担金等及び農林道に係る受益者賦課金の徴収

は、元利均等年賦支払（年 回）により徴収しており、平成 年度の徴収概要は次のとおり1 24
である。

①納入期限 月 日2 28
②負担金等・賦課金額 百万円（年額）11,201
③徴収対象区域数 区域34
④負担金等徴収道府県数 道府県22
⑤賦課金徴収受益者数 名432
この徴収を確実に行い、借入金償還を適切に実行するための取組として、常日頃より関係道

府県等と連絡を密にし、全額徴収への取組を行った。その結果、負担金等及び農林道に係る賦

課金に係る債権債務については、計画どおり全額を徴収することができ、償還業務についても

確実に実施することができた。
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また、特定中山間保全整備事業等に係る事後評価業務等についても確実に実施した。直入庄

内区域の事後評価では 「農業生産性の向上や農畜産物流通の効率化が図られるなど、事業目、

的に応じた効果の発現が認められる 」との評価結果であった。。

（参考）負担金には、農業施設整備事業において整備し譲渡した農業用施設に係る対価を含む。

（３） 資金に係る貸付金の徴収は、元金均等年賦償還（年 回）により徴収しており、農NTT-A 1
NTT-A 24業用用排水施設他目的プロジェクト等を実施するための 資金に係る貸付金の平成

年度の徴収概要は次のとおりである。

①納入期限 月 日3 11
②貸付金徴収額 百万円（年額）5
③徴収対象件数 件5
これらの徴収を確実に行い、借入金償還を適切に実行するための取組として、債務者への連

、 。 、 、絡を密にし 全額徴収への取組を行った その結果 資金に係る債権債務についてはNTT-A
計画どおり全額を徴収することができ、償還業務についても確実に実施することができた。

（参考） 資金とは、国から 株の売却収入を無利子で借り受け、土地改良区等に対し、事業資金を無NTT-A NTT
利子で融資する制度（融資については、平成 年度に廃止）14

４．中期計画の達成状況：当該年度達成度（ 20 ）%、累積達成度（ 40 ）%

平成 年度においては、計画された金額を全額徴収、償還することができた。また、中期計画24
の目標である、賦課金、負担金等の債権等を計画どおり全額徴収するとともに、償還業務等につ

いても計画どおり確実に実施することができた。

（注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する）自己評価結果 （ａ）

ｓ：予定以上 ａ：概ね達成 ｂ：やや不十分 ｃ：不十分 ｄ：未達成評価基準

（ 以上） （ 未満 ） ( 未満 ） ( 未満 ） ( 未満）達成区分 120% 120% -90% 90% -60% 60% -30% 30%
140 100 80 40 0達 成 度

５．自己評価結果についての説明

機構が行った林道の開設又は改良事業の賦課金・負担金及び特定中山間保全整備事業等の負担

金等、並びに 資金に係る債権については、計画どおり全額徴収でき、償還業務等についてNTT-A
も計画どおり確実に実施することができたことから「ａ」評定とした。

（中期計画目標値（全体計画に対する次年度達成目標 ）６．次年度計画 20%
、引き続き林道の開設又は改良事業の賦課金・負担金及び特定中山間保全整備事業等の負担金等

並びに 資金に係る債権を計画どおり全額徴収し、償還業務等についても確実に行う。NTT-A
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平成２４年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等

（小項目 （３） 廃止・完了後の事業に係る債権債務管理､その他の債権債務及び緑資源幹線）

林道の保全管理業務の実施

イ 保全管理業務の実施

機構の廃止前に着手された林道で移管が終了していない箇所について、地方公共団体

指 標 への移管等を円滑に推進するため、関係地方公共団体との連絡調整を図りつつ、必要な

維持、修繕その他の管理を着実に実施する。

１．中期計画終了時の達成目標

機構の廃止前に着手された林道で移管が終了していない箇所について、地方公共団体への移管

等を円滑に推進するため、関係地方公共団体との連絡調整を図りつつ、必要な維持、修繕その他

の管理を着実に実施する。

２．年度計画 中期計画目標値： 50 ）% （前年までの達成度： 50%）（

機構の廃止前に着手された林道で移管が終了していない箇所について、地方公共団体への移管

等を円滑に推進するため、関係地方公共団体との連絡調整を図りつつ、必要な維持、修繕その他

の管理を着実に実施する。

３．年度計画の進捗状況：

機構の廃止前（平成 年度末）に着手・管理していた林道（ 区間）は、平成 ～ 年度19 46 20 23
の ヶ年に 区間の移管を完了し、 年度末で残る林道は 区間であった。4 39 23 7
この林道の管理を適切に行いつつ、地方公共団体への移管を推進するため、必要な箇所の法面

工事、舗装工事等の保全工事を実施した。

その結果、平成 年度は 区間のうち 区間について、区間内の着手箇所の維持、修繕のた24 7 5
めの保全工事を全て終えて移管等を完了した。また、残る区間の一部についても、地方公共団体

との連絡調整を図りつつ、移管を行った。

４．中期計画の達成状況：当該年度達成度（ 50 ）%、累積達成度（ 100 ）%

中期計画の目標は、移管円滑化のために必要な維持、修繕その他管理の着実な実施であり、平

成 年度においては、維持、修繕その他管理を必要とする 区間について、関係する地方公共団24 7
体との連絡調整を図りつつ、法面工事、舗装工事等の保全工事及び管理を適切に実施し、中期計

画の目標の達成に向けて着実に進んでいる。

（注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する）自己評価結果 （ａ）

ｓ：予定以上 ａ：概ね達成 ｂ：やや不十分 ｃ：不十分 ｄ：未達成評価基準

（ 以上） （ 未満 ） ( 未満 ） ( 未満 ） ( 未満）達成区分 120% 120% -90% 90% -60% 60% -30% 30%
140 100 80 40 0達 成 度

５．自己評価結果についての説明

平成 年度は、関係地方公共団体と連絡調整を重ねつつ、必要な維持、修繕その他の管理を確24
実に実施したことにより、移管等が円滑に推進されたことから「ａ」評定とした。
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（中期計画目標値（全体計画に対する次年度達成目標 ― ）６．次年度計画 %
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平成２４年度評価シ－ト(指標)の集計表

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目） ２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （３）廃止・完了後の事業に係る債権債務管理､その他の債権債務及び緑資源幹線）

林道の保全管理業務の実施

第１-２-(３)

評価結果

具 体 的 指 標
達成 達成度 ｳｪｲﾄ

① ②区分

平成19年度末までに独立行政法人緑資源機構（以下「機構」という ）。

ａ 100 1
が行った林道の開設又は改良事業の賦課金及び負担金に係る債権債務、

特定中山間保全整備事業等の負担金等に係る債権債務及びNTT-A資金に係

る債権債務について、徴収及び償還等の業務を確実に行う。

、機構の廃止前に着手された林道で移管が終了していない箇所について

地方公共団体への移管等を円滑に推進するため、関係地方公共団体との ａ 100 1

、 、 。連絡調整を図りつつ 必要な維持 修繕その他の管理を着実に実施する

（ 指標数：２ 、ウエイトの合計③：２ ）

（ ）達成度の計算： 指標の達成度①）×（同ウエイト② ｝の合計｛（ ） ＝ 200 ＝ 100 ％
2ウエイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】

ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】

ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】

ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ

【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）

評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）

ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）

ａｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満）
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平成２４年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

（中項目）３ 行政機関、他の研究機関等との連携及び産学官連携・協力の強化

（小項目）

① 自然災害や森林被害、放射性物質の森林への影響等への緊急対応のほか、喫緊の課

題となっている森林・林業の再生をはじめとする重要な森林・林業政策に対応するた

め、行政機関等への技術情報の提供を行うとともに、行政機関が主催する各種委員会
指 標

等へ専門家の派遣を行う。

国等の策定する規格、基準等について、関係する委員会等への参加及びデータの積

極的な提供により研究開発の成果の活用に努める。

年度計画：

自然災害や森林被害、放射性物質の森林への影響等への緊急対応のほか、喫緊の課題となって

いる森林・林業の再生をはじめとする重要な森林・林業政策に対応するため、行政機関等への技

術情報の提供を行うとともに、行政機関が主催する各種委員会等へ専門家の派遣を行う。

国等の策定する規格、基準等について、関係する委員会等への参加及びデータの積極的な提供

により研究開発の成果の活用に努める。

実施結果：

23豪雨 地震等による山地災害の発生に際し 林野庁や地方公共団体からの要請に応じて 平成、 、 、

年 月に発生した長野県松本市安曇梓川筋の地すべり災害、平成 年 月に北海道苫前町や山形9 24 4
24 7 24 8県大蔵村で発生した融雪に伴う地すべり災害、平成 年 月の九州北部豪雨災害、平成 年

月の豪雨により滋賀県大津市で発生した林地崩壊等の緊急対応に係る現地調査や対策に係る委員

会に専門家を派遣し、災害の原因究明、二次災害防止、復旧対策等への助言・指導を行った。

、 、 、東京電力福島第一原子力発電所の事故に関しては 厚生労働省 (独)日本原子力研究開発機構

（独）放射線医学総合研究所等からの要請に基づき、森林における影響や除染に関する委員会に

専門家を派遣した。

また、林野庁、環境省等国の機関や岩手県、東京都奥多摩町等地方公共団体、防災科学技術研

究所、農林水産消費安全技術センター、日本学術振興会等独立行政法人、公益社団法人日本木材

加工技術協会、公益財団法人国際緑化推進センター、一般社団法人日本林業機械化協会等、林業

関係団体等が開催する委員会に職員を派遣した。これらの総数は延べ 人であり、前年度よ2,204
り全体数が増加し、震災による影響が少し復活したと推察される。東日本大震災の復旧・復興へ

の支援については、職員派遣による技術的支援等で積極的に対応し、成果を上げた。

このほか、林野庁との情報・意見交換の場として研究調整会議等を治山事業、森林保護、海外

林業等の分野別に開催したほか、林野庁と森林総研の幹部による情報交換会を新たに開催する等

連携の強化に努めた。

○依頼元と派遣人数 （（ ）内は平成２３年度実績）

依頼元 人 数

745 ( )国・地方公共団体・他独法・大学 697

( )公法人・公益法人・NPO法人等 1,061980

企業・中間責任法人 ( 381)479

合 計 （2,139）2,024
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○ 委員会等派遣件数の推移

区分 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

委員会等派遣件数 ２,１６１ １,９８３ ２,１８５ ２,１３９ ２,２０４

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

自然災害や森林被害等への緊急対応を行ったこと、

、 、行政機関や林業関係団体等が行う各種専門委員会等に参加し 森林総研としての成果を還元したこと

などから

などから「ａ」と評定した。
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平成２４年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

（中項目）３ 行政機関、他の研究機関等との連携及び産学官連携・協力の強化

（小項目）

、 、 、 、 、 、② 受託研究 委託研究 共同研究 客員研究員制度等により 国 他の独立行政法人

都道府県、大学、民間企業等との連携・協力を進め、効率的な研究開発の実施及び成
指 標

果の利活用の促進に努める。

産学官連携に係るウェブサイトの掲載情報が常に最新のものとなるよう更新する。

年度計画：

、 、 、 、 、 、 、受託研究 委託研究 共同研究 客員研究員制度等により 国 他の独立行政法人 都道府県

大学、民間企業等との連携・協力を進め、効率的な研究開発の実施及び成果の利活用の促進に努

める。

産学官連携に係るウェブサイトの掲載情報が常に最新のものとなるよう更新する。

実施結果：

研究機関との連携・協力については、民間、大学、試験研究機関等との間で 件（平成 年84 23
度： 件）の共同研究を行った。また、受託研究等( )は 件（同： 件 、大学等が行う科学75 *1 80 95 ）

研究費補助金による研究の分担者としては 件（同： 件）の受託・共同研究を進めるととも49 49
に、大学、公立・民間試験研究機関への委託等( ) 件（同： 件）を行った。*2 121 125
他の独立行政法人との連携については、建築研究所との の性能評価に関する共同研究等をCLT

。 。行った 地方との連携については北海道下川町とのバイマス利用に関する共同研究等を推進した

民間企業との共同研究では、樹木精油類を利用した消毒剤の開発を行い、その成果をクリアフォ

レスト事業として製品化した。難燃処理集成材についての共同研究の成果によって、国内初とな

る木材のみで構成された耐火集成材（ ウッド）による建築物が完成した。FR

○ 他機関との研究分担の推移

区分 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

共同研究 ６５ ７８ ８２ ７５ ８４

受託研究等(*1) １０７ １１４ １１２ ９５ ８０

分担研究 ３９ ４３ ５０ ４９ ４９

研究委託等(*2) ２２０ ２０４ ２０１ １２５ １２１

(*1)他の研究機関が中核機関となったコンソーシアムが受託した研究に参画したものを含む。

(*2)森林総合研究所が中核機関となったコンソーシアムが受託した研究に参画をしたものを含む。

平成 年度までに、本所及び全支所に産学官連携推進調整監を配置し、産学官連携のための組23
織体制を強化し、研究開発の実施や成果の利活用促進に努めた。平成 年度、他の独立行政法人24
との連携については、建築研究所と に関する共同研究を実施し、実用化に向けた性能評価をCLT
行った。地域との連携については、九州森林管理局と連携してスギ再造林に関する実証試験を行

い、低コスト再造林支援システムの開発に成功した。また、北海道下川町と連携して、バイオマ

ス利用に関する共同研究を行い、超短伐期のヤナギの植裁試験を実施している。民間企業との共

同研究では、樹木精油類の利用に関する共同研究を行い、その成果をクリアフォレスト事業とし

てトドマツの精油を製品化した。さらに、難燃処理集成材については、共同研究の成果によって

国内初となる木材のみで構成された耐火集成材（ ウッド）を用いて木造建築物を完成させた。FR
以上のように、産学官連携の推進を着実に進め、成果を上げた。
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産学官連携に係るホームページに共同研究や受託研究に関する情報を掲載し、産学官連携の促

進に努めるとともに、バイオマスエキスポ 、 等に出展し、実用化に向けた連2012 BIOCOMP2012
携・協力及び成果の利活用の促進に努めた。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

民間、大学、試験研究機関等との間で共同研究や受委託研究を着実に進めたこと、

などから「ａ」と評定した。
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平成２４年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

（中項目）３ 行政機関、他の研究機関等との連携及び産学官連携・協力の強化

（小項目）

③ 森林管理局・署が主催する会議や現地検討会への出席のほか、意見・情報交換会の

実施、国有林野内に設置された試験地・検定林等における試験調査、森林管理局が行

う技術開発への協力等を通じて国有林野事業との連携を強化する。

指 標 林業研究開発推進ブロック会議、林木育種推進地区協議会等を通じて、地域又は全

国的に取り組むべき課題について協議し、各々の役割分担等を図るとともに、公立林

業試験研究機関等に対し必要な技術指導を行うことなどにより、連携・協力関係を強

化する。

年度計画：

森林管理局・署が主催する会議や現地検討会への出席のほか、意見・情報交換会の実施、国有

林野内に設置された試験地・検定林等における試験調査、森林管理局が行う技術開発への協力等

を通じて国有林野事業との連携を強化する。

林業研究開発推進ブロック会議、林木育種推進地区協議会等を通じて、地域又は全国的に取り

組むべき課題について協議し、各々の役割分担等を図るとともに、公立林業試験研究機関等に対

し必要な技術指導を行うことなどにより、連携・協力関係を強化する。

実施結果：

森林管理局・森林管理署との連携については、山地災害への対応（人家、重要なインフラへの

緊急な対応策が必要な現地調査 、低コスト高効率作業システムの構築（林業専用道、森林作業道）

の低コスト化、間伐手法 、フォレスター育成（講師、現地指導 、ニホンジカ、クマによる剥皮） ）

被害対策、カシノナガキクイムシやマツクイムシ被害対策等に関する委員会、現地検討会等へ職

員の派遣を実施した。また、国有林内に設定している固定試験地についての調査研究の報告、各

森林管理局が開催する技術開発委員会や業務研究発表会への派遣要請に適切に対応した。また、

国有林野事業を活用した実践的な研究について、各森林管理局と本所、支所で取り組む課題を選

定し、幾つかは 年度からの共同で実施する予定となった。25
都道府県立林業試験研究機関との連携・協力については、本所及び支所、育種センターにおい

て、林野庁が主催する林業研究・技術開発推進ブロック会議（研究分科会、育種分科会）の運営

に中核機関及び事務局として積極的に関与するとともに、各林業試験研究機関連絡協議会の運営

に主体的に関わった結果、都道府県立林業試験研究機関や大学、民間企業等と共同で農林水産省

、の平成 年度農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業に森林総研が中核機関のもの 課題25 15
共同提案者として 課題を応募した。また、都道府県立林業試験研究機関の研究成果を編集して4
「公立林試研究成果選集 」として発行した。No.10

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

森林管理局・森林管理署との連携に積極的に対応したこと、

都道府県立林業試験研究機関との連携・協力を継続したこと、

林業研究・技術開発推進ブロック会議（研究分科会、育種分科会）の運営に中核機関及び事務

局として積極的に関与したこと、

などから 「ａ」と評定した。、
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平成２４年度評価シ－ト(指標)の集計表

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）３ 行政機関、他の研究機関等との連携及び産学官連携・協力の強化

第１-３

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

① 自然災害や森林被害、放射性物質の森林への影響等への緊急対応の
ほか、喫緊の課題となっている森林・林業の再生をはじめとする重要
な森林・林業政策に対応するため、行政機関等への技術情報の提供を
行うとともに、行政機関が主催する各種委員会等へ専門家の派遣を行 ａ 100 １
う。
国等の策定する規格、基準等について、関係する委員会等への参加

及びデータの積極 的な提供により研究開発の成果の活用に努める。

② 受託研究、委託研究、共同研究、客員研究員制度等により、国、他
の独立行政法人、 都道府県、大学、民間企業等との連携・協力を進 ａ 100 １
め、効率的な研究開発の実施及び成 果の利活用の促進に努める。
産学官連携に係るウェブサイトの掲載情報が常に最新のものとなる

よう更新する。

③ 森林管理局・署が主催する会議や現地検討会への出席のほか、意見
・情報交換会の実施、国有林野内に設置された試験地・検定林等にお
ける試験調査、森林管理局が行う技術開発への協力等を通じて国有林
野事業との連携を強化する。 ａ 100 １
林業研究開発推進ブロック会議、林木育種推進地区協議会等を通じ

て、地域又は全国的に取り組むべき課題について協議し、各々の役割
分担等を図るとともに、公立林業試験研究機関等に対し必要な技術指
導を行うことなどにより、連携・協力関係を強化する。

（ 指標数：４ 、ウェイトの合計③：３）

＝ ( )達成度の計算： ＝
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 300

100 %
3ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）

ａｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満）
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平成２４年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

（中項目）４ 成果の公表及び普及の促進

（小項目 （１）成果の公表及び広報）

① 研究開発の成果等を研究報告、広報誌等の印刷物、研究所（独立行政法人森林総合

。 。） 、 、研究所をいう 以下同じ のウェブサイト マスコミ等の様々な広報手段を活用し

指 標 効率的かつ効果的な広報活動を推進する。また、公開講演会では社会的関心の高いも

のをテーマとして取り上げるとともに、一般市民、自治体、各種団体等との連携や地

域ネットワーク作りを通じて、国民との双方向コミュニケーションに努める。

年度計画：

研究開発の成果等を研究報告、広報誌等の印刷物、研究所（独立行政法人森林総合研究所をい

う。以下同じ ）のウェブサイト、マスコミ等の様々な広報手段を活用し、効率的かつ効果的な広。

報活動を推進する。また、公開講演会では社会的関心の高いものをテーマとして取り上げるとと

もに、一般市民、自治体、各種団体等との連携や地域ネットワーク作りを通じて、国民との双方

向コミュニケーションに努める。

実施結果：

研究報告については、研究の成果を以下の手段で公表した。また、本支所でのホームページに

統一感がなかったため、ルック＆フィールを統一し見やすくするために、支所及び多摩森林科学

園は平成 年 月に、育種センター及び育種場は平成 年 月に、それぞれホームページを本24 6 25 3
所管理システム（ ）に統合した。CMS

○ 印刷物 （( )内は平成２３年度実績）

区分 回数 配布部数

4,756「研究報告」 (本所) 4回 （ 4回）

3,552「年報」 (本・支所、林木育種センター) 8種 （ 8種）

17,716「季刊森林総研」 4回 （ 4回）

38,360「研究情報」等 (林木育種センター、育種場) 30回 （ 30回）

主な配布先：行政機関、公的研究機関、大学、農業高校、公的図書館、林業・木材協会、新聞社など。＊

○ ホームページへのアクセス件数 （( )内は平成２３年度実績）

区分 アクセス件数

本所・支所 3,869千件 （4,790千件）(*1)

( )林木育種センター 33千件 32千件(*2)

( )育種場 43千件 39千件(*2)

合 計 3,945千件 （4,861千件）

(*1)支所のホームページは本所CMSに統合したため、本支所の合計数

（統合に伴う一時的なカウンターの誤作動があり、支所の統合前

（H24年4～6月）の数字は含まない。また、集計法が違うため

今後は統合以前のアクセス数とは比較できない ）。

(*2) トップページへのアクセス数のみ

（本所CMSに統合したため、統合（3/21）までの合計数）

平成 年度の公開講演会は、国民の関心の高かった平成 年 月 日の東日本大震災の・ 24 23 3 11
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テーマを取り上げ、 月 日にイイノホールにて「巨大災害（カタストロフィー）と森林10 11
―復興と再生をめざして―」というテーマで、開催した。震災以後当所が行ってきた被害調

査の結果や研究の取り組みを講演会と併設したパネル展示で紹介した。

森林総合研究所研究職員の各種学会誌への投稿論文の内容を分かりやすくまとめて、学会誌の

掲載に合わせて迅速に情報提供するためのホームページ「研究最前線」コーナーには計 件を掲60
載し、最新研究情報の発信システムとしての機能を発揮させた。さらに 「 ～ 月における渓、 8 10
流水中の放射性物質の観測結果 遺伝子組換えによりスギ花粉形成を抑制する技術を開発 木」、「 」、「

材から放散されるアセトアルデヒドの発生要因を解明」等の 件のプレスリリースの他、当研究25
所の調査、分析結果をもとに農林水産省からプレスリリースした「スギ雄花に含まれる放射性セ

シウムの濃度の調査結果について」等が 件あった。従って、平成 年度は合計 件のプレス2 24 27
リリースの発信に関与した （平成 年度： 件 。。 ）23 24

林木育種部門においては、林木育種成果発表会を開催するとともに、ジーンバンク事業の一環

として実施している「林木遺伝子銀行 番」による高知県の名木「神谷の白花センダン」の後110
継樹や京都御苑への「近衛邸の糸桜 「市原虎の尾」の里帰り、名張市指定天然記念物「延寿院」、

の枝垂桜」の後継樹苗木が里帰りしたことや、東北育種場が育成した高田松原の松の苗木を地元

「高田松原を守る会」に引継いだことなどをプレスリリースし、積極的な広報活動を行った。

研究情報についての新聞報道は 件であり、 ・ラジオによる報道は 件であった。主な178 TV 30
、 、 、 、話題の対象となったキーワードは 森林および渓流水の放射能汚染 クマの出没 森林セラピー

八重のサクラ、無花粉スギ、高田松原、スギの遺伝子組換え、遺伝子 番などである。110

一般公開等を主催し、研究所の成果を公表した。

○ 一般公開等 （( )内は平成２３年度実績）

区分 回数／参加人数

「一般公開」 (本・支所) 4回／5,560人 （3回／900人）

(多摩森林科学園) 38,315人(33,264人）

「親林の集い」 （林木育種センター） 1回／ 900人 （1回／1,500人）

「公開講演会」 (本・支所) 3回／ 582人

「研究成果発表会・シンポジウム」 (支所) 7回／1,067人 (6回／848人（本所560人）)

「林木育種成果発表会」 1 120人 （1回／120人）回／

「技術検討会」（林木育種センター） 1 ／ 116人回

森林とのふれあい2012 （関西育種場） 1 ／ 300人（1回／150人）回

森林総合研究所が主催または共催するシンポジウム・研究集会、森林講座などの他、昨年度に

引き続き、地域に密着したネットワークへの参画やつくばエキスポセンターでは「木の仕口」を

紹介する特別展示への出展、つくば科学フェスティバルやうしくサイエンスフェスタでは木材の

科学「キューピットの矢を作ってみよう！」の出展、出前レクチャーなど親しみやすい形で幅広

い層に対して成果の広報に努めた。
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○ 森林教室等（（ ）内は平成２３年度実績）

区分 回数

「森林講座」 (多摩・北海道) 13回 （13回）

「森林教室」 (関西支所) 5回 （ 3回）

「森林教室」 (関西育種場、東北育種場) 7回 （ 8回）

「つくばちびっ子博士」 1回 （ 1回）

「つくば科学フェスティバル」 1回 （ 1回）

「サイエンスキャンプ」 1回 （ 1回）

（本所、北海道、関西、多摩、育種センター） （5ヶ所）

「子ども樹木博士」（本所） 1回

「夏休み昆虫教室」 1回 ( 1回)

「うしくみらいエコフェスタ」 1回

「うしくサイエンスフェスタ2013」 1回

「森林体験講座」 （多摩森林科学園） 1回 ( 1回)

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

印刷物及びホームページでの情報発信とともにプレスリリースに努める等、多様な情報発信の

場を適切に利用して多くの成果を発信したこと、

各種イベントを通じて成果の広報に努めたこと、

などから「ａ」と評定した。
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平成２４年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

（中項目）４ 成果の公表及び普及の促進

（小項目 （１）成果の公表及び広報）

② 国内学会、国際学会、シンポジウム等に参加して研究開発の成果の発表を積極的に

指 標 行う。

研究者一人当たりの論文発表数は年平均1.0報を上回るよう努める。

年度計画：

国内学会、国際学会、シンポジウム等に参加して研究開発の成果の発表を積極的に行う。

研究者一人当たりの論文発表数は年平均 報を上回るよう努める。1.0

実施結果：

1,181 23 1,100国内外の学会 シンポジウム等に参加し 口頭及びポスターにより 件 平成 年度：、 、 （

件）の発表を行った。

主な大会としては、 （ゴードン会議 、 （世界Gordon Research Conference World Bioenergy 2012）

）、 （ ）、バイオエネルギー会議 第 回国際昆虫学会2012 XXIV International Congress of Entomology 24
27th Fungal Genetics Conference 27 4th International Congress of the（第 回菌類遺伝学会議 、）

（第 回ヨーロッパ土壌学会国際会議ユーロソイルEuropean Soil Science Societies Eurosoil 2012 4
、 （第 回国際植生2012 The 55th Symposium of the International Association for Vegitation Science 55）

XIII World Congress of Rural Sociology 13 XXVIth学会シンポジウム 、 （第 回国際農村社会学会 、） ）

International Conference on Polyphenols 26 32nd International（第 回国際ポリフェノール会議 、）

（第 回残留性有機汚染物質Symposium on Halogenated Persistent Organic Pollutants "Dioxin 2012" 32
2012 World Conference on Timber Engineering 2012に関する国際シンポジウム「ダイオキシン 、」）

（木質構造世界会議 、日本森林学会大会、日本木材学会大会、日本エネルギー学会大会、2012）
日本建築学会大会、日本生態学会大会、林業経済学会大会、日本熱帯生態学会大会、樹木医学会

、 、 、 、 、大会 日本土壌肥料学会大会 森林遺伝育種学会大会 日本昆虫学会大会 日本緑化工学会大会

環境放射能除染学会大会、日本哺乳類学会大会、日本分子生物学会大会、日本鳥学会大会、土壌

物理学会大会、日本地すべり学会大会、応用森林学会大会、日本線虫学会大会、日本きのこ学会

大会、日本育種学会大会、日本植物学会大会、セルロース学会大会、日本農芸化学学会大会等多

数である。

○ 学会等での発表件数の推移

区分 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

学会等発表件数 １,０７４ ８５４ １,３７２ １,１００ １,１８１

国際学会等が主催する国際研究集会での研究発表のため、 名（運営費交付金 名、外部資85 21
金 名 （平成 年度： 名）を海外へ派遣したほか、研究開発力強化法による職務専念義務64 23 84）

の免除により 名（平成 年度： 名）が国際学会等に参加した。2 23 15

○ 国際学会等参加者数の推移

区分 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

99 87（ ）国際学会参加者数 １２９ １３７ １７７（15） （15） 2

※海外出張、研究開発力強化法（職務専念義務の免除）による参加者の合計数である。

研究員 人当たりの発表論文数の実績値は 報（査読審査を行っている論文 報、研究職1 1.17 507
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員数 人）となり、目標値の年 報を上回った。435 1.0
また、英文報告数は 報（平成 年度： 報）であり、論文報告数に対する比率は ％265 23 247 52.2

（平成 年度： ％）となった。23 53.9
公表した学会誌等は、 、 、Wood Material Science and Engineering Landscape and Urban Planning

Journal of Timber Engineering Journal of Forest Research Jouranl of Forest Management Soil Science、 、 、

and Plant Nutrition Tree Genetics and Genomes Global Change biology Journal of Tropical Forest、 、 、

Science Tree Physiology Environmental Pollution Geoscience and Remote Sensing Society Plant、 、 、 、

、 、 、 、 、Ecology Ecological Research Journal of Mammalogy Canadian Journal of Forest Research Landslides
、 、 、日本森林学会誌、日本木材学会誌、森Mycologia Mushroom Science and Biotechnology Botany

林総合研究所研究報告、日本衛生学会誌、森林立地学会誌、砂防学会誌、哺乳類科学、日本海水

学会誌、日本生態学会誌、日本地すべり学会誌、日本海岸林学会誌等である。

○ 報告論文数の推移

区分 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

論文報告数 ４５２ ４５７ ４２３ ４５８ ５０７

（研究員一人当たり） １.０６ １.０９ １.００ １.０１ １.１７

うち英語投稿数 ２６８ ２４１ ２００ ２４７ ２６５

（英語投稿数の比率） ５９.３％ ５２.７％ ４７.３％ ５３.９％ ５２．２％

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

国内外の学会、シンポジウム等に積極的に参加したこと、

研究員 人当たりの論文報告数が中期目標の 報を上回ったこと、1 1.0
などから「ａ」と評定した。
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平成２４年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

（中項目）４ 成果の公表及び普及の促進

（小項目 （２）成果の利活用の促進）

③ 普及可能な技術情報は、分かりやすいマニュアルやデータベース等としてホームペ

ージに掲載するなどの方法により公表し、積極的に森林所有者、関係業界等への利活

指 標 用の促進を図る。

自治体、各種団体主催のイベントや展示施設等を活用して、成果の紹介や利活用を

促進する。

年度計画：

普及可能な技術情報は、分かりやすいマニュアルやデータベース等としてホームページに掲載

するなどの方法により公表し、積極的に森林所有者、関係業界等への利活用の促進を図る。

自治体、各種団体主催のイベントや展示施設等を活用して、成果の紹介や利活用を促進する

実施結果：

、「 」、プロジェクト等の研究成果の利活用を促進するため 国際生物多様性の日記念シンポジウム

「 公開セミナー『アマゾンの森をはかる 「 プラス公開セミナー 気候変動と途SATREPS REDD』」、

上国の森林を考える 日間 ～グリーン・エコノミーの時代における熱帯林保全～ 「美しい日本2 」、

のサクラを未来に伝える 「林木育種がつむぐ森林の未来 「効率的なコンテナ苗生産のための」、 」、

 技術検討会 などのシンポジウム等を開催するとともに 巨大災害 カタストロフィー と森林」 、「 （ ）

―復興と再生をめざして―」と題した公開講演会をイイノホールで開催し、東日本大震災以後、

当所が実施してきた被害調査の結果や研究の取り組みを紹介した。

、「 」、平成 年版研究成果選集では 一貫作業システムで地拵え～植栽の大幅な作業効率の向上！24
「地盤改良杭としての間伐材の利用－間伐材の土木利用拡大を目指して－ 「森林総研の木材関」、

係の研究成果を実際の建物で検証するためのモデル木造住宅が完成しました 「木質バイオマス」、

の利用で化石燃料を カット 「森林観測ネットワークで気候変動の影響を探る －タワーを20% 」、

用いた二酸化炭素吸収量（ ）の把握－ 「熱帯林の違法伐採を防ぐための による樹種CO2 DNA」、

・産地識別技術の開発 「原子力発電所事故で放出された放射性セシウムの森林内の分布を明ら」、

かに 「東日本大震災の津波による海岸林の被害と津波被害軽減機能 「世界遺産の島・小笠原」、 」、

諸島の森林に復活したハシナガウグイス －クマネズミ根絶がもたらした生物相の回復－ 「東北」、

地方等におけるマツノザイセンチュウ抵抗性クロマツ品種の開発 「スギ雄性不稔遺伝子に連鎖」、

する マーカーの開発 － による無花粉スギ識別の道が拓ける－」など 件の主要な成DNA DNA 32
果を公表し、研究成果の普及に努めた。また、最新の技術を紹介する林業新技術 を刊行し、2012
「広葉樹林化を促進する誘導技術の開発 「スイングヤーダを使用した伐出作業の軽労・省力・」、
安全化技術 「現場施工を可能にする簡易な耐火集成材製造技術の開発 「未利用林地残材を原」、 」、
料とする空気質改善剤の開発 「林産物としてのエゾシカ肉を衛生的に管理する 「スギカミキ」、 」、
リ抵抗性品種の開発 「森林の放射性物質の分布を明らかに 「菌床栽培きのこへの放射性セシ」、 」、
ウムの移行低減技術の開発」など 件の技術の現場への普及に努めた。12
なお、研究成果の利活用が図られた具体例としては、

・ 研究成果の公表・普及を図るため、公開シンポジウム「森林・林業の再生：再造林コストの
削減に向けて－低コスト化のための５つのポイント 「アマゾンの森をはかる 「美しい日本」、 」、
のサクラを未来に伝える―系統保全の現状と新展開 「漆サミット 浄法寺」等を積極」、 2012 in
的に開催したこと

・ 関心が高い研究成果等についてプレスリリース「木材から放散されるアセトアルデヒドの発
生要因を解明 「融雪期における渓流水中の放射性物質の観測結果 「梅雨期における渓流水」、 」、

」、「 」、中の放射性物質の観測結果 スギ雄花に含まれる放射性セシウムの濃度の調査結果について
「森林内の放射性物質の分布状況調査結果について 「遺伝子組換えによりスギ花粉形成を抑」、
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制する技術を開発」などを行い、速やかな公表に努めたこと

・ 間伐促進のための低負荷型作業路開設技術に関して石川県と岐阜県で森林組合や業者向けの

講習会を開催、都道府県の職員を対象に放射性物質に関する基礎・応用知識の講習会を開催、

また渓流水の放射能調査方法が環境省に採用され沢水の安全性確認に利用されたこと

・ 持続可能な森林経営に関するモントリオールプロセスの技術諮問委員会会合（第 回ロシア13
のスズダル、 年 月；第 回東京、 月）において土壌保全のための指針を発表し、そ2012 7 14 12
の有効性が国際的に高く評価され、モントリオールプロセスの方法書ライブラリーの第１号と

して公表されたこと、 の 改訂作業において執筆者 名が選定され、我が国の森林吸IPCC GPG 3
収量算定に関わるルール作りに貢献したこと、 等国際会議に日本代表団として参加してCOP18
交渉を支援したこと、その他、国内の様々な委員会、例えばタイワンリス防除等連絡協議会の

委員など多数の外部委員会に専門家として派遣されたこと

・ 林業現場あるいは行政等の要望に応えるべく研究成果を取りまとめ 「天然更新完了基準書作、

成の手引き 、 プラスのガイドラインや技術解説書等を刊行し広く公表したこと」 REDD
・ 温暖化ガスフラックスのデータベースが公開され、国内外で陸域生態系の炭素循環に関する

モデルの検証・広域解析に使用され、また遺伝分析用の多型情報が多くの大学等に提供される

とともに、スギ完全長 の塩基配列情報等は森林生物遺伝子データベース（ ）cDNA ForestGEN
として公開され、花粉症治療米の開発や ワクチンの開発等にも利用されていることDNA

・ コンクリート型枠用合板の曲げ性能と耐水性能に関する評価が、日本合板工業組合連合会の

パンフレット「使用用途に対応するコンクリート型枠用合板」に反映されたほか、耐火集成材

を柱・梁が国土交通省「木造建築技術先導事業」に採用されたこと、減圧マイクロ波加熱水蒸

気蒸留で採取したトドマツ精油抽出水が製品化されたこと

などが挙げられる。

文献情報については、図書資料管理システム（ ）への入力及び、林業・林産業国内文献デALIS
ータベース( )への入力を実施した。FOLIS

○ 文献データベース（FOLIS）検索システムの利用数の推移

区分 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

一般アクセス ７,８９８ ６,３６５ １１,１６０ １３,１３６

所内アクセス １,５１２ １,３２４ ９７３ ６３６

イベント等を通じた展示では、もりの展示ルームの昆虫や微生物の標本、野生動物の剥製など

、 、 。の展示内容を見直すとともに 来場者への案内 説明等の業務の一部をNPO法人へ委託して行った

、 （ ） 、また イベントへ参加する子ども向けの積木コーナー スギ材のサイコロ を設置するとともに

ウッドクラフト（自分だけの愛犬作り）を実施し、親子で木に触れてもらう機会を設けた。

○ イベント等を通じた展示

「森林の市 「バイオマスエキスポ 「林野庁中央展示 「食と農の科学館」での特別公」、 」、 」、2012
開 「第 回 うしくみらいエコフェスタ 「つくば科学フェスティバル 「食のブランド・、 」、 」、5 2012
ニッポン 「農業フロンティア 「水都おおさか森林の市 「第 回環境研究シ2012 2012 2012 10」、 」、 」、

ンポジウム 「うしくサイエンスフェスタ 「次世代林業東北サミット 「エコフェスひた」、 」、 」、2013
ち 「小野町ふれあいフェスタ 。2012」、 」

森林農地整備センターにおいては、事業を通しての地域との共生を目指し、持続可能な森林経

営・保全に貢献する水源林造成事業等の意義や効果について、一般市民の方々に広く情報発信を

図るため、各整備局等においてシンポジウムや小学生等を対象とした農林業の体験教室を開催す

るとともに、その概要について、ホームページや雑誌等に掲載した。

主なイベントは、以下のとおり。

○ 地域の森林・林業再生やその重要性の理解向上を目指したシンポジウム
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「信州：森林(もり)と地域の共存を目指して～森林づくりと地域の役割を考えよう～」

（森林農地整備センター本部、中部整備局） １回/参加人数約２７０人

○ 東日本大震災の復興支援活動の一環としての森林整備

育樹祭「豊かな海と山を育む森林づくり （東北北海道整備局） １回/参加人数約 ７０人」

○ 環境緑化及び水源林造成事業の記念行事として共催

「豊かな森・川・海づくり植樹祭 （中国四国整備局） １回/参加人数約４４０人」

○ 地元の小学生や中学生を対象に林間（植樹）学校及び出前森林教室

「第２４回林間（植樹）学校及び出前森林教室 （高知水源林整備事務所） １回/参加人数約１５０人」

○ ＮＰＯ法人との共催による森林・林業の体験交流イベント

「お山のお仕事体験 （九州整備局、佐賀・熊本・大分水源林整備事務所） １回/参加人数約 ８０人」

○ 年間を通じた米作り体験支援

「田んぼ体験活動 （邑智西部建設事業所） ３回/延べ参加人数約１７０人」

主催イベント以外にも自治体、団体主催等の森林・林業、農業・農村等に係る各種イベントに

参加し、これらについてもホームページ等に掲載し広く情報発信を行った（主催・協賛等イベン

ト 件 。なお、ホームページについては、訪問者がより分かり易いようページの構成やメニュ48 ）

ー表示の変更、サイト内検索機能を追加するなど見直しを図った。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

シンポジウム等の開催、研究成果に基づいたマニュアルやパンフレットの発行配布などを行っ

て研究成果の利活用の促進を図ったこと、

から「ａ」と評定した。
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平成２４年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

（中項目）４ 成果の公表及び普及の促進

（小項目 （２）成果の利活用の促進）

④ 知的所有権については、目的に応じた取得に努め、効率的な維持管理を図るととも
指 標

に、ウェブサイト、各種展示会等を通じて情報提供し、その利活用の促進に努める。

年度計画：

知的所有権については、目的に応じた取得に努め、効率的な維持管理を図るとともに、ウェブ

サイト、各種展示会等を通じて情報提供し、その利活用の促進に努める。

実施結果：

、 「 」 、特許等の知的財産の取り扱いのうち 発明等の取り扱いについては 職務発明規程 に基づき

職務発明委員会による出願審査等を経て出願を行い、平成 年度の特許出願数は、国内 件（平24 8
23 6 0 0 7 11 4 2成 年度： 件 、国外 件（同： 件）で、登録数は国内 件（同： 件 、国外 件（同：） ）

件）であった。

取得した特許の利用促進、企業への技術移転を図るため、平成 年 月に策定した「知的財19 11
TLO産ポリシー に基づき 所のホームページをはじめ 茨城県中小企業振興公社 農林水産省認定」 、 、 、

等の外部機関のホームページに「特許情報」を掲載して情報提供するとともに、研究成果等を企

業等に紹介した。

、「 」 、「 」ままた アグリビジネス創出フェア に 件 テクノロジー・ショーケース2012 7 SAT 2013
に 件 「 空間 」に 件 「 」に 件を出展し、企業への技術移転に取1 G EXPO2012 2 BIOCOMP2012 1、 、

り組んだ。

実施許諾として、ヤシ科植物の幹から糖分を樹液として採取し、樹液や繊維を原料とするエタ

ノール及び乳酸の製造法に関する特許、サクラのクローン識別方法に関する特許について、それ

ぞれ新規に実施許諾契約を締結した。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

国内外合わせて 件の特許の登録があったこと、11
取得した特許の普及の取り組みを着実に行ったことを

などから「ａ」と評定した。
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平成２４年度評価シ－ト(指標)の集計表

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）４ 成果の公表及び普及の促進

第１-４

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

① 研究開発の成果等を研究報告、広報誌等の印刷物、研究所のウェブ

サイト、マスコミ等の様々な広報手段を活用し、効率的かつ効果的な

広報活動を推進する。また、公開講演会では社会的関心の高いものを ａ 100 1

テーマとして取り上げるとともに、一般市民、自治体、各種団体等と

の連携や地域ネットワーク作りを通じて、国民との双方向コミュニケ

ーションに努める。

② 国内学会、国際学会、シンポジウム等に参加して研究開発の成果の
発表を積極的に行う。 ａ 100 1
研究者一人当たりの論文発表数は年平均1.0報を上回るよう努める。

③ 普及可能な技術情報は、分かりやすいマニュアルやデータベース等
としてホームページに掲載するなどの方法により公表し、積極的に森
林所有者、関係業界等への利活用の促進を図る。 ａ 100 1
自治体、各種団体主催のイベントや展示施設等を活用して、成果の

紹介や利活用を促進する。

④ 知的所有権については、目的に応じた取得に努め、効率的な維持管
理を図るとともに ウェブサイト 各種展示会等を通じて情報提供し ａ 100 1、 、 、
その利活用の促進に努める。

（ 指標数：４ 、ウェイトの合計③：４ ）

＝ ( )達成度の計算： ＝
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 400

100 %4ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）

ａｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満）
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平成２４年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

（中項目）５ 専門分野を活かしたその他の社会貢献

（小項目 （１）分析及び鑑定）

① 民間、行政機関等からの依頼に応じ、研究所の有する専門的知識が必要とされる林指 標
業用種子の発芽鑑定、木質材料の耐久性試験、木材の鑑定等を行う。

年度計画：

民間、行政機関等からの依頼に応じ、研究所の有する専門的知識が必要とされる林業用種子の

発芽鑑定、木質材料の耐久性試験、木材の鑑定等を行う。

実施結果：

30 13 37 125林業用種子の発芽効率の鑑定（ 件 、線虫検出検査（ 件 、木材の鑑定（ 件）等合計） ）

件（平成 年度： 件）の依頼があり、これらの中には国や地方公共団体から依頼を受けた鑑23 197
定が含まれていた。

○ 分析、鑑定依頼件数の推移

区分 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

分析・鑑定依頼件数 ２２７ １９１ ２３０ １９７ １２５

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

行政及び民間からの要請に応えて、分析・鑑定業務を着実に実施したこと

などから「a」と評定した。
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平成２４年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

（中項目）５ 専門分野を活かしたその他の社会貢献

（小項目 （２）講習及び指導）

② 研究成果を活用した講習の実施、国、都道府県、団体等が主催する講習会等への講

師の派遣、情報の提供等を積極的に行うとともに、これらの機関から若手研究者等を

指 標 研修生として受入れ、研究者としての人材育成・資質向上に寄与する。

海外研究機関等からの研究者を研修生として受け入れることにより、人材育成に寄

与する。

年度計画：

研究成果を活用した講習の実施、国、都道府県、団体等が主催する講習会等への講師の派遣、

情報の提供等を積極的に行うとともに、これらの機関から若手研究者等を研修生として受入れ、

研究者としての人材育成・資質向上に寄与する。

海外研究機関等からの研究者を研修生として受け入れることにより、人材育成に寄与する。

実施結果：

外部からの依頼により研修講師として 人（平成 年度： 人）の派遣を行った。456 23 375
主な依頼元は、森林技術総合研修所等の国の機関、他の独立行政法人、都道府県等地方公共団

、 、 、 、 、 、体 国立大学法人 公益法人 等多岐にわたっており 本所のほとんどの研究領域 全支所NPO
林木育種センターで対応している。

○ 講師派遣件数の推移

区分 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

講師派遣件数 ３１５ ３６８ ３７６ ３７５ ４５６

受託研修生については、大学、県、民間から 名（平成 年度： 名）を研修生として受け72 23 78
入れた。県の研修生に対しては高度な研究調査手法や実験技術等を、大学の学生に対しては研究

の基礎的方法等を指導した。

研修終了時に研修生に対してアンケート調査を行い、多くの研修生から研修内容に満足とする

評価を得ている。アンケートの詳細な結果は、研修生の受け入れや実施態勢を検討する際の参考

として利用し、ニーズに応えた研修の改善に活用している。

○ 依頼元別の受入人数 （（ ）内は平成２３年度実績）

依 頼 元 受入人数

２． 独立行政法人 ０ （ １）

３． 県 （埼玉県農林総合センター ） １６ （ ２５）

４． 大学 （東京大学他 ） ４８ （ ５１）

５． 民間 （住友林業他 ） ８ （ １）

合 計 ７２ （ ７８）

海外からの研修生の受け入れについては （独）国際協力機構（ ）等の個別研修で 名、 JICA 278
を受け入れた。研修については、当所が行っている研究概要の説明と最新の研究課題の講義を行

い、議論を深めることにより、それぞれの母国での森林管理政策や研究活動に有用となる内容と

した。 集団研修生については、希望研修課題と受入研究室との調整を行い、研修効率を高めJICA
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るように努めた。これらの研修については、研修生からの評価も高く、国際交流・友好関係の進

展及びそれぞれの母国での人材の育成に大きく貢献した。

○ 研修生受け入れ数の推移

区分 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

受託研修生 １０７ １０２ ８４ ７８ ７２

海外研修生 ３５６ ２１３ ２２７ １７７ ２７８

合 計 ４６３ ３１５ ３１１ ２５５ ３５０

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

多様な要請に対応し、講師等として多数の派遣を行ったこと、

の個別研修による研修生等を積極的に受け入れ、国際的な人材の育成に寄与したこと、JICA
などから「ａ」と評定した。
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平成２４年度評価シ－ト(指標)

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する
ためとるべき措置

中項目 ５ 専門分野を活かしたその他の社会貢献
小項目（２）講習及び指導

③ 新品種等の利用を促進するため、都道府県等に対し、採種（穂）園の造成・改良技
指 標 術等の林木育種技術について、各種協議会等における指導を行うとともに、講習会を

。合計20回を目標に開催する

年度計画：
新品種等の利用を促進するため、都道府県等に対し、採種（穂）園の造成・改良技術等の林木

育種技術について、各種協議会等における指導を行うとともに、講習会を合計 回を目標に開催20
する。

実施結果：
各種会議における技術指導については、地方公共団体等に対して、新品種の利用を促進するた

め、エリートツリーの性能、コンテナ苗の取組等について 回実施した。現地における技術指導33
についても、種苗の生産技術やミニチュア採種園の管理技術等について 回実施した。19

講習会については、森林管理局、都道府県、民間企業に対して、病虫害防除、マツノザイセン
チュウ接種方法等について 回実施した。24

講習会の実施回数○

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２4年度区分

２３ ２９ ２３ ２４ ２４講習会

その他、来所（場）者に対する指導については 回、文書による指導は 回実施した。41 23

評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：
年度計画の目標を達成したこと
などから 「 」と評定した。、 a

182



平成２４年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

（中項目）５ 専門分野を活かしたその他の社会貢献

（小項目 （３）国際機関、学会等への協力）

④ 我が国を代表する森林に関する総合的研究を行う機関として、国際機関の専門家会

指 標 合及び国内外の学会等に専門家を派遣する。

政府の行う科学技術に関する国際協力・交流に協力する。

年度計画：

我が国を代表する森林に関する総合的研究を行う機関として、国際機関の専門家会合及び国内

外の学会等に専門家を派遣する。

政府の行う科学技術に関する国際協力・交流に協力する｡

実施結果：

日本の政府機関や法人、外国機関等との国際協力を進めるため、気候変動枠組条約締結国会議

（ 、国際標準化機構（ ）等の国際機関主催の専門家会合委員、国際協力機構（ ）COP18 ISO JICA）

の短期専門家及び調査団員、国際林業研究センター（ ）のプロジェクトリーダー、国際農CIFOR
JIRCAS 111 23林水産業研究センター（ ）林業プロジェクト短期在外研究員等として、 名（平成

年度： 名）の専門家を カ国へ派遣した。91 33

○ 国際協力のための専門家（職員）の派遣先・種別と派遣人数 （ ）内は平成２３年度実績）（

派遣先・種別 派遣人数

２０ （２５）１． 国際機関（ＩＳＯ、CIFOR等）主催の専門家会合等

１６ （８）２． 国際協力機構（ＪＩＣＡ）の短期専門家

９ （５）３． 国際協力機構（ＪＩＣＡ）の調査団員

１ （１）４． 国際林業研究センター（ＣＩＦＯＲ）のプロジェクトリーダー

１４ （６）５． 国際農林水産業研究センター（ＪＩＲＣＡＳ）の林業プロジェクト短期在外研究員

５１ （４６）６． 森林総合研究所受託出張制度

合 計 １１１ （９１）

○ 国際協力のための専門家（職員）の派遣対象国

アメリカ、インド、インドネシア、ウクライナ、エストニア、エチオピア、オーストラ

リア、カタール、カナダ、カンボジア、キルギス、クロアチア、ケニア、コロンビア、

スイス、スウェーデン、タイ、ドイツ、ニュージーランド、ネパール、ノルウェー、パ

プアニューギニア、フィジー、フィンランド、ブータン、ブラジル、ベトナム、ボツワ

ナ、マレーシア、モンゴル、ラオス、韓国、中国

その他、日本で開催された ワーキングユニット「外来種と国際貿易」に参加( 名)するIUFRO 2
とともに、エクスカーションの見学場所として協力を行った。

、 、外部機関対応として 及び の国際技術協力・共同研究プロジェクトについてはCIFOR JIRCAS
プロジェクトごとに「所内支援委員会」を設け、国際プロジェクト推進を積極的に支援した。ま

た、 プロジェクトのうち 件の「国内支援委員会」に委員として参画し、 のプロジェJICA 1 JICA
クト推進を積極的に支援した。

また、海外の大学や国際研究機関等と連携・協力し、合計 件（平成 年度： 件）の国際39 23 82
CIFOR 1 23共同研究やプロジェクト研究を実施した 内訳は 国際林業研究センター 件 平成。 、 （ ） （
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年度： 件 、 プロジェクト 件（同 件 、 派遣事業 件（同 件 、交付金1 JICA/JST 3 2 JSPS-JICA 0 1） ） ）

プロジェクト 件（同： 件 、外部資金等プロジェクト 件（同： 件 、および科学技術協力0 4 26 34） ）

協定等に基づく二国間共同研究 件（同： 件 、運営費交付金 件（同： 件）である。6 37 3 3）

これらの研究プロジェクト等により、合計 名（同： 名）の研究者を受け入れた。このほ25 25
かに、日本学術振興会のフェローシップ制度により 名（同： 名）を受け入れた。4 3

24 MOU LOAなお、平成 年度に締結していた （覚書： ）及びMemorandum of Understanding
（合意書 ）の数は、 件（同： 件）であった。：Letter of Agreement 27 29

○ 国際共同研究等及び招へい研究員受入件数の推移

区分 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

国際共同・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ件数 ７１ ８５ ８６ ８２ ３９

招へい研究員受入総人数 ２９ ２３ ２３ ２５ ２５

○ 国際共同研究、プロジェクト研究の種別・相手機関と実施件数 （ ）内は平成２３年度実績）（

種 別 ・ 相 手 機 関 実施件数

１．国際共同研究覚書（ＭＯＵ等）による共同研究 ２７（２９）

２．国際共同研究プロジェクト

１） 国際研究機関（国際林業研究センター（ＣＩＦＯＲ）) １ （１）

２） 国際協力機構等（ＪＩＣＡ/JST） ３ （２）

３ JSPS-JICA派遣事業 （１）） ０

４） 交付金プロジェクト （４）０

５） 環境省、文部科学省等外部資金等プロジェクト ２６ （３４）

６） 科学技術協力協定等に基づく二国間共同研究 ６ （３７）

） （ ）７ 運営費交付金 ３３

合 計 ３９ （８２）

○ 海外からの受入研究者の種別と受入人数 （（ ）内は平成２３年度実績）

種 別 受入人数

１．招へい研究員 ２５ （２５）

２．日本学術振興会フェローシップ等 ４ （３）

合 計 ２９ （２８）

海外出張については、出張者に出発前に情報を徹底するなど、以下のように職員の海外出張時

の健康・安全対策、およびコンプライアンス順守の強化を図った。

①「海外出張の健康・安全対策マニュアル」の見直しを行い 「外務省最新渡航情報」を逐次「所、

内イントラネット」に転載し 「外務省海外安全ホームページ」等と併せて活用をすすめた。、

②「緊急時の連絡先（宿泊先、訪問先等）や国内の留守宅等連絡先を明確に把握するため、全て

の出張者に「渡航連絡票」の作成・提出を徹底させた。

③役職員及び当所が出張依頼する外部者を対象としている海外旅行傷害保険について、同保険を

担保とする海外医療アシスタンスサービスへの加入を継続し、渡航時の健康確保に努めた。

また、国内の学会等への協力については、 件（平成 年度： 件）行った。具体的には、109 23 93
日本木材学会、日本接着学会、森林利用学会、日本森林学会、日本エネルギー学会等の専門委員

会委員等として学会活動に参加し、積極的に貢献した。

○ 国内の学会への対応件数の推移 （依頼出張）

区分 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

国内学会対応件数 １１７ ７７ ７７ ９３ １０９
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独立行政法人森林総合研究所

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

日本の政府機関や法人、国際機関等との協力を進めるため、国内外への専門家派遣が着実に行

われていること、

国際共同研究・海外プロジェクト研究を積極的に実施するとともに、外国人研究者受入を着実

に行い、国が行う国際連携・協力・交流に積極的に協力したこと、

職員の海外出張時の健康・安全対策、およびコンプライアンス順守の強化を図ったこと。

などから「ａ」と評定した。
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平成２４年度評価シ－ト(指標)の集計表

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する
ためとるべき措置

（中項目）５ 専門分野を活かしたその他の社会貢献
第１-５

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

① 民間、行政機関等からの依頼に応じ、研究所の有する専門的知識が

必要とされる林業用種子の発芽鑑定、木質材料の耐久性試験、木材の ａ 100 1

鑑定等を行う。

② 研究成果を活用した講習の実施、国、都道府県、団体等が主催する

講習会等への講師の派遣、情報の提供等を積極的に行うとともに、こ

れらの機関から若手研究者等を研修生として受入れ、研究者としての ａ 100 1

人材育成・資質向上に寄与する。

、海外研究機関等からの研究者を研修生として受け入れることにより

人材育成に寄与する。

③ 新品種等の利用を促進するため、都道府県等に対し、採種（穂）園

の造成・改良技術等の林木育種技術について、各種協議会等における ａ 100 1

指導を行うとともに、講習会を合計20回を目標に開催する。

④ 我が国を代表する森林に関する総合的研究を行う機関として、国際

機関の専門家会合及び国内外の学会等に専門家を派遣する。 ａ 100 1

政府の行う科学技術に関する国際協力・交流に協力する。

（ 指標数：４ 、ウェイトの合計③：４ ）

＝ ( )達成度の計算： ＝
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 400

100 %
4ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）

ａｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満）
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平成２４年度評価シート(指標)

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）１ 効率化目標の設定等

（小項目 （１）効率化目標）

ア 研究開発

① 人件費を除く運営費交付金予算で行う業務（新規に追加されるもの、拡充分等を除

指 標 く ）については、業務の見直し及び効率化を進め、平成23年度予算比で、一般管理。

費の3％及び業務経費の1％の合計に相当する額の削減を行う。

年度計画：

人件費を除く運営費交付金予算で行う業務（新規に追加されるもの、拡充分等を除く ）につい。

23 3 1ては 業務の見直し及び効率化を進め 平成 年度予算比で 一般管理費の ％及び業務経費の、 、 、

％の合計に相当する額の削減を行う。

実施結果：

経費削減を達成するため、業務の優先度に基づく執行や資金の使途ごとの支出限度額の設定に

よる目標管理等、執行予算の管理体制を 年度に引き続き強化した。削減の主なものは、本所の23
劣化した変圧器 台についてエネルギー消費効率が約 ％削減された高効率変圧器に更新、支21 40
所等も含め原発稼働停止に伴う節電目標の達成、冷暖房の温度設定等をこまめに調整することに

より電気・ガス使用量の削減、所有車 台の更新をリース車による更新とし車業務経費の削減に5
。 、 、 、 、 、努めた また 平成 年度に引き続き共同調達を推進し 北海道 東北 九州地区において軽油23

コピー用紙、暖房用燃料、レンタカー、健康診断等の共同調達、本所・育種センターのコピー用

紙共同調達を実施した。

これらにより平成 年度の業務経費は前年度に比し ％減、一般管理費は前年度に比し ％24 1 3.6
の減となり目標を達成した。

○ 運営費交付金、及びそれに係る業務経費と一般管理費の予算額 （単位：千円）

区分 平成２３年度 平成２４年度 （対前年度比）

9,764,775 9,117,746 93.4%運営費交付金

1,636,050 1,619,690 99.0%業 務 経 費

857,972 827,493 96.4%一 般 管 理 費

2,494,022 2,447,183 98.1%合 計

○ 業務経費と一般管理費の予算額の前年度比

区分 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

対前年度推移 ９６.９％ ９６.７％ ９４.８％ ９７.５％ ９８.１％

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

引き続き予算管理体制を強化したこと、

業務の優先度に基づく執行や資金の使途ごとの支出限度額の設定による目標管理等による執行を

通じ、運営費交付金に係る業務経費前年度比 及び一般管理費前年度比 ％節減できたこと、1% 3.6
などから「ａ」と評定した。
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平成２４年度評価シート(指標)

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）１ 効率化目標の設定等

（小項目 （１）効率化目標）

イ 水源林造成事業等

② 業務運営の効率化を図り、平成22年度経費と比較して、補正予算の影響額を除き、指 標
、 、 。一般管理費については34％ 人件費については15％ 事業費については6％削減する

年度計画：

業務運営の効率化を図り、平成 年度経費と比較して、補正予算の影響額を除き、一般管理費22
については ％、人件費については ％、事業費については ％削減する。34 15 6

実施結果：

（ア）一般管理費

事務・事業の効率化及び経費の削減の観点から、平成 年度に森林農地整備センター本部（川23
崎市）及び関東整備局の事務所の移転・共有化したことにより、事務所借上げ経費を削減したこ

と、また、従来から取り組んでいる室内の温度管理・昼休みの消灯等による電気使用の抑制、消

耗品のリユースによる活用や共有化の推進、カラーコピーの使用の抑制や定期刊行物の購読の見

直しなど、経費の削減を図り、一般管理費全体で ％を削減し目標を達成した。51.0

（イ）人件費

農用地整備事業等に係る事業区域等の完了・縮小に伴い、職員数の削減に前倒しで取り組む必

要があることから、退職者の補充の抑制に努めるとともに、職員の他法人への移籍等に取り組ん

だ結果、平成 年度期末の職員数（ 人）は平成 年度期末（ 人）と比べ 人の減とな24 389 22 461 72
った。

この結果、人件費は、平成 年度と比較して、補正予算の影響額を除き を削減し目標を22 19.3%
達成した。

（ウ）事業費

「森林総合研究所森林農地整備センターコスト構造改善プログラム」に基づくコスト縮減に努

め、効率的に事業を実施し、経済危機対応・地域活性化予備費等の確保に努めた中で可能な限り

事業の進捗を図った結果、繰越額を考慮した事業費は、次年度への繰越額が前年度よりも増加し

たことにより、補正予算の影響額を除き ％を削減し目標を達成した。7.6
なお、繰越額を除いて算出した事業費では、 ％の削減となった。7.2

○ 一般管理費、人件費及び事業費の削減率 （金額：千円）

平成22年度 平成24年度 対22年度 対23年度

区分 当初計画 実績 削減額 削減率 備考

① ② ③ ③／①

一般管理費 △372,746 △51.0％730,200 357,454

人件費 △710,586 △19.3％ 注13,675,958 2,965,372

△4,132,076 △7.2％53,105,474

事業費 △4,369,199 △7.6％ 注257,237,550 52,868,351

注 1 人件費については、退職金、退職給付引当金繰入及び福利厚生費(法定福利費及び法定外福利費)

並びに非常勤役職員給与及び人事院勧告を踏まえた給与改定部分を除く

2 事業費欄の上段は繰越額を除いて算出した額、下段は繰越額を考慮した額
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１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

一般管理費については、事務所経費の削減などにより目標を大きく上回る削減率を達成してい

ること、人件費については、退職者の補充抑制等の自助努力を講じて目標を達成していること、

また、事業費については、コスト縮減に努め効率的に事業を実施し、経済危機対応・地域活性化

予備費等の確保に努めた中で事業の進捗を図り目標を達成していること、

などから「ａ」と評定した。
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平成２４年度評価シート(指標)

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）１ 効率化目標の設定等

（小項目 （２）給与水準）

③ 給与水準については、国家公務員の水準となるよう取り組むとともに、検証結果や
指 標

取組状況を公表する。

年度計画：

給与水準については、国家公務員の水準となるよう取り組むとともに、検証結果や取組状況を

公表する。

実施結果：

、 「 」 、当法人の給与体系は 国家公務員における 一般職の職員の給与に関する法律 等に準拠して

職員給与規程を規定しており、給与水準は国家公務員と同水準である。

平成 年度のラスパイレス指数 について、事務・技術職員は 、研究職員は となり、24 * 99.5 98.1
給与水準は国家公務員と同水準であり、適切性を確保している。

給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し、手当を含め役職員給与の在り方に

ついて、厳しく検証した上で、引き続き、給与水準の見直しを行い、国家公務員に準拠した給与

規定に基づき支給している。また、検証結果や取組状況については、毎年 月末に「独立行政法6
人森林総合研究所の役職員の報酬・給与等について」によりホームページ上で公表している。

（事務・技術職員）

99.5対国家公務員（行政職(一））

（研究職員）

98.1対国家公務員（研究職）

＊ 当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準に置き換えた場合の給与水準を１００として、法人が

現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

給与水準の適正性の確保につとめたこと、

から「ａ」と評価した。
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平成２４年度評価シート(指標)

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）１ 効率化目標の設定等

（小項目 （３）総人件費）

④ 総人件費については 「公務員の給与改定に関する取扱いについて （平成22年11月、 」

指 標 1日閣議決定）に基づき、政府における総人件費削減の取組及び今後進められる独立

行政法人制度の抜本見直しの一環として、厳しく見直しを行う。

年度計画：

総人件費については 「公務員の給与改定に関する取扱いについて （平成 年 月 日閣議、 」 22 11 1
決定）に基づき、政府における総人件費削減の取組及び今後進められる独立行政法人制度の抜本

見直しの一環として、厳しく見直しを行う。

実施結果：

人件費の削減に向けた取組については、平成 年度において、基準年度（平成 年度）と比23 17
し、人件費削減率△ ％以上を達成したところである。平成 年度においても、退職等による人6 24
員の減のほか、職員の新規採用を抑制し、引き続き人件費の削減に努めているところである。

人件費については、人員数の減少のほか 国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律、「

（平成 年法律第 号 」に準じた給与改定を行うとともに、平成 年 月までの間、給与の減24 2 26 3）

額支給措置（減額相当額 千円）を実施したことにより、対前年度 千円の減となっ436,804 514,715
た。

また 「国家公務員の退職給付の給付水準の見直し等のための国家公務員退職手当法等の一部を、

改正する法律 平成 年法律第 号 に準じて 退職手当を算定する調整率を 分の 経（ ）」 、 （24 96 100 87
過措置により段階的に引下げ）とする退職給付水準の見直しを行ったところである。

○ 人員数及び人件費削減の取組状況(単位：人・千円・％）

区 分 平成23年度 平成24年度 対前年度

人 員 数 702(4) 679(5) △23(1)
*

人件費（給与・報酬等） 5,632,389 5,117,674 △514,715
** **

*人員数は各年度の期末の人員数（平成23年度及び平成24年度の人員数には、それぞれ任期付研究員16名及び6名を含

む）であり、( )は役員数で内数

**平成23年度及び平成24年度の人件費（給与・報酬等）5,632,389千円及び5,117,674千円は、総人件費改革の削減対象人

件費の範囲から除くこととされている運営費交付金により雇用される任期付研究員にかかる人件費及び人件費の5％以上

の削減を達成した緑資源機構から承継した職員にかかる人件費を除いた額

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

総人件費の削減の取組に努めたこと、

から「ａ」と評価した。
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平成２４年度評価シート(指標)の集計表

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）１ 効率化目標の設定等
第２－１

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

（ 、① 人件費を除く運営費交付金予算で行う業務 新規に追加されるもの

拡充分等を除く ）については、業務の見直し及び効率化を進め、平成 ａ 100 1。
23年度予算比で、一般管理費の3％及び業務経費の1％の合計に相当す
る額の削減を行う。

② 業務運営の効率化を図り、平成22年度経費と比較して、補正予算の
影響額を除き、一般管理費については34％、人件費については15％、 ａ 100 1
事業費については6％削減する。

ａ 100 1
③ 給与水準については、国家公務員の水準となるよう取り組むととも
に、検証結果や取組状況を公表する。

④ 総人件費については 「公務員の給与改定に関する取扱いについて」、

ａ 100 1
（平成22年11月1日閣議決定）に基づき、政府における総人件費削減の

、取組及び今後進められる独立行政法人制度の抜本見直しの一環として

厳しく見直しを行う。

（ 指標数：４ 、ウェイトの合計③：４ ）

100達成度の計算： ＝
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 400

＝
4ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）

ａｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満）
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平成２４年度評価シート(指標)

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）２ 資源の効率的利用及び充実・高度化

（小項目 （１）組織等）

① 試験林については、研究課題の変更や完了に際し、継続して存置する必要性を検討
指 標

し、計画的に設置箇所の見直しを行うよう、データベースの整備を図る。

年度計画：

試験林については、研究課題の変更や完了に際し、継続して存置する必要性を検討し、計画的

に設置箇所の見直しを行うよう、データベースの整備を図る。

実施結果：

試験林については、研究課題の終了時に存置（継続利用 、廃止等の判断及び事務手続き等が円）

滑に進むよう、試験林毎に研究期間、研究内容等を一覧できるデータベースを更新した。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

試験林について研究期間、研究内容等を一覧できるデータベースを更新した、

ことから「ａ」と評定した。
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平成２４年度評価シート(指標)

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）２ 資源の効率的利用及び充実・高度化

（小項目 （１）組織等）

② 森林農地整備センターの現場組織については、特定中山間保全整備事業の１区域及

び農用地総合整備事業の1区域の事業完了に併せて、縮減・廃止する。

指 標 また、事務・事業の効率化及び経費の削減の観点から、水源林整備事務所について

は、整備局への統合・集約化による縮減を行うとともに、支所等の施設との共用化を

検討する。

年度計画：

森林農地整備センターの現場組織については、特定中山間保全整備事業の 区域及び農用地総1
合整備事業の 区域の事業完了に併せて、縮減・廃止する。1
また、事務・事業の効率化及び経費の削減の観点から、水源林整備事務所については、整備局

への統合・集約化による縮減を行うとともに、支所等の施設との共用化を検討する。

実施結果：

森林農地整備センターの現場組織については、平成 年度末で特定中山間保全整備事業の１区24
1 2域（南富良野区域）及び農用地総合整備事業の 区域（美濃東部区域）が完了したことから、

建設事業所（南富良野建設事業所及び美濃東部建設事業所）を廃止した。

また、事務・事業の効率化及び経費の削減の観点から、水源林整備事務所の整備局への統合・

集約化による縮減及び支所等の施設との共用化については、組織等検討プロジェクトチ－ムにお

いて、利便性、業務の効率性等の面から検討を行い、平成 年度末に京都水源林整備事務所を廃24
止し、近畿北陸整備局に統合・集約化した。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

上記結果のとおり、事業の完了に伴い廃止するとともに、組織等検討プロジェクトチ－ムにお

いて経費の削減及び事務・事業の効率化の観点から、京都水源林整備事務所を廃止し、近畿北陸

整備局へ統合・集約化したこと、

などから「ａ」と評定した。
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平成２４年度評価シート(指標)

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）２ 資源の効率的利用及び充実・高度化

（小項目 （２）保有資産）

③ 保有資産については 「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針 （平成22年、 」

12月7日閣議決定）に基づき、引き続き、その保有の必要性について不断に見直しを

行い、法人が保有し続ける必要がないと認められるものは、支障のない限り、国への

返納等を行う

連光寺実験林 東京都多摩市 島津実験林 京都市伏見区 及び宇治見実験林 京（ ）、 （ ） （

都市伏見区）については、当該実験林における試験調査等の早期終了、別の試験地の

確保並びに隣接所有者との調整等、所要の措置の検討を進めるため、保有資産検討プ

ロジェクトチームを平成23年度に設置した。
指 標

当該プロジェクトチームにおいて 連光寺実験林 東京都多摩市 島津実験林 京、 （ ）、 （

都市伏見区）及び宇治見実験林（京都市伏見区）については、当該実験林毎に試験研

究の進行状況を踏まえて、研究終了又は継続する場合の代替となるフィールドの確保

等に向けた計画の策定並びに境界の現況の把握、所要の措置の検討を進める。

共同研究等による連携・協力を進め、研究施設・設備の効率的な活用を図る。

施設及び設備・機械のメンテナンスについては、アウトソーシングを行う。

奈良水源林整備事務所（奈良市）については、(1)の水源林整備事務所に係る見直

しを行い、また、建物の老朽化をも考慮しつつ国への返納措置又は売却を検討する。

書類倉庫として活用しているいずみ倉庫（福島市）については、地価及び賃貸料の

動向等の費用対効果を踏まえ、国への返納措置又は売却を検討する。

年度計画：

保有資産については 「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針 （平成 年 月 日、 」 22 12 7
閣議決定）に基づき、引き続き、その保有の必要性について不断に見直しを行い、法人が保有し

続ける必要がないと認められるものは、支障のない限り、国への返納等を行う。

（ ）、 （ ） （ ）連光寺実験林 東京都多摩市 島津実験林 京都市伏見区 及び宇治見実験林 京都市伏見区

については、当該実験林における試験調査等の早期終了、別の試験地の確保並びに隣接所有者と

の調整等、所要の措置の検討を進めるため、保有資産検討プロジェクトチームを平成 年度に設23
置した。

、 （ ）、 （ ）当該プロジェクトチームにおいて 連光寺実験林 東京都多摩市 島津実験林 京都市伏見区

（ ） 、 、及び宇治見実験林 京都市伏見区 については 当該実験林毎に試験研究の進行状況を踏まえて

研究終了又は継続する場合の代替となるフィールドの確保等に向けた計画の策定並びに境界の現

況の把握、所要の措置の検討を進める。

共同研究等による連携・協力を進め、研究施設・設備の効率的な活用を図る。

施設及び設備・機械のメンテナンスについては、アウトソーシングを行う。

奈良水源林整備事務所（奈良市）については、( )の水源林整備事務所に係る見直しを行い、ま1
た、建物の老朽化をも考慮しつつ国への返納措置又は売却を検討する。

書類倉庫として活用しているいずみ倉庫（福島市）については、地価及び賃貸料の動向等の費

用対効果を踏まえ、国への返納措置又は売却を検討する。

実施結果：

（保有資産の管理・運用・見直し）

保有資産については、資産の利用度等のほか、有効利用可能性の多寡といった観点に沿って、

、 、その保有の必要性の検証や施設整備及び土地の利用計画について施設整備・運営委員会で また
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。資産利用状況等調査を勘案した減損兆候の有無の判断を減損審査委員会等でそれぞれ行っている

また、民間等からの借上物件については、大半が試験及び研究の目的の達成のための試験研究調

査用フィールド等として使用しているものであるが、契約時にその必要性等を適切に判断し借上

を行っているところである。

委員会等における上記検討結果を踏まえ、次の 資産を除却処分とし、これらは全て使用しな3
いことを決定したので、取り壊しとした。

① 本所木質バイオエタノール実証プラント事務所棟

② 本所キュービクル上屋

③ 東北支所浄化装置

土地については処分すべき箇所はなかったが、今後も保有資産について点検を行うこととして

いる。

○ 資産（土地）の保有状況（H25.3.31現在）

建 物 敷 実 験 林 等* 合 計

36.2ｈａ 765.6ｈａ 801.8ｈａ

*試験研究施設、樹木園、苗畑、原種苗畑、交配園、原種園、その他を含む。

（ ）、 （ ） （ ）連光寺実験林 東京都多摩市 島津実験林 京都市伏見区 及び宇治見実験林 京都市伏見区

については、平成 年度に設置した保有資産検討プロジェクトチームにおいて、研究終了又は継23
続する場合の代替となるフィールドの確保、境界の現況の把握等の検討を開始した。

ホームぺージ上の「産学官連携」の中で｢共同研究に利用できる施設及び機械・機器｣について

の情報を更新し、研究施設・設備の効率的な活用を図った。

施設及び設備のメンテナンスについては、 件の外部委託を行った。8
平成 年度～平成 年度の 年間契約23 25 3
（１）本所電気設備及び機械設備等運転点検保守管理業務 ．－396,900,000
（２）本所特殊空調機点検保守業務 ．－30,334,500
（３）本所環境調節装置点検保守業務 ．－23,625,000
（４）本所構内交換設備運転点検保守業務 ．－4,095,000
（５）本所クレーン点検保守業務 ．－4,725,000
平成 年度～平成 年度の 年間契約24 25 2
（６）本所実験廃水処理施設運転点検保守業務 ．－9,030,000
（７）本所シャッター点検保守業務 ．－1,129,800
（８）森林総合研究所本所及び林木育種センター施設の管理業務 ．－68,166,000

、 、 （ ）また 高額機器のメンテナンスについては 件 千円 平成 年度： 件 千円14 23,696 23 14 23,993
の外部委託を行った。

〇 高額機器の整備・点検業務 （ 件） 【 千円】14 23,696
発光分光分析装置、水利用効率測定装置、 ｼｰｹﾝｻｰ、走査型ﾌﾟﾛｰﾌﾞ顕微鏡、走査電子ICP DNA

顕微鏡（ 、高分解能質量分析装置、核磁気共鳴装置、Ｘ線回折装置、育成植物モニタリン2）
グシステム固葉用光合成蒸散測定ユニット、育成植物モニタリングシステム光合成蒸散測定

ユニット、ダイオキシン測定機、キャピラリーシーケンサー、実験室内機器

9 3,005 23さらに 苗畑業務及び樹木園管理業務のうちの補助的作業については 件 千円 平成、 、 （

年度： 件 千円）の外部委託を行った。7 1,413

（千円）○ 外部委託（アウトソーシング）実施状況の推移

区分 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

業務委託費(千円) １８０,２０５ １９８,１４０ １８８,３９５ １８２,６３３ ２１９０,９０

業務委託(件数) ６１ ４０ ３６ ３５ ３１
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注）3年間契約は3分の1の金額を、2年間契約は2分の1金額を計上

森林農地整備センターに設置された保有資産検討プロジェクトチームにおいて、保有資産の必

要性等について検討を行った。

奈良水源林整備事務所（奈良市）については、組織等に係る見直し検討の中で、総合的に比較

考量をした結果、京都水源林整備事務所を近畿北陸整備局に統合・集約化することとしたこと、

また、同事務所の耐震補強工事により、当面使用できることが客観的に証明されたことから、事

務所として使用を継続することとした。

書類倉庫として活用しているいずみ倉庫（福島市）については、経済性に加え利便性も勘案し

検討を行い、組織の縮減を考慮しつつ、さらには、いずみ倉庫の所在地が福島市の除染実施計画

では平成 年度以降とされていることも踏まえ、処分（現物納付）を検討することとした。26

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

保有資産の必要性等について検討を行い、処分を進めたこと、

施設・設備等のメンテナンスの外部委託を進めたこと、

研究施設・設備の効率的な利用のためにホームページの情報を整備したこと、

などから「ａ」と評定した。
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平成２４年度評価シート(指標)

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）２ 資源の効率的利用及び充実・高度化

（小項目 （３）職員の資質向上）

④ 研究職員については、学位の取得に配慮しながら国内外の大学等への留学及び研究

交流、各種研修への参加等、意欲向上、能力の啓発及び資質の向上を図る。

指 標 法令等で資格や特別教育等を必要とする業務については、業務に応じて必要な資格

やそのための研修等特別教育の情報を周知するなどの取組を通じ、必要な資格取得等

に努める。

年度計画：

研究職員については、学位の取得に配慮しながら国内外の大学等への留学及び研究交流、各種

研修への参加等、意欲向上、能力の啓発及び資質の向上を図る。

法令等で資格や特別教育等を必要とする業務については、業務に応じて必要な資格やそのため

の研修等特別教育の情報を周知するなどの取組を通じ、必要な資格取得等に努める。

実施結果：

農林水産省、林野庁、人事院等が主催する各種研修や農林水産技術会議が主催する技術講習会

やセミナーなどに一般職員および研究職員を積極的に参加させた。また、所内においても中堅研

究職員研修・所内短期技術研修等を実施した。所内の研修や講演時にはテレビ会議システムを活

用し、支所等の職員も参加できる方法をとった。

○ 各種研修受講者数の推移

区分 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

研修受講者数 ２６４ ９１７ ６８５ ５８４ ８７６

研修件数 ７２ ７８ ７３ ７０7４

、 、 （ 、 、 、 、語学研修については 本所 支所で合計 名 本所 名 北海道 名 東北 名 関西 名50 13 6 5 4
、 、 、 、 ） 。四国 名 九州 名 林木育種センター 名 北海道育種場 名 九州育種場 名 が受講した3 5 6 4 4

本所では、国際的な成果の発信や国際会議における発言力向上のため、プレゼンテーションスキ

ル及び討論・議事進行能力の向上研修を行い 名が受講した。また、英語による論文投稿及び成5
果公表方法等の能力向上に向けた研修を実施し、所全体で 名が受講した。83

海外留学については、外国機関及び 「国際共同研究プログラム」の経費保証による研究OECD
員派遣及び在外研究員制度等を活用し、 名の若手研究員を海外研究機関へ派遣した。3

学位の取得や資質の向上に向けて研究職員のモチベーションを高めるため、学位取得者を全所

に通知するとともに学会賞等の受賞者をホームページで公表した。

6 344 23 345今年度の博士号取得者は 農学博士 名 文学博士１名 総取得者は 名 平成 年度：、 、 、 （

名）となった。これは研究職の ％（同： ％）に該当する。79 75

○ 学位取得者数の推移

区分 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

学位取得者数 ８ １５ １０ ９ ７

取得率（％） ７０ ７１ ７４ ７５ ７９
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○ 学位取得者数の総数 （平成２４年度現在） （※（ ）内は平成２４年度新規取得者数）

農学博士 （ ＊その他１３名の内訳は以下のとおり。275 6）

理学博士 林学博士２名、生命科学博士２名、環境学31

学術博士 博士、環境科学博士、人間環境学博士、哲14

地球環境学博士 学博士、生物資源科学博士、デザイン学博6

工学博士 士、獣医学博士、心身健康科学博士、文学5

その他 （ 博士 各１名＊13 1）

344 ( 7)合 計

研究開発部門においては、研究業務及び研究支援業務の遂行に法律上必要な免許及び資格を取

得させるとともに、各種の講習会等に参加させることによって、職員の資質の向上を図った。

○ 業務遂行に必要な免許・資格取得者数の推移

区分 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

免許・資格取得者数 ３２ ４６ ３５ １４ １０

（主な免許：社会保険労務士、衛生管理者、危険物取扱者、ボイラー技士、クレーン運転士、放射線取扱主任者、測量士、測量士補）

○ 平成２４年度における技能講習会等参加者数

普通第１種圧力容器取扱作業主任者技能講習（１名）、木材加工用機械作業主任者技能講習（４名）、

乾燥設備作業主任者技能講習（２名）、床上操作式クレーン運転技能講習（３名）、玉掛け業務技能講習（３名）、

小型移動式クレーン運転技能講習（１名）、フォークリフト運転技能講習（２名）、高所作業車運転技能講習（４名）、

車両系建設機械運転技能講習【整地等】（４名）、ガス溶接技能講習（１名）、小型車両系建設機械特別教育（３名）、

高所作業車特別教育(４名）、伐木等業務従事者特別教育(２３名）、研削用砥石取替業務特別教育(４名）、

粉じん作業特別教育(２名）、刈払機作業安全衛生教育（１４名）、丸のこ等取扱い作業従事者安全教育（７２名）、

振動工具取扱（チェーンソー以外）安全衛生教育（２名）、職長等安全衛生教育（２名）、

安全運転管理者講習（１名）、甲種防火管理者講習（３名）、防災管理者（２名）、 エネルギー管理員講習（２名）、

特別管理産業廃棄物管理責任者講習（２名）、障害者職業生活相談員資格認定講習（２名）、

危険物取扱保安講習（２名）、衛生管理者能力向上教育（１名）、狩猟免許更新講習(２名)

合計１６８名

森林農地整備センターにおいては、業務の円滑な遂行に資するために「独立行政法人森林総合

研究所森林農地整備センター国家資格等の取得に関する取扱要領」に基づき、業務遂行に必要な

免許及び資格取得の促進に努めた。また、官庁等が主催する外部講習会に職員を参加させ資質の

向上を図った。

○ 業務遂行に必要な免許・資格取得者数

区分 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

免許・資格取得者数 ２９ １７ ２０ １５ １５

（主な免許：資格：狩猟免許、日商簿記検定、ビジネス実務法務検定、衛生管理者、森林情報士、林業技士、技術士、測量士）

○ 平成２４年度における外部講習会等参加者数

政府関係法人等会計事務職員研修（３名）、政府出資法人等内部監査業務講習会（１名）、

会計検査の指摘事例から学ぶ設計・施工不良の改善策講習会（２名）、評価・監査中央セミナー（５名）、

内部監査基礎講座（１名）、官庁契約・公共工事と会計検査講習会（５名）、給与実務研修会（２名）、

森林保護管理研修（３名）、森林の公益的機能研修（２名）、流域管理・地域材供給システム構築研修（２名）、

民有林助成制度研修（２名）、林業機械基礎研修(５名)、全国農村振興技術連盟東京フォーラム（２名）、

全国農村振興技術連盟夏期計画セミナー（２名）、農村道路研究部会研究集会・現地研修会（１名）

合計３８名

独立行政法人森林総合研究所

199



独立行政法人森林総合研究所

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

博士号取得を奨励した結果、 名が学位取得したこと、7
名の若手研究員を海外研究機関へ派遣したこと3
担当者を積極的に各種講習会等参加させ、免許及び資格を有する者の維持、拡充を図ることが

できたこと、

などから「ａ」と評定した。
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平成２４年度評価シート(指標)

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）２ 資源の効率的利用及び充実・高度化

（小項目 （３）職員の資質向上）

⑤ 職員の法令遵守に資するため外部有識者を含めたコンプライアンス委員会を開催す

るほか、役職員への周知・徹底を図る。指 標
男女共同参画の推進および女性研究者の活躍促進に向けた両立支援の充実のため、

男女共同参画事業の推進に努める。

年度計画：

職員の法令遵守に資するため外部有識者を含めたコンプライアンス委員会を開催するほか、役

職員への周知・徹底を図る。

男女共同参画の推進および女性研究者の活躍促進に向けた両立支援の充実のため、男女共同参画

事業の推進に努める。

実施結果：

平成 年 月 日に外部有識者を含めた本所コンプライアンス委員会を開催し、平成 年度25 3 12 24
活動計画に基づき、危機管理体制の強化、情報セキュリティーの強化、文書管理の適正な管理等

の点検項目ごとに進捗状況を確認、評価した。

各種研修において行動規範の周知徹底を行うほか、平成 年 月 日には外部講師によるコ24 7 10
ンプライアンス研修会を開催し、コンプライアンスの認識チェック等を行った。

、 、所内イントラネットにより国の機関や大学 独法等のコンプライアンス違反等の事例を参考に

コンプライアンスの啓発活動を行った。

（参考）平成 年度活動状況24
（１）役職員に対する教育・研修

研修

平成 年 月 日 Ⅱ種・Ⅲ種採用試験者研修・・・農林水産研修所主催24 4 17
平成 年 月 日 管理者研修 ・・・・・・農業・食品産業技術総合研究機構主催24 5 23
平成 年 月 日 チーム長等研修・・・・・ 〃24 6 7
平成 年 月 日 主査等Ⅱ研修・・・・・・ 〃24 6 22
平成 年 月 日 主査等Ⅰ研修・・・・・・ 〃24 7 13
平成 年 月 日 チーム員研修・・・・・・ 〃24 9 7
平成 年 月 日 関東地区中堅係員研修・・・ 人事院関東事務局24 10 30
平成 年 月 日 関東地区係長研修・・・・ 〃25 1 23

平成 年 月 日 コンプライアンス講演会・・・テレビ会議システムを利用し、本支24 7 10
所等含めて、自己診断チェックリスト、ハラスメント等について実

施。また、講演会欠席者にも録画を見えるように所内イントラネッ

トに掲載。

（２）進捗状況に係る点検及び評価について

点検項目

①危機管理体制の強化を図る。

②情報セキュリティーの強化を図る。

③文書管理の適正な管理に努める。

④契約の適正化を推進し、業務の効率化を図る。

独立行政法人森林総合研究所
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⑤公的研究費の適正な管理に努める。

⑥早期予算執行等の適正な予算管理に努める。

森林農地整備センターでは、平成 25 年 3 月 15 日に開催した外部有識者を含めた森林農地整備

センターコンプライアンス推進委員会において、平成 24 年度取組計画に基づく①平成 24 年度に

見直しを行った「緑の行動規範」、「コンプライアンス・ハンドブック」の各種研修・会議等の場

を通じた周知徹底、②重点課題（コンプライアンスに関する常識の徹底、「明るい職場づくり」と

「地域貢献」の一層の促進）への取組、③毎月の役職員向けメールマガジンを通じたコンプライ

アンス違反事例等の情報発信、コンプライアンス推進月間におけるコンプライアンス意識の啓発、

④全職員を対象にしたコンプライアンス自己診断の結果、を基に取組計画の有効性及び効果につ

いて検証・分析を行い、次年度の取組方針へ反映させた。

（参考）平成 24 年度活動状況

（１）役職員に対する教育・研修及び周知徹底

平成 24 年 4 月 9 日 農用地事業新任者研修

平成 24 年 9 月 18 日 新規採用者(9 月 1 日採用)研修

平成 24 年 10 月 3 日･29 日 課長補佐・主幹・係長研修

平成 24 年 11 月 28 日 水源林整備事務所長等研修

＊ 上記のほか整備局長・水源林整備事務所長会議及び整備局総務課長会議、及び各整

備局管内総務・経理担当者会議等において、コンプライアンスの常識を周知徹底。

（２）重点課題への取組

・コンプライアンスに関する常識の徹底を図る一つとして、業務遂行上注意すべき事項として

著作権を取り上げ、その知識を深めるための資料として「知っておきたい著作権～著作物の

利用必携～」を作成するとともに、「ビジネスマン必携！知って得する著作権（社団法人コン

ピュータソフトウェア著作権協会）」を購入し、全役職員に配布し周知徹底。

・「明るい職場づくり」と「地域貢献」の一層の促進に向け、各職場単位で PDCA サイクルに

よる取り組みを実施

（３）メールマガジン情報発信・コンプライアンス推進月間の活動

・職員向けのメールマガジンにおいて、新聞記事等に掲載されたコンプライアンス違反事例

を取り上げ注意喚起を行うとともに関連する法律を解説

・身近な法律についてわかりやすく紹介

・推進月間において、コンプライアンスの常識の徹底に向けた各職場単位での研修を実施す

るとともに、標語の募集及びポスターを作成配布

（４）コンプライアンス自己診断

・緑の行動規範（10 原則）を基にした自己診断の結果、前年度よりも全ての項目において評

価値が上昇するなど、「緑の行動規範」が一定の浸透・定着しつつあることを確認

男女共同参画事業として以下の取り組みを行った。①第 3 期中期計画期間における男女共同参

画の推進策周知のためにパンフレットを配布したほか、英語版をホームページで公表した。また、

エンカレッジ推進セミナーを開催したほか、男女共同参画週間、職員研修、研究所会議などの機

会を利用して男女共同参画意識の啓発に努めた。広報誌「季刊森林総研」に女性研究者特集を掲

載して社会への発信にも努めた。②仕事と生活の調和の推進のため、職員へのアンケートを実施

し、仕事と生活の調和の実情および職員の要望を把握した。さらに、男性職員の育児参加を促進

させる目的で、男性職員の育児体験談をホームページに掲載して意識啓発と情報共有を図った。
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また、昨年度に引き続き、一時預かり保育室運営、各種イベントへの参加、家族責任を持つ研究

者への研究支援を実施した。③キャリア形成等に対する支援として、キャリアカウンセリングを

実施したほか、女性職員との意見交換会を行った。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

コンプライアンス推進研修等の取組を実施し、職員への周知徹底を図ったこと、

男女共同参画推進とワーク・ライフ・バランス実現のため育児サポート体制など職場環境の整

備を進めたこと、

などから「ａ」と評定した。
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平成２４年度評価シート(指標)の集計表

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）２ 資源の効率的利用及び充実・高度化
第２-２

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

① 試験林については、研究課題の変更や完了に際し、継続して存置す
る必要性を検討し、計画的に設置箇所の見直しを行うよう、データベ ａ 100 1
ースの整備を図る。

② 森林農地整備センターの現場組織については、特定中山間保全整備
事業の１区域及び農用地総合整備事業の1区域の事業完了に併せて、縮
減・廃止する。 ａ 100 1
また、事務・事業の効率化及び経費の削減の観点から、水源林整備

事務所については、整備局への統合・集約化による縮減を行うととも
に、支所等の施設との共用化を検討する。

③ 保有資産については 「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本、

方針 （平成22年12月7日閣議決定）に基づき、引き続き、その保有の」

必要性について不断に見直しを行い、法人が保有し続ける必要がない

と認められるものは、支障のない限り、国への返納等を行う

連光寺実験林（東京都多摩市 、島津実験林（京都市伏見区）及び宇）

治見実験林（京都市伏見区）については、当該実験林における試験調

査等の早期終了、別の試験地の確保並びに隣接所有者との調整等、所
要の措置の検討を進めるため、保有資産検討プロジェクトチームを平
成23年度に設置した。
当該プロジェクトチームにおいて、連光寺実験林（東京都多摩市 、）

島津実験林（京都市伏見区）及び宇治見実験林（京都市伏見区）につ ａ 100 1
いては、当該実験林毎に試験研究の進行状況を踏まえて、研究終了又

は継続する場合の代替となるフィールドの確保等に向けた計画の策定

並びに境界の現況の把握、所要の措置の検討を進める。

共同研究等による連携・協力を進め、研究施設・設備の効率的な活

用を図る。

施設及び設備・機械のメンテナンスについては、アウトソーシング

を行う。

奈良水源林整備事務所（奈良市）については、(1)の水源林整備事務

所に係る見直しを行い、また、建物の老朽化をも考慮しつつ国への返

納措置又は売却を検討する。

書類倉庫として活用しているいずみ倉庫（福島市）については、地

価及び賃貸料の動向等の費用対効果を踏まえ、国への返納措置又は売

却を検討する。

④ 研究職員については、学位の取得に配慮しながら国内外の大学等へ
の留学及び研究交流、各種研修への参加等、意欲向上、能力の啓発及
び資質の向上を図る。
法令等で資格や特別教育等を必要とする業務については、業務に応 ａ 100 1

じて必要な資格やそのための研修等特別教育の情報を周知するなどの
取組を通じ、必要な資格取得等に努める。

⑤ 職員の法令遵守に資するため外部有識者を含めたコンプライアンス

ａ 100 1
委員会を開催するほか、役職員への周知・徹底を図る。
男女共同参画の推進および女性研究者の活躍促進に向けた両立支援
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の充実のため、男女共同参画事業の推進に努める。

（ 指標数：５、ウェイトの合計③：５ ）

＝ ( )達成度の計算： ＝
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 500

100 %
5ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）

ａｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満）
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平成２４年度評価シート(指標)

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）３ 契約の点検・見直し

（小項目）

他の独立行政法人の事例等も参考に、随意契約の見直しを更に行うと共に、一者応札

・応募となっている入札についても引き続き原因の分析を行い縮減の対応を図る。更に

「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」における改善状況のフォローアッ

プについて（平成23年9月2日総務省行政管理局長事務連絡）に基づく取り組みを着実に

実施することにより「随意契約見直し計画 「一者応札・応募改善に向けての取組」の」

一層の推進を図る。

「随意契約の見直し計画」の実施状況及び契約の実施状況について引き続き公表する

とともに、独立行政法人が行う契約に係る情報の公表について（平成23年6月3日内閣官

指 標 房行政改革推進室長事務連絡）に基づく契約に係る情報の公表を着実に実施することに

より契約の透明性の向上に積極的に対応する。

「公共サービス改革基本方針 （平成23年7月閣議決定）別表に記載された （独）森」 、

林総合研究所の施設の管理・運営業務については、平成24年度から2年間、民間競争入

札により業務を実施する。

入札・契約事務の適正な実施について、外部有識者を含めた契約監視委員会及び入札

監視委員会並びに監事及び会計監査人によるチェックを受ける。

監事及び会計監査人との連携強化、監査従事職員の資質の向上のための研修を行うな

ど、内部監査体制を整備し、その機能の強化を図る。

年度計画：

他の独立行政法人の事例等も参考に、随意契約の見直しを更に行うと共に、一者応札・応募と

なっている入札についても引き続き原因の分析を行い縮減の対応を図る。更に「独立行政法人の

23 9 2契約状況の点検・見直しについて における改善状況のフォローアップについて 平成 年 月」 （

日総務省行政管理局長事務連絡）に基づく取り組みを着実に実施することにより「随意契約見直

し計画 「一者応札・応募改善に向けての取組」の一層の推進を図る。」

「 」 、随意契約の見直し計画 の実施状況及び契約の実施状況について引き続き公表するとともに

独立行政法人が行う契約に係る情報の公表について（平成 年 月 日内閣官房行政改革推進室23 6 3
長事務連絡）に基づく契約に係る情報の公表を着実に実施することにより契約の透明性の向上に

積極的に対応する。

「公共サービス改革基本方針 （平成 年 月閣議決定）別表に記載された （独）森林総合研」 、23 7
究所の施設の管理・運営業務については、平成 年度から 年間、民間競争入札により業務を実24 2
施する。

入札・契約事務の適正な実施について、外部有識者を含めた契約監視委員会及び入札監視委員

会並びに監事及び会計監査人によるチェックを受ける。

監事及び会計監査人との連携強化、監査従事職員の資質の向上のための研修を行うなど、内部

監査体制を整備し、その機能の強化を図る。

実施結果：

（ 随意契約の見直し計画」の実施状況）「

、 （ ）契約状況の点検・見直しについては 総務省行政管理局からの事務連絡 平成 年 月 日21 11 17
に基づき、競争性のない随意契約の徹底した見直しと一般競争入札等の競争性確保を図るため、

外部有識者で構成された契約監視委員会及び主務大臣による点検、見直しの結果に基づいて見直

し計画をたて、これを公表しつつ実施しているところである。平成 年度における随意契約は件24
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数、金額ともに随意契約見直し計画を下回った。なお、平成 年度以降においても引き続き計画25
の達成に努めることとしている。

競争入札については、平成 年度 件 億円であったが、平成 年度 件 億20 482 162.66 21 371 119.18
円、平成 年度 件 億円、平成 年度 件 億円、平成 年度 件 億22 332 82.05 23 317 51.78 24 214 44.29
円と年々大きく減少している。減少の主な要因は、森林農地整備センターで実施している特定地

域整備等勘定における特定中山間保全整備事業、農用地総合整備事業及び既設道移管円滑化事業

の工事・コンサル等契約が事業完了に向けて減少したことなどが主な要因である。

○ 随意契約見直し計画と平成２４年度に締結した契約の状況 （単位：件、千円）

平成20年度 平成24年度 比較増△減 見直し計画区 分
件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

競争性のある契約 (67.4%) (91.9%) (78.6%) (95.4%) ( %) (70.5%) (93.1%)(△55.4%) △72.5

496 16,389,882 221 4,502,708 519 16,601,882△275 △11,887,174

競争入札 (65.5%) (91.25%) (76.2%) (93.9%) ( %) (68.9%) (92.8%)(△55.6%) △72.8

482 16,265,725 214 4,429,240 507 16,539,181△268 △11,836,485

企画競争・公募等 (1.9%) (0.7%) (2.5%) (1.6%) (△40.8%) (1.6%) (0.4%)(△50.0%)

14 124，157 7 73,468 △50,689 12 62,701△7

競争性のない随意契約 (32.6%) (8.1%) (21.4%) (4.6%) ( %) %) (29.5%) (6.9%)△75.0 (△84.9

240 1,437,425 60 216,584 217 1,225,425△180 △1,220,841

(100%) (100%) (100%) (100%) ( %) ( %) (100%) (100%)△61.8 △73.5

合 計 736 17,827,307 281 4,719,292 736 17,827,307△455 △13,108,015

（注1）随意契約見直し計画の作成時において、国の公募型委託試験研究プロジェクト等の取扱については、政府全体の

研究開発法人の在り方を踏まえて検討することとされ、随意計画等見直し計画からは除外していた国等の委託研

究の公募に係る再委託分140件、436,031千円を「競争性のない随意契約」に追加したため、平成20年度実績及び

見直し計画の数字が平成23年度以前年度の評価シートと異なっている。

（注2）見直し後の随意契約は、真にやむを得ないもの。

（注3）金額は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある。

（契約の適正化）

一者応札・応募の対応については、内部委員による入札審査委員会において、入札方法・入札

公告期間・入札掲示箇所・入札参加資格・入札広告内容・仕様書の記載内容等の適正審査を行い

縮減に努めた結果、一者応札・応募となった契約の件数は前年度と比べ大幅に減少した。

一者応札・応募となった金額は前年度を上回ったが、その要因は、平成 年度第 次補正予算23 3
で実施した「本所特別高圧受変電設備更新その他工事 （契約金額 千円）が、財務省に」 1,437,450
よる翌債の承認後直ちに入札事務を進めたものの、工期が短く器機の納入が困難であるとして、

入札関係書類を受領した 者のうち 者が入札を辞退したことによるものである。なお、同件は3 2
平成 年 月 日開催の本所入札監視委員会において点検を受けている。24 12 21

一者応札・応募となった契約の件数と金額の状況 （単位：件、千円）○

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

188 2,906,708 138 1,742,336 121 1,228,236 142 951,034 84 2,102,392

（契約情報の公開）

「随意契約の見直し計画」の実施状況及び契約の実施状況について、本所のホームページにお

23 6 3いて公表するとともに 「独立行政法人が行う契約に係る情報の公表について （平成 年 月、 」

日内閣官房行政改革推進室長事務連絡）に基づく契約に係る情報については、ホームページで周

知を行うとともに、平成 年 月 日以降の入札公告に契約情報の公表について記載し、落札者23 7 1
「 」 、から 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に関する報告書 を受領することとしているが

平成 ・ 年度において公開に該当する事例はなかった。23 24
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（民間競争入札の実施）

「公共サービス改革基本方針 （平成 年 月閣議決定）別表に記載された （独）森林総合研」 、23 7
究所の施設の管理・運営業務については、民間競争入札を実施し、平成 年度から 年間業務を24 2
実施している。

（入札監視委員会による審査）

研究開発に係る施設等工事業務における契約手続きの透明性の確保を図るため、本所において

は「森林総合研究所本所入札監視委員会」を開催し、入札及び契約手続きの運用状況についての

調査審議を行った。入札にあたっては、参加条件の拡大、履行期間を見越した早期発注、複数箇

所への公告を図り、更に業者が入札情報をどういう方法で入手したか、また、辞退した時の理由

を聞き取りするなど改善に努めてきたところであるが、今後も参加資格条件等入札公告の内容を

精査するとともに、公告方法等の改善を図り、実質的な競争性が確保できるよう努力することと

した。

また、水源林造成事業等に係る工事及び測量・建設コンサルタント等業務における契約手続き

等の透明性の確保を図るため、森林農地整備センターにおいては「森林総合研究所森林農地整備

センター入札監視委員会」を開催し、入札及び契約手続きの運用状況についての調査審議を行っ

ており、さらに農林水産省に設置されている「森林農地整備センター（旧緑資源機構）の入札監

視のための委員会」において森林農地整備センターでの入札監視が適正に行われているかの検証

がなされた。

、 、 、 、なお 建設工事 測量・建設コンサルタント等業務について 一者応札の改善を図る観点から

従来より取り組んでいる入札参加資格要件の緩和や発注時期の集中を回避するための早期発注、

システムの活用などを図った。RSS
（参考）RSSシステムとは、主にWebサイトの更新情報を配信するための一手法であり、ホームページで公表している入

札情報を効率よく閲覧できるシステムである。

（契約監視委員会による審査）

平成 年 月 日に委員会を開催し、平成 年度に締結した随意契約、一般競争入札等の24 11 19 23
うち一者応札・応募となった契約及び落札率の高い契約について審査を行うとともに、前年度に

引き続き か年連続して一者応札・応募となった更新案件について、一件毎に改善に向けた取組2
内容等を整理し、報告及び事後点検を受けた。点検結果は本所ホームページ上で公表した。委員

からは、今後も不参加の業者に対するアンケート調査を実施し、その結果を踏まえた入札方法の

改善になお一層努めること等の指摘を受けた。

（監事及び会計監査人による入札・契約事務のチェック）

、 、監事は 本所及び森林農地整備センター本部並びに監査対象事務所における監事監査において

入札・契約事務が適正に実施されているかどうかの監査を実施した。また、監事は契約監視委員

会の委員として入札・契約事務のチェックを行っている。

会計監査人においては、本所及び森林農地整備センター本部並びに監査対象事務所における監

査の際、入札・契約事務に係る内部統制の運用状況について監査を実施した。

（監事及び会計監査人との連携強化）

監事及び会計監査人においては監事の業務監査の有効性を高めるため、監査計画の策定、期中

監査の実施状況、結果報告及び決算監査における取りまとめ報告など、各段階において密接な連

携強化を図った。

（監査従事職員の外部研修への参加）

以下のセミナ－等に監査従事職員を参加させ、資質の向上を図った。

・会計検査院主催の「公会計監査機関意見交換会議」( 名) 「第 回政府出資法人等内部監査3 31、

業務講習会」( 名)1
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・ ビジネスアドバイザリー主催の「内部監査基礎講座」( 名)KPMG 2
（ 名）・総務省主催の「平成 年度評価・監査中央セミナー24 」 5

・ 経済調査会主催の「平成 年度会計検査の指摘事例から学ぶ施工不良の改善策」講習会(財) 24
（ ）1名

経済調査会主催の「官庁契約と会計検査・公共工事と会計検査講習会 （ 名）・(財) 」 1

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

随意契約見直し計画に基づき取り組んだ結果、競争性のない随意契約は件数・金額ともに計画

。 、 、 。 、を大きく下回った 一者応札・応募についても 特別の理由のあるものを除き 減少した また

契約の適正な事務の執行について外部有識者を含む委員会のチェックを受けた。さらに、監事及

び関係監査人との連携強化等により監査機能の強化に努めている。

以上のようなことを評価して 「ａ」と評定した。、
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平成２４年度評価シート(指標)の集計表

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）３ 契約の点検・見直し

第２-３

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

他の独立行政法人の事例等も参考に、随意契約の見直しを更に行うと共

に、一者応札・応募となっている入札についても引き続き原因の分析を

行い縮減の対応を図る。更に「独立行政法人の契約状況の点検・見直し

について」における改善状況のフォローアップについて（平成23年9月2

日総務省行政管理局長事務連絡）に基づく取り組みを着実に実施するこ

とにより「随意契約見直し計画 「一者応札・応募改善に向けての取組」」

の一層の推進を図る。

「随意契約の見直し計画」の実施状況及び契約の実施状況について引

き続き公表するとともに、独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に ａ 100 1

ついて（平成23年6月3日内閣官房行政改革推進室長事務連絡）に基づく

契約に係る情報の公表を着実に実施することにより契約の透明性の向上

に積極的に対応する。

「公共サービス改革基本方針 （平成23年7月閣議決定）別表に記載さ」

れた （独）森林総合研究所の施設の管理・運営業務については、平成2、

4年度から2年間、民間競争入札により業務を実施する。

入札・契約事務の適正な実施について、外部有識者を含めた契約監視

委員会及び入札監視委員会並びに監事及び会計監査人によるチェックを

受ける。

監事及び会計監査人との連携強化、監査従事職員の資質の向上のため

の研修を行うなど、内部監査体制を整備し、その機能の強化を図る。

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③：１ ）

＝ ( )達成度の計算： ＝
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 100

100 %
1ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）

ａｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満）

独立行政法人森林総合研究所
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平成２４年度評価シート(指標)

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）４ 内部統制の充実・強化

（小項目）

スク管理活動などの取組において、PDCAサイクルを有効に機能させるなど、全所的
指 標

リ

な内部統制の充実・強化を図る。

年度計画：

リスク管理活動などの取組において、 サイクルを有効に機能させるなど、全所的な内部PDCA
統制の充実・強化を図る。

実施結果：
当研究所では、年 回開催している研究所会議、毎月開催する理事会、隔週で開催する研究運3

営会議に理事長及び理事が出席し、業務運営等に関する情報を入手して意志決定を行っている。

また、研究に関しては年１回開催する研究推進評価会議及び隔週で行う研究戦略会議、育種事業

に関しては年 回の育種調整会議及び隔月の育種運営会議、水源林造成事業等に関しては年 回1 2
の整備局長会議及び隔月の事業運営会議に理事長及び理事が出席し、同様に意志決定を行ってい

る。さらに、理事長からのメッセージを職員全体に随時発信できる電子メールシステムを構築す

るなどして、職員との双方向コミュニケーションを確保する取り組みも行っている。

内部統制の充実・強化を通じて業務全般にわたる適正化及び運営の改善と活性化を図るため、

平成 年度に引き続き、 サイクルによる研究所の業務に係るリスクの識別、評価、対応計23 PDCA
画の策定を行い、内部統制強化のためのリスク対応の取り組みを進めた。平成 年度は、研究所24
として優先して対応すべきリスクとして 「行政との連携 「種苗の生産と配布 「契約地の管、 」、 」、

理」及び「効果的な広報の推進」の 点を選定し、これらのリスクに対して取り組むべき具体的4
な対応計画を策定したうえで、年度内の実施状況を点検した。

主な対応計画と実施状況の具体的な例としては、

①「行政との連携」では、林野庁及び森林総研の幹部による会合において、行政要望と研究成果

の意見交換を行い、今後対応すべき課題を集約した。特に、行政ニーズの高い低コスト林業、

木質バイオマス、及び放射能に関わる分野横断的研究会を組織し、行政ニーズへの活用や今後

検討すべき課題を抽出するなどして、研究成果の行政施策への反映に努めた。

②「種苗の生産と配布」では、生産数が限られているエリートツリー原種について、都府県間の

配布調整における混乱を回避するため、原種生産見通しにより次年度以降も配布が可能である

ことを示し、都府県と事前調整を図り、適正な配布決定を行った。また、都道府県の希望時期

を踏まえた配布実施について、隠れたリスクを排除し適切な配布が行えるよう、配布実施状況

について、都道府県にアンケートを行うこととした。

③「契約地の管理」では、公益的機能を高度かつ持続的に発揮する観点から、長伐期施業あるい

は複層林施業を進めるため、契約の期間延長や権利保全を着実に進める必要があることから、

契約管理マニュアルに基づき、契約変更手続きに取り組むとともに、変更登記手続きが行えな

い契約地については、明認方法により権利の保全を図った。

④「効果的な広報の推進」では、国民のニーズに対応した効果的な情報を発信するため、広報体

制検討委員会を設置し、情報の受け手のニーズを的確に把握することに努めた。また、送付物

の内容に合わせた送付先の見直し・仕分け作業を進め、効果的な配布に努めた。さらに、見や

すいホームページの作成を目的に、全所的にデザインの統一を図った。一方、刊行物による広

報活動の費用対効果を検討し、刊行物の 化によるホームページへの掲載を活用し、印刷経PDF
費等の軽減を進めた。

また、監事においても、内部統制の取り組み状況の監査を行い、監事監査報告書において取り

組みの成果を認めるとともに、一層の取り組みの促進を指摘した。なお、点検結果については平

独立行政法人森林総合研究所
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成 年 月の研究運営会議で報告するとともにイントラネットを通じて職員に周知し、さらに平25 4
成 年度も引き続きリスク対応計画の取り組みを実施することとした。25

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

平成 年度に引き続き、 サイクルを有効に機能させるため、全所的な内部統制の充実・23 PDCA
強化を図った。具体的な実施内容としては、研究所として優先して対応すべきリスクとして 「行、

政との連携 「種苗の生産と配布 「契約地の管理」及び「効果的な広報の推進」の 点を選定」、 」、 4
し、これらのリスクに対して取り組むべき具体的な対応計画を策定し、年度内の実施状況を点検

した。また、監事においても、内部統制の取り組み状況の監査を行い、監事監査報告書において

取り組みの成果を認めるとともに、一層の取り組みの促進を指摘した。

以上のように、全所的に内部統制の強化を具体的に進めたことを評価して 「ａ」と評定した。、

独立行政法人森林総合研究所
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平成２４年度評価シート(指標)の集計表

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）４ 内部統制の充実・強化

第２-４

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

ａ 100 1
リスク管理活動などの取組において、PDCAサイクルを有効に機能させ

るなど、全所的な内部統制の充実・強化を図る。

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③：１ ）

＝ ( )達成度の計算： ＝
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 100 100 %

1ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）

ａｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満）

独立行政法人森林総合研究所
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平成２４年度評価シート(指標)

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）５ 効率的・効果的な評価の実施及び活用

（小項目）

① 外部専門家・有識者による研究評議会を開催して、外部からの意見を聴取し、それ

らを研究所の運営に適切に反映させる。指 標
研究開発業務に関する課題ごとの自己評価に当たっては、外部専門家を含む公正な

評価を行う。

年度計画：

外部専門家・有識者による研究評議会を開催して、外部からの意見を聴取し、それらを研究所

の運営に適切に反映させる。

、 。研究開発業務に関する課題ごとの自己評価に当たっては 外部専門家を含む公正な評価を行う

実施結果：

本所の研究評議会は、研究評議会委員として 名の外部有識者を招き、平成 年 月 日に9 24 11 15
開催した。会議では、平成 年度研究評議会指摘事項への対応状況及び平成 年度の活動報告23 23
に続き、平成 年度業務の実績についての独立行政法人評価委員会林野分科会の指摘事項に対す23
る対応方針を説明した後、各委員から幅広い助言を得た。

研究評議会委員から指摘された事項のいくつかの例を挙げると 「個々の研究はレベルの高いも、

のと認識されるので、それらの研究を複合し、総合力を発揮して現場で役立つ研究を目指して欲

しい 」との要望事項については、個別の研究を全体的な視点から把握しつつ総合的な研究を進め。

ることが、現場で役立つ成果につながると回答するとともに、森林、林業の中核研究機関として

の役割を十分に認識し、今後の研究を推進することを説明した。また、人材の育成・交流に関し

て 「日本全体の科学技術政策の中で、国際化と人材育成が問題になっている中、研究者の国際的、

な交流を一層強化すべきではないか 」との指摘に対しては、昨今、研究の国際的な水準が問われ。

ていることを認め、今後、海外の研究機関との連携を深めるとともに、人材育成の観点からも研

究者の派遣及び受け入れに積極的に取り組むことを説明した。さらに、研究成果の広報活動につ

、「 、 。 、いて 森林総研は種々の研究を行っているが これらの成果を分かりやすく伝えて欲しい また

成果の発信については、焦点を絞って、戦略的に伝えるべきである 」との指摘に対しては、研究。

開発の成果については学会等で発表するだけでなく、森林総合研究所研究報告や季刊森林総研な

どの印刷物、研究所のホームページの掲載、マスコミへのプレスリリースなどを通じて、焦点を

絞って発信することを説明した。さらに、写真や絵を多用した小冊子を作成して、一般向けに分

かりやすい形で研究成果の公表に努めると回答した。

各支所においては、平成 月 日に研究評議会を開催し（北海道： 月 日25 2 19 3 1 3 1年 月 日～

3 2 22 3 2 20 3 2（出席委員 名 、東北： 月 日（出席委員 名 、関西： 月 日（出席委員 名 、四国：） ） ）

月 日（出席委員 名 、九州： 月 日（出席委員 名 、外部有識者である評議会委員に各19 3 3 1 3） ））

支所の業務運営、研究概要、主要成果及び広報活動を報告した。このうち、北海道、東北及び九

州の各支所では育種場と合同の開催とし、林木育種事業の概要等についても報告した。委員から

は、地域林業への貢献の期待、コンテナ苗活用による低コスト化、森林資源の持続的有効利用の

方向性、地域林業に対する多様なニーズへの対応などに関して、今後の支所・育種場運営への助

言を得た。研究評議会で出された意見については対応策について検討し、次年度計画の見直しに

反映させた。

研究重点課題の自己評価に当たっては、 の研究重点課題に対して 名の外部評価委員を招い9 18
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て、平成 年 月 日から 月 日の間に重点課題評価会議を開催し、重点課題、研究課題群25 1 31 3 4
及び研究項目についてピアレビューを行った。評価結果については、研究推進評価会議において

研究課題責任者等による研究所全体での議論を行い、今後の研究推進についての基本方針を検討

した。

また、年度計画の策定にあたっては、研究推進評価会議において中期目標及び中期計画に研究

及び業務内容が精査され、理事会での審議の上、決定しており、年度計画は厳格に中期目標及び

中期計画を反映している。

研究資源の重点化と効果的な運用を図るべく設置した研究推進本部会議において、分野横断的

、 、 、に取り組むべき課題について情勢分析を行うとともに 研究の推進状況 研究者の有機的な連携

研究資源の適切な配分等を検討して、効率的かつ効果的な研究推進を図った。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

本所及び支所において外部専門家及び有識者による研究評議会を開催し外部の意見を広く聴取

して、研究所の運営に反映させた。また、研究課題ごとの自己評価に当たっては、外部専門家を

招いて公正な評価を行ったことなどを評価して 「ａ」と評定した。、
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平成２４年度評価シート(指標)

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）５ 効率的・効果的な評価の実施及び活用

（小項目）

② 研究職員の意欲向上及び自己啓発を目的として、研究職員の業績評価を多面的な方

向から行うとともに、評価結果を資源の配分、処遇等へ適切に反映させる。指 標
一般職員等については、組織の活性化と実績の向上を図る等の観点から、国が実施

する評価制度に準じた評価を実施する。

年度計画：

研究職員の意欲向上及び自己啓発を目的として、研究職員の業績評価を多面的な方向から行う

とともに、評価結果を資源の配分、処遇等へ適切に反映させる。

一般職員等については、組織の活性化と実績の向上を図る等の観点から、国が実施する評価制

度に準じた評価を実施する。

実施結果：

研究部門においては、研究職員の平成 年度業績の評価を 月から 月にかけて実施し、研究23 4 6
業績の部、内部貢献の部、外部貢献の部及び業務推進の部に分けて、多面的な活動を総合的に評

価した。評価結果については 年度の 月期の勤勉手当等に反映させた。24 12
また、平成 年度に引き続き、優れた技術開発、研究業績、社会貢献、業務遂行などを対象と23

して、 名に理事長賞を授与し、研究職員については内部貢献等でランクアップする制度を適用9
した。

一般職員等については、国の評価制度に準じた評価を適切に実施するため外部講師等による評

価者訓練を行い、訓練内容を目標の設定方法や目標達成状況の評価に活用するとともに、評価結

果を国に準じて処遇に反映させた。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

研究職員の意欲向上及び自己啓発を目的として、研究職員の業績評価を行い、評価結果を処遇

に反映させたこと、

一般職等を対象に人事評価を実施したこと

などから「ａ」と評定した。
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平成２４年度評価シート(指標)の集計表

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）５ 効率的・効果的な評価の実施及び活用

第２-５

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

① 外部専門家・有識者による研究評議会を開催して、外部からの意見

ａ 100 1
を聴取し、それらを研究所の運営に適切に反映させる。

研究開発業務に関する課題ごとの自己評価に当たっては、外部専門

家を含む公正な評価を行う。

② 研究職員の意欲向上及び自己啓発を目的として、研究職員の業績評

価を多面的な方向から行うとともに、評価結果を資源の配分、処遇等

へ適切に反映させる。 ａ 100 1

一般職員等については、組織の活性化と実績の向上を図る等の観点

から、国が実施する評価制度に準じた評価を実施する。

（ 指標数：２、ウェイトの合計③：２）

＝ ( )達成度の計算： ＝
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 200

100 %
2ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）

ａｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満）
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平成２４年度評価シート(財務関係指標)

（大項目）第３ 財務内容の改善に関する事項

１ 研究開発

（１）業務の効率化を反映した予算の作成及び運営

中期計画に基づき、業務の効率化を進め、確実な経費の削減を図るなど、適切な運営
指 標

に努める。

実施結果：

平成 年度予算比で、一般管理費の ％及び業務経費の ％の合計に相当する額の削減目標を23 3 1
達成するため、業務の効率化を念頭に、以下①～⑥項目を通じた経費の削減に努めた。

①本所(つくば)の電気料については、東日本大震災による被災地に係る免除申請手続きを行い、

約 万円の経費削減をした。200

②劣化した変圧器 台について、エネルギー消費効率が約40％削減された高効率変圧器に更新し21
た。

7 9③東京電力福島第一原子力発電所事故等の影響により電力供給不足が生じたため、夏期（ 月～

月 ・冬期（ 月～ 月）において、前年度に引き続き空調・照明・ 機器等の節電対策を行っ） 12 3 OA
た。

④冷暖房の温度設定等をこまめに調整することにより、電気・ガス使用量を削減した。

⑤車両の更新において、更新時期の到来した所有車 台の更新をリース車による更新とし、車業5
務経費の削減に努めた。

⑥予算の大きな割合を占める土地借料等の経費を削減するため、利用率の低い土地及び使用頻度

の少ない建物等がないか検証し、土地約 、建物 棟及び工作物 個を森林管理署へ返還し、5.7ha 7 6
約 万円程度の節減となった。176

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

業務の効率化を目的に、高効率変圧器の省エネルギー型への更新、節電目標の実行、事業用車

、両のリース方式への変更等による確実な経費の削減を図っていること

土地借料等の経費を削減したこと、

などから「ａ」と評定した。
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平成２４年度評価シート(財務関係指標)の集計表

（大項目）第３ 財務内容の改善に関する事項
１ 研究開発
（１）業務の効率化を反映した予算の作成及び運営

第３-１-(１)

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

ａ 100 1中期計画に基づき、業務の効率化を進め、確実な経費の削減を図るな
ど、適切な運営に努める。

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③： ）１

達成度の計算： ＝ ＝ ( )
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 100 100 %1ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予 定 以 上（ ％以上） 【達成度： 】120 140
ａ ：十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】90 120 100

評価結果ｂ ：や や 不 十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】60 90 80
ｃ ：不 十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】30 60 40
ｄ ：要 改 善（ ％未満） 【達成度： 】30 0

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回る成果が得られた
評価区分ａ ：中期計画に対して取り組みは十分であった

ｂ ： 〃 取り組みはやや不十分であった
ｃ ： 〃 取り組みは不十分であった

ａｄ ： 〃 達成が大幅に遅れている
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平成２４年度評価シート(財務関係指標)

（大項目）第３ 財務内容の改善に関する事項

１ 研究開発

（２） 自己収入の拡大に向けた取組

研究活動の活性化及び研究成果の質の向上を図るため、積極的に競争的資金、委託プ

ロジェクト等の獲得に努める。業務の目的を踏まえつつ、受益者負担の適正化、寄附金

等による自己収入の確保に努める。種苗の配布について引き続き、優良種苗の普及及び

指 標 都道府県のニーズに配慮しつつ、配布価格を引き上げる。

特許の権利維持に当たっては、権利を保有する目的を明確にした上で、当該目的を踏

まえつつ、権利維持見直しを行い保有コストの低減を図るとともに、技術移転活動の活

性化に努める。

実施結果：

農林水産省や環境省等の研究プロジェクト外部資金獲得及び自己収入の確保を積極的に進め、

競争的研究費 の獲得を図をはじめ林野庁の事業等に積極的に応募し、 、委託事業等による事業費

った。

その結果、農林水産省 課題の新規委託を受けた。また、文部科学省の科学研究費助成事業に2
なお、政府の予算ついて、平成 年度は 課題の新規採択があった（研究分担課題を除く 。24 54 ）

規模が縮小されている中で、応募件数は 年度を上回ったものの、契約額は前年度に比して減少23
している。

○ 外部資金の獲得状況 （（ ）内は平成２３年度実績）

項 目 件 数 金額（百万円）

政府受託＊ ３６ （ ４４） ６９６ （９０１）

その他の受託研究 ４５ （ ４８） ３１２ （３４８）

助成研究 １１ （ ７） １１ （ １０）

科学研究費助成事業による研究 １３６ （１２４）** ３３４ （ ２８８）

３ （ ３） ２０２ ３２１）研究開発補助金 (

合 計 ２３１ （２２６） １,５５５ （１,８６９）

注：百万円未満を四捨五入した関係で、計が一致しないところがある。

* 科学研究費による研究136件のうち54件が平成24年度新規課題である。*：

（（ ）内は平成２３年度実績）＊政府受託の内訳

項 目 件 数 金額（百万円）

林野庁 ８ （１１） １８１ （２６３）

農林水産技術会議 １８ （１９） ３９５ （４２４）

食料産業局 １ （０） ０ （－）

環境省 ９ （１４） １２１ （２１４）

合 計 ３６ （４４） ６９６ （９０１）

注：百万円未満を四捨五入した関係で、計が一致しないところがある。
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○ 競争的資金等獲得への応募件数と新規採択件数（*１）（（ ）内は平成２３年度実績）

応募先 応募件数 採択（契約）件数

文部科学省 科学研究費助成事業 (*２) ２２４ （１６０） ５３ （４０）

〃 研究活動スタート支援(*３) １ （１） １ （１）

〃 科学技術振興機構(JST) ３ （７） ２ （１）

環境省 環境研究総合推進費 ５ （８） ０ （０）

〃 地球環境保全等試験研究費（*４） １ （２） １ 中止

農林水産省 農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業（*５） １５ （１３） ２ （１）

合 計 ２４９ （１９２） ５９ （４３）

(*１)：応募数は平成２４年度中に応募した主提案課題。採択（契約）は、大半が応募した翌年度に決定される。

(*２)：科学研究費助成事業ではこの他に55件（平成２３年度：49件）の分担課題での応募があった。

(*３)：科学研究費助成事業のうち同一年度内の応募・採択分。

(*４)：国立公害と地球一括計上の枠があったが、平成２３年度は地球一括計上のみ公募があった。

。(*５)：平成23年度まで、新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業

○ 主な自己収入 （（ ）内は平成２３年度実績）

項 目 金 額 （百万円）

依頼出張経費収入 ２５（２５）

入場料収入 １４（１２）

鑑定・試験業務収入 ７（１１）

財産賃貸収入 ２（ ３）

林木育種収入 １（ ２）

特許料収入 １（ １）

合 計 ５０（５３）

注：百万円未満を四捨五入した関係で、計が一致しないところがある。

独立行政法人森林総合研究所の主要な事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性について（平

成 年 月 日、政策評価・独立行政法人評価委員会 」及び「独立行政法人の事務・事業の22 11 26 ）

見直しの基本方針（平成 年 月 日閣議決定 」の指摘を踏まえ、都道府県に配布している種22 12 7 ）

苗の配布価格について生産コストを検証し、 年 月 日より種苗価格の引き上げを行った。24 8 1

平成 年 月に改定した権利取得後の知的所有権について、効率的な維持管理を図るため、 24 3
権利維持の「森林総合研究所が権利を有する特許権等の維持見直しについて」の方針に基づき、

の見直しを行い、平成 年度においては、実施許諾の可能性の少ない国内特許 件、国必要性等 24 5
外特許 件について放棄することとした。過去 年間における見直し状況は、以下のとおりであ1 5

○ 特許の見直し状況

区分 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

見直し件数 ８件 ３件 ５件 ６件 ６件

放 棄 ２件 １件 ３件 ６件 ６件

維 持 ６件 ２件 ２件 ０件 ０件

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

外部資金の取得に努めたこと、
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種苗価格の引き上げを行ったこと、

見直しを行い、実施許諾の可能性の少ない特許 件の放棄し権利取得後の知的所有権について 6
たこと、

などから「ａ」と評定した。
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１参考資料

○ 外部資金の獲得状況の推移

年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

件 金額 件 金額 件 金額 件 金額 件 金額

項目 数 （百万円） 数 （百万円） 数 （百万円） 数 （百万円） 数 （百万円）

政府受託＊ 60 1,605 57 2,062 51 1,338 44 901 36 696

その他受託研究 47 341 52 450 55 389 48 348 45 312

助成研究 8 8 11 51 16 15 7 10 11 11

114 308 288 136 334
科学研究費助成事

95 233 96 250 124
業による研究

2 362 3 321 3 202研究開発補助金

合 計 210 2,188 216 2,813 238 2,412 226 1,869 23１ 1,555

注：百万円未満を四捨五入した関係で、計が一致しないところがある。

＊ 政府受託の内訳の推移

年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

件 金額 件 金額 件 金額 件 金額 件 金額

項目 数 （百万円） 数 （百万円） 数 （百万円） 数 （百万円） 数 （百万円）

林野庁 22 733 17 1,124 13 434 11 263 8 181

農林水産技術会議 17 457 17 512 21 576 19 424 18 395

食料産業局 - - - - - - - - 1 0

環境省 19 384 23 426 17 329 14 214 9 121

文部科学省 2 31 0 0 0 0 0 0 0 0

合 計 60 1,605 57 2,062 51 1,338 44 901 36 696

注：百万円未満を四捨五入した関係で、計が一致しないところがある。

○ 主な自己収入内訳の推移

年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

金額 金額 金額 金額 金額

項目 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

依頼出張経費収入 １８ ２０ ２４ ２５ ２５

入場料収入 1６ １７ １５ １２ １４

鑑定・試験業務収入 ６ ６ １１ １１ ７

財産賃貸収入 ２ ２ １ ３ ２

林木育種収入 １ １ １ ２ １

特許料収入 ０ ***２ ***１ １ １

合 計 ４２ ４７ ５４ ５３ ５０

注：百万円未満を四捨五入した関係で、計が一致しないところがある。

***特許料収入に著作権使用料を含む。
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参考資料２
○ 競争的資金等獲得への応募状況の推移 （*注：応募の翌年を契約年度として算出。）

応募年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

応募件数 １９４ １８９ １８７ ２０３ ２５１

契約年度(*) ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

採択（契約）数 ５５ ４９ ４６ ６５ ４９
（採択率 ％） (２８.４) （２５.９） （２４.６） （３２．０） （１９.５）

○ 若手研究者の科学研究費補助金への応募状況推移 （*注：応募の翌年を契約年度として算出。）

応募年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

応募件数 ６３ ４５ ４９ ４１ ４０

契約年度(*) ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

採択（契約）数 １７ １２ １３ １２ ５
（採択率 ％） (２７.０) （２６.９） （２６.５） （２９.３） （１２.５）

※研究種目「若手研究S、A、B、スタートアップ（22年度からスタート支援）」の応募・採択合計数

○ 競争的資金獲得状況の推移 （継続＋新規） 単位：千円

※１科学研究費補助金は当所職員が研究代表者として獲得したもののみ。

（研究分担者としての獲得は含まない。）

※２獲得した予算額であり、決算額ではない

省庁
名

担当機関 制度名 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

本省
科学技術振興調整
費

2 37,546 2 37,618 0 0 0 0 0 0

科学研究費補助金
※1

94 233,366 96 256,258 111 318,256 124 303,635 136 353,122

　　〃　　（うち育種
センター分）

5 11,830 10 23,720 11 24,050 15 35,870 13 26,510

重点地域研究開発
推進プログラム
（シーズ発掘試験）

1 2,000 1 2,000 0 0 0 0 0 0

地球規模課題対応
国際科学技術協力
事業

1 18,590 1 20,449 1 20,176 2 30,538

新たな農林水産政
策を推進する実用技
術開発事業

17 457,343 17 512,521 17 479,329 12 297,369 9 196,019

　　〃　　（育種セン
ター配賦分）

2 5,061 2 4,742 1 2,000 2 2,076 2 2,176

（独）農業・食品
産業技術総合研
究機構

イノベーション創出
基礎的研究推進事
業

2 32,000 3 87,834 3 78,298 2 62,912 3 68,962

地球環境研究総合
推進費

9 225,489 12 282,364 7 197,545 3 84,872 1 27,080

　　〃　　（育種セン
ター配賦分）

0 0 1 3,300 0 0 0 0 0 0

125 987,744 132 1,197,185 139 1,093,877 142 768,964 151 675,721

平成２４年度

文部
科学
省

本省
日本学術振興会

（独）科学技術振
興機構

農林
水産
省

本省

平成２３年度平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

環境
省

計　※２

本省
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平成２４年度評価シート(財務関係指標)の集計表

（大項目）第３ 財務内容の改善に関する事項
１ 研究開発
（２） 自己収入の拡大に向けた取組

第３-1-(２)

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

研究活動の活性化及び研究成果の質の向上を図るため、積極的に競争

、 。 、的資金 委託プロジェクト等の獲得に努める 業務の目的を踏まえつつ

受益者負担の適正化、寄附金等による自己収入の確保に努める。種苗の

配布について引き続き、優良種苗の普及及び都道府県のニーズに配慮し ａ 100 1

つつ、配布価格を引き上げる。

、 、特許の権利維持に当たっては 権利を保有する目的を明確にした上で

当該目的を踏まえつつ、権利維持見直しを行い保有コストの低減を図る

とともに、技術移転活動の活性化に努める。

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③：１ ）

達成度の計算： ＝ ( )
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 100

＝ 100 %
1ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予 定 以 上（ ％以上） 【達成度： 】120 140
ａ ：十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】90 120 100

評価結果ｂ ：や や 不 十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】60 90 80
ｃ ：不 十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】30 60 40
ｄ ：要 改 善（ ％未満） 【達成度： 】30 0

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回る成果が得られた
評価区分ａ ：中期計画に対して取り組みは十分であった

ｂ ： 〃 取り組みはやや不十分であった
ｃ ： 〃 取り組みは不十分であった

ａｄ ： 〃 達成が大幅に遅れている
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平成２４年度評価シ－ト(財務関係指標)

（大項目）第３ 財務内容の改善に関する事項

２ 水源林造成事業等

（１）長期借入金等の着実な償還

コスト縮減、資金の有効活用等適切な業務運営を行いつつ、長期借入金等を確実に償

還する。指 標
なお、木材価格等に関する統計資料等を参考に、分収造林契約に基づく将来の造林木

、 。販売収入を見積もるなど 長期借入金等に係る事業の収支バランスに係る試算を見直す

実施結果：

一般管理費、人件費等業務運営に係る経費の抑制を図りつつ、長期借入金等の償還原資である

負担金等を確実に徴収するため、関係道府県及び受益者と連絡を密にした結果、関係道府県及び

受益者から、負担金等を全額徴収することができた。

これらの取組の結果、次のように長期借入金及び第 回緑資源債券を着実に償還した。1
なお、長期借入金等に係る事業の収支バランスに係る試算については、林野庁から公表されて

いる木材価格や内閣府が公表している長期経済見通しを参考に、将来の造林木販売収入を見積も

、 、 。るなど 改めて試算を行い 中期計画の償還額や出資金の額に影響を及ぼさないことを確認した

【平成24年度長期借入金償還実績】 （単位：百万円） 【平成24年度債券償還実績】 （単位：百万円）

勘 定 元 金 支払利息 計 元 金 支払利息 計

水源林勘定 13,210 3,412 16,622 2,000 363 2,363

特定地域整備等勘定 12,851 2,005 14,857 2,000 325 2,325

特定地域等整備経理 8,821 1,075 9,896 1,500 229 1,729

林道経理 4,030 930 4,961 500 96 596

計 26,061 5,417 31,478 4,000 688 4,688

注：債券の元金償還は10年満期一括償還。

参考《平成24年度負担金等徴収実績》 （単位：百万円）

勘 定 負担金 賦課金 計貸付回収金

特定地域整備等勘定 15,242 1,648 5 16,895

特定地域等整備経理 11,191 10 5 11,206

林道経理 4,051 1,638 － 5,689

注：貸付回収金はNTT・A資金に係るもの。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

業務運営に係る経費の抑制を図りつつ、関係道府県及び受益者と連絡を密にし、負担金等の完

全な徴収の実施により長期借入金及び第１回緑資源債券を確実に償還できたこと、また、木材価

格等に関する資料を参考に将来の造林木販売収入を見積もるなど、長期借入金等に係る事業の収

支バランスに係る試算を行い、影響がないことを確認していること

から「 」と評定した。a
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平成２４年度評価シ－ト(財務関係指標)の集計表

（大項目）第３ 財務内容の改善に関する事項

２ 水源林造成事業等

（１）長期借入金等の着実な償還

第３-２-(１)

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

コスト縮減、資金の有効活用等適切な業務運営を行いつつ、長期借入

100 1金等を確実に償還する。
ａ

なお、木材価格等に関する統計資料等を参考に、分収造林契約に基づ

く将来の造林木販売収入を見積もるなど、長期借入金等に係る事業の収

支バランスに係る試算を見直す。

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③：１ ）

達成度の計算： ＝ ＝ ( )
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 100 100 %1ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予 定 以 上（ ％以上） 【達成度： 】120 140
ａ ：十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】90 120 100

評価結果ｂ ：や や 不 十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】60 90 80
ｃ ：不 十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】30 60 40
ｄ ：要 改 善（ ％未満） 【達成度： 】30 0

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回る成果が得られた
評価区分ａ ：中期計画に対して取り組みは十分であった

ｂ ： 〃 取り組みはやや不十分であった
ｃ ： 〃 取り組みは不十分であった

ａｄ ： 〃 達成が大幅に遅れている
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平成２４年度評価シート(財務関係指標)

（大項目）第３ 財務内容の改善に関する事項

２ 水源林造成事業等

（２）業務の効率化を反映した予算の作成及び運営

中期計画に基づき、業務の効率化を進め確実な経費の削減を図るなど、適切な運営を指 標
行う。

実施結果：

事務・事業の効率化及び経費の削減の観点から 「森林総合研究所森林農地整備センターコスト、

構造改善プログラム」に基づくコスト縮減に努めるとともに、平成 年度に森林農地整備センタ23
（ ） 、 、ー本部 川崎市 及び関東整備局の事務所移転・共有化などにより 平成 年度経費と比較して22

事務所借り上げ経費を 百万円削減したことや、消耗品のリユースや共有化の推進、カラーコ163
ピーの使用の抑制、定期刊行物の購読の見直しなどにより、事務費 百万円の削減を図り、予算75
の適切な執行に努めた。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

中期計画に基づき、森林農地整備センター本部（川崎市）及び関東整備局の事務所の移転・共

有化や、消耗品のリユースや共有化の推進、カラーコピーの使用の抑制、定期刊行物の購読の見

直しなど事務・業務の効率化及び経費の削減に努めたこと、

から「ａ」と評定した。
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平成２４年度評価シート(財務関係指標)の集計表

（大項目）第３ 財務内容の改善に関する事項

２ 水源林造成事業等

（２）業務の効率化を反映した予算の作成及び運営

第３-２-(２)

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

ａ 100 1
中期計画に基づき 業務の効率化を進め確実な経費の削減を図るなど、 、

適切な運営を行う。

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③：１ ）

達成度の計算： ＝ ( )
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 100

＝ 100 %
1ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予 定 以 上（ ％以上） 【達成度： 】120 140
ａ ：十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】90 120 100

評価結果ｂ ：や や 不 十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】60 90 80
ｃ ：不 十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】30 60 40
ｄ ：要 改 善（ ％未満） 【達成度： 】30 0

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回る成果が得られた
評価区分ａ ：中期計画に対して取り組みは十分であった

ｂ ： 〃 取り組みはやや不十分であった
ｃ ： 〃 取り組みは不十分であった

ａｄ ： 〃 達成が大幅に遅れている

独立行政法人森林総合研究所

229



平成２４年度評価シート(財務関係指標)

（大項目）第４ 短期借入金の限度額

（２）水源林造成事業等

指 標 法人の短期借入金について、借入に至った場合の理由、使途、金額、金利、手続き、

返済の状況と見込み

実施結果：

水源林造成事業等（特定地域等整備経理）において、長期借入金の償還は半年賦であり債券の

元金一括償還は年度途中である。一方、その財源となる負担金の徴収は年賦（納期限は 2 月末日）

である。この制度差により、期中において一時的に資金不足が生じる見込となったことから、資

金繰り資金として短期借入を行った。

なお、この短期借入金は、年度計画限度額（21 億円）の範囲内であり、また、資金の調達に当

たっては、競争（引き合い）により、より低利な資金調達に努め、全て年度内に確実に償還を行

った（平成 25 年 3 月 1 日全額一括償還済）。

【平成24年度短期借入金借入実績】

（平成24年 9月27日借入分） 9億円 金利 0.44333%

（平成24年11月21日借入分） 10億円 金利 0.43%

計 19億円

評 価 結 果 ｓ ａ ｂ ｃ ｄ ウェイト １

評価結果の理由：

長期借入金等の償還とその財源となる負担金の徴収の制度差による一時的な資金不足に対応す

るため短期借入を行ったものであり、短期借入に至った理由は適切であるとともに、競争により

低率な資金調達に努め、また当該短期借入金については年度内に確実に償還したこと、

から「a」と評定した。
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平成２４年度評価シート(財務関係指標)の集計表

（大項目）第４ 短期借入金の限度額

（２）水源林造成事業等
第４-(２)

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

ａ 100 1法人の短期借入金について、借入に至った場合の理由、使途、金額、
金利、手続き、返済の状況と見込み

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③：１ ）

達成度の計算： ＝ ＝ ( )
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 100

100.0 %
1ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予 定 以 上（ ％以上） 【達成度： 】120 140
ａ ：十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】90 120 100

評価結果ｂ ：や や 不 十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】60 90 80
ｃ ：不 十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】30 60 40
ｄ ：要 改 善（ ％未満） 【達成度： 】30 0

ａ
【分科会評価区分】

分科会ａ ：借入に至った理由等は適切であった
評価区分ｂ ： 〃 やや不適切であった

ｃ ： 〃 不適切であった

ａ
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平成２４年度評価シート(指標)

（大項目）第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

（中項目）１ 施設及び設備に関する計画

（小項目）

① 中期計画に定められている施設及び設備について、当該事業年度における改修・整
指 標

備前後の業務運営の改善の成果

実施結果：

施設及び設備について、東日本大震災による被害の復旧や放射性物質に関する研究開発等のた

めに必要な箇所及び内容を選定し、平成 年度において、下記の改修工事等必要な整備を実施し24
た。

これらの改修により、中期計画に基づく研究分野での取り組みなどをより進展させるよう環境

整備を行った。

【平成 年度施設整備費】24
○ゲノム育種研究施設の整備【 千円】※予算ベースでは 千円95,017 95,104
森林及び林業に関する総合的な試験・研究並びに林木育種事業を着実に推進するとともに、林

木の優良な種苗の生産・配布、エリートツリー等の開発、育種年限の短縮（高速化）のため、既

存の低温実験室を改修し、新たにゲノム・遺伝子レベルの高度な解析・研究が可能となる育種研

究施設を整備した。

【東日本大震災復旧・復興に係わる施設整備費】

○本所特別高圧受変電設備の建屋修復・設備更新【平成 年度第 次補正： 千円】23 3 1,574,770
平成 年 月 日の東日本大震災により、特別高圧受変電設備の建屋壁面や床面に多数の亀23 3 11

裂が生じ、甚大な被害が発生したため、改修工事を行った。

○本所構内温水配管の修復【平成 年度第 次補正： 千円】23 3 5,796
23 3 11 23平成 年 月 日の東日本大震災により 構内で地中温水配管が亀裂し漏水したため 平成、 、

年度に修復工事発注を行い、修復工事を行った。

○林木育種センター熱帯温室の修復【平成 年度第 次補正： 千円】23 3 1,988
平成 年 月 日東日本大震災により、林木育種センター内で使用されている熱帯温室が被23 3 11

災したため、施設内のガラス及び照明機器等を整備した。

○林木育種センター非常用発電設備の整備【平成 年度第 次補正： 千円】23 3 198,149
平成 年 月 日東日本大震災により、林木育種センターでは最長 時間にも及ぶ停電が発23 3 11 76

生し、生き物である育種素材を扱う国内最大の林木遺伝資源研究施設に甚大な被害が 発生したた

め、今後の不測の停電等に備え非常用発電設備を整備した。

○東北支所研究本館暖房設備（ボイラー 、各室配備のラジエーター・配管類並びに浄化槽の改修）

【平成 年度第 次補正： 千円】23 3 78,509
平成 年 月 日の東日本大震災により、ボイラー及び浄化槽が致命的な損傷を受け、機能23 3 11

保持が困難な状況となったため、改修工事を行った。

○東北支所非常用発電装置の整備【平成 年度第 次補正： 千円】23 3 16,081
極めて重要な研究用材料を冷凍冷蔵、恒温恒湿等により保存している設備に甚大な被害が発生

したため、今後の不測の停電等に備え、非常用発電装置の整備工事を行った。
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○東北育種場非常用発電装置の整備・構内引き込み線及び各施設配電用電力線の修復【平成 年23
度第 次補正： 千円】3 14,019
平成 年 月 日東日本大震災により、東北育種場において冷凍状態で保存している貴重な23 3 11

植物体や林木の遺伝子、培養中のマツノザイセンチュウ等、業務遂行上、極めて重要な試料、材

料を扱う設備が、不測の停電に陥ってその材料等の活性が失われれば、取り返しのつかない損失

を受けることとなるため、非常用発電設備の設置工事及び構内引き込み線及び各施設用配電用電

力線を整備した。

○本所森林内における放射性物質の測定設備の整備に伴う作業者の安全性確保に必要な施設等の

整備【平成 年度第 次補正： 千円】23 3 38,336
東京電力福島第一原子力発電所の事故により生じた放射性物質による森林の汚染状況の把握や

その除染技術開発のため、環境影響測定・分析を行う作業者の安全性確保に必要な施設等の整備

工事を行った。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

東日本大震災復旧・復興に係る施設整備を実施したこと、

中期計画に定められている施設設備について、平成 年度に予算化した施設の改修を計画どお24
り実施したこと、

から「ａ」と評定した。
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平成２４年度評価シート(指標)の集計表

（大項目）第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

（中項目）１ 施設及び設備に関する計画
第７-１

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

ａ 100 1
① 中期計画に定められている施設及び設備について、当該事業年度に

おける改修・整備前後の業務運営の改善の成果

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③：１ ）

＝ 100 ( )達成度の計算： ＝
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 100 %

1ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回る成果が得られた
評価区分ａ ：中期計画に対して改善の成果は十分であった

ｂ ： 〃 改善の成果はやや不十分であった
ｃ ： 〃 改善の成果は不十分であった

ａｄ ： 〃 達成が大幅に遅れている
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平成２４年度評価シート(指標)

（大項目）第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

（中項目）２ 人事に関する計画

（小項目 （１）人員計画）

ア 研究開発

研究開発業務の効率的かつ効果的な推進を行うため、職員の重点配置等を行う。指 標
管理部門の効率化に伴う適切な要員配置に努める。

年度計画：

研究開発業務の効率的かつ効果的な推進を行うため、職員の重点配置等を行う。

管理部門の効率化に伴う適切な要員配置に努める。

実施結果：

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故への対応として、平成 年度に放射23
性物質影響評価監の新設及び上席研究員を増設したところであるが、関連する調査・研究が拡大

化、長期化する見通しとなったことも踏まえ、限られた人材でこれらに対応するため、設置の目

的について一定の成果が得られた木曽試験地を廃止した。

管理部門の要員配置については、研究職員が直接行っていたフィールド試験実施に必要な、各

種事務手続き（森林所有者の同意取り付け、保安林・自然公園等に係る許可・届出等）のノウハ

ウの蓄積による迅速化を目的として、企画部に連絡調整役を新設した。

なお、人員配置状況の経年比較を参考資料 に示した。3

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

東日本大震災に伴う調査・研究へ対応するため、職員の重点配置に努めたこと、

フィールド試験実施に必要な、各種事務手続きのノウハウの蓄積による迅速化のため連絡調整

役を新設したこと、

などから「ａ」と評定した。
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参考資料３

○ 試験・研究及び林木育種事業における人員の配置状況の経年比較（期首／期末）

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度
年 度

区 分

１３４ １３１ １２７ １２３ １２２総務
（８） １２７ （８） １２０ （８） １１６ （６） １１９ （8） １１９

部門
（８） （８） （５） （６） （７）

一般 ５８ ５６ ５７ ５２ ５５企画
職員 （６） ５３ （５） ５５ （５） ５５ （５） ５３ （５） ５２部門

（５） （４） （５） （５） （５）

６４ ６２ ６５ ５９ ５９育種
（６４） ６０ （６２） ５８ （６５） ５６ （59） ５７ （５９） ５５部門

（６０） （５８） （５６） （５７） (５５)

２５ ２５ １８ １５ １４

技術職員 （４） ２５ （４） ２５ （０） １７ （０） １５ （０） １４

（４） （４） （０） （０） （０）

４８３ ４７０ ４６９ ４６２ ４５１

研究職員 （４６） ４７４ （４６） ４６４ （４５） ４６７ （４６） ４５４ （４５） ４３５

（４６） （４５） （４６） （４４） （４２）

〔１〕 〔１〕 〔１７〕 〈１９〉 〈１６〉
任期付

〔１〕 〔１〕 〔１〕 〈１６〉 〈６〉
研究員

〈５〉 〈１９〉

７６４ ７４４ ７３６ ７１１ ７０１

合 計 （１２８） （１２５） （１２３） （116） （１１７）

７３９ ７２２ ７１１ ６９８ ６７４

（１２３） （１１６） （１１３） （１１２） （１０９）

（注） １．期首は各年度の４月１日現在の職員数
２．期末は各年度の３月３１日現在の職員数
３．再雇用（再任用）職員については、週２４時間勤務であるため、１人当たり０.５人と換算
４．（ ）は林木育種センター職員で内書
５．〔 〕は任期付研究員を内書、〈 〉は研究開発力強化法による任期付研究員内書

○ 平成２４年度森林総合研究所常勤職員総数の状況

期 首 １０９５人（内 森林農地整備センター ３９４人）

期 末 １０６３人（内 森林農地整備センター ３８９人）
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平成２４年度評価シート(指標)

（大項目）第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

（中項目）２ 人事に関する計画

（小項目）（１）人員計画

イ 水源林造成事業等

指 標
事業の見直し、組織の再編・統廃合、雇用確保対策及び業務運営の簡素化・効率化に

よる職員の適切な人事等を推進する。

年度計画：

事業の見直し、組織の再編・統廃合、雇用確保対策及び業務運営の簡素化・効率化による職員

の適切な人事等を推進する。

実施結果：

森林農地整備センターの職員配置については、業務の内容・規模を踏まえ効率的な業務実施体

制となるように、適切な人事配置を行った。

組織については、事務・事業の効率化の観点から、事業の進展、事業の内容・規模に応じ以下

のとおり廃止等を行った。

（ア）本部

農用地総合整備事業等の事業が縮小することを踏まえ、農用地業務部の体制の見直しを行

った（平成 25 年 4 月 1 日より農用地業務部を農用地業務室に縮小・再編し、2 課及び 2 係を

廃止）。

旧緑資源幹線林道の保全管理業務が終了することを踏まえ、森林業務部森林調整課の 3 係

を廃止した。

水源林造成事業については、森林資源利用（主伐・間伐等）の増大に適切に対応するため

組織の見直しを行った（平成 25 年 4 月 1 日より森林調整課を資源利用課に再編）。

さらに、管理部財務課においても業務体制の見直しを行い 1 係を廃止した。

（イ）整備局及び水源林整備事務所

事務・事業の効率化及び経費の削減の観点から京都水源林整備事務所を廃止し、近畿北陸

整備局に統合した。また、整備局においては、業務運営の簡素化・効率化の観点から、契約

課を廃止し、3 課から 2 課体制に再編した。

さらに、水源林整備事務所に設置していた旧緑資源幹線林道の保全管理関係業務を所掌す

る 3 係を廃止した（札幌水源林整備事務所、福島水源林整備事務所及び広島水源林整備事務

所）。

（ウ）建設事業所

事業の完了に伴い、南富良野建設事業所及び美濃東部建設事業所を廃止した。

また、邑智西部建設事業所においては、業務が縮小することを踏まえ、2 係を廃止した。

これまでの人員配置状況の経年変化を参考資料 4 に示した。

評 価 結 果 ｓ ａ ｂ ｃ ｄ ウェイト １

評価結果の理由：

水源林造成事業等の職員配置に当たっては、事業の進展、事業の内容・規模に応じ、組織を簡

素で効率的な業務実施体制に見直すとともに、適切な人事配置を行い業務の効率化を図ったこと、

から「ａ」と評定した。
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参考資料４

○ 水源林造成事業等における人員の配置状況の経年比較（期首／期末）

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度
年 度

区 分

５７０ ５１９ ４７２ ４１８ ３９４
水源林造成事業等

５３２ ５１７ ４６１ ４１５ ３８９

（注） １．期首は各年度の４月１日現在の職員数
２．期末は各年度の３月３１日現在の職員数
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平成２４年度評価シート(指標)

（大項目）第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

（中項目）２ 人事に関する計画

（小項目 （２）人材の確保）

研究職員の採用については、広く公募等により研究開発の推進に必要な優れた人材を指 標
確保するよう努める。

年度計画：

研究職員の採用については、広く公募等により研究開発の推進に必要な優れた人材を確保する

よう努める。

実施結果：

研究職員の採用については、優れた人材を確保するため広く公募をかけることとし、森林総合

研究所のホームページへの掲載と関連する大学及び都道府県研究機関並びに科学技術振興機構研

究者人材データーベースへ募集案内の公告掲示を依頼し、女性研究者 名、男性研究者 名を採1 6
用した。

また、任期付研究員の採用制度（平成 年 月から導入）に、一定の審査を経て常勤職員とし20 4
て採用することができる「テニュア型任期付研究員」制度を新たに導入し、平成 年 月以降の25 4
採用から適用することとした。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

研究職員の採用において、優れた人材を確保するため広く公募を掛けたこと、

などから「ａ」と評定した。
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平成２４年度評価シート(指標)の集計表

（大項目）第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

（中項目）２ 人事に関する計画
第７-２

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

研究開発業務の効率的かつ効果的な推進を行うため、職員の重点配置

等を行う。 ａ 100 1

管理部門の効率化に伴う適切な要員配置に努める。

ａ 100 1事業の見直し、組織の再編・統廃合、雇用確保対策及び業務運営の簡

素化・効率化による職員の適切な人事等を推進する。

ａ 100 1
研究職員の採用については、広く公募等により研究開発の推進に必要

な優れた人材を確保するよう努める。

（ 指標数：３ 、ウェイトの合計③：３ ）

＝ ( )達成度の計算： ＝
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 300

100 %
3ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回る成果が得られた
評価区分ａ ：中期計画に対して改善の成果は十分であった

ｂ ： 〃 改善の成果はやや不十分であった
ｃ ： 〃 改善の成果は不十分であった

ａｄ ： 〃 達成が大幅に遅れている
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平成２４年度評価シート(指標)

（大項目）第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

（中項目）３ 環境対策・安全管理の推進

（小項目）

「放射線障害予防規程 「森林総合研究所環境配慮基本方針」及び「エネルギーの使」、

」 、 、 。用の合理化に関する法律 等に基づき 環境対策 省エネ対策及び安全管理を推進する

省エネルギー・省資源・廃棄物削減に係る年度目標（数値目標）を設定し、PDCAサイ

クルを活かした、評価、改善策の検討等を行うことにより、更なる環境負荷の低減に努

める。

指 標 環境配慮等に関する国民の理解を深めるために、研究及び事業活動に係る環境報告書

を作成・公表する。

老朽設備を省エネ型の機器に改修し、効果的な運転を行うとともに省エネを図る。

、 、薬品等の適正使用・適正管理を推進するため 薬品等の化学物質の取り扱いについて

職場点検や所内掲示版等の注意喚起を通じて、事故・災害・環境汚染の未然防止に努め

る。また、不用薬品、不用物品等を計画的に適正処分する。

森林農地整備センターにおける安全衛生に係る取組を実施する。

年度計画：

「放射線障害予防規程 「森林総合研究所環境配慮基本方針」及び「エネルギーの使用の合理化」、

に関する法律」等に基づき、環境対策、省エネ対策及び安全管理を推進する。

省エネルギー・省資源・廃棄物削減に係る年度目標（数値目標）を設定し、 サイクルをPDCA
活かした、評価、改善策の検討等を行うことにより、更なる環境負荷の低減に努める。

環境配慮等に関する国民の理解を深めるために、研究及び事業活動に係る環境報告書を作成・

公表する。

老朽設備を省エネ型の機器に改修し、効果的な運転を行うとともに省エネを図る。

薬品等の適正使用・適正管理を推進するため、薬品等の化学物質の取り扱いについて、職場点

検や所内掲示版等の注意喚起を通じて、事故・災害・環境汚染の未然防止に努める。また、不用

薬品、不用物品等を計画的に適正処分する。

森林農地整備センターにおける安全衛生に係る取組を実施する。

実施結果：

放射線障害予防については、放射線業務従事者に対し必要な教育訓練を行った。また、東京電

力福島第一原子力発電所の事故に伴い、森林等の調査などの緊急対応が必要になったことから、

当該業務に従事する職員の安全を確保するため「除染等業務に従事する労働者の放射線障害防止

のためのガイドライン （厚生労働省平成 年 月 日基発 第 号）を踏まえて安全管理」 23 12 22 1222 6
要領を定め、放射線防護管理を徹底した。また、作業マニュアルを作成し、講習会等において安

全な作業に必要な知識と実践の習得を図るとともに 「森林農地整備センター職員等の放射線によ、

る健康障害を防止するための基本的な考え方と対応方法等について」を定め、職員等の放射線に

よる健康障害を防止するための指導を行った。

54 6 22 49環境対策については エネルギーの使用の合理化に関する法律 昭和 年 月 日法律第、「 （

号 」および「森林総合研究所温室効果ガス排出削減実施計画」に基づき、省エネルギーの推進に）

努めた。また、省エネルギー・省資源・廃棄物削減にかかる年度目標（数値目標）を設定し、更

なる環境負荷の低減に努めた。

なお、東京電力福島第一原子力発電所事故等の影響により全国的に原子力発電所の稼働率が下

がり電力供給不足が生じたため、夏期・冬期において節電対策に努めたことは、電力使用量の削
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減に繋がった。

平成 年度の森林総合研究所の環境対策について 「環境報告書 」を取りまとめて公表し23 2012、

た。

施設関係については、劣化した変圧器を高効率変圧器に更新した。また、イントラネットや諸

会議等で定期的に省エネルギーに関する情報提供及び協力依頼を行った。さらに、 年度に引き23
続き壁面緑化を実施するとともに、冷・暖房運転の室内温度の適正管理による省エネルギーを実

施した。

、 。 、物品調達にあたっては 環境物品の積極的な調達を平成 年度から継続して行っている また13
自動車の賃貸借等については、環境配慮契約法に基づき調達を行った。

薬品管理については、 法に基づいた化学物質の年間取扱量の把握や毒物及び劇物取締法PRTR
に基づく毒物劇物量の管理を行うとともに、危険物貯蔵所の施設・設備の保全に努め、職員が安

全・適正に利用できるよう管理運営に努めた。また、安全衛生委員会による職場巡視を行い、適

切に管理されているか点検を実施するとともに必要な指導・助言を行った。

森林総合研究所における安全衛生に係る取組として、以下のとおり実施した。

① 安全の確保については、平成 年度安全衛生管理計画を策定し、産業医（非常勤）及び衛生24
管理者等による安全衛生委員会を毎月開催するとともに、職員等の安全及び衛生に関する事項

について検討を行い、対応策を講じた。また、大規模な地震災害に備え 「独立行政法人森林総、

合研究所業務継続計画」及び「独立行政法人森林総合研究所森林農地整備センター本部業務継

続計画」並びに「独立行政法人森林総合研究所森林農地整備センター防災管理要領」等に定め

る防災備品の備え付け状況について点検を行った。

現場業務の安全に一層配慮する観点から、蜂災害対策として、毒吸引器等の応急器具・防蜂

網等の配付、蜂アレルギー検査の徹底を図るとともに、重大な蜂災害を未然に防止するため、

自動注射器を必要な職員に配付した。また、現場事務所に備え付けている保護具等について、

損傷等の不具合が無いか点検を行った。

さらに、水源林造成事業の現場においては、打合せ会議等を通じ造林者に対して安全管理に

関する指導等を行うとともに、農用地整備事業の現場においては、労働災害防止のための安全

パトロールを行い、適切な工事施工、施工機械の事故防止等について確認・点検を行った。

② 健康の確保については、職員の健康管理の徹底及び健康診断結果に対する適切な対処に資す

るため、産業医（非常勤）による年 回の健康相談室を開催するとともに電話等による相談を8
随時実施した。

また、本所においては、安全衛生担当者等の各種研修及び講習の受講、業務に必要な免許並

びに資格取得の促進に努めるとともに、設備・機械等の点検、作業環境の快適化及び耐震対策

を図り、安全な職場環境の形成に努めるとともに、森林整備センターにおいては「課長補佐・

主幹・係長研修 （ 月 回実施）及び「水源林事務所長等研修 （ 月 回実施）において、」 」10 2 11 1
計 名の職員に対しメンタルヘルスに関する講義を行うとともに、会議等を通じてメンタル110
ヘルス対策を各職場で適切に取り組むよう周知を図った。

③ このほか 「全国安全週間 （ 月 ～ 日）及び「全国労働衛生週間 （ 月 ～ 日）の期、 」 」7 1 7 10 1 7
間中、職場内へのポスター掲示及びイントラネットへの記事掲載により労働安全衛生の徹底を

図った。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

放射線業務の安全管理要領を定め、放射線防護管理を徹底したこと、

放射線業務の作業マニュアルを作成し、講習会等において安全な作業に必要な知識と実践の習
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得を図ったこと、

環境対策について、省エネルギー・省資源・廃棄物削減に努め、環境負荷の低減に努めたこと、

平成 23 事業年度分に係る環境報告書を作成し、ホームページへ公表したこと、

施設関係については、高効率変圧器への更新、壁面緑化の実施、冷・暖房運転の室内温度の適

正管理等による省エネルギーを実施したこと、

環境物品の積極的な調達に努めたこと、

薬品管理については、PRTR 法に基づいた管理を行い、安全衛生委員会による点検を実施した

こと、

重大な蜂災害を未然に防止するための自動注射器の配付、職員の健康管理に資するための産業

医の活用やメンタルヘルス対策の周知など、安全衛生対策を推進したこと、

などから「ａ」と評定した。
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平成２４年度評価シート(指標)の集計表

（大項目）第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

（中項目）３ 環境対策・安全管理の推進
第７-３

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

放射線障害予防規程 森林総合研究所環境配慮基本方針 及び エ「 」、「 」 「
ネルギーの使用の合理化に関する法律」等に基づき、環境対策、省エネ
対策及び安全管理を推進する。
省エネルギー・省資源・廃棄物削減に係る年度目標（数値目標）を設

定し、PDCAサイクルを活かした、評価、改善策の検討等を行うことによ
り、更なる環境負荷の低減に努める。
環境配慮等に関する国民の理解を深めるために、研究及び事業活動に ａ 100 1

係る環境報告書を作成・公表する。

老朽設備を省エネ型の機器に改修し、効果的な運転を行うとともに省

エネを図る。

薬品等の適正使用・適正管理を推進するため、薬品等の化学物質の取

り扱いについて、職場点検や所内掲示版等の注意喚起を通じて、事故・

災害・環境汚染の未然防止に努める。また、不用薬品、不用物品等を計

画的に適正処分する。

森林農地整備センターにおける安全衛生に係る取組を実施する。

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③：１ ）

＝ ( )達成度の計算： ＝
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 100

100 %
1ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回る成果が得られた
評価区分ａ ：中期計画に対して改善の成果は十分であった

ｂ ： 〃 改善の成果はやや不十分であった
ｃ ： 〃 改善の成果は不十分であった

ａｄ ： 〃 達成が大幅に遅れている
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平成２４年度評価シート(指標)

（大項目）第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

（中項目）４ 情報の公開と保護

（小項目）

研究所の諸活動の社会への説明責任を的確に果たすため、文書資料の電子管理の充実

を図り、情報公開業務の適正かつ迅速な対応に努める。

個人情報の保護に関して、職員へ更なる周知・啓発を図り、情報管理を行い、情報の

指 標 公表と保護について、適切な処理に努める。

また、情報セキュリティポリシーに沿った対策を推進するため、自己点検の実施、作

成した役職員向けのハンドブック（解説資料）を適宜改訂するとともに定期的な教育、

研修を実施する。

年度計画：

研究所の諸活動の社会への説明責任を的確に果たすため、文書資料の電子管理の充実を図り、

情報公開業務の適正かつ迅速な対応に努める。

個人情報の保護に関して、職員へ更なる周知・啓発を図り、情報管理を行い、情報の公表と保

護について、適切な処理に努める。

また、情報セキュリティポリシーに沿った対策を推進するため、自己点検の実施、作成した役

職員向けのハンドブック（解説資料）を適宜改訂するとともに定期的な教育、研修を実施する。

実施結果：

研究所の諸活動の社会への説明責任を的確に果たすため、法人文書ファイル管理簿情報を当所

ホームページへ掲載することにより、文書管理の充実を図るとともに、独立行政法人国立公文書

館が主催する公文書管理に関する研修会、内閣府公文書管理課が主催する連絡会議に担当者を参

加させ、情報公開業務を適正かつ迅速に対応できるように努めた。

法人文書ファイル管理簿については、掲載項目を国のガイドラインに沿った項目（起算日、保

存期間満了時期の追加）に見直した。

個人情報の保護に関しては、個人情報の流出を防ぐため、昨年度に引き続き電子計算機、複写

機の廃棄時にデータを消去する等適切な処理を行った。

森林農地整備センタ－では、国民への最新情報の提供及び迅速な対応を図るため、法人文書の

管理及び情報公開ファイル管理簿のデ－タ等の電子化に努めるとともに、公文書管理法に基づく

調査に対応したシステム改修を実施した。また、情報公開制度に伴う開示請求については、開示

請求者への適切な対応を図るとともに、迅速な開示決定を実施した。

情報セキュリティポリシーに則り、 月と 月（森林農地整備センターは 月）に役職員に対6 10 2
する教育・研修を実施した。業務の都合上、研修を受講できない者は、研修資料を閲覧するよう

指示したが、受講状況の確認が不十分であったため、一部の職員については、受講の徹底が図ら

れなかった。また、 月（森林農地整備センターは 月の教育・研修と同時）には情報セキュリ11 2
ティに関する意識向上を図るために自己点検を行った。さらに、 月には監査室主導で情報セキ2
ュリティ監査を実施した。なお、最近のサイバー攻撃は高度になっており、これらに対処するた

め、所内の管理体制や連絡体制を確認することに加え、農林水産技術会議事務局技術政策課情報

システムセキュリティ管理者向け研修会に担当者を参加させるなど、不断の取り組みを行ってき

た。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：
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情報公開業務を適正かつ迅速に行うため、法人文書ファイル管理簿情報を森林総合研究所ホー

ムページに掲載するとともに、担当者を公文書管理に関する研修会へ参加させるなどして、文書

管理の充実を図った。個人情報の保護に関しては、情報の流出を防ぐため、昨年度に引き続き、

電子計算機や複写機の廃棄時にデータを消去するなど、適切な処理を行った。また、情報セキュ

リティポリシーに則り、役職員に対する教育・研修及び情報セキュリティに関する意識向上を図

るため自己点検を実施した。さらに、高度化するサイバー攻撃に対しては、対処方法について職

員への周知・啓発を図ってきたが、一部の職員については、情報セキュリティ研修受講が徹底で

きず、また未受講者の指導が十分に行われなかったので 「 」と評定した。、 b
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平成２４年度評価シート(指標)の集計表

（大項目）第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

（中項目）４ 情報の公開と保護
第７-４

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
区分 ① ②

研究所の諸活動の社会への説明責任を的確に果たすため、文書資料の

電子管理の充実を図り、情報公開業務の適正かつ迅速な対応に努める。

個人情報の保護に関して、職員へ更なる周知・啓発を図り、情報管理

を行い、情報の公表と保護について、適切な処理に努める。 ｂ 80 1

また、情報セキュリティポリシーに沿った対策を推進するため、自己

点検の実施、作成した役職員向けのハンドブック（解説資料）を適宜改

訂するとともに定期的な教育、研修を実施する。

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③：１ ）

達成度の計算：
｛（指標の達成度①）×（同ウェイト②）｝の合計

＝
80

＝ 80 (%)
ウェイトの合計③ 1

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】
ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】 評価結果
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ｂ
【分科会評価区分】

ｓ ：中期計画を大幅に上回る成果が得られた 分科会
ａ ：中期計画に対して改善の成果は十分であった 評価区分
ｂ ： 〃 改善の成果はやや不十分であった
ｃ ： 〃 改善の成果は不十分であった
ｄ ： 〃 達成が大幅に遅れている ｂ
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平成２４年度評価シート(指標)

（大項目）第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

（中項目）５ 積立金の処分

（小項目 （１）研究・育種勘定）

前期中期目標期間繰越積立金は、前期中期目標期間中に自己収入財源で取得し、当期
指 標

中期目標期間へ繰り越した有形固定資産の減価償却に要する費用等に充当する。

年度計画：

前期中期目標期間繰越積立金は、前期中期目標期間中に自己収入財源で取得し、当期中期目標

期間へ繰り越した有形固定資産の減価償却に要する費用等に充当する。

実施結果：

前期中期目標期間繰越積立金のうち、 千円を前期中期目標期間中に自己収入財源で取得794,173
し、当期中期目標期間へ繰り越した有形固定資産の減価償却に要する費用等に充当し、収支の均

衡を図った。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

前期中期目標期間繰越積立金のうち、 千円を前期中期目標期間中に自己収入財源で取得794,173
し、当期中期目標期間へ繰り越した有形固定資産の減価償却に要する費用等に充当し、収支の均

衡を図ったこと

などから「 」と評定した。a
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平成２４年度評価シート(指標)

（大項目）第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

（中項目）５ 積立金の処分

（小項目）（２）水源林勘定

指 標 前期中期目標期間繰越積立金は、借入金利息及び債券利息に充当する。

年度計画：

前期中期目標期間繰越積立金は、借入金利息及び債券利息に充当する。

実施結果：

前期中期目標期間繰越積立金は、借入金利息及び債券利息に 250,000 千円を充当し、借入金等

の償還を行った。

評 価 結 果 ｓ ａ ｂ ｃ ｄ ウェイト １

評価結果の理由：

前期中期目標期間繰越積立金は、借入金利息及び債券利息に 250,000 千円を充当し、借入金

等の償還を行ったことから「ａ」評定とした。
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平成２４年度評価シート(指標)

（大項目）第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

（中項目）５ 積立金の処分

（小項目）（３） 特定地域整備等勘定

指 標 前期中期目標期間繰越積立金は、負担金等の徴収及び長期借入金若しくは債券の償還

に要する費用に充当する。

年度計画：

前期中期目標期間繰越積立金は、負担金等の徴収及び長期借入金若しくは債券の償還に要する

費用に充当する。

実施結果：

前期中期目標期間繰越積立金は、負担金の徴収事務、借入金等の償還事務及び事後評価等の費

用に 110,480 千円を充当し、負担金の徴収等及び借入金等の償還等に係る事務を円滑に行った。

評 価 結 果 ｓ ａ ｂ ｃ ｄ ウェイト １

評価結果の理由：

前期中期目標期間繰越積立金は、負担金の徴収等に要する費用に 110,480 千円を充当し、負担

金の徴収及び借入金等の償還等に係る事務を円滑に行ったこと

などから「ａ」と評定した。
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平成２４年度評価シート(指標)の集計表

（大項目）第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

（中項目）５ 積立金の処分
第７-５

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

研究・育種勘定： 前期中期目標期間繰越積立金は、前期中期目標期間中

100 1に自己収入財源で取得し、当期中期目標期間へ繰り越 ａ

した有形固定資産の減価償却に要する費用等に充当す

る。

100 1水源林勘定：前期中期目標期間繰越積立金は、借入金利息及び債券利息 ａ
に充当する。

100 1特定地域整備勘定：前期中期目標期間繰越積立金は、負担金等の徴収及 ａ
び長期借入金若しくは債券の償還に要する費用に充
当する。

（ 指標数：３ 、ウェイトの合計③：３ ）

＝ 100.0 ( )達成度の計算： ＝
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 300 %

3ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回る成果が得られた
評価区分ａ ：中期計画に対して改善の成果は十分であった

ｂ ： 〃 改善の成果はやや不十分であった
ｃ ： 〃 改善の成果は不十分であった

ａｄ ： 〃 達成が大幅に遅れている
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独立行政法人の業務の実績に関する評価の視点（平成24年度業務実績評価の具体的取組につ

いて）に対する対応状況

１． 二次評価において重点的にチェックする事項（重要事項）

① 重点事項別の観点

●人材育成業務

・関連業界、受講者等のニーズの変化を踏まえた取組について、関連業界への就職状況、類

似機関の動向、定員充足率等を踏まえた具体的な取組状況を明らかにした上で評価を行って

いるか。

・関連業界への就職率、資格取得割合、修了後の活動状況等、業務の成果・効果を客観的か

つ具体的に表す指標やそれに対応した実績を明らかにした上で評価を行っているか。

・業務の効率化について、教材作成作業等の効率化、研修施設の有効活用、施設管理業務の

民間委託等の取組状況を明らかにした上で評価を行っているか。

・受益者負担の妥当性・合理性について、負担額やコストとの関連性等を明らかにした上で

評価を行っているか。

対応

（平成24年度評価シート（評価単位用）１－５ 専門分野を活かしたその他の社会貢献）

当法人の個別法第 11 条 1 項に規定されている「講習」は、当法人が実施している試験・

研究等によって蓄積された技術を他の森林・林業関係者等に普及するものである。具体的に

は、国の機関や他の独立行政法人、地方公共団体、民間団体等からの依頼に基づく研修講師

の派遣や、これら機関に所属する若手研究者等の研修生としての受入等として実施してい

る。これらについては、いずれも専門分野を活かしたその他の社会貢献の一環として、外部

機関のニーズに応じて実施することを計画に掲げ、その実施状況を評価している。なお、こ

の実施のための特別の施設は有していない。また、受益者負担については、公益性等を総合

的に勘案して定められている当所の規程等に基づき、適切に対応している。

●検査・試験・評価等業務

・標準処理期間の設定、処理日数の縮減、手続の電子化等、利用者の利便性向上に向けた取

組状況を明らかにした上で評価を行っているか。

・業務効率化について、検査マニュアルも見直し、関係機関との連携、定型的検査の民間委

託等の取組状況を明らかにした上で評価をおこなっているか。

・受益者負担の妥当性・合理性について、負担額やコストとの関連性等を明らかにした上で

評価を行っているか。

対応

（平成24年度評価シート（評価単位用）１－５ 専門分野を活かしたその他の社会貢献）

当法人の個別法第 11 条第 1 項に規定されている「鑑定」は、当法人が実施している試験

・研究等によって蓄積された技術を活用し、他の機関では適切に実施することが困難な分析
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等を行うものである。具体的には、林業用種子の発芽効率の鑑定、木質材料の耐久試験、木

材の鑑定等を民間、行政機関等からの依頼に応じてを行うことを計画に掲げ、その実施状況

を評価している。なお、これらは通常の試験・研究業務との兼ね合いを見ながら実施してい

るが、できるだけ依頼者のニーズに応じた日程としている。また、受益者負担については、

コストを考慮して定めた当所の規程等に基づき適切に対応している。

●内部統制

・法人のミッション達成を阻害する課題（リスク）のうち、法人にとって優先的に対応すべ

き重要な課題が何であるかを明らかにした上で、それへの対応状況の評価を行っているか。

対応

（平成24年度評価シート（評価単位用）２－４ 内部統制の充実・強化）

PDCA サイクルを有効に機能させ、全所的な内部統制の充実・強化を図った。森林総合研

究所の特性及びミッション達成を鑑み、99 項目からなるリスクリスト票を作成し、全職場

において研究所の業務に係るリスクの識別、評価を行い、内部統制強化のため研究所として

優先して対応すべきリスクの選定をおこなった。その結果、優先して対応すべきリスクとし

て、「行政との連携」、「種苗の生産と配布」、「契約地の管理」及び「効果的な広報の推進」

の 4 点を選定し、これらのリスクに対して取り組むべき具体的な対応計画を策定し、年度内

の実施状況を点検した。対応計画を着実に実施した結果、リスクが改善され、内部統制の強

化が図られた。また、監事においても、当所の内部統制の取り組み状況の監査を行い、監事

監査報告書において取り組みの成果を認めるとともに、一層の取り組みの促進を指摘した。

以上のように、全所的に内部統制の強化を具体的に進めた。

・もんじゅにおける点検漏れ及びＪ－ＰＡＲＣにおける放射性物質漏えい事故が発生した状

況を鑑みれば、適切な管理が行われないことによる原子力施設等における事故等の発生等

は、当該施設を管理する法人において優先的に対応すべき重要なリスクとして扱われるべ

きものと考えます。

・このため、政独委独法分科会では、府省評価委の一次評価において、法人が上記のリスク

を優先的に取り組むべきものとして認識しているかを把握し、そのリスクに対する取組状

況を明らかにした上で厳格に評価が行われているかという観点から二次評価を行うこと

とします。

・また、各法人に係る一次評価結果を横串でチェックする際には、保守点検に係る規程類の

整備や職員への啓発活動等の実施のみをもって評価していないか、保守点検等の取組が規

程等に準拠し適切に実施されているかどうかについて確認・精査した上で評価を行ってい

るかといった観点でチェックする予定です。

対応（原子力施設等の管理状況について）

森林総合研究所では、「核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和 32 年法律第
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66 号）第２条第７項で定義されている原子力施設」「放射性同位元素等による放射線障害

の防止に関する法律（昭和 32 年法律第 67 号）第２条第４項に定義する放射線発生装置

のうち、当該施設等の適切な安全管理が行なわなければ、国民の生命・財産に害を及ぼ

すおそれがあると考えられるもの」は該当しない。なお、「原子力規制委員会設置法附則

第 17 条による改正後の核原料物質」に該当する物資である「酢酸ウラニル」を３瓶（そ

れぞれ 80.2 ｇ、87.1 ｇ、78.3 ｇ、製造会社及び製造年月日等が異なる）」と「塩化トリ

ウム（89.5 ｇ）」１瓶の計４瓶を保有し管理している。これらについては、「核原料物質、

核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」による使用の許可を受けているとともに（１

瓶）、同法の計量管理規定に基づき４瓶について、定期的に計量し（月１回）、さらにそ

の結果を文部科学省に報告しており（年２回、25 年４月からは原子力規制委員会に報告

することとなった）、適正に管理している。

●保有資産

・「独立行政法人の職員宿舎の見直し計画」（平成 24 年４月３日行政改革実行本部決定）及

び「独立行政法人の職員宿舎の見直しに関する実施計画」（平成 24 年 12 月 14 日行政改革

担当大臣決定。以下「見直し実施計画」という。）を踏まえた見直しの実施状況を明らかに

した上で評価を行っているか。

回答

職員宿舎は保有していないことから、該当しない。

・見直し実施計画で廃止等の方針が明らかにされている宿舎以外の宿舎及び職員の福利厚生

を目的とした施設について、法人の自主的な保有の見直し及び有効活用の取組状況を明らか

にした上で評価をおこなっているか。

対応

（平成24年度評価シート（評価単位用）２－２ 資源の効率的利用及び充実・高度化 ）

保有資産については、職員の福利厚生を目的とした施設を含め、減損審査委員会において

資産利用状況等調査を勘案した減損兆候の有無の判断を行い、見直しの検討を進めた。

●当委員会の指摘

・「平成 23 年度末に中期目標期間が終了する独立行政法人の主要な事務及び事業の改廃に

関する勧告の方向性について」（平成 23 年 12 月９日政委第 27 号政策評価・独立行政法人

評価委員会通知）及び「平成 23 年度における独立行政法人等の業務の実務に関する評価の

結果等についての意見」（平成 25 年１月 21 日政委第７号政策評価・独立行政法人評価委員

会通知）における指摘事項を踏まえた評価を行っているか。

回答

当法人の中期目標期間が終了するのは、平成 27 年度末であることから、「平成 23 年度末に

中期目標期間が終了する独立行政法人の主要な事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性
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について」は、該当しない。

・「平成 23 年度における独立行政法人等の業務の実務に関する評価の結果等についての意

見」（平成 25 年１月 21 日政委第７号政策評価・独立行政法人評価委員会通知）における指

摘事項を踏まえた評価を行っているか。

・「保有資産の見直し」の指摘事項に関しては、今後の評価に当たっては、保有資産の妥当

性等についてより一層厳格な評価を行う必要がある。

対応（平成24年度評価シート（評価単位用）２－２ 資源の効率的利用及び充実・高度化）

試験林については、研究課題の終了時に存置（継続利用）、廃止等の判断及び事務手続き

等が円滑に進むよう、試験林毎に研究期間、研究内容等を一覧できるデータベースを更新し

た。なお、連光寺実験林（東京都多摩市）、島津実験林（京都市伏見区）及び宇治見実験林

（京都市伏見区）については、平成 23 年度に設置した保有資産検討プロジェクトチームに

おいて、研究終了又は継続する場合の代替となるフィールドの確保及び境界の現況把握の検

討に取り組んだ。

「評価指標の妥当性」の指摘事項に関しては、今後の評価に当たっては、年度計画及び同計

画の評価指標に中期目標及び中期計画の内容が的確に反映されているかについてもチェッ

クをした上で、より一層厳格な評価を行う必要がある。

対応（平成24年度評価シート（評価単位用）２－５ 効率的・効果的な評価の実施及び活用）

年度計画の策定にあたっては、毎年３月に開催される当所の研究推進評価会議において中

期目標及び中期計画に沿って研究及び業務内容が精査され、理事会で審議の上、決定してお

り、年度計画は厳格に中期目標及び中期計画を反映している。

② 実績の把握・分析状況に係る観点

●人材育成業務

・「取組（改善、検討等）を行った」との記載にとどまらず、具体的な内容、効果等を明ら

かにした上で評価を行っているか。

・設定された指標の達成状況について、法人の取組や外部要因との関係性を明らかにした上

で評価を行っているか。

・前年度から大きく変動した業務実績について、その要因を明らかにした上で評価を行って

いるか。

・複数の区分、項目、コース等に分かれる業務等について、個別の実績を明らかにした上で

評価を行っているか。

・複数の施設、事務所等において行われる業務等について、個別の実績を明らかにした上で

評価を行っているか。

（回答）
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当法人は、人材育成機関ではないことから、具体的な数値指標は設定されていないが、外

部機関の要請に応じて、講習等に講師を派遣し、また研修生の受入等を行っている。

●検査・試験・評価等業務

・「取組（改善、検討等）を行った」との記載にとどまらず、具体的な内容、効果等を明ら

かにした上で評価を行っているか。

・設定された指標の達成状況について、法人の取組や外部要因との関係性を明らかにした上

で評価を行っているか。

・前年度から大きく変動した業務実績について、その要因を明らかにした上で評価を行って

いるか。

・複数の区分、項目、コース等に分かれる業務等について、個別の実績を明らかにした上で

評価を行っているか。

・複数の施設、事務所等において行われる業務等について、個別の実績を明らかにした上で

評価を行っているか。

（回答）

当法人は、検査・試験等を行う機関ではないことから、具体的な数値指標は設定されてい

ないが、その専門性を活かして外部機関の要請に応じ、樹木及び木材の鑑定や樹木病害に対

する鑑定や試験などを行っている。

③ 評価の妥当性・明確性に係る観点

●人材育成業務

・法人の業務等の取組状況にとどまらず、取組による成果・効果を明らかにした上で評価を

行っているか。

・単年度の業務実績にとどまらず、中期目標期間中に目標を達成することを念頭に置いた評

価を行っているか。

・過去の評価結果との整合性を確保した評価を行っているか。

・目標を達成していない業務等について、改善方策を示すことなどにより、業務運営の改善

を促す評価を行っているか。

対応

（平成24年度評価シート（評価単位用）１－５ 専門分野を活かしたその他の社会貢献）

当法人は、外部機関からの要請に応じた講師派遣や研修生の受入等を実施しており、毎年

継続要請も多数あることから、その実施に先立ち内容を要請者と調整し、要請者のニーズに

応じたものとなっており、中期計画の達成に資するものと認識している。

●検査・試験・評価等業務

・法人の業務等の取組状況にとどまらず、取組による成果・効果を明らかにした上で評価を
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行っているか。

・単年度の業務実績にとどまらず、中期目標期間中に目標を達成することを念頭に置いた評

価を行っているか。

・過去の評価結果との整合性を確保した評価を行っているか。

・目標を達成していない業務等について、改善方策を示すことなどにより、業務運営の改善

を促す評価を行っているか。

対応

（平成24年度評価シート（評価単位用）１－５ 専門分野を活かしたその他の社会貢献）

当法人は、外部機関からの依頼により、鑑定業務等に対応しており、必要に応じて依頼者

のニーズを聞き取りながら実施していることから、中期計画の達成に資するものと認識して

いる。

④ 過去の指摘等の反映状況に係る観点

●人材育成業務

・当委員会の累次の指摘や政府方針、会計検査院等において取り組むべきとされた事項につ

いて、その進捗状況を明らかにした上で評価を行っているか。

（回答）

これまでに、委員会の累次の指摘や政府方針、会計検査院等指摘は受けていない。

●検査・試験・評価等業務

・当委員会の累次の指摘や政府方針、会計検査院等において取り組むべきとされた事項につ

いて、その進捗状況を明らかにした上で評価を行っているか。

（回答）

これまでに、委員会の累次の指摘や政府方針、会計検査院等指摘は受けていない。

●保有資産

・当委員会の累次の指摘や政府方針、会計検査院等において取り組むべきとされた事項につ

いて、その進捗状況を明らかにした上で評価を行っているか。

対応（平成24年度評価シート（評価単位用）２－２ 資源の効率的利用及び充実・高度化）

保有資産の見直しについては、平成 23 年度に貴委員会より「実験林の見直し」について

指摘を受けたが、「①重点事項別の観点における保有資産の見直し」の箇所で述べたとおり、

プロジェクトチームを設置して見直しを行い、評価している。

２．点検事項

１の重点事項以外の一次評価結果を点検事項として、次の観点に特に留意する。

・中期目標等に記載されたすべての業務等について、その達成状況を把握するための指標を
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明らかにした上で評価をおこなっているか。

・中期目標等に記載されたすべての業務等について、その実施状況を明らかにした上で評価

を行っているか。

・目標を達成していない業務等について、その要因を明らかにした上で評価を行っている

か。

・評価項目中のすべての業務実績について、評価結果との関係を明らかにした上で評価を行

っているか。

対応（平成24年度評価シート（評価単位用）２－５ 効率的・効果的な評価の実施及び活用）

中期目標に記載されたすべての業務等については、中期計画において業務の達成状況を把

握するための具体的指標を示したうえで、実施状況を具体的・定量的に記載して達成度に応

じたｓ～ｄまでの達成区分で評価を実施している。また、目標を充分達成できなかった業務

等が生じた場合については、詳細な分析によりその要因を明らかにして、次年度計画におい

て確実な改善を促すような評価を実施している。さらに、評価項目におけるすべての業務実

績は、評価結果との関連性を明らかにするため、対応方針を示したうえで次年度計画を立て、

改善のサイクルが廻るよう努めている。なお、達成状況に関わる評価は、毎年３月に開催さ

れる当所の研究推進評価会議において研究及び業務内容が精査され、理事会で審議の上、決

定しており、厳格に評価を実施している。
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独立行政法人の業務の実績に関する評価の視点（平成24年度業務実績評価の具体的取組に

ついて）に対する対応状況（森林農地整備センター特記事項） 

１．二次評価において重点的にチェックする事項（重要事項） 
① 重点事項別の観点 

●人材育成業務 
・関連業界、受講者等のニーズの変化を踏まえた取組について、関連業界への就職状況、

類似機関の動向、定員充足率等を踏まえた具体的な取組状況を明らかにした上で評価を行

っているか。 
・関連業界への就職率、資格取得割合、修了後の活動状況等、業務の成果・効果を客観的

かつ具体的に表す指標やそれに対応した実績を明らかにした上で評価を行っているか。 
・業務の効率化について、教材作成作業等の効率化、研修施設の有効活用、施設管理業務

の民間委託等の取組状況を明らかにした上で評価を行っているか。 
・受益者負担の妥当性・合理性について、負担額やコストとの関連性等を明らかにした上

で評価を行っているか。 
（回答） 
○該当しない。 
 
●検査・試験・評価等業務 
・標準処理期間の設定、処理日数の縮減、手続の電子化等、利用者の利便性向上に向けた

取組状況を明らかにした上で評価を行っているか。 
・業務効率化について、検査マニュアルも見直し、関係機関との連携、定型的検査の民間

委託等の取組状況を明らかにした上で評価をおこなっているか。 
・受益者負担の妥当性・合理性について、負担額やコストとの関連性等を明らかにした上

で評価を行っているか。 
（回答） 
○該当しない。 
 
●内部統制 
・法人のミッション達成を阻害する課題（リスク）のうち、法人にとって優先的に対応す

べき重要な課題が何であるかを明らかにした上で、それへの対応状況の評価を行っている

か。 
・もんじゅにおける点検漏れ及びＪ－ＰＡＲＣにおける放射性物質漏えい事故が発生した

状況を鑑みれば、適切な管理が行われないことによる原子力施設等における事故等の発生

等は、当該施設を管理する法人において優先的に対応すべき重要なリスクとして扱われる

べきものと考えます。 

・このため、政独委独法分科会では、府省評価委の一次評価において、法人が上記のリス
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クを優先的に取り組むべきものとして認識しているかを把握し、そのリスクに対する取

組状況を明らかにした上で厳格に評価が行われているかという観点から二次評価を行う

こととします。 

・また、各法人に係る一次評価結果を横串でチェックする際には、保守点検に係る規程類

の整備や職員への啓発活動等の実施のみをもって評価していないか、保守点検等の取組が

規程等に準拠し適切に実施されているかどうかについて確認・精査した上で評価を行って

いるかといった観点でチェックする予定です。 
対応 

 本件の対応については、研究開発における別添資料を参照。 
 

●保有資産 
・「独立行政法人の職員宿舎の見直し計画」（平成 24 年４月３日行政改革実行本部決定）及

び「独立行政法人の職員宿舎の見直しに関する実施計画」（平成 24 年 12 月 14 日行政改革

担当大臣決定。以下「見直し実施計画」という。）を踏まえた見直しの実施状況を明らかに

した上で評価を行っているか。 
対応 

「見直し実施計画」において、保有宿舎３宿舎（第 3号宿舎、第 9号宿舎、取手宿舎

の一部）が廃止宿舎とされたことから、森林農地整備センターに設置した保有資産検討

プロジェクトチームにおいて資産処分を検討した結果、入居者の家庭事情等を考慮し、

円滑な退去等に配慮しながら、以下のとおり取り組むこととした。 

  職員宿舎 3 号については、「見直し実施計画」に基づき「今後 5 年（平成 28 年度）

を目途に処分（国へ現物納付）することとする。 

  職員宿舎 9号については、現中期計画期間中（平成 27 年度）に処分（国へ 現物納付）

することとする。 

  取手宿舎については、書類保管の目的である事後評価が終了する、平成 32 年度以降

を目途に処分（国へ現物納付）することとする。 

 
・見直し実施計画で廃止等の方針が明らかにされている宿舎以外の宿舎及び職員の福利厚

生を目的とした施設について、法人の自主的な保有の見直し及び有効活用の取組状況を明

らかにした上で評価をおこなっているか。 
対応 

（平成 24年度評価シート（評価単位用）２－２－（２）保有資産） 

保有資産検討プロジェクトチームにおいて、見直し実施計画で廃止等の方針が明らかに

されている宿舎以外の宿舎について、保有資産の必要性等について検討を行った。 

その結果、成城宿舎、成増宿舎、浦和宿舎、奈良宿舎、西大寺宿舎Ａ、西大寺宿舎Ｂ、

西大寺宿舎Ｃ、職員宿舎第 1 号、第 16 号については、継続使用することとする。 
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なお、職員の福利厚生を目的とした施設については、保有していない。 

 
●当委員会の指摘 
・「平成 23 年度末に中期目標期間が終了する独立行政法人の主要な事務及び事業の改廃に

関する勧告の方向性について」（平成 23 年 12 月９日政委第 27 号政策評価・独立行政法人

評価委員会通知）及び「平成 23 年度における独立行政法人等の業務の実務に関する評価の

結果等についての意見」（平成 25 年１月 21 日政委第７号政策評価・独立行政法人評価委員

会通知）における指摘事項を踏まえた評価を行っているか。 
 
・「平成 23 年度末に中期目標期間が終了する独立行政法人の主要な事務及び事業の改廃に

関する勧告の方向性について」は、 
 
当法人は該当しない。 
 
・「平成 23 年度における独立行政法人等の業務の実務に関する評価の結果等についての意

見」（平成 25 年１月 21 日政委第７号政策評価・独立行政法人評価委員会通知）における指

摘事項を踏まえた評価を行っているか。 
（指摘事項）：（保有資産の見直し）今後の評価に当たっては、保有資産の妥当性等につい

てより一層厳格な評価を行う必要がある。 
対応 

（平成 24年度評価シート（評価単位用）２－２－（２）保有資産） 

 本件の対応については、①重点項目別の観点の「保有資産」で述べた。 
 
（指摘事項）：（評価指標の妥当性）今後の評価に当たっては、年度計画及び同計画の評価

指標に中期目標及び中期計画の内容が的確に反映されているかについてもチェックをした

上で、より一層厳格な評価を行う必要がある。 
対応 

 本件の対応については、研究開発における別添資料を参照。 
 
② 実績の把握・分析状況に係る観点 

●人材育成業務 
・「取組（改善、検討等）を行った」との記載にとどまらず、具体的な内容、効果等を明ら

かにした上で評価を行っているか。 
・設定された指標の達成状況について、法人の取組や外部要因との関係性を明らかにした

上で評価を行っているか。 
・前年度から大きく変動した業務実績について、その要因を明らかにした上で評価を行っ
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ているか。 
・複数の区分、項目、コース等に分かれる業務等について、個別の実績を明らかにした上

で評価を行っているか。 
・複数の施設、事務所等において行われる業務等について、個別の実績を明らかにした上

で評価を行っているか。 
（回答） 
○該当しない。 
 
●検査・試験・評価等業務 
・「取組（改善、検討等）を行った」との記載にとどまらず、具体的な内容、効果等を明ら

かにした上で評価を行っているか。 
・設定された指標の達成状況について、法人の取組や外部要因との関係性を明らかにした

上で評価を行っているか。 
・前年度から大きく変動した業務実績について、その要因を明らかにした上で評価を行っ

ているか。 
・複数の区分、項目、コース等に分かれる業務等について、個別の実績を明らかにした上

で評価を行っているか。 
・複数の施設、事務所等において行われる業務等について、個別の実績を明らかにした上

で評価を行っているか。 
（回答） 
○該当しない。 
 
③ 評価の妥当性・明確性に係る観点 

●人材育成業務 
・法人の業務等の取組状況にとどまらず、取組による成果・効果を明らかにした上で評価

を行っているか。 
・単年度の業務実績にとどまらず、中期目標期間中に目標を達成することを念頭に置いた

評価を行っているか。 
・過去の評価結果との整合性を確保した評価を行っているか。 
・目標を達成していない業務等について、改善方策を示すことなどにより、業務運営の改

善を促す評価を行っているか。 
（回答） 
○該当しない。 
 
●検査・試験・評価等業務 
・法人の業務等の取組状況にとどまらず、取組による成果・効果を明らかにした上で評価
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を行っているか。 
・単年度の業務実績にとどまらず、中期目標期間中に目標を達成することを念頭に置いた

評価を行っているか。 
・過去の評価結果との整合性を確保した評価を行っているか。 
・目標を達成していない業務等について、改善方策を示すことなどにより、業務運営の改

善を促す評価を行っているか。 
（回答） 
○該当しない。 
 
④ 過去の指摘等の反映状況に係る観点 

●人材育成業務 
・当委員会の累次の指摘や政府方針、会計検査院等において取り組むべきとされた事項に

ついて、その進捗状況を明らかにした上で評価を行っているか。 
（回答） 
○指摘は受けていない。 
 
●検査・試験・評価等業務 
・当委員会の累次の指摘や政府方針、会計検査院等において取り組むべきとされた事項に

ついて、その進捗状況を明らかにした上で評価を行っているか。 
（回答） 
○指摘は受けていない。 
 
●保有資産 
・当委員会の累次の指摘や政府方針、会計検査院等において取り組むべきとされた事項に

ついて、その進捗状況を明らかにした上で評価を行っているか。 
対応 

（平成 24年度評価シート（評価単位用）２－２－（２）保有資産） 

奈良水源林整備事務所（奈良市）については、組織等に係る見直し検討の中で、総合的

に比較考量をした結果、京都水源林整備事務所を近畿北陸整備局に統合・集約化すること

としたこと、また、同事務所の耐震補強工事により、当面使用できることが客観的に証明

されたことから、事務所として使用を継続することとした。 

書類倉庫として活用しているいずみ倉庫（福島市）については、経済性に加え利便性も

勘案して検討を行い、組織の縮減を考慮しつつ、さらには、いずみ倉庫の所在地が福島市

の除染実施計画では平成 26 年度以降とされていることも踏まえ、処分（現物納付）を検討

することとした。 

また、平成２４年１０月会計検査院から参議院に報告された「独立行政法人における不
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要財産の認定等の状況に関する会計検査の結果について」に記述された「いずみ倉庫の土

地の一部」、「取手宿舎の土地の一部」及び「西大寺宿舎の土地の一部」については、利用

している敷地の一部であり直ちに売却等が可能ではないが、当該土地の取扱いについて以

下のとおり保有資産検討プロジェクトチームにおいて検討を行った。 
・いずみ倉庫の土地の一部については、いずみ倉庫の施設全体として上記のとおり処分（現

物納付）の検討をすることとした。 
・取手宿舎の土地の一部については、分筆し処分（現物納付）することの検討をすること

とした。 
・西大寺宿舎の土地の一部については、狭隘な土地であり公道に面していないことから、

有効活用する検討をすることとした。 
 
２．点検事項 
１の重点事項以外の一次評価結果を点検事項として、次の観点に特に留意する。 
 
・中期目標等に記載されたすべての業務等について、その達成状況を把握するための指標

を明らかにした上で評価をおこなっているか。 
・中期目標等に記載されたすべての業務等について、その実施状況を明らかにした上で評

価を行っているか。 
・目標を達成していない業務等について、その要因を明らかにした上で評価を行っている

か。 
・評価項目中のすべての業務実績について、評価結果との関係を明らかにした上で評価を

行っているか。 
対応 
本件の対応については、研究開発における別添資料「２．点検事項」を参照。 
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